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添付１ 

 

 

 

高圧溶融物放出 

／格納容器雰囲気直接加熱の防止について 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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1. まえがき 

高圧溶融物放出（HPME：High Pressure Melt Ejection，以下「HPME」という。）／格納

容器雰囲気直接加熱（DCH：Direct Containment Heating，以下「DCH」という。）の防止

に関して，解析モデルに関する不確かさの整理を行い，感度解析により有効性評価への

影響を確認した。 

 

2. 現象の概要 

溶融炉心が原子炉圧力容器下部プレナムに落下し，原子炉が高圧の状態で，原子炉圧

力容器下部ヘッドが破損すると，溶融炉心が破損口から噴出し，その後，高速のガス流

によって，溶融炉心が微粒子化して原子炉格納容器内に飛散放出されるため，原子炉格

納容器内雰囲気を直接加熱し，格納容器圧力及び温度が急上昇する。 

溶融炉心の飛散は，高圧条件下で溶融炉心が原子炉圧力容器外に噴出される場合に発

生するが，その圧力にはしきい値があり，原子炉を減圧させることにより，溶融炉心の

飛散を抑制あるいは緩和できることが知られている（付録１参照）。そこで，ＢＷＲプラ

ントでは，HPME／DCH 発生の防止のための対策として，逃がし安全弁を手動で開放するこ

とにより原子炉圧力を 2.0MPa[gage]以下まで減圧させることとしており，その効果が重大

事故等対策の有効性評価において確認できる。 

 

3. 不確かさに関する整理 

格納容器破損防止対策の有効性評価においては，HPME／DCH 発生防止策の有効性を評

価するために原子炉圧力が高く維持されるシーケンスを選定し，逃がし安全弁による手

動開放により，溶融炉心の飛散が生じないとされている原子炉圧力約 2.0MPa[gage]以下

まで減圧できることを示している。 

本事故シーケンスにて想定する事象進展を図 3-1 に示す。また，本シーケンスにおけ

るＢＷＲ５，Mark-Ⅰ改良型格納容器プラントの原子炉圧力の応答例を図 3-2 に示す。事

象発生時には炉心は冠水状態にあるが，給水喪失，逃がし安全弁からの冷却材流出によ

り炉水位が低下し，事象発生から約 1.1 時間後に逃がし安全弁２弁により原子炉の減圧

を行う。炉心燃料や構造材は溶融を開始し，溶融プールを形成しつつ，溶融炉心は炉心

部下方へ落下する。約 2.9 時間後に溶融炉心が炉心支持板から下部プレナムへ落下し始

め，溶融炉心と冷却材の相互作用（原子炉圧力容器内ＦＣＩ）により発生した水蒸気に

より原子炉圧力容器内は加圧されるが，逃がし安全弁は２弁開維持されているため，速

やかに減圧する。約 4.3 時間後に原子炉圧力容器が破損に至るが，この時原子炉圧力は

約 0.4MPa[gage]であり，2.0MPa[gage]を大きく下回っている。原子炉圧力容器破損後は，

格納容器圧力と均圧する。 
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なお，原子炉内構造材は共晶体を形成し，燃料ペレットより低い融点で溶融すること

から，溶融炉心に先行して炉心下部にリロケーションする可能性が考えられるが[1]，下

部プレナムには冷却材が存在することから，早期に溶融した金属成分は炉心下部で固化

すると考えられる。しかし，事象が進展し，溶融炉心が下部プレナムにリロケーション

する場合には，金属成分は下部プレナムでの溶融プール形成過程で再溶融して取り込ま

れると考えられることから，原子炉内構造物が先行溶融したとしても，原子炉圧力容器

破損のタイミングが大きく変わることはないと言える。 

 

上記の事象進展において，原子炉圧力容器の破損時点での原子炉圧力に影響する要因と

しては，①原子炉の減圧挙動，②原子炉圧力の上昇に係る物理挙動，③原子炉圧力容器の

破損時期が挙げられる。原子炉の減圧挙動については，逃がし安全弁による原子炉の減圧

操作を実施することから，逃がし安全弁による原子炉圧力変化の不確かさの影響を受ける

可能性がある。原子炉圧力の上昇に係る物理挙動としては，原子炉内での蒸気及び非凝縮

性ガスの発生による加圧が考えられる。原子炉圧力容器破損前に，これらの物理挙動の影

響が顕著に現れる下部プレナムでの溶融炉心と冷却材の相互作用について，不確かさの影

響を確認する。原子炉圧力容器の破損時期に関しては，原子炉圧力容器の破損時期が早ま

ることで，破損時の原子炉圧力が高くなる可能性があるため，その不確かさの影響を確認

する。 

以上を踏まえて，次の項目について不確かさを整理する。 

・逃がし安全弁による原子炉圧力変化 

・下部プレナム部での溶融炉心と冷却材の相互作用（原子炉圧力容器内ＦＣＩ） 

・原子炉圧力容器の破損時期 

HPME／DCH の不確かさを確認するために，上記項目に係る影響因子を図 3-3 及び表 3-1

にまとめる。 

 

（１）逃がし安全弁による原子炉圧力変化 

逃がし安全弁による原子炉の減圧挙動は，逃がし安全弁の容量，開放時の質量流量により

決まる。弁容量は，プラント設計として設計圧力及び質量流量（気相）が定まっているため，

設計圧力に近い高圧での弁質量流量の不確かさは小さい。 

原子炉圧力 2.0MPa[gage]以上では，逃がし安全弁から放出されるガス単相流は臨界流に

なることから，低圧での弁質量流量の不確かさについては，臨界流に着目し，以下のとおり

整理する。 

原子炉減圧時，逃がし安全弁からはガス単相が放出される。ガス単相流の臨界流現象は，
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次のように説明できる。 

原子炉圧力容器の圧力 P1と逃がし安全弁からの放出先の圧力 P2に対して，質量流量 G は以

下のように表すことができる。ここで，ρ1は圧力 P1での流体の密度，κは比熱比を示す。 

 

= 2κ
κ− 1 P ρ

PP
κ − PP

(κ )
κ

 

 

臨界状態では，背圧 P2が低下しても質量流量が一定であることから，δG/δP2=0 より， 

 

PP = 2
κ + 1

κ (κ )
 

 

となり，臨界流量 Gcと臨界流速Ucは以下となる[2]。 

= κP ρ  

= ∂P∂ρ 

ＭＡＡＰに組み込まれている臨界流モデル（Henry-Fauske モデル）においても，蒸気単相

の場合は上式が使用されている。 

図 3-4 に Henry-Fauske モデルでの圧力対臨界流量の計算結果を実験と比較した結果を示す。

図 3-4 に示すとおり，この式で計算された臨界流量は実験と良く一致しており[3]，不確かさは

小さい。 

したがって，蒸気単相流の弁質量流量の不確かさは小さいと言える。 

 

（２）下部プレナム部での溶融炉心と冷却材の相互作用（原子炉圧力容器内ＦＣＩ） 

下部プレナム部での原子炉圧力容器内ＦＣＩは，細粒化した溶融炉心（デブリ粒子）によ

り下部プレナム部に存在する冷却材が加熱され，急速な水蒸気発生により，原子炉圧力容

器内の圧力上昇（圧力スパイク）を引き起こす現象である。冷却材の状態，溶融炉心の状

態及びこれらの相互作用として分けて考えることができることから，不確かさの要因は以

下に分けて考える。 

・下部プレナム部の冷却材の状態 

・溶融炉心の落下量及び粒子化 

・冷却材とデブリ粒子との伝熱 
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a. 下部プレナム部の冷却材の状態（サブクール度，水位） 

原子炉圧力容器内ＦＣＩによる水蒸気発生のし易さは冷却材のサブクール度に依存するが，

逃がし安全弁開放により原子炉は減圧沸騰するため，下部プレナム部の冷却材は飽和水であ

る。したがって，水蒸気発生のし易さの観点では，不確かさは小さいといえる。 

また，原子炉内の冷却材の量に関しては，評価事故シーケンスでは原子炉注水に失敗す

るため，冷却材の変動要因は，崩壊熱と原子炉減圧に伴う減少のみであり，解析モデルは，

一般的な質量及びエネルギ保存則に基づいているため，不確かさは小さいといえる。 

 

b. 溶融炉心の落下量及び粒子化（溶融落下流量，溶融ジェット径，溶融炉心粒子化割合） 

溶融炉心が下部プレナムに落下する際の急激な水蒸気発生は，溶融炉心と水の接触面積に

依存するため，その要因となる以下について，それぞれの観点で検討する。 

・溶融落下流量 

・溶融ジェット径 

・溶融炉心粒子化割合 

なお，上記に加えて「デブリ粒子径」についても接触面積に影響する要因であるが，冷却

材とデブリ粒子の伝熱の観点で検討する。 

 

(a)溶融落下流量 

溶融炉心の下部プレナムへの落下は，溶融炉心のリロケーションにより炉心支持板にまで

拡がった溶融プールを保持している溶融プールのクラストが融解し，溶融炉心が炉心支持板

の開口部を通って下部プレナムへ落下していく過程であり，粒子化割合が一定で落下流量が

大きい場合には，落下時の水蒸気発生量が増加し，圧力スパイクが大きくなる。下部プレナ

ムへの溶融落下流量は，炉心部溶融デブリの下方への落下流量を最大として，炉心支持板の

開口面積が小さい場合には開口面積に応じた落下流量に制限される。これに対し，解析モデ

ルでは，溶融落下流量は，炉心支持板の開口面積には依存せず，炉心部の溶融デブリの下方

ノードへの落下流量により計算される。リロケーション時の落下流量は，炉心部のデブリの

溶融挙動に依存し，不確かさが存在する。ＭＡＡＰでは溶融落下流量に対して直接感度を与

えることができないため，溶融落下流量に影響のあるパラメータとして，燃料ペレットが崩

壊する時間及び温度を選定して，感度解析を実施する。 

 

(b)溶融ジェット径 

溶融炉心の下部プレナムへの落下は，溶融炉心のリロケーションにより炉心支持板にまで

拡がった溶融プールを保持している溶融プールのクラストが融解し，溶融炉心が炉心支持板
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の開口部を通って下部プレナムへ落下する過程である。これに対し，解析モデルでは，ノード

単位でクラストの融解を取り扱い，溶融ジェット径は，炉心支持板の開口部の面積の等価直

径相当を入力条件として与えたものから計算される。したがって，実現象では解析よりも溶

融ジェット径が小さい場合が考えられる。この観点で不確かさが存在し，溶融ジェット径に

より，溶融炉心と水の接触面積が左右され，水蒸気発生の観点で影響があることから，溶融

ジェット径の感度を確認する。 

 

(c)溶融炉心粒子化割合 

溶融炉心が冷却材に落下する際に，エントレインにより溶融炉心の一部が細粒化する。細

粒化量に関して，ＭＡＡＰでは，Ricou-Spalding 式で評価される。Ricou-Spalding 式は，

エントレインメント量（細粒化量）を流入流体の速度（ジェット速度）と両流体の密度比に

関連させたモデルであり，液液混合問題において広く利用されている相関式である。落下す

る炉心溶融物は円柱ジェットで冷却材中に突入することを想定し，円柱ジェット外周部の侵

食として粒子化割合を評価している。円柱ジェットのエントレイン速度（m/s）は，次式で与

えている。 

 dj

2
1

dj

w
oent uEm  (1) 

ここで， E o ：エントレインメント係数 

udj ：ジェット速度 [m/s] 

dj ：ジェット密度 [kg/m3] 

w ：水密度 [kg/m3] 

水中でのジェット速度を一定と仮定し，水面から垂直方向に積分すると，プール底部（水

深； H pool ）におけるジェット直径が(2)式のように得られる。 

 d d E Hdj dj o o
w

dj
pool, 2

1
2

 (2) 

(2)式を用いて，溶融ジェット断面の減少分が粒子化割合であるため，粒子化割合 ent は次

式のように計算される。 

 ent
dj o dj

dj o

d d
d

,

,

2 2

2  (3) 

以上の評価式において，デブリ粒子化割合に影響するパラメータは，エントレインメント係

数，溶融ジェット径，圧力（わずかではあるが水の密度に影響）及びプール水深である。この

うち溶融ジェット径については前項により感度を確認する。また，下部プレナム水位（水量）
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は，不確かさが小さいと考えられる。 

エントレインメント係数については，ＭＡＡＰでは代表的なＦＣＩの大規模実験である

FARO 実験に対するベンチマーク解析によってその設定値及び不確かさ範囲を設定しており，

推奨範囲は， ～ となっているため，粒子化量の不確かさとしてエントレインメント

係数の感度を確認する。FARO 実験条件は，水プールの水深は 0.87～2.05m，水プールのサブク

ール度は飽和～124K，雰囲気圧力条件は２～5.8MPa（高圧条件），0.2～0.5MPa（低圧条件）

の範囲で行われており，一方，実機条件では，下部プレナムの水位は２～３m 程度，原子炉圧

力容器内の冷却材は飽和温度，雰囲気圧力は 0.4MPa[gage]程度であることを考慮すると，実

験条件は有効性評価解析の特徴的な条件をおおむね包絡しており，ベンチマーク解析で検討さ

れた範囲で感度を確認すれば十分と言える。 

 

c. 冷却材とデブリ粒子との伝熱  

水中にエントレインされた高温のデブリ粒子は，その周囲を蒸気膜が覆う状態となり，デ

ブリ粒子の熱伝達は膜沸騰熱伝達と輻射熱伝達に支配される。ＭＡＡＰでは，エントレイン

メントしたデブリ粒子の温度を，これら熱伝達を考慮した機構論的モデルにより計算する。

また，デブリ粒子から水への伝熱は，デブリ粒子の径に直接依存する。ＭＡＡＰでは，デブ

リ粒子径はジェットの表面張力に依存するモデルにより計算される。デブリ粒子径の導出式

には，粒子径ファクタ（モデルパラメータ）が乗じられている。 

デブリ粒子ファクタについては，ＭＡＡＰでは代表的なＦＣＩの大規模実験である FARO

実験に対するベンチマーク解析によってその設定値及び不確かさ範囲を設定しており，推奨

範囲は ～ となっているため，デブリ粒子の伝熱の不確かさは粒子径の不確かさとし

て考慮する。FARO 実験条件は，水プールの水深は 0.87～2.05m，水プールのサブクール度は飽

和～124K，雰囲気圧力条件は２～5.8MPa（高圧条件），0.2～0.5MPa（低圧条件）の範囲で行

われており，一方，実機条件では，下部プレナムの水位は２～３m 程度，原子炉圧力容器内の

冷却材は飽和温度，雰囲気圧力は 0.4MPa[gage]程度であり，実験条件は有効性解析の特徴的な

条件をおおむね包絡しており，ベンチマーク解析で検討された範囲で感度を確認すれば十分

と言える。 

 

（３）原子炉圧力容器の破損時期 

HPME／DCH 防止の観点では，原子炉圧力容器が破損する時点で，逃がし安全弁の開放によ

り原子炉圧力が 2.0MPa[gage]を下回っていれば達成されると言える。原子炉減圧挙動につい

ては，（１）で考察済みであり，ここでは原子炉圧力容器が破損する時間について考える。原

子炉圧力容器の破損が早まる場合には，その時点での原子炉圧力が 2.0MPa[gage]を超えた状

態となる可能性がある。 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に

属しますので公開できません。 
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原子炉圧力容器が破損する時期に関係する物理現象としては，炉心溶融進展や溶融炉心

のリロケーションがある。炉心水位の低下及びジルコニウム－水反応により炉心上部から

ヒートアップして燃料被覆管や燃料が溶融して下部へ移動し，そこで冷却されてクラスト

を形成する。あるいは，燃料被覆管が損傷すると燃料ペレットが崩壊して堆積する。その

後，クラストや堆積した燃料ペレットが溶融し，溶融領域が拡大する。その際，原子炉内

構造材の一部が溶融プールの中に溶け込む。さらに，溶融プールのクラストが破損し，溶

融炉心が下部プレナムへ移行する。ＭＡＡＰではこれらの物理現象を詳細に模擬している

が，現象自体に不確かさが存在する。原子炉圧力容器の破損時期に間接的に影響を与える

要因としては，炉心ヒートアップ，炉心崩壊挙動，溶融炉心の伝熱が挙げられる。ＭＡＡＰ

では原子炉圧力容器の破損モードとして，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損，計装

配管，クリープ破損等の複数の破損形態を模擬している。有効性評価では制御棒駆動機構

ハウジングの溶接部の破損が最初に発生するため，それ以外の破損形態を仮定することは

原子炉圧力容器の破損を遅らせる方向となる。ここでは制御棒駆動機構ハウジング溶接部

の破損に関する不確かさに着目し，感度解析を実施する。これらの不確かさ要因について以

下のとおり検討する。 

 

a.炉心ヒートアップ 

炉心水位が低下すると，燃料表面からの除熱が低下し崩壊熱によって炉心がヒートアッ

プする。その際，燃料被覆管温度が上昇すると崩壊熱にジルコニウム－水反応による酸化

反応熱が加わりヒートアップが加速される。また，炉心ヒートアップの過程で燃料棒内が

加圧され燃料被覆管バーストが発生し，更に酸化反応を促進させる可能性がある。これら

の挙動は原子炉圧力容器の破損時期に影響を与えるため，炉 心ヒートアップ速度に関する

感度解析を実施する。しかしながら，ＭＡＡＰでは炉心ヒートアップ速度に対して直接感

度を与えることができないため，炉心ヒートアップ速度に直接影響のあるパラメータとし

て，ジルコニウム－水反応速度を選定した。 

 

b.炉心崩壊挙動 

炉心がヒートアップすると，燃料棒の体系から，燃料ペレットが崩壊した状態となる。

燃料ペレットが崩壊すると，燃料棒体系の場合に比べて水蒸気による冷却が困難となり，

溶融状態へ至る事象進展が早くなる。燃料棒の体系から燃料ペレットが崩壊した状態に移

行する時間や温度には不確かさが存在することから，燃料ペレットが崩壊する時間及び温

度に関する感度解析を実施する。本感度解析は，溶融落下流量の感度解析の感度パラメータ

と同じであることから，溶融落下流量の感度解析とともに実施する。 
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c.溶融炉心と上面水プールとの伝熱 

溶融炉心が下部プレナムに堆積し，上面が水プールで覆われる状況では，溶融炉心は冷

却され，そのときの熱流束は限界熱流束で制限される。 

ＭＡＡＰでは，下部プレナムに落下した溶融炉心について，上部に金属層が形成される成

層化状態を模擬し，また溶融プールは周囲にクラストを形成することを模擬している。金属

層は上面水プールが透過しにくいと考えられることから，金属層の下部に位置する溶融炉心

の冷却における伝熱には不確かさがあり，ＭＡＡＰではこの不確かさを示すパラメータとし

て限界熱流束に乗じられた感度係数を設定することができる。 

感度係数については，ＭＡＡＰでは不確かさ解析等の知見[4]から ～ の範囲での

設定が想定されており，その範囲の中間値がデフォルトとして設定されている（付録２参照）。

感度係数が小さい場合には，溶融炉心が冷却されにくくなり，原子炉圧力容器破損へ至る事

象進展も早くなる。したがって，下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の伝熱に

関する感度解析を実施する。 

 

d.溶融炉心と原子炉圧力容器間の熱伝達 

溶融炉心が下部プレナムに堆積し原子炉圧力容器との間にギャップが生じている状況

では，そのギャップに水が浸入するため溶融炉心が冷却され，そのときの熱流束は限界

熱流束で制限される。この現象は実験的に確認されているものの，溶融炉心重量が多い

場合にはギャップ幅が小さくなり，気液対向流現象によりギャップに十分な水が流れ込

まないことも報告されている[5]。また，制御棒駆動機構ガイドチューブ等の貫通部及びそ

の溶接部を持つ体系での実験はこれまでなされていない。このように，ギャップによる

冷却には不確かさがあり，これが小さい場合には，溶融炉心が冷却されにくくなり，原

子炉圧力容器破損へ至る事象進展も早くなる。したがって，下部プレナム内の溶融炉心

とのギャップでの除熱量に 関する感度 解析を実施する。 

 

e.原子炉圧力容器の破損判定 

制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損については，せん断応力による判定とひずみに

よる判定を併用している。せん断応力による判定では，データに基づく温度依存の限界せ

ん断応力との比較によって破損判定を行っており，不確かさは小さいと判断している。一方，

ひずみによる判定では，破損時の最大ひずみをインプットとして与え，これとの比較によ

って破損判定を行っている。したがって， 溶接部破損時の最大ひずみに関する感度解析を

実施する。 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に

属しますので公開できません。 
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図 3-1 HPME／DCH 防止の有効性評価において想定する事象 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2 原子炉圧力の挙動 
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図 3-3 HPME／DCH防止における不確かさに関する流れ図 
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炉心ヒートアップ ジルコニウム－水反応速度 

炉心崩壊挙動 燃料ペレットが崩壊する時間及び温度 

原子炉圧力変化 逃がし安全弁による原子炉圧

力変化 

原子炉圧力容器破損判定 
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溶接部破損時の最大ひずみ 
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溶融落下流量 燃料ペレットが崩壊する時間及び温度 

HPME／DCH 防止 



 
 

表 3-1 HPME／DCH 防止の不確かさに関する整理結果（1/2） 

影響因子 実機での実現象 有効性評価上の取扱い 感度解析条件 

逃がし安全弁による 

原子炉圧力変化 

逃がし安全弁開によって，原子炉内冷却材

が放出され，その過程において，原子炉圧

力容器内で減圧沸騰が発生すると想定され

る。 

サブクールから二相状態まで適用可

能な臨界流モデル及び臨界流になら

ない場合は差圧に基づく質量流量を

計算するモデルを使用して評価され

る。 

臨界流量実験とよく一致してお

り，不確かさは小さく，感度解

析不要 

下部プレナム部の冷却

材の状態 

原子炉圧力の手動減圧によって，原子炉は

減圧沸騰し，下部プレナム部の冷却材は飽

和状態を維持すると想定される。 

一般的な質量及びエネルギ保存則に

基づいて評価される。 

減圧沸騰状態であり，不確かさ

は小さく，感度解析不要 

溶融落下流量 下部プレナムへの溶融落下流量は，炉心

部溶融デブリの下方への落下流量により決

まると想定される。 

炉心部溶融デブリの下方への落下流

量により評価される。 

燃料ペレットが崩壊する時間

及び温度 

溶融ジェット径 溶融プールのクラストが破損し，炉心支持

板の開口部に沿って，溶融炉心が下部プ

レナムに落下すると想定される。 

溶融ジェット径は炉心支持板の開口

部面積の等価直径相当として入力。 

溶融ジェット径 

 

溶融炉心粒子化割合 溶融ジェット径が大きいため，水中に落下

する溶融炉心のうち，エントレインされる

部分はジェットの表面近傍に限られると想

定される。 

逆円錐型の溶融ジェットに対して，

Ricou-Spalding の式によって評価さ

れる。 

エントレインメント係数 

 

冷却材とデブリ粒子の 

伝熱 

デブリ粒子から水へ膜沸騰伝熱及び輻射熱

伝達から伝熱量が決まる。 

デブリ粒子から水への膜沸騰伝熱及

び輻射熱伝達による熱流束によって

評価される。 

デブリ粒子径 

 

添
付

5-
1
-
13 



 
 

表 3-1 HPME／DCH防止の不確かさに関する整理結果（2/2） 

影響因子 実機での実現象 有効性評価上の取扱い 感度解析条件 

炉心ヒートアップ 炉心露出状態において，崩壊熱及び燃料被

覆管酸化反応によって炉心の温度が上昇す

ると想定される。 

炉心露出状態において，崩壊熱及び燃

料被覆管酸化反応によって炉心の温

度上昇が評価される。 

ジルコニウム－水反応速度 

 

炉心崩壊挙動 燃料被覆管が酸化反応によって脆化し，燃

料ペレットが崩壊して流路に堆積すると想

定される。 

炉心の温度履歴に応じて，燃料ペレッ

トが崩壊した状態として評価される。 

燃料ペレットが崩壊する時間及

び温度 

 

溶融炉心と上面水プー 

ルとの伝熱 

溶融プール，クラスト，金属層の上に粒子

ベッドが堆積するが，原子炉内への注水に

失敗することから，粒子ベッドはいずれ溶

融すると想定される。 

溶融炉心と上面水プールとの伝熱に

よって評価される。 

限界熱流束に係る係数 

 

溶融炉心と原子炉圧力

容器間の熱伝達 

原子炉圧力容器がクリープしているため，

溶融炉心の下部クラストと原子炉圧力容器

の間にギャップが生じ，そのギャップに水

が浸入して冷却されるが，浸入量は限られ

るため，原子炉圧力容器はいずれ破損す

ると想定される。 

溶融炉心と原子炉圧力容器の間のギ

ャップでの除熱量に係る係数を入力。 

下部プレナムギャップ除熱量

に係る係数 

 

原子炉圧力容器破損判

定 

貫通部のせん断応力，貫通部のひずみ，原

子炉圧力容器本体のクリープ等によって原

子炉圧力容器が破損すると想定される。 

貫通部のせん断応力，貫通部のひず

み，原子炉圧力容器本体のクリープ

破損判定基準に対する割合等から原

子炉圧力容器破損が評価される。 

溶接部破損時の最大ひずみ 
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図 3-4 Henry-Fauske モデルと実験の圧力対臨界流量の比較[3] 

※：囲み部分は蒸気単相の実験結果との比較を示す。 

※ 
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4. 感度解析と評価 

4.1 パラメータ感度解析 

３章では，原子炉圧力容器の破損時点での原子炉圧力に影響する因子を表 3-1 にまと

めた。これらの影響因子に係る不確かさは，主に溶融炉心の落下挙動及び他の物質との

相互作用に起因するものであり，プラント型式には依存しないと考えられる。ここでは，

代表プラントをＢＷＲ５，Mark-Ⅰ改良型格納容器プラントとして，不確かさを評価す

るためのパラメータ感度解析を実施する。対象シーケンスは「高圧注水・減圧機能喪失

（ＴＱＵＸ）」とする。 

 

（１）溶融落下流量（燃料ペレットが崩壊する時間及び温度） 

a. 解析条件 

下部プレナムへの溶融落下流量は，炉心部溶融デブリの下方への落下流量に影響

する。下部プレナムへの落下時の開口面積も落下流量に影響するが，開口面積とし

ては，炉心支持板に存在する開口部の水力等価直径相当である mが与えられて

いる。実際には溶融進展は炉心領域によって相違があり，炉心全体からのデブリの

溶融落下が同時には発生しないことを考えると， mより小さくなる可能性はある

ものの，更に大きな漏えいが発生する可能性は低いと考えられる。なお，開口直径

mとした場合，開口面積と堆積デブリ圧力から決まる溶融落下流量は約 600kg/s

程度と推定されるが，この値はベースケースの溶融落下流量と同等である。 

炉心部溶融デブリの下方への落下流量については，炉心崩壊挙動に伴う不確かさ

があると考えられる。ＭＡＡＰでは溶融落下流量に対して直接感度を与えることが

できないため，溶融落下流量に影響のあるパラメータとして，燃料ペレットが崩壊

する時間及び温度を選定する。 

ベースケースでは，炉心ノードの崩壊について，炉心ノード温度 Kと 時間

の関係から Larson-Miller パラメータを設定しているが，感度解析では，更に炉心ノ

ードの崩壊が早く進むことを想定し，炉心ノード温度 Kと  時間（あるいは 

Kと 秒）から Larson-Miller パラメータを設定した場合の影響を確認する

（表 4-1 参照）。なお，実際には炉心ノードの温度履歴に応じて，炉心ノードが崩

壊するまでの時間を計算している。 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に

属しますので公開できません。 
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表 4-1 燃料ペレットが崩壊する時間及び温度の感度解析条件 

項目 
炉心ノード崩壊の 

パラメータ（炉心温度） 
設定根拠 

ベースケース K ＭＡＡＰ推奨範囲のノミナル値 

感度解析ケース K 
炉心ノードが崩壊する時間を早める

ように設定 

 

b. 解析結果 

図 4-1-1，図 4-1-2，図 4-1-3，図 4-1-4，図 4-1-5，図 4-1-6，図 4-1-7 及び図 4-1-

8 に，燃料ペレットが崩壊する時間及び温度の感度解析結果を示す。 

本パラメータの影響は炉心露出以降の燃料溶融時に現れる。感度解析ケースにおいて

は，燃料ペレットの崩壊を判定する温度を低くしたことで，より早期に燃料ペレットの

崩壊及び炉心溶融が進展する。感度解析ケースでは，リロケーション時の溶融落下流量

が大きくなるのに伴い下部プレナムに落下する溶融炉心量の増加率も大きくなる（図 4-

1-6 参照）ため，圧力スパイクのピーク値もベースケースと比較してわずかに高くなっ

ている。なお，溶融落下流量は，ベースケースではピーク値約 850kg/s であるのに対し

て，感度解析ケースではピーク値約 1160kg/s となった。 

このように，溶融落下流量（炉心崩壊挙動）は圧力スパイクに感度があるものの，感

度解析ケースにおいても，圧力スパイクにより原子炉圧力容器破損に至ることはなく，

また，原子炉圧力容器の破損時点での原子炉圧力についても 2.0MPa[gage]を十分下回っ

ている。 

 

c.評価 

燃料ペレットが崩壊する時間及び温度の圧力スパイクに対する感度はわずかであり，

原子炉圧力容器の破損時点での原子炉圧力に対する感度は小さいため，その不確かさが

有効性評価の結果に与える影響は小さいといえる。 

 

（２）溶融ジェット径 

a. 解析条件 

下部プレナムでの水深が一定で，溶融ジェット径が小さくなる場合には，粒子化割合

が増加し，粒子化デブリと冷却材との伝熱速度が増加することから，圧力スパイクが大

きくなると考えられる。溶融ジェット初期径として，ベースケースでは炉心支持板の水

力等価直径相当である mを与えているが，感度解析としてクラスト破損面積が小さ

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に

属しますので公開できません。 
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くなる場合を想定し，その 1/10 倍の mを設定する（表 4-2参照）。感度を確認す

る上ではベースケースの 1/10 倍のジェット径を確認すれば十分と言える。 

 

表 4-2 溶融ジェット径の感度解析条件 

項 目 破損口の初期径 設定根拠 

ベースケース m 炉心支持板の水力等価直径相当 

感度解析ケース m クラスト破損面積が小さい場合を想定 

 

 

b. 解析結果 

図 4-2-1，図 4-2-2，図 4-2-3，図 4-2-4，図 4-2-5，図 4-2-6，図 4-2-7 及び図 4-2-

8 に，溶融ジェット径の感度解析結果を示す。 

本パラメータの影響は溶融炉心の下部プレナムへの落下以降に現れる。溶融炉心が下

部プレナムへ移行するのは，溶融プールに形成されたクラストが破損し，炉心支持板の

流路から溶融炉心が下部プレナムへ流れ落ちるためである。溶融ジェット径の最大値は

炉心支持板の水力等価直径となる。溶融炉心の下部プレナムへの移行後は，溶融ジェッ

ト径を小さくしたケースにおいて，細粒化割合が大きくなる。粒子化割合が増加した結

果圧力スパイクも大きくなり，圧力上昇幅は感度解析ケースの方がわずかながら高くな

っているが，差は小さい。原子炉圧力容器の減圧維持を継続していることから，原子炉

圧力容器の破損時点での原子炉圧力はどちらも約 0.4MPa[gage]であり感度はない。 

また，原子炉圧力容器破損の判定基準に対する割合は，下部プレナムへの溶融炉心落

下後，制御棒駆動機構ハウジング溶接部破損とクリープ破損の割合がともに増加してい

くが，ベースケース及び感度解析ケースのいずれにおいても制御棒駆動機構ハウジング

溶接部破損の割合の方がクリープ破損の割合よりも先に １に到達し，制御棒駆動機構ハ

ウジング溶接部が破損している。 

 

c.評価 

溶融ジェット径の圧力スパイクに対する感度はわずかであり，原子炉圧力容器の破損

時点での原子炉圧力に対する感度は小さいため，その不確かさが有効性評価の結果に与

える影響は小さいといえる。 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に

属しますので公開できません。 
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（３）エントレインメント係数 

a. 解析条件 

細粒化割合には不確かさがあり，細粒化割合が大きい場合に圧力スパイクが大きくな

ると考えられる。エントレインメント係数は，ベースケースではＭＡＡＰ推奨範囲

（ ～ ）のうちおよそ中間となる を設定しているが，感度解析ケースで

は，ＭＡＡＰの当該変数の推奨範囲のうち最大値と最小値 ， を設定する

（表 4-3 参照）。 

 

表 4-3 エントレインメント係数の感度解析条件 

項 目 エントレインメント係数 設定根拠 

ベースケース  ＭＡＡＰ推奨範囲のノミナル値 

感度解析ケース 
 

 

ＭＡＡＰ推奨範囲の最小値 

ＭＡＡＰ推奨範囲の最大値 

 

b.解析結果 

図 4-3-1，図 4-3-2，図 4-3-3，図 4-3-4，図 4-3-5，図 4-3-6，図 4-3-7 及び図

4-3-8 に，エントレインメント係数の感度解析結果を示す。 

本パラメータの影響は溶融炉心の下部プレナムへの落下以降に現れる。溶融炉心の下

部プレナムへの移行時，原子炉圧力の上昇は，感度解析ケース（最大値）の方がわずか

ながら高い結果となっているが，差は小さい。原子炉圧力容器の減圧維持を継続してい

ることから，原子炉圧力容器の破損時点では原子炉圧力は約 0.4MPa[gage]と同程度の値

となっている。また，原子炉圧力容器の破損時期はほぼ同等である。 

また，原子炉圧力容器破損の判定基準に対する割合は，下部プレナムへの溶融炉心落

下後，制御棒駆動機構ハウジング溶接部破損とクリープ破損の割合がともに増加してい

くが，ベースケース及び感度解析ケースの２ケースのいずれにおいても制御棒駆動機構

ハウジング溶接部破損の割合の方がクリープ破損の割合よりも先に １に到達し，制御棒

駆動機構ハウジング溶接部が破損している。 

 

c.評価 

エントレインメント係数の圧力スパイクに対する感度はわずかであり，原子炉圧力容

器の破損時点での原子炉圧力に対する感度は小さいため，その不確かさが有効性評価の

結果に与える影響は小さいと言える。 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に

属しますので公開できません。 
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（４）デブリ粒子径 

a. 解析条件 

デブリ粒子径には不確かさがあり，デブリ粒子径が小さい場合に圧力スパイクが大き

くなると考えられる。デブリ粒子径に係る係数は，ベースケースではＭＡＡＰ推奨範囲

（ ～ ）のうちおよそ中間となる を設定しているが，感度解析ケースでは，

ＭＡＡＰの当該変数の推奨範囲のうち最小値と最大値 ， を設定する（表 4-4 参

照）。 

 

表 4-4 デブリ粒子径の感度解析条件 

項目 粒子径ファクタ 設定根拠 

ベースケース  ＭＡＡＰ推奨範囲のノミナル値 

感度解析ケース 
 

 

ＭＡＡＰ推奨範囲の最小値 

ＭＡＡＰ推奨範囲の最大値 

 

b.解析結果 

図 4-4-1，図 4-4-2，図 4-4-3，図 4-4-4，図 4-4-5，図 4-4-6，図 4-4-7 及び図 4-4-

8 に，デブリ粒子径の感度解析結果を示す。 

本パラメータは，溶融炉心の下部プレナムへの落下時（約 2.9 時間後）の挙動に影響

する。感度解析ケース（最小値）においては粒子径が小さくなっていることから，圧力

スパイクによる上昇幅はベースケースと比較してわずかに大きくなっているものの，感

度としてはわずかである。また，原子炉圧力容器の破損時点での原子炉圧力についても，

ほぼ感度はなくどちらのケースも約 0.4MPa[gage]である。また，ベースケースと感度

解析ケースの２ケースでは原子炉圧力容器の破損時期はほぼ同じ結果となっている。こ

れは，溶融炉心が下部プレナムへ移行した時の圧力上昇挙動が同等であるためである。 

また，原子炉圧力容器破損の判定基準に対する割合は，下部プレナムへの溶融炉心落

下後，制御棒駆動機構ハウジング溶接部破損とクリープ破損の割合がともに増加してい

くが，ベースケース及び感度解析ケースの２ケースのいずれにおいても制御棒駆動機構

ハウジング溶接部破損の割合の方がクリープ破損の割合よりも先に １に到達し，制御棒

駆動機構ハウジング溶接部が破損している。 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に

属しますので公開できません。 
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c.評価 

デブリ粒子径の圧力スパイクに対する感度は小さく，その不確かさが有効性評価の結

果に与える影響は小さいといえる。 

 

（５）ジルコニウム－水反応速度 

a.解析条件 

炉心のヒートアップ速度には不確かさがあるため，ヒートアップ時のジルコニウム－

水反応速度を選定した。ジルコニウム－水反応速度の感度をみるため，ジルコニウム－

水反応の起きる面積を変化させた感度解析を実施する。反応の起きる面積に乗じる係数

（ジルコニウム－水反応速度の係数）は，ジルコニウム－水反応の計算のみに使用され，

熱水力挙動の計算に使用される燃料被覆管の直径，長さ等の幾何形状を変えるものでは

ない。この係数を増加させることにより，酸化反応熱の発生速度，水素ガス発生速度，

酸化ジルコニウム生成速度が大きくなる方向に影響する。これらは炉心溶融進展が早ま

る方向へ作用する。この係数は，ベースケースでは燃料被覆管表面積に基づき１倍を与

えている。これは，ヒートアップ時には燃料被覆管破裂が発生する場合に破裂部の燃料

被覆管内面の酸化もあるが，燃料被覆管内面の酸化は，限定された破裂部のみで生じる

こと，炉心形状が健全な状態は溶融過程の比較的短期間であることから，炉心全体が溶

融する状況では内面の反応は無視できると考えられることに基づいている。これに対し，

感度解析のパラメータの振り幅としては，炉心ヒートアップ速度が速くなる場合の応答

の確認として，仮想的な厳しい想定ではあるが，２倍とする（表 4-5参照）。 

 

表 4-5 ジルコニウム－水反応速度の感度解析条件 

項目 
ジルコニウム－水反応 

速度の係数 
設定根拠 

ベースケース １倍 燃料被覆管表面積に基づく値 

感度解析ケース ２倍 燃料被覆管表面積に基づく値の２倍 

 

b. 解析結果 

図 4-5-1，図 4-5-2，図 4-5-3，図 4-5-4，図 4-5-5，図 4-5-6，図 4-5-7 及び図 4-5-

8 に，ヒートアップ時のジルコニウム－水反応速度の感度解析結果を示す。 

本パラメータの影響は炉心露出以降の燃料ヒートアップ時に現れる。ヒートアップ時

のジルコニウム－水反応速度の係数を２倍にしたことで，ジルコニウム－水反応による

酸化反応熱が増加することから，下部プレナムへのリロケーションはわずかに早くなっ
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ている。以上のように，感度解析ケースにおいては事象の進展がわずかに早くなるもの

の，原子炉圧力容器の破損時点での 原子炉圧力は 2.0MPa[gage]を下回っている。 

なお，燃料被覆管酸化反応の特徴について JAERI文献[6]によると，雰囲気の変化が燃

料被覆管酸化反応に与える影響として，ジルコニウム－水反応によって生じた水素濃度

が高くなると，燃料被覆管酸化反応速度が著しく低下することが報告されている。これ

は水素濃度が増大することによって水蒸気濃度が低下することで，燃料被覆管酸化反応

が遅くなるという負のフィードバックが働くためである。ＭＡＡＰでもこの挙動は模擬

されており，水蒸気の金属表面への拡散速度は，雰囲気中の水蒸気質量割合に依存する

取扱いとなっている。水素ガスが発生し，水素質量割合が大きくなることにより，相対

的に水蒸気質量割合が小さくなり，金属表面への水蒸気の拡散速度も小さくなることか

ら，ジルコニウム－水反応速度が抑制される取扱いとなっている。 

以上から，炉心ヒートアップ速度が速くなると，初期には水素ガス生成が進むが，水

素濃度が高くなると，燃料被覆管酸化反応は抑制される方向になる。 

 

c.評価 

ヒートアップ時のジルコニウム－水反応速度は，２倍の振り幅でも事象進展の速さに

対する感度は小さく，その不確かさが有効性評価の結果に与える影響は小さいといえる。 

 

（６）炉心崩壊挙動（燃料ペレットが崩壊する時間及び温度） 

a. 解析条件 

炉心がある温度に達してから，燃料ペレットが崩壊するまでの時間（あるいは，

一定時間のうちに燃料ペレットが崩壊する温度）には，不確かさがあると考えられ

るため，その感度を確認する。 

ベースケースでは，炉心ノードの崩壊について，炉心ノード温度 Kと 時間の

関係から Larson-Miller パラメータを設定しているが，感度解析では，更に炉心ノード

の崩壊が早く進むことを想定し，炉心ノード温度が Kと  時間（あるいは K

と 秒）から Larson-Miller パラメータを設定した場合の影響を確認する（表 4-6 参

照）。なお，実際には炉心ノードの温度履歴に応じて，炉心ノードが崩壊するまでの時

間を計算している。 

 

  

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に

属しますので公開できません。 



添付 5-1-23 
 

 

表 4-6 燃料ペレットが崩壊する時間及び温度の感度解析条件 

項目 
炉心ノード崩壊の 

パラメータ（炉心温度） 
設定根拠 

ベースケース K ＭＡＡＰ推奨範囲のノミナル値 

感度解析ケース K 
炉心ノードが崩壊する時間を早める

ように設定 

 

b. 解析結果 

図 4-1-1，図 4-1-2，図 4-1-3，図 4-1-4，図 4-1-5，図 4-1-6，図 4-1-7 及び図 4-1-

8 に，燃料ペレットが崩壊する時間及び温度の感度解析結果を示す。 

本パラメータの影響は炉心露出以降の燃料溶融時に現れる。感度解析ケースにおいて

は，燃料ペレットの崩壊を判定する温度を低くしたことで，より早期に燃料ペレットの

崩壊及び炉心溶融が進展することから，下部プレナムへのリロケーション開始時刻が早

く，初期に落下するデブリ量も多くなるため，圧力スパイクのピーク値もベースケース

と比較してわずかに高くなっている。また，原子炉圧力容器の破損時点での原子炉圧力

は，ほぼ感度はなくどちらのケースも約 0.4MPa[gage]である。 

このように，燃料ペレットの崩壊の判定は圧力スパイクにわずかに感度があるものの，

感度解析ケースにおいても原子炉圧力容器の破損時点での原子炉圧力は 2.0MPa[gage]を

十分下回っている。 

 

（７）下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の伝熱 

a.解析条件 

下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の熱伝達には不確かさがあり，ベー

スケースでは，限界熱流束に係る係数として，パラメータの取りうる推奨範囲である

～ の中間値 を与えている。感度解析ケースでは水への熱伝達が制限され

る値としてベースケースの 1/2倍である を設定する（表 4-7 参照）。 

 

  

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に

属しますので公開できません。 
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表 4-7 下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の伝熱の感度解析条件 

項目 
限界熱流束に係る 

係数 
設定根拠 

ベースケース  ＭＡＡＰ推奨範囲のノミナル値 

感度解析ケース  水への熱伝達が制限される値 

 

b. 解析結果 

図 4-6-1，図 4-6-2，図 4-6-3，図 4-6-4，図 4-6-5，図 4-6-6，図 4-6-7，図 4-

6-8 に，下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の伝熱の感度解析結果を示

す。 

本パラメータの影響は溶融炉心の下部プレナムへの落下以降に現れる。溶融炉心

が下部プレナムにリロケーションした後は，感度解析ケースにおいて溶融炉心と上

面水プールの伝熱量が減少することになる。その結果，感度解析ケースにおいて，

原子炉圧力容器の破損時間はわずかに早くなっているが，感度は小さい。 

 

c. 評価 

下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の伝熱の原子炉圧力容器の破損時刻

に対する感度は小さく，その不確かさが有効性評価の結果に与える影響は小さいといえ

る。 

 

（８）溶融炉心と原子炉圧力容器間の熱伝達 

a. 解析条件 

溶融炉心と下部プレナムのギャップに存在する水による除熱量には不確かさがあり，

ベースケースではギャップへの熱流束に係る係数として を与えている。この係数は，

下部プレナムギャップの水による除熱量に係るファクタとして定義され，ベースケース

ではギャップによる除熱量の評価式により計算された除熱量がそのまま適用される。有

効性評価では最初に貫通部の溶接部破損が生じているが，貫通部近傍でのギャップ冷却

は実験例がなく，ギャップ水による除熱量が平板体系と比較してどの程度になるかには

不確かさがある。以上より，感度解析ケースでは，溶融炉心と下部プレナムが接触して

いる状態を模擬するための設定として係数を とした評価を実施する（表 4-8 参照）。 

  

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に

属しますので公開できません。 
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表 4-8 溶融炉心と原子炉圧力容器間の熱伝達の感度解析条件 

項目 
下部プレナムギャップ 

の除熱量に係る係数 
設定根拠 

ベースケース  当該変数のノミナル値 

感度解析ケース  溶融炉心と下部プレナムが接触 

 

b.解析結果 

図 4-7-1，図 4-7-2，図 4-7-3，図 4-7-4，図 4-7-5，図 4-7-6，図 4-7-7 及び図 4-7-

8 に，下部プレナムギャップの除熱量に係る係数の感度解析結果を示す。 

本パラメータの影響は溶融炉心の下部プレナムへの落下以降に現れる。溶融炉心が下

部プレナムに移行した後，感度解析ケースにおいては，下部プレナムギャップによる除

熱がないため，下部ヘッドの温度が若干早く上昇し，クリープ破損割合や貫通部破損割

合は感度解析ケースの方がわずかだが上昇が早い傾向となる。 

ただし，このパラメータは下部プレナムの水がドライアウトするまでの間しか影響を

及ぼさず，ドライアウト前においても，下部プレナムギャップからの除熱量はクラスト

からの伝熱量と比較して十分小さいことから（付録３参照），原子炉圧力及び原子炉圧

力容器破損時刻に対する感度としては小さい。また，いずれのケースも原子炉圧力容器

の破損時点において，原子炉圧力は 2.0MPa[gage]を下回っている。 

 

c. 評価 

溶融炉心と原子炉圧力容器間の熱伝達の原子炉圧力容器の破損時刻に対する感度は小

さく，その不確かさが有効性評価の結果に与える影響は小さいといえる。 

 

（９）溶接部破損時の最大ひずみ 

a.解析条件 

溶接部破損は，事象進展に伴う溶接部のひずみ量と最大ひずみを比較することで，そ

の発生を判定している。ここで，溶接部破損時の最大ひずみとして，ベースケースでは

を与えているが，不確かさがあると考えられることから，感度を確認するためにそ

の 1/10倍の を設定する（表 4-9参照）。 

 

  

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に

属しますので公開できません。 
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表 4-9 溶接部破損時の最大ひずみの感度解析条件 

項 目 
溶接部破損時の 

最大ひずみ 
設定根拠 

ベースケース  ＭＡＡＰ推奨範囲のノミナル値 

感度解析ケース  
実験の不確かさを大幅に上回る設

定として 1/10倍 

 

b. 解析結果 

図 4-8-1，図 4-8-2，図 4-8-3，図 4-8-4，図 4-8-5，図 4-8-6，図 4-8-7 及び図 4-8-

8 に，溶接部破損時の最大ひずみの感度解析結果を示す。 

本パラメータの影響は溶融炉心の下部プレナムへの落下以降に現れる。感度解析ケー

スは，原子炉圧力容器破損に至る判定の基準を変更したものであるため，溶接部が破損

する時点までの原子炉圧力の挙動は同等である。溶接部破損割合は，貫通部溶接部に係

るせん断応力とそれに対する最大引張強度の関係，及び溶融炉心からの伝熱による溶接

部ひずみと許容できる最大ひずみの関係から計算される。リロケーション時には原子炉

圧力が過渡的に上昇することから，内外圧差によるせん断応力が大きくなり，溶接部破

損割合が増加している。原子炉圧力が低下した後は，せん断応力は低下するが，溶接サ

ポート部の最大引張強度が，溶融炉心からの伝熱により低下するため，溶接部破損割合

はゼロにはならない。その後，下部プレナムの溶融炉心からの伝熱により，下部ヘッド

にひずみが生じ始めた時点でベースケースと感度解析ケースでは差異が生じる。感度解

析ケースにおいては，溶接部破損時の最大ひずみを 1/10 倍としたことで，溶接部破損割

合がベースケースよりも早く上昇し，原子炉圧力容器の破損時刻が早まっている。ただ

し，原子炉圧力容器の破損時間の変化としては約 13 分と小さく，感度解析ケースにお

いても溶接部破損時点での原子炉圧力は 2.0MPa[gage]を下回っている。 

 

c.評価 

溶接部破損時の最大ひずみの原子炉圧力容器の破損時刻に対する感度は小さく，その

不確かさが有効性評価の結果に与える影響は小さいと言える。 

 

（１０）感度解析パラメータの組み合わせ 

a.解析条件 

これまで解析したケースでは，原子炉圧力容器下部プレナムに溶融炉心が落下した

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に

属しますので公開できません。 
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過程で大量の水蒸気が生成され，原子炉圧力は短時間に高いピークが発生した。これ

は，溶融炉心が水中に落下した過程で粒子化が進み，水への伝熱面積が増大したこと

が支配的な要因である。この過程で溶融炉心の冷却は進み，下部プレナムに堆積した

溶融炉心の温度は低下する。その後，下部プレナムに溜まっていた水がドライアウト

することで蒸気発生が収まる。組み合わせケースでは，原子炉内ＦＣＩに係る影響因

子については，下部プレナムへの溶融炉心落下後の原子炉圧力上昇が大きくなるよう

に，原子炉圧力容器の破損時期に係る影響因子については原子炉圧力容器の破損時期

が早くなるように，これまでに実施した感度解析パラメータを組み合わせる条件とし

た。表 4-10 に組み合わせケースの条件の一覧を示す。 

 

表 4-10 感度解析パラメータの組み合わせ条件 

項 目 
 

ベースケース 
組み合わせ 

ケース 

 

設定根拠 

炉心ノード崩壊の 

パラメータ 

（炉心温度） 

K K 
炉心ノードが崩壊する時間を早めるよ

うに設定 

溶融ジェット径 m m クラスト破損面積が小さい場合を想定 

エントレインメント

係数 
  ＭＡＡＰ推奨範囲の最大値 

デブリ粒子径 

ファクタ 
  ＭＡＡＰ推奨範囲の最小値 

ジルコニウム－水 

反応速度の係数 １倍 ２倍 燃料被覆管表面積に基づく値の２倍 

限界熱流束に係る係

数 
  水への熱伝達が制限される値 

溶融炉心と原子炉圧

力容器間の熱伝達 
  

溶融炉心と下部プレナムが接触する場

合を想定 

溶接部破損時の 

最大ひずみ 
  

実験の不確かさを大幅に上回る設定と

して 1/10 倍 

 

b. 解析結果 

図 4-9-1 にこれまでの感度解析と感度解析パラメータの組み合わせケースについて

主要な事象進展を示す。図 4-9-2，図 4-9-3，図 4-9-4，図 4-9-5，図 4-9-6，図 4-9-7，

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に

属しますので公開できません。 
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図 4-9-8 及び図 4-9-9 に，感度解析パラメータを組み合わせた場合の感度解析結果を

示す。 

図 4-9-1 より，組み合わせケースでは，原子炉圧力容器の破損時刻は，ベースケース

に比べて約 19 分早くなっており，他の感度解析結果と比較しても，最も早く原子炉圧

力容器破損に至っているが，原子炉圧力容器破損時の圧力は，逃がし安全弁の開放によ

り原子炉減圧されていることにより 2.0MPa[gage]を十分下回る約 0.5MPa[gage]となっ

ている。これらの挙動について以下のとおり考察する。 

 

①原子炉の加圧事象 

下部プレナムへのリロケーション時の原子炉の加圧挙動は，溶融炉心と水の接触

による急激な水蒸気生成により支配され，これらに影響するパラメータとして，溶

融ジェット径，エントレインメント係数，デブリ粒子径等がある。これらの不確か

さを感度解析により考慮した結果，原子炉圧力のピーク圧は，ベースケースより

わずかに上昇しているが，リロケーション時の圧力上昇は一時的なものであり，

原子炉圧力容器破損時には原子炉圧力は 2.0MPa[gage]を大きく下回っている点で

ベースケースと同等である。 

②原子炉圧力容器破損（原子炉圧力容器破損タイミング） 

原子炉圧力容器破損（原子炉圧力容器破損タイミング）については，溶融炉心か

らの熱負荷，破損形態等により支配され，これらに影響するパラメータとして，

ジルコニウム－水反応速度，燃料ペレットが崩壊する時間及び温度，下部プレナム

内の溶融炉心と上面水プールとの間の伝熱，溶接部破損時の最大ひずみがある。こ

れらの不確かさを感度解析により考慮した結果，原子炉圧力容器破損のタイミング

は，ベースケースよりも約 19 分早く原子炉圧力容器破損に至る結果となったが，

原子炉圧力は原子炉圧力容器破損時間に対して十分早い段階で 2.0MPa[gage]を

下回っている結果に変わりはない。 

 

以上のとおり，パラメータの組み合せを考慮した感度解析ケースでは，圧力スパイ

クが大きく現れ，原子炉圧力容器破損タイミングが早くなるが，原子炉圧力容器破損

の前に原子炉圧力が 2.0MPa[gage]を十分下回る結果となった。 

 

c.評価 

下部プレナムへの溶融炉心落下挙動の不確かさにより，原子炉の圧力挙動にも不確

かさがある。加圧現象が短時間に大きく現れる場合についても，原子炉圧力容器破損

前には原子炉圧力が 2.0MPa[gage]を十分に下回ることを確認した。  
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図 4-1-1 燃料ペレットが崩壊する時間及び温度の感度解析（１） 

 
 

図 4-1-2 燃料ペレットが崩壊する時間及び温度の感度解析（２） 

※リロケーション後は，下部プレナム水位に溶融デブリ高さを含む。 

  

※ 

逃がし安全弁開による 

減圧開始 

原子炉圧力容器破損 

下部プレナムへの溶融炉心

落下による圧力上昇 

逃がし安全弁の開閉

による圧力変動 

2.0MPa[gage] 
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図 4-1-3 燃料ペレットが崩壊する時間及び温度の感度解析（３） 

 
 

図 4-1-4 燃料ペレットが崩壊する時間及び温度の感度解析（４） 

  

下部プレナムへの溶融炉心

落下による温度上昇 
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図 4-1-5 燃料ペレットが崩壊する時間及び温度の感度解析（５） 

 
 

図 4-1-6 燃料ペレットが崩壊する時間及び温度の感度解析（６） 
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図 4-1-7 燃料ペレットが崩壊する時間及び温度の感度解析（７） 

 
 

図 4-1-8 燃料ペレットが崩壊する時間及び温度の感度解析（８） 

 

1 に到達すると破損 

1 に到達すると破損 
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図 4-2-1 溶融ジェット径の感度解析（１） 

 
 

図 4-2-2 溶融ジェット径の感度解析（２） 

※リロケーション後は，下部プレナム水位に溶融デブリ高さを含む。 

 

 

  

逃がし安全弁開による 

減圧開始 

原子炉圧力容器破損 

下部プレナムへの溶融炉心

落下による圧力上昇 

逃がし安全弁の開閉

による圧力変動 

2.0MPa[gage] 

※ 
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図 4-2-3 溶融ジェット径の感度解析（３） 

 
 

図 4-2-4 溶融ジェット径の感度解析（４） 

  

下部プレナムへの溶融炉心

落下による温度上昇 
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図 4-2-5 溶融ジェット径の感度解析（５） 

 
 

図 4-2-6 溶融ジェット径の感度解析（６） 
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図 4-2-7 溶融ジェット径の感度解析（７） 

 
 

図 4-2-8 溶融ジェット径の感度解析（８） 

  

1 に到達すると破損 

1 に到達すると破損 
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図 4-3-1 エントレインメント係数の感度解析（１） 

 
 

図 4-3-2 エントレインメント係数の感度解析（２） 

※リロケーション後は，下部プレナム水位に溶融デブリ高さを含む。 

 

 

  

逃がし安全弁開による 

減圧開始 

原子炉圧力容器破損 

下部プレナムへの溶融炉心

落下による圧力上昇 

逃がし安全弁の開閉

による圧力変動 

2.0MPa[gage] 

※ 
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図 4-3-3 エントレインメント係数の感度解析（３） 

 
 

図 4-3-4 エントレインメント係数の感度解析（４） 

  

下部プレナムへの溶融炉心

落下による温度上昇 
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図 4-3-5 エントレインメント係数の感度解析（５） 

 
 

図 4-3-6 エントレインメント係数の感度解析（６） 
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図 4-3-7 エントレインメント係数の感度解析（７） 

 
 

図 4-3-8 エントレインメント係数の感度解析（８） 

  

1 に到達すると破損 

1 に到達すると破損 
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図 4-4-1 デブリ粒子径の感度解析（１） 

 
 

図 4-4-2 デブリ粒子径の感度解析（２） 

※リロケーション後は，下部プレナム水位に溶融デブリ高さを含む。 

 

  

逃がし安全弁開による 

減圧開始 

原子炉圧力容器破損 

下部プレナムへの溶融炉心

落下による圧力上昇 

逃がし安全弁の開閉

による圧力変動 

2.0MPa[gage] 

※ 



添付 5-1-42 
 

 
 

図 4-4-3 デブリ粒子径の感度解析（３） 

 
 

図 4-4-4 デブリ粒子径の感度解析（４） 

 

 

  

下部プレナムへの溶融炉心

落下による温度上昇 
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図 4-4-5 デブリ粒子径の感度解析（５） 

 
 

図 4-4-6 デブリ粒子径の感度解析（６） 
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図 4-4-7 デブリ粒子径の感度解析（７） 

 
 

図 4-4-8 デブリ粒子径の感度解析（８） 

  

1 に到達すると破損 

1 に到達すると破損 
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図 4-5-1 ジルコニウム－水反応速度の感度解析（１） 

 
 

図 4-5-2 ジルコニウム－水反応速度の感度解析（２） 

※リロケーション後は，下部プレナム水位に溶融デブリ高さを含む。 

 

 

  

逃がし安全弁開による 

減圧開始 

原子炉圧力容器破損 

下部プレナムへの溶融炉心

落下による圧力上昇 

逃がし安全弁の開閉

による圧力変動 

2.0MPa[gage] 

※ 
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図 4-5-3 ジルコニウム－水反応速度の感度解析（３） 

 
 

図 4-5-4 ジルコニウム－水反応速度の感度解析（４） 

  

下部プレナムへの溶融炉心

落下による温度上昇 
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図 4-5-5 ジルコニウム－水反応速度の感度解析（５） 

 
 

図 4-5-6 ジルコニウム－水反応速度の感度解析（６） 
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図 4-5-7 ジルコニウム－水反応速度の感度解析（７） 

 
 

図 4-5-8 ジルコニウム－水反応速度の感度解析（８） 

  

1 に到達すると破損 

1 に到達すると破損 
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図 4-6-1 下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の伝熱の感度解析（１） 

 
 

図 4-6-2 下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の伝熱の感度解析（２） 

※リロケーション後は，下部プレナム水位に溶融デブリ高さを含む。 

 

 

  

逃がし安全弁開による 

減圧開始 

原子炉圧力容器破損 

下部プレナムへの溶融炉心

落下による圧力上昇 

逃がし安全弁

の開閉による

圧力変動 

2.0MPa[gage] 

※ 

ベースケース 

下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の伝熱感度ケース 

ベースケース 

下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の伝熱感度ケース 
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図 4-6-3 下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の伝熱の感度解析（３） 

 
 

図 4-6-4 下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の伝熱の感度解析（４） 

  

下部プレナムへの溶融炉心

落下による温度上昇 

ベースケース 

下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の伝熱感度ケース 

ベースケース 

下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の伝熱感度ケース 



添付 5-1-51 
 

 
 

図 4-6-5 下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の伝熱の感度解析（５） 

 
 

図 4-6-6 下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の伝熱の感度解析（６） 

  

ベースケース 

下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の伝熱感度ケース 

ベースケース 

下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の伝熱感度ケース 
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図 4-6-7 下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の伝熱の感度解析（７） 

 
 

図 4-6-8 下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の伝熱の感度解析（８） 

1 に到達すると破損 

1 に到達すると破損 

ベースケース 

下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の伝熱感度ケース 

ベースケース 

下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の伝熱感度ケース 
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図 4-7-1 溶融炉心と原子炉圧力容器間熱伝達の感度解析（１） 

 
 

図 4-7-2 溶融炉心と原子炉圧力容器間熱伝達の感度解析（２） 

※リロケーション後は，下部プレナム水位に溶融デブリ高さを含む。 
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図 4-7-3 溶融炉心と原子炉圧力容器間熱伝達の感度解析（３） 

 
 

図 4-7-4 溶融炉心と原子炉圧力容器間熱伝達の感度解析（４） 

  

下部プレナムへの溶融炉心

落下による温度上昇 
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図 4-7-5 溶融炉心と原子炉圧力容器間熱伝達の感度解析（５） 

 
 

図 4-7-6 溶融炉心と原子炉圧力容器間熱伝達の感度解析（６） 
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図 4-7-7 溶融炉心と原子炉圧力容器間熱伝達の感度解析（７） 

 
 

図 4-7-8 溶融炉心と原子炉圧力容器間熱伝達の感度解析（８） 

  

1 に到達すると破損 

1 に到達すると破損 
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図 4-8-1 溶接部破損時の最大ひずみの感度解析（１） 

 
 

図 4-8-2 溶接部破損時の最大ひずみの感度解析（２） 

※リロケーション後は，下部プレナム水位に溶融デブリ高さを含む。 
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図 4-8-3 溶接部破損時の最大ひずみの感度解析（３） 

 
 

図 4-8-4 溶接部破損時の最大ひずみの感度解析（４） 

  

下部プレナムへの溶融炉心

落下による温度上昇 
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図 4-8-5 溶接部破損時の最大ひずみの感度解析（５） 

 
 

図 4-8-6 溶接部破損時の最大ひずみの感度解析（６） 
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図 4-8-7 溶接部破損時の最大ひずみの感度解析（７） 

 
 

図 4-8-8 溶接部破損時の最大ひずみの感度解析（８） 

  

1 に到達すると破損 

1 に到達すると破損 
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図 4-9-1 感度解析における原子炉圧力容器破損等の整理 

 

  

0 1 2 3 4 5

ベースケース

(1) 溶融落下流量（燃料ペレットが崩壊する時間

及び温度）

(2) 溶融ジェット径

(3) エントレインメント係数

(4) デブリ粒子径

(5) ジルコニウム－水反応速度の係数

(6) 炉心崩壊挙動（燃料ペレットが崩壊する時間

及び温度）

(7)下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの

間の伝熱

(8)溶融炉心と原子炉圧力容器間の熱伝達

(9) 溶接部破損時の最大ひずみ

(10) 全パラメータ組み合わせの感度解析

事故後の時間 (h)

原子炉圧力容器減圧開始

下部ﾌﾟﾚﾅﾑﾄﾞﾗｲｱｳﾄ

原子炉圧力容器破損
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図 4-9-2 全パラメータ組み合わせの感度解析（１） 

 
 

図 4-9-3 全パラメータ組み合わせの感度解析（２） 

※リロケーション後は，下部プレナム水位に溶融デブリ高さを含む。 
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図 4-9-4 全パラメータ組み合わせの感度解析（３） 

 
 

図 4-9-5 全パラメータ組み合わせの感度解析（４） 

  

下部プレナムへの溶融炉心

落下による温度上昇 
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図 4-9-6 全パラメータ組み合わせの感度解析（５） 

 
 

図 4-9-7 全パラメータ組み合わせの感度解析（６） 
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図 4-9-8 全パラメータ組み合わせの感度解析（７） 

 
 

図 4-9-9 全パラメータ組み合わせの感度解析（８） 

  

1 に到達すると破損 

1 に到達すると破損 
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5. まとめ 

HPME／DCH 防止に関する不確かさの要因として抽出した以下の項目について，感度解析

を実施し，原子炉圧力容器破損時の原子炉圧力への感度を確認した。 

 

・燃料ペレットが崩壊する時間及び温度 

・溶融ジェット径 

・エントレインメント係数 

・デブリ粒子径 

・ジルコニウム－水反応速度の係数 

・下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の伝熱 

・溶融炉心と原子炉圧力容器間の熱伝達 

・溶接部破損時の最大ひずみ 

 

その結果，いずれの項目についても，圧力スパイクに対する感度は限定的であり，原子

炉圧力容器の破損時期の観点でも，原子炉圧力減圧時からの時間余裕が十分大きい結果

となった。これらのパラメータを組み合わせた感度解析ケースにおいても，原子炉圧力

容器破損時の原子炉圧力は 2.0MPa[gage]を十分下回っている。 

以上のことから，HPME／DCH の防止に関して，ＭＡＡＰの解析モデルに関する不確か

さは小さいと言える。 
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付録１ Surry 型原子炉下部キャビティの 1/42スケール実験 

 

BNL では，Surry 型原子炉下部キャビティの 1/42 スケールモデルを用いた模擬物 

質の分散放出実験[7]を実施し，原子炉下部キャビティ内に残存する物質の測定結果を

整理して，実機において分散放出が生じない圧力を評価している。 

実験装置の概要を付図 1-1 に示す。模擬物質は弁の上のメタルホルダに保持され，

弁を開放すると，模擬気体の圧力によって，模擬物質が原子炉下部キャビティに噴出

する。その後，模擬気体のブローダウンによって模擬物質の一部が配管やタンクにエ

ントレインされ，原子炉下部キャビティに残った模擬物質を測定する。 

模擬物質を用いた分散放出実験では，様々な初期圧力，様々な開口径に対して，原

子炉下部キャビティ内に残存する模擬物質の割合を測定している。模擬物質としては

水とウッド合金を使用し，模擬気体としては窒素とヘリウムを使用している。付図 1-2

に測定結果を示す。原子炉下部キャビティ内に残存する模擬物質の割合の測定結果（f）

は Kutateladze 数に関係する無次元数（G）の関数として整理されており，f～

1/(1+0.001G2)でよく近似できる。 

この関係式を用いて，分散放出が無視できる１次系圧力を評価することができる。 

具体的には，Kutateladze 数に関係する無次元数が７以下の場合に溶融炉心の分散放

出が無視できるとしている。このとき，原子炉下部キャビティに残存する模擬物質の

割合は，すべてのデータについて 0.9 以上，平均値では約 0.95 である。実機条件（水

蒸気温度 500K，原子炉圧力容器破損口径 0.4m）に対しては，溶融炉心の分散放出が無

視できる１次系圧力は 2.38MPa と評価される。 
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付図 1-1 Surry 型原子炉下部キャビティの 1/42 スケール実験装置 

 

 

 

付図 1-2 Kutateladze 数に関係する無次元数と原子炉下部キャビティに残存する 

模擬物質との関係
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付録２ 溶融炉心と上面水プールとの間の伝熱の感度解析条件に用いる係数の妥当性 

 

（１）感度係数の位置づけ 

本感度解析に使用した係数は，下部プレナムに落下した溶融デブリ表面の金属層と上面水

プールへの限界熱流束の乗数である。 

付図 2-1 に，ＭＡＡＰにおけるデブリベッドへの冷却材浸入による冷却の状態図を示す。

ＭＡＡＰパラメータ内で適用している本係数の下限値「０」は，金属層が水に対して不透過

性であり，熱は金属層表面で対流又は熱伝導のみで水に伝わることを意味し，上限値「１」

は水が金属層に浸入し，限界熱流束によって制限された速度で冷却され，かつ表面からも対

流又は熱伝導で除熱されることを意味する。本係数を調整することにより，金属層への水の

浸入に伴う熱伝達の不確かさの影響を確認することができる。 

ＭＡＡＰパラメータでデフォルト値として使用している値は，金属層への水の浸入が少な

い場合を想定して，下限としてグリムスヴォトン溶岩での実験[4]※1 で得られた除熱量を参考

にした設定値( )，上限としてＭＡＡＰの感度解析によりサーベイした，代表的な崩壊

熱レベルの溶融デブリが冷却できる最小の除熱量に対応する設定値( ）を考慮し，その

中間値( )をデフォルト値としている。このとおり本係数は，不確かさを有するパラメー

タであるが，下記の感度解析にて示すとおり，デブリ冷却への影響は限定的であることから，

推奨範囲の中間値をベースケース解析に用いることは妥当と考える。 

 

※１：グリムスヴォトン溶岩（Grimsvotn lava field）での実験 

グリムスヴォトン溶岩に広範囲にスプレイ散布することで，熱伝達のみの除熱よりも早く溶岩

が固化する現象が確認された。この実験ではスプレイ水の溶岩への浸入による除熱量（約

40kW/m2）が評価されている。 

 

（２）感度係数の影響 

付図 2-2 に，係数を ～ の範囲で変化させた解析結果を示す。溶融炉心と上面

水プールとの間の伝熱は，原子炉圧力容器の破損時間にほとんど影響を与えない結果となっ

ている。このことから，推奨範囲の中間値( )をベースケース解析において使用すること

は妥当と考える。  

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に

属しますので公開できません。 
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出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

 

付図 2-1 デブリベッドへの冷却材浸入による冷却 

 

 

 

 

付図 2-2 原子炉圧力の時間変化 

 

 

  

逃がし安全弁開による 

減圧開始 

原子炉圧力容器破損 

下部プレナムへの溶融炉心

落下による圧力上昇 

逃がし安全弁の 

開閉による 

圧力変動 

2.0MPa[gage] 

ベースケース 

下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の伝熱感度ケース（最小値） 

下部プレナム内の溶融炉心と上面水プールとの間の伝熱感度ケース（最大値） 
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付録３ 溶融デブリと原子炉圧力容器間の熱伝達におけるギャップ冷却について 

 

 付図 3-1 に下部プレナムでのエネルギ移行図を示す。 

 ＭＡＡＰでは，下部プレナムに落下した溶融デブリは溶融プールの外側にクラストが形成

される。この，下部クラストと原子炉圧力容器内面にひずみが生じ，下部クラストと容器内

面に生じたギャップに冷却材が流入することでクラスト表面及び原子炉圧力容器内面から除

熱される「ギャップ冷却」が生じるというモデルになっている。 

 付図 3-1 に示すとおり，ＭＡＡＰでは，上述のギャップ冷却による除熱量と下部クラスト

から隣接流体への伝熱量を評価している。下部クラストから移行し，ギャップ冷却で取り除

かれない伝熱量は，原子炉圧力容器内面への伝熱量として評価される。ギャップ冷却は，ギ

ャップに浸入した水の沸騰時の限界熱流束により評価される。溶融デブリと原子炉圧力容器

間のギャップに存在する水による除熱量と溶融デブリから原子炉圧力容器への伝熱量を比較

すると，下部プレナムギャップの除熱量は，溶融デブリから原子炉容器への伝熱量に比べて

非常に小さいことから，原子炉圧力容器温度の上昇が発生する。ドライアウト後，ギャップ

冷却効果はゼロとなる。 

以上のことから，下部プレナムギャップの除熱量が溶融デブリと原子炉圧力容器間の熱伝

達に与える感度は小さく，4.1(8)の感度解析にて示すとおり下部プレナムギャップの除熱量

に係る係数が原子炉圧力容器表面の温度に与える影響は小さいといえる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付図 3-1 下部プレナムでのエネルギ移行図

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 

下部クラスト

からの伝熱 

ギャップ冷却

による除熱 
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1. まえがき 

溶融炉心と冷却材の相互作用（ＦＣＩ：Fuel-Coolant Interaction，以下「ＦＣＩ」と

いう。）に関しては，国内外において現象の解明や評価に関する多くの活動が行われてきて

いる。しかしながら，現在においてもその現象の解明は研究段階にあり，現象全体の十分

な理解には至っていない。また，多くのＦＣＩ実験が行われているものの，実機規模での

現象については，有効なデータが十分には得られていないといえる。このようなことから，

国内外で実施された実験結果の知見から解析モデルに関する不確かさを検討し，これを基

にした感度解析により有効性評価への影響を確認する。 

 

2. 現象の概要 

溶融炉心と冷却材が接触して一時的な圧力の急上昇が生じる可能性がある。このときに

発生するエネルギが大きいと構造物が破壊され原子炉格納容器が破損する場合がある。溶

融炉心と冷却材との接触及びそれに伴って引き起こされる現象のことを”溶融炉心と冷却

材の相互作用（ＦＣＩ）”と呼ぶ。また，ＦＣＩのうち衝撃波を伴うものを”水蒸気爆発”

と呼び，冷却材への伝熱による水蒸気発生に伴う圧力変化を”圧力スパイク”と呼ぶ。さ

らに，原子炉圧力容器の下部プレナムで発生するＦＣＩを原子炉圧力容器内ＦＣＩと呼び，

格納容器下部で発生するＦＣＩを原子炉圧力容器外ＦＣＩと呼ぶ。 

これまでの研究では，水蒸気爆発現象を以下のような段階的な過程によって説明するモ

デルが提唱されている。 

① 炉心あるいは原子炉圧力容器から落下する溶融炉心（デブリジェット）が冷却材中に

落下する。水と接触した溶融炉心は，その界面の不安定性により細粒化して水中に分

散する（エントレイン）。細粒化した溶融炉心（以下「デブリ粒子」という。）は，蒸

気膜に覆われた状態で膜沸騰を伴う水との混合状態となる（粗混合）。 

② さらに，自発的若しくは外部からの圧力パルス等の外乱により，膜沸騰が不安定化し

（トリガリング），デブリ粒子と冷却材が直接接触する。 

③ デブリ粒子と冷却材の直接接触により，急速な熱の移動が発生し，急速な蒸気発生・

溶融炉心の微細化により，さらにデブリ粒子と冷却材の接触を促進し（伝播），蒸気発

生を促進する。この蒸気発生により圧力波が発生する。 

④ 発生した圧力波が通過した後の高温高圧領域（元々は粗混合領域）の膨張により運動

エネルギが発生し，構造材を破壊する要因となる。 

水蒸気爆発が発生するためには，トリガリングが働く必要があり，さらにデブリ粒子と

冷却材の接触が瞬時に粗混合領域全体に伝播する必要がある。水蒸気爆発に至らない場合

でも，急速な蒸気発生による圧力上昇（圧力スパイク）が発生する。 
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3. これまでの知見の整理 

原子炉圧力容器内水蒸気爆発による格納容器破損はαモード破損と呼ばれ，WASH-1400[１]

でそのリスクが提起されたことを機に多くの調査，研究が続けられてきた。この現象は，

溶融炉心が原子炉圧力容器下部の水中に落下して水蒸気爆発が発生し，それによる水塊が

ミサイルとなって原子炉内構造物を破壊し，原子炉圧力容器上蓋に衝突することで上蓋が

ミサイルとなって原子炉格納容器に衝突し破損に至るものである。水蒸気爆発については，

国際的な専門家会議による結論がまとめられており，特にＢＷＲの原子炉圧力容器内水蒸

気爆発によるαモード破損については，格納容器破損の脅威とはならないとされている。

表 3-1 にＢＷＲの原子炉圧力容器内水蒸気爆発に関する専門家会議の見解をまとめる。ま

た，原子炉圧力容器内ＦＣＩの圧力スパイクについても，原子炉圧力容器内での圧力上昇

のため，格納容器破損の直接的な脅威とはならない。 

一方，原子炉圧力容器外ＦＣＩについては，緩和策による注水によって形成された格納

容器下部の水中に溶融炉心が落下するため，原子炉圧力容器内の下部プレナム水に比較し

て，サブクール度が大きくなり，水蒸気爆発が発生し易い可能性がある。また，原子炉圧

力容器外ＦＣＩの圧力スパイクは，原子炉格納容器内の圧力を直接上昇させるため，格納

容器破損の評価対象となる。 

以上より，原子炉圧力容器内ＦＣＩは格納容器破損の脅威とは考えられないため，原子

炉圧力容器外ＦＣＩの観点から，国内外で実施されたＦＣＩ実験の知見を以下にまとめる。 

 

3.1 ＦＣＩ実験の概要 

過去に実施された代表的なＦＣＩの実験研究として，（旧）日本原子力研究所で実施され

た ALPHA 実験，JRC イスプラ研究所で実施された KROTOS 実験，FARO 実験，（旧）原子力発

電技術機構で実施された COTELS 実験，韓国原子力研究所（KAERI）で実施された TROI 実験

及び SERENA 実験がある。これらの実験では模擬溶融物として UO2混合物を用いた実験とア

ルミナ等を用いた実験がある。以下では，各実験の概要とそこで得られた知見について整

理する。 

 

(１) ALPHA 実験 

ALPHA 実験[２]では，テルミット反応による酸化アルミニウムと鉄からなる模擬溶融物を用

いた実験が実施されている。ALPHA 実験装置を図 3-1 に示す。実験容器は，内径 3.9m，高

さ 5.7m，容積 50m3である。模擬格納容器に設置した冷却水プールに高温溶融物を落下させ，

水蒸気爆発に関する特性データを計測する実験装置である。表 3-2 に ALPHA 実験の実験結

果のまとめを示す。高雰囲気圧力（STX008,STX012,STX015），サブクール度が小さい場合

（STX014）は，水蒸気爆発の発生が抑制される実験結果が知見として得られている。溶融

物を半減させた３ケース（STX001,STX010,STX013）のうち，２ケース（STX001,STX013）で

は，水蒸気爆発が発生していない。また，水蒸気爆発のエネルギ変換効率は１～６％程度

となっている。ALPHA 実験の代表的実験（STX016）の圧力変化の例を図 3-2 に示す。 
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(２) KROTOS 実験 

KROTOS 実験[３][４][５]では，FARO 実験が大型実験装置であるのに対して小型の実験装置で

あるが，低圧・サブクール水を主として実験を実施している（図 3-3）。KROTOS 実験の代

表的実験（K37,K42）の圧力変化の例を図 3-4 に示す。KROTOS 実験では模擬コリウムとし

て UO2混合物を用いた実験とアルミナを用いた実験を実施している。表 3-3 に KROTOS 実験

の実験結果のまとめを示す。アルミナ実験では，サブクール度が大きい実験ケース

（K38,K40,K42,K43,K49）では，外部トリガーなしで水蒸気爆発が発生しているが，サブ

クール度が小さい実験ケース（K41,K44,K50,K51）では，外部トリガーなしでは水蒸気爆

発は発生していない。一方，UO2混合物実験では，外部トリガーなしでは水蒸気爆発は発生

していない。また，UO2 混合物実験でも外部トリガーありでは水蒸気爆発が発生している

（K52,K53,K46）が，これらのケースはサブクール度が大きい実験ケースである。また，

UO2混合物実験の水蒸気爆発のエネルギ変換効率は，アルミナ実験の水蒸気爆発に比較して

低い結果となっている。アルミナ実験と UO2 混合物の相違については以下のように考察さ

れている。 

 アルミナはプール水面近傍でブレークアップし，粗混合時に粒子が半径方向に広がり，

水蒸気爆発の伝播がし易くなった可能性がある。 

 UO2混合物実験では，外部トリガーなしでは水蒸気爆発は発生していない。UO2混合物の

方が一般的に過熱度は小さく，UO2混合物粒子表面が水と接触した直後に表面が固化し

易く，これが水蒸気爆発の発生を抑制した可能性がある。UO2混合物実験では水素ガス

が発生し，これにより蒸気膜の崩壊による水蒸気爆発の発生を抑制した可能性がある。 

 

(３) FARO 実験 

FARO 実験[４][６]では，酸化物コリウム及び金属 Zr を含むコリウムが用いられ，多くの実

験は高圧・飽和水条件で実施されているが，低圧・サブクール水条件の実験も実施されて

いる。FARO実験装置の概要を図3-5に示す。表3-4に FARO実験の実験結果のまとめを示す。

また，圧力変化の例として L-14 と L-19 圧力挙動を図 3-6 に示す。FARO 実験のいずれの実

験ケースでも水蒸気爆発は発生していない。FARO 実験で得られた主な知見は以下である。 

 高圧・飽和水実験，低圧・サブクール実験のいずれにおいても水蒸気爆発は発生して

いない。 

 高圧・飽和水の酸化物コリウム実験の場合は一部が粒子化し，一部はパンケーキ状で

プール底部に堆積した。高圧・飽和水のコリウムに金属 Zr成分を含んだ実験及び低圧・

サブクール実験では全てのコリウムは粒子化した。 

 粒子の質量中央径は比較的大きかったが，実験条件（初期圧力，水深，コリウム落下

速度，サブクール度）に依存していない。 

 Zr 金属を含めた実験ケース（L-11）では，Zr金属の酸化により，Zr 金属を含めない実

験ケース（L-14）よりも圧力上昇が大きくなる。 
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(４) COTELS 実験 

 COTELS 実験[７]では，模擬溶融物として UO2-Zr-ZrO2-SS 混合物を用いており，コリウムに

金属成分が含まれている。COTELS 実験装置の概要を図 3-7 に示す。表 3-5 に COTELS 実験の

実験結果のまとめを示す。COTELS 実験の代表的な実験ケース（A1）の圧力挙動を図 3-8，

各実験ケースの圧力変化を図 3-9 に示す。溶融混合物がプール水に接触した直後（Region 1）

は急激な圧力上昇となる。その後，サブクール水では蒸気凝縮が発生し，一時的に圧力が

減少する（Region 2）が，溶融混合物からの熱伝達による蒸気発生により，準定常的な状

態まで徐々に圧力が上昇する(Region 3)。COTELS 実験で得られた主な知見は以下である。 

 サブクール度が大きいケースも含め，全ての実験で水蒸気爆発は発生していない。 

 プールに落下した溶融コリウムは，ほとんどがプール水中で粒子化した。 

 粒子径は，コリウム落下速度の大きいケースを除いて，質量中央径で６mm程度である。

コリウム落下速度の大きいケースの粒子径は小さくなっている。 

 コリウム落下速度の大きいケースで，粒子径が小さく初期圧力上昇幅も大きくなる傾

向がある。また，準定常的な状態での圧力は，溶融物量が多く，サブクール度が小さ

く，プール水量が少ない程高くなる傾向である。 

 

(５) TROI 実験 

 TROI 実験[８]は，韓国原子力研究所（KAERI）で実施されている実験であり，2007 年から

2012 年までは，KROTOS 実験とともに OECD/NEA の SERENA プロジェクトとして実施された実

験である。実験装置の概要図を図 3-10 に示す。また，実験条件及び実験結果を表 3-6 に示

す。 

 ZrO2 を用いた実験では外部トリガリングを与えていないが，圧力スパイクや水蒸気爆発

が発生した実験がある。一方，UO2/ZrO2の混合物を用いた実験では，異なった条件による内

部トリガリングを発生させるため又は外部トリガリングによる水蒸気爆発時の発生エネル

ギを変えるため，混合物の割合，水深，混合物量等の様々な条件により実験を実施し，数

ケースでは水蒸気爆発が発生している。TROI 実験で得られた主な知見は以下のとおりであ

る。 

 自発的な水蒸気爆発が生じた実験は，融点を大きく上回る過熱度を溶融物に対して与

えるなどの実機と異なる条件であり，その他の実験では自発的な水蒸気爆発は生じて

いない。 

 水深が深い場合（130cm）には，内部トリガリングによる水蒸気爆発は発生していな

い。水深が深いことにより，溶融物粒子が底部に到達するまでの沈降時間が長くなり，

溶融物粒子が固化しやすい状況となる。このため，溶融物粒子が底部に接触すること

で発生するトリガリングの可能性は低減する可能性がある[９]。 
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(６) SERENA 実験 

SERENA 実験は，OECD/NEA 主導のもと実施されている実験であり，2001 年から 2006 年に

かけて実施されたフェーズ１と，2007 年から 2012 年にかけて実施されたフェーズ２に分

かれている。フェーズ１では既存の実験に対する再現解析が行われた。また，フェーズ２

では KROTOS 及び TROI 装置を使用した実験と，その再現解析が行われた。さらに，両フェ

ーズにおいて実機原子炉を想定した解析が行われた。フェーズ２で行われた実験の実験条

件及び実験結果を表 3-7 に示す。 

フェーズ１，フェーズ２においてそれぞれ得られた知見は以下のとおりである。 

 

フェーズ１ 

 （解析）解析コードはアルミナを用いた実験によって調整されており，UO2・ZrO2 コ

リウムの爆発による機械的エネルギ変換効率を過大評価する傾向にある。 

 （解析）予測される炉内水蒸気爆発の最大荷重は原子炉圧力容器の破損強度と比べ

て十分小さい。 

 （解析）予測される炉外水蒸気爆発の最大荷重は原子炉格納容器に影響を与える可

能性があるが，解析コードの不確かさとばらつきが大きく，その程度を推定するこ

とは難しい。 

 

フェーズ２ 

 （実験）80％UO2・20％ZrO2コリウムは，70％UO2・30％ZrO2コリウムに比べて，やや

爆発のエネルギが大きい。これはフェーズ１の結果と逆の傾向であり，さらに考察

が必要。 

 （実験）UO2・ZrO2 のみで構成されるコリウムは，アルミナと比べて爆発のエネルギ

は小さい。 

 （実験）コリウムの組成に酸化物以外（金属の単体など）が含まれる場合について，

酸化と水素ガス生成による影響は定量化できなかった。 

 （実験）全ての観測された爆発の機械的エネルギ変換効率は，従来観測されていた

エネルギ変換効率と同様に，比較的小さい。これは，UO2 の密度が高いために溶融

コリウムの粒子径が小さくなり，固化が促進されて水蒸気爆発への寄与が小さくな

ったことと，粗混合段階のボイド率が上昇して爆発のエネルギを低減したことによ

ると推測されている。 

 

3.2 ＦＣＩ実験の知見の整理 

 前項で示したＦＣＩ実験の知見を整理し，原子炉圧力容器外水蒸気爆発の可能性及び原

子炉圧力容器外ＦＣＩの圧力スパイクの影響因子について考察する。 

(１) 原子炉圧力容器外ＦＣＩの水蒸気爆発の可能性 

 酸化アルミニウムと鉄からなる模擬溶融物を用いた ALPHA 実験及びアルミナを用いた
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KROTOS 実験では，外部トリガーなしで水蒸気爆発が発生しているが，UO2 を用いた

KROTOS,FARO,COTELS 実験では外部トリガーなしでは水蒸気爆発は発生していない。UO2混合

物では一般的に過熱度が小さいため，粗混合粒子表面が早期に固化し，蒸気膜が崩壊して

も溶融物の微細化が起きにくく，水蒸気爆発の発生が抑制されるためと考えられる。 

 TROI 実験では UO2 混合物を用いた場合でもトリガーなしで水蒸気爆発が発生している例

（TROI-10,12,13,14）が報告されている。TROI-10,12 は，溶融物温度が 3800K 程度の高い

温度での実験条件である。また，TROI-13,14 の溶融物温度は，それぞれ 2600K，3000K であ

るが，TROI-13 では，温度計測に問題があり実際には 3500K 以上と推測されている。また，

TROI-14 では，二つの温度計が異なる最高温度（4000K,3200K）を示しており，温度計測の

不確かさが大きいとされている。以上を踏まえると，TROI 実験の溶融物温度はかなり高い

実験条件と考えられ，他の実験で想定しているような実機条件に近い溶融物温度では水蒸

気爆発の発生可能性は十分小さいと考えられる。 

 TROI 実験と実機条件の比較を検討するために，模擬溶融物にコリウム（UO2/ZrO2）を用い

た TROI-10,12,23,25 と実機条件の比較を表 3-8 に示す。この表では，図 3-11 に示す

Ricou-Spalding 式による粒子化割合[１０]の概算値を示している。溶融物温度が高く過熱度

が大きい TROI-10,12 では，自発的水蒸気爆発が観測されている。これに対して，溶融物温

度が高く過熱度が大きいが水深が 1.3m と深い TROI-23 では，水蒸気爆発は発生していない。

これは，水深が深いことにより，溶融物粒子が底部に到達するまでの沈降時間が長くなり，

溶融物粒子が固化しやすいため，溶融物粒子が底部に接触することで発生するトリガリン

グを抑制したと考えられる[９]。 

 水蒸気爆発が発生した TROI-10,12 の粒子化割合は約 60%であるが，水深がより深い

TROI-23 では，粒子化割合が約 80％と比較的大きい値となっており，底部に到達する前に

固化する溶融物粒子が比較的多いと考えられる。一方，水深及び粒子化割合は TROI-10,12

と同程度であるが，溶融物温度がやや低い TROI-25 では，蒸気発生による圧力上昇（Steam 

Spike）は生じているが，水蒸気爆発は発生していない。溶融物温度が低い場合，過熱度が

小さく粒子が固化しやすいため，水蒸気爆発が抑制されたものと考えられる。 

 実機条件では，溶融ジェットの初期直径は計装配管口径(５cm)～制御棒駆動機構ハウジ

ングの直径(15cm)程度と想定されるが，ペデスタル注水対策により水深は 2.0m 以上となる。

これより，粒子化割合は約 60％～100％となるが，溶融物温度が 2600K 以下と水蒸気爆発が

発生した TROI 実験よりも十分低いと考えられ，大規模な水蒸気爆発の発生の可能性は十分

小さいと考えられる。 

 また，いくつかの TROI 実験では水蒸気爆発が発生したときの機械的エネルギ変換効率が

報告されている（表 3-6）。これらの中で自発的に水蒸気爆発が発生したとされる TROI-13

の機械的エネルギ変換効率は 0.4％である。これは，ALPHA 実験（表 3-2）や KROTOS 実験(表

3-3)で観測されているように，アルミナによる金属模擬溶融物実験の値に対して比較的小

さい値となっている。 

 また，KROTOS 実験（K52,K53,K46）では，UO2 混合物を用いた実験でも外部トリガーを与
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えた場合は水蒸気爆発が観測されているが，これらの実験ケースはサブクール度が大きい

実験ケースである(K52 のサブクール度：102K,K53 のサブクール度：122K,K46 のサブクール

度：83K)。したがって，サブクール度が大きい場合には，UO2混合物を用いた場合でも，水

蒸気爆発の可能性が高くなることが考えられる。これは，サブクール度が大きい場合には，

粗混合粒子の蒸気膜の安定度が低下し，蒸気膜の崩壊が発生しやすいことが要因と考えら

れる。 

 しかし，KROTOS実験のK52, K53と同程度の高サブクール度の条件であるFARO実験のL-31

（サブクール度：104K）,L-33（サブクール度：124K）では，水蒸気爆発が発生していない。

これらの実験の UO2混合物量は，KROTOS 実験が数 kg であるのに対して 100kg 程度であり，

より実機条件に近い。 

 また，COTELS 実験の高サブクール実験（A11）でも水蒸気爆発は発生していない。COTELS

実験は，ＢＷＲの原子炉圧力容器外ＦＣＩを模擬した実験であり，溶融物に原子炉圧力容

器内の構造物を想定したステンレススチールを含んでいる。また，溶融物量も 50kg 程度で

あり，KROTOS 実験よりも実機条件に近い。 

 以上より，UO2混合物の溶融物量が少ない KROTOS 実験では，水蒸気爆発が発生しているが，

溶融物量が多くより実機体系に近い大規模実験である FARO 実験，COTELS 実験では，水蒸気

爆発は発生していない。 

 ＦＣＩ実験では，水蒸気爆発のトリガーを発生させるために，高圧ガスを封入した装置

（KROTOS 実験では最大 20MPa のガスを封入可能な装置）を用いている。水蒸気爆発のトリ

ガーは粗混合粒子の周囲に形成される蒸気膜の崩壊に起因すると考えられており，トリガ

ー装置により圧力パルスを発生させ蒸気膜を不安定化させる効果があると考えられる。実

機条件では，このようなトリガー装置で発生させているような圧力外乱となる要因は考え

られない。また，溶融物がプール底部に接触することでトリガー要因となることが考えら

れるが，ＢＷＲの原子炉圧力容器外ＦＣＩを模擬した COTELS 実験の実験装置では，ＢＷＲ

のペデスタル底部と同様に平板コンクリートを模擬した実験装置としており，実機条件と

同様であるが水蒸気爆発は観測されていない。 

 また，実機条件では，水深が実験条件よりも深くなる可能性があるが，水深が深いこと

により，溶融物粒子が底部に到達するまでの沈降時間が長くなり，溶融物粒子が固化しや

すい状況となる。このため，溶融物粒子が底部に接触することで発生するトリガリングの

リスクは低減する可能性がある。 

以上より，ＢＷＲの実機条件において水蒸気爆発のトリガーとなる特段の要因は考えら

れないため，実機条件でも水蒸気爆発の発生リスクは十分小さいと考えられる。 

 上記の実験条件と実機条件の検討より，実機においては，原子炉格納容器の損傷に至る

大規模な原子炉圧力容器外水蒸気爆発の可能性は十分に小さいと考えられる。このため，

原子炉圧力容器外ＦＣＩの有効性評価では，蒸気発生による圧力上昇（圧力スパイク）を

評価する。なお，参考として，水蒸気爆発の発生を仮定した場合の影響についても，水蒸
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気爆発解析コード（ＪＡＳＭＩＮＥ[１１]）及び構造応答解析コード（ＡＵＴＯＤＹＮ[１２]

若しくはＬＳ－ＤＹＮＡ[１３]）を用いて，水蒸気爆発のトリガーを解析的条件として与える

ことで水蒸気爆発の発生を模擬した解析を行うことにより，水蒸気爆発による格納容器ペ

デスタル構造部への影響を評価し，原子炉格納容器の健全性に影響を及ぼさないことを確

認している。 

 

(２) 原子炉圧力容器外ＦＣＩの圧力スパイクの影響因子 

 水蒸気爆発が発生しない場合でも，溶融炉心の冷却材への伝熱による水蒸気発生により

圧力スパイクが生じる。ここでは，原子炉圧力容器外ＦＣＩの圧力スパイク影響因子につ

いて，ＢＷＲの原子炉圧力容器外ＦＣＩを模擬した COTELS 実験の実験結果を中心に検討す

る。各ケースの圧力変化を図 3-9 に示す。COTELS 実験では，基本実験ケース（A1）に比較

してコリウム量が少ない実験ケース（A4）では，デブリ保有熱量が少なく圧力上昇も低く

なる傾向がある。また，COTELS 実験では，サブクール度が大きいケース（A5,A6），プール

水深が大きいケース（A9）では，蒸気凝縮により圧力上昇が低くなる傾向がある。 

 粒子化割合については，COTELS 実験では水深は 0.4m であるが，ほとんどがプール水中で

粒子化した。また，FARO 実験では，水深が１～２ｍであるが，高圧・飽和水の酸化物コリ

ウム実験では一部が粒子化し，高圧・飽和水のコリウムに金属成分を含んだ実験では全て

コリウムが粒子化している。粒子化割合が大きいほうがプール水への伝熱量が多くなるた

め，圧力上昇は高くなると考えられる。 

 粒子径については，COTELS 実験結果ではコリウム落下速度の大きいケース（A8,A10）で

は，基本実験ケース（A1）に比較して，粒子径が小さく初期圧力上昇幅も大きくなる傾向

がある。一方，FARO 実験では，粒子の質量中央径は比較的大きかったが，実験条件（初期

圧力，水深，コリウム落下速度，サブクール度）に対する依存性は低いと報告されている。

各UO2混合物実験の平均的な粒子径は，溶融物量の多いFARO実験では2.6～4.8mm[４]，COTELS

実験では６mm程度[７]である。 

 以上の影響因子をＢＷＲプラント体系で考えた場合，以下に分類できる。 

 格納容器下部（ペデスタル）領域のプール水の状態（サブクール度，水位） 

 溶融炉心の落下量及び粒子化（破損口径，粒子化割合，落下速度） 

 プール水とデブリ粒子との伝熱（デブリ粒子径） 

 

(３) ＦＣＩとＭＣＣＩを考慮した格納容器下部水張りの考え方 

 炉心溶融が進展し炉外に溶融炉心が流出する場合，ＦＣＩとＭＣＣＩの影響緩和におい

て，格納容器下部への初期水張りが重要なマネジメントとなる。以下では格納容器下部へ

の注水による初期水張りの考え方について示す。 

 ＦＣＩの観点では，これまでのＦＣＩ実験結果の知見から，ＢＷＲの実機条件では水蒸
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気爆発の発生リスクは十分小さいと考えられる。しかし，万が一水蒸気爆発が発生したと

想定すると，水深が深いと粗混合が促進され，水蒸気爆発の規模が大きくなる可能性があ

る。 

 ＭＣＣＩの観点では，種々の実験結果から，デブリ上面から除熱を向上させるため，格

納容器下部への水張り水深を深くすることにより，溶融炉心が落下時に粒子化され，粒子

状ベッドとして堆積することにより，デブリ冷却性を向上させることが影響緩和のために

重要である。 

 以上より，水深が深い場合は，万が一水蒸気爆発が発生した場合の影響が大きくなる可

能性があるが，ＭＣＣＩの影響を緩和する観点からは有利である。したがって，水蒸気爆

発の評価により原子炉格納容器の健全性に影響を与えないことを十分確認できる範囲で初

期水張りの水深を深くし，溶融炉心の粒子化を促進し，ＭＣＣＩを緩和する運用とするこ

とが得策と考えられる。
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表 3-1 ＢＷＲ体系における原子炉圧力容器内水蒸気爆発の発生確率に関する見解 

 

原子炉圧力容器内水蒸気爆発 

に関する国際会議，文献 
ＢＷＲの原子炉圧力容器内水蒸気爆発に関する議論 

OECD/CSNI ＦＣＩ専門家会議 (1993)[１４] ＢＷＲの圧力容器下部プレナムは，制御棒案内管で密に占められている。そして，

炉心の広範囲でのコヒーレントなリロケーションは，炉心支持板の存在により起こ

りにくいと考えられる。このような特徴によって，燃料－冷却材の粗混合のポテン

シャルが制限され，水蒸気爆発に起因する水－溶融物スラグの運動エネルギを消失

させる可能性がある。したがって，スラグにより破壊された圧力容器ヘッドのミサ

イルに伴う格納容器破損は，ＰＷＲよりもＢＷＲの方が起こりにくいと評価される。

(T.Okkonen 等) 

NUREG/CR-5960 (1994)[１５] ＢＷＲの下部プレナムには，密に詰められた制御棒案内管があるため，原子炉内水

蒸気爆発問題の対象とならない。（T.G.Theofanous 等) 

SERG-2 ワークショップ (1996)[１６] 物理的なジオメトリは爆発的事象の発生に寄与しないため，ＢＷＲのαモード格納

容器破損確率は，おそらくＰＷＲより小さい。(M.Corradini) 

OECD/CSNI ＦＣＩ専門家会議 (1997)[１７] 

 

下部プレナム構造物の存在により，水蒸気爆発の影響を緩和する。 

現在の知見は，一般にＢＷＲでは原子炉内水蒸気爆発は原子炉格納容器への脅威と

ならない。(O.Zuchuat 等) 



 

 

添
付

5-
2
-
13 

表 3-2 ALPHA 実験の主要な実験条件及び実験結果[２] 

試験名 試験ケース 溶融物組成 溶融物質量 (kg) 圧力(MPa) 水温度(K) 水深 (m) 外部トリガー 水蒸気爆発発生
機械的エネルギ

変換効率(%)

STX002 Fe-Al2O3 20 0.10 289 1.0 No Yes -

STX003 Fe-Al2O3 20 0.10 292 1.0 No Yes -

STX005 Fe-Al2O3 20 0.10 300 1.0 No Yes -

STX009 Fe-Al2O3 20 0.10 289 1.0 No Yes -

STX016 Fe-Al2O3 20 0.10 295 0.9 No Yes 0.86

STX017 Fe-Al2O3 20 0.10 286 0.9 No Yes 0.66

STX018 Fe-Al2O3 20 0.10 283 0.9 No Yes 3.33

STX001 Fe-Al2O3 10 0.10 293 1.0 No No -

STX010 Fe-Al2O3 10 0.10 297 1.0 No Yes -

STX013 Fe-Al2O3 10 0.10 284 1.0 No No -

STX014 Fe-Al2O3 20 0.10 372 1.0 No No -

STX008 Fe-Al2O3 20 1.60 288 1.0 No No -

STX012 Fe-Al2O3 20 1.60 290 1.0 No No -

STX015 Fe-Al2O3 20 1.00 282 1.0 No No -

STX006 Fe-Al2O3 20 0.10 298 1.0 No No -

STX011 Fe-Al2O3 20 0.10 290 1.0 No Yes -

STX019 Fe-Al2O3 20 0.10 281 0.9 No Yes 5.67

STX020 Fe-Al2O3 20 0.10 281 1.0 No No -

STX021 Fe-Al2O3 20 0.10 281 0.9 No Yes 4.05

ALPHA

 

 

実験ケース 実験名 
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 表 3-3 KROTOS 実験の主要な実験条件及び実験結果[３][４][５] 

試験名 試験ケース 溶融物組成 溶融物質量 (kg) 溶融物温度（K)
圧力
(MPa)

サブクール度
（K）

水深 (m) 外部トリガー 水蒸気爆発発生
機械的エネルギ

変換効率(%)

K38 Alumina 1.5 2665 0.1 79 1.11 No Yes 1.45

K40 Alumina 1.5 3073 0.1 83 1.11 No Yes 0.9
K41 Alumina 1.4 3073 0.1 5 1.11 No No -
K42 Alumina 1.5 2465 0.1 80 1.11 No Yes 1.9
K43 Alumina 1.5 2625 0.21 100 1.11 No Yes 1.3
K44 Alumina 1.5 2673 0.1 10 1.11 Yes Yes 2.6
K49 Alumina 1.5 2688 0.37 120 1.11 No Yes 2.2
K50 Alumina 1.7 2473 0.1 13 1.11 No No -
K51 Alumina 1.7 2748 0.1 5 1.11 No No -

K32 80wt.%UO2-20wt.%ZrO2 3.0 3063 0.1 22 1.08 No No -

K33 80wt.%UO2-20wt.%ZrO2 3.2 3063 0.1 75 1.08 No No -

K35 80wt.%UO2-20wt.%ZrO2 3.1 3023 0.1 10 1.08 Yes No -

K36 80wt.%UO2-20wt.%ZrO2 3.0 3025 0.1 79 1.08 Yes No -

K37 80wt.%UO2-20wt.%ZrO2 3.2 3018 0.1 77 1.11 Yes No -

K45 80wt.%UO2-20wt.%ZrO2 3.1 3106 0.1 4 1.14 Yes No -

K46 80wt.%UO2-20wt.%ZrO2 5.4 3086 0.1 83 1.11 Yes Yes -

K47 80wt.%UO2-20wt.%ZrO2 5.4 3023 0.1 82 1.11 Yes No -

K52 80wt.%UO2-20wt.%ZrO2 2.6 3133 0.2 102 1.11 Yes Yes 0.02

K53 80wt.%UO2-20wt.%ZrO2 3.6 3129 0.36 122 1.11 Yes Yes 0.05

KROTOS

 

実験名 実験ケース 
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表 3-4 FARO 実験の主要な実験条件及び実験結果[４] 

試験名 試験ケース 溶融物組成 溶融物質量 (kg) 溶融物温度（K) 圧力(MPa) サブクール度 (K) 水深 (m) 外部トリガー 水蒸気爆発発生
機械的エネルギ

変換効率(%)

L-06 80wt.%UO2-20wt.%ZrO2 18 2923 5 0 0.87 No No -

L-08 80wt.%UO2-20wt.%ZrO2 44 3023 5.8 12 1.00 No No -

L-11 77wt.%UO2-19wt.% ZrO2-4wt.%Zr 151 2823 5 2 2.00 No No -

L-14 80wt.%UO2-20wt.%ZrO2 125 3123 5 0 2.05 No No -

L-19 80wt.%UO2-20wt.%ZrO2 157 3073 5 1 1.10 No No -

L-20 80wt.%UO2-20wt.%ZrO2 96 3173 2 0 1.97 No No -

L-24 80wt.%UO2-20wt.%ZrO2 177 3023 0.5 0 2.02 No No -

L-27 80wt.%UO2-20wt.%ZrO2 117 3023 0.5 1 1.47 No No -

L-28 80wt.%UO2-20wt.%ZrO2 175 3052 0.5 1 1.44 No No -

L-29 80wt.%UO2-20wt.%ZrO2 39 3070 0.2 97 1.48 No No -

L-31 80wt.%UO2-20wt.%ZrO2 92 2990 0.2 104 1.45 No No -

L-33 80wt.%UO2-20wt.%ZrO2 100 3070 0.4 124 1.60 Yes No -

FARO

 

 

表 3-5 COTELS 実験の主要な実験条件及び実験結果[７] 

試験名 試験ケース 溶融物組成 溶融物質量 (kg)
圧力
(MPa)

サブクール度
（K）

水深 (m) 外部トリガー 水蒸気爆発発生
機械的エネルギ

変換効率(%)

A1 55wt.%UO2-25wt.%Zr-5wt.%ZrO2-15wt.%SS 56.3 0.20 0 0.4 No No -

A4 55wt.%UO2-25wt.%Zr-5wt.%ZrO2-15wt.%SS 27.0 0.30 8 0.4 No No -

A5 55wt.%UO2-25wt.%Zr-5wt.%ZrO2-15wt.%SS 55.4 0.25 12 0.4 No No -

A6 55wt.%UO2-25wt.%Zr-5wt.%ZrO2-15wt.%SS 53.1 0.21 21 0.4 No No -

A8 55wt.%UO2-25wt.%Zr-5wt.%ZrO2-15wt.%SS 47.7 0.45 24 0.4 No No -

A9 55wt.%UO2-25wt.%Zr-5wt.%ZrO2-15wt.%SS 57.1 0.21 0 0.9 No No -

A10 55wt.%UO2-25wt.%Zr-5wt.%ZrO2-15wt.%SS 55.0 0.47 21 0.4 No No -

A11 55wt.%UO2-25wt.%Zr-5wt.%ZrO2-15wt.%SS 53.0 0.27 86 0.8 No No -

COTELS

 

実験名 実験ケース 

実験名 実験ケース 
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表 3-6 TROI 実験の主要な実験条件及び実験結果(1/2)[８] [９][１８][１９] 

実験名 実験ケース
溶融物組成

(%)
溶融物質量

 (kg)
溶融物温度

(K)
圧力
(MPa)

水温度
(K)

水深
 (m)

外部
トリガー

水蒸気爆発発生
機械的エネルギ

変換効率(%)

1 ZrO2/Zr (99/1) 5 >3373 0.1 365 0.67 - Steam Spike -

2 ZrO2/Zr (99/1) 5.5 >3373 0.1 365 0.67 - No -

3 ZrO2/Zr (99/1) 4.88 >3373 0.1 323 0.67 - No -

4 ZrO2/Zr (99/1) 4.2 >3373 0.1 292 0.67 - Yes -

5 ZrO2/Zr (98.5/1.5) 2.9 3373 0.1 337 0.67 - Yes -

9 UO2/ZrO2 (70/30) 4.3 3200 0.1 296 0.90 - No -

10 UO2/ZrO2 (70/30) 8.7 3800 0.117 298 0.67 - Yes -

11 UO2/ZrO2 (70/30) 9.2 >3800 0.111 296 0.67 - No -

12 UO2/ZrO2 (70/30) 8.4 3800 0.11 293 0.67 - Yes -

13 UO2/ZrO2 (70/30) 7.7 　　　2600 (注1) 0.108 292 0.67 - Yes 0.40%

14 UO2/ZrO2 (70/30) 6.5 　　　3000 (注2) 0.105 285 0.67 - Yes -

17 UO2/ZrO2 (70/30) - No -

18 UO2/ZrO2 (78/22) 9.1 - - -

21 UO2/ZrO2 (80/20) 17.0 3000 0.110 298 1.30 No No -

22 UO2/ZrO2 (80/20) 17.0 2900 0.110 297 1.30 No No -

23 UO2/ZrO2 (80/20) 17.0 3600 0.110 293 1.30 No No -

24 ZrO2 9.5 3600 0.110 288 0.67 No Yes -

25 UO2/ZrO2 (70/30) 15.0 3500 0.110 287 0.67 No Steam Spike -

26 UO2/ZrO2 (80/20) 17.0 3300 0.106 283 0.67 No Steam Spike -

(注1) 参考文献[18]によれば温度計測に問題があり，実際には3500K程度以上と推測されている。
(注2) 参考文献[18]によれば二つの温度計が異なる最高温度（4000K，3200K）を示しており，計測の不確かさが大きいとされている。

TROI
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表 3-6 TROI 実験の主要な実験条件及び実験結果(2/2)[８] [９] [１８] [１９] 

実験名 実験ケース
溶融物組成

(%)
溶融物質量

 (kg)
溶融物温度

(K)
圧力
(MPa)

水温度
(K)

水深
 (m)

外部トリガー 水蒸気爆発発生
機械的エネルギ

変換効率(%)

29 UO2/ZrO2 (50/50) 11.5 - No -

32 UO2/ZrO2 (87/13) - No -

34 UO2/ZrO2 (70/30) 10.5 ～3000 341 0.67 Yes Yes 0.63

35 UO2/ZrO2 (70/30) 8 ～3000 0.110 334 1.30 Yes Yes 0.21

36 UO2/ZrO2 (70/30) 5.3 ～3000 305 0.95 Yes Yes 0.50

37 UO2/ZrO2 (78/22) 8.1 ～3000 0.104 313 0.95 Yes Yes 0.01

38 UO2/ZrO2 (78/22) 5.3 ～3000 0.105 288 1.30 - No -

39 UO2/ZrO2 (78/22) 3.4 ～3000 0.106 285 1.30 - No -

40 UO2/ZrO2 (70/30) 11.1 ～3000 0.312 287 1.30 - No -

49
UO2/ZrO2/Zr/Fe

 (62.3/15/11.7/11)
15.96 2730(3360) - - -

50
UO2/ZrO2/Zr/Fe

 (59.5/18/11.9/10.6)
14.46 - - -

51
UO2/ZrO2/Zr/Fe

 (60.5/16.7/12.1/10.7)

6.3
(14.2 load)

2695(3420) 0.115 294 1.30 Yes Yes -

52
UO2/ZrO2/Zr/Fe

 (61/16/12/11)

8.6
(14.1 load)

2650 0.116 285 1.30 Yes Steam Spike -

TROI

(注1) 参考文献[18]によれば温度計測に問題があり，実際には3500K程度以上と推測されている。
(注2) 参考文献[18]によれば二つの温度計が異なる最高温度（4000K，3200K）を示しており，計測の不確かさが大きいとされている。
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表 3-7 SERENA 実験（フェーズ２）の主要な実験条件及び実験結果 [２１] 

試験名 試験ケース
溶融物組成

(wt%)
溶融物質量

 (kg)
溶融物温度

(K)
圧力
(MPa)

水温度
(K)

水深
 (m)

外部トリガー 水蒸気爆発発生
機械的エネルギ

変換効率(%)

TS-1 UO2/ZrO2 (73.4/26.6) 15.4 ～3000 0.4 301 1.0 Yes Yes 0.12

TS-2 UO2/ZrO2 (68.0/32.0) 12.5 3063 0.2 334 1.0 Yes Yes 0.28

TS-3 UO2/ZrO2 (71.0/29.0) 15.9 3107 0.2 331 1.0 Yes Yes 0.22

TS-4 UO2/ZrO2 (81.0/19.0) 14.3 3011 0.2 333 1.0 Yes Yes 0.35

TS-5
UO2/ZrO2/Zr/U

 (76.0/18.3/5.0/0.7)
17.9 2940 0.2 337 1.0 Yes Steam Spike 0.06

TS-6
UO2/ZrO2/Fe2O3/FP

 (73.3/18.5/4.9/3.3)
9.3 2910 0.2 338 1.0 Yes Yes 0.66

KS-1 UO2/ZrO2 (70.0/30.0) 2.4 2969 0.4 302 1.1 Yes Yes 0.10

KS-2 UO2/ZrO2 (70.0/30.0) 3.9 3049 0.2 333 1.1 Yes Yes 0.08

KS-3 UO2/ZrO2 (70.0/30.0) 0.8 2850 - 332 1.1 Yes  -(注1)  -(注1)

KS-4 UO2/ZrO2 (80.0/20.0) 2.3 2958 0.2 332 1.1 Yes Yes 0.18

KS-5
UO2/ZrO2/Zr

 (80.1/11.4/8.5)
1.7 2864 0.2 327 1.1 Yes Energetic event

(注2)
 -

(注2)

KS-6
UO2/ZrO2/Fe2O3/FP

 (73.0/20.4/4.1/2.5)
1.7 2853 0.2 340 1.1 Yes Yes ～0

SERENA
（TROI/

KROTOS）

 

(注 1) 実験失敗 

(注 2) 計測失敗

実験名 実験ケース 
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表 3-8 TROI 実験と実機条件の比較 

実験ケース 
溶融物温度 

(過熱度)(注 1) 

溶融 

ジェット径 
水深 粒子化割合（注 2） 水蒸気爆発 

TROI-10 
3800K 

(900K) 
6.5cm 0.67m 約 60% Yes 

TROI-12 
3800K 

(900K) 
6.5cm 0.67m 約 60% Yes 

TROI-23 
3600K 

(700K) 
7.4cm 1.30m 約 80% No 

TROI-25 
3500K 

(600K) 
8.0cm 0.67m 約 50% Steam Spike 

実機条件 
～2600K 

(～300K) 
5～15cm 2.0m～ 約 60～100% - 

(注 1) 実験条件の過熱度は UO2/ZrO2の相図[２０]より固相線温度を約 2900K とした場合の概算値 

 実機条件の過熱度は事故解析結果による下部プレナム部の溶融物（酸化物層）の過熱度の概算値 

(注 2) Ricou-Spalding 相関式（図 3-11）による概算評価値 
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出典：参考文献[２] p.371 Fig.1 

図 3-1 ALPHA 実験装置の概要 

 

 
出典：参考文献[２] p.380 Fig.8 

図 3-2 ALPHA 実験の圧力評価の例（STX016） 
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出典：参考文献[３] p.380 Fig.1 

図 3-3 KROTOS 実験装置の概要 

 

 
出典：参考文献[３] p.385 Fig.3 

図 3-4 KROTOS 実験の代表的圧力変化の例（K-37,K-42） 
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出典：参考文献[４] p.1999 Fig.1 

図 3-5 FARO 実験装置の概要 

 

 

 
出典：参考文献[６] p.229 Fig.6 

図 3-6 FARO 実験の圧力変化の例（L-14,L-19） 
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出典：参考文献[７] p.37 Fig.1 

図 3-7 COTELS 実験装置の概要 

 

 

 

出典：参考文献[７] p.38 Fig.2 

図 3-8 COTELS 実験の圧力変化の例（A1） 
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出典：参考文献[７] p.38 Fig.3 

図 3-9 COTELS 実験の各実験ケースの圧力変化 
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出典：参考文献[８] Appendix B. p.202 

図 3-10 TROI 実験装置の概要 
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図 3-11 Ricou-Spalding 相関式による粒子化割合のマップ 

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 
属しますので公開できません。 
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4. 不確かさに関する整理 

ここでは原子炉圧力容器外ＦＣＩについて，有効性評価の不確かさ評価を行う。なお，

前項で述べたように，原子炉圧力容器外ＦＣＩにおける水蒸気爆発の発生可能性は低いこ

とから，ここでは圧力スパイクの評価について検討する。 

前項で示した既存ＦＣＩ実験の知見の整理より，原子炉圧力容器外ＦＣＩの圧力スパイ

クに影響する因子の分類として以下が考えられる。 

・格納容器下部（ペデスタル）領域のプール水の状態（サブクール度，水位） 

・溶融炉心の落下量及び粒子化（破損口径，粒子化割合，落下速度） 

・プール水とデブリ粒子との伝熱（デブリ粒子径） 

また，実機体系では原子炉圧力容器下部領域の圧力変化が原子炉格納容器のドライウェ

ル空間に伝播される現象を伴うことから，影響因子として以下を追加する。 

・原子炉格納容器内での水蒸気の流動 

上記の影響因子の不確かさに対する感度解析を行うために，各影響因子の不確かさを解

析モデルで考慮する方法について以下に示す。 

(１) 格納容器下部（ペデスタル）領域のプール水の状態（サブクール度，水位） 

圧力容器下部のペデスタル領域の水温が高い場合には，水蒸気発生量が多くなり圧力ス

パイクは厳しくなる。なお，ＭＡＡＰでは，蒸気の上昇速度がフラッディング臨界速度よ

りも大きい場合には，周囲の水が蒸気の流れによって巻き込まれ，巻き込まれた水蒸気の

凝縮により蒸気発生量が減少する効果がモデル化されている。ペデスタル領域の水は，ペ

デスタルへの注水によって形成されるので，その水温はペデスタル注水温度に影響される。

有効性評価では，ペデスタル注水は外部水源から注水され，その水温は水源温度の実績値

に対して高めの温度を設定している。したがって，圧力スパイクを厳しくする保守的な水

温を設定しているが，本影響因子は解析モデルパラメータではないため，不確かさ評価は

行わない。 

ペデスタル領域の水位に対しては，水深が深いほうが溶融炉心の細粒化量が大きくなる

傾向がある。この場合，細粒化した粒子から水への伝熱量が多くなるので，圧力スパイク

は厳しくなる方向である。本影響因子は解析モデルパラメータではないため，不確かさ評

価は行わない。 

 

(２) 溶融炉心の落下量及び粒子化（破損口径，粒子化割合，落下速度） 

溶融炉心の落下量は，原子炉圧力容器の破損口径に依存する。原子炉圧力容器の破損は，

原子炉圧力容器下部の制御棒駆動機構ハウジングの溶接部が破損し，制御棒駆動機構ハウ

ジングが逸出することを想定している。原子炉圧力容器底部の口径が大きい貫通部として

制御棒駆動機構ハウジングを想定している。なお，ＭＡＡＰでは溶融物流出に伴う破損口
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の径方向侵食による破損口拡大も考慮されている。 

 細粒化量に関して，ＭＡＡＰでは Ricou-Spalding 式で評価される。Ricou-Spalding 式で

は，エントレインメント量（細粒化量）を流入流体の速度（ジェット速度）と両流体の密

度比に関連させたモデルであり，液－液混合問題において広く利用されている相関式であ

る。落下する炉心溶融物は円柱ジェットで冷却材中に突入することを想定し，円柱ジェッ

ト外周部の侵食として粒子化割合を評価している。円柱ジェットのエントレインメント速

度（m/s）は，次式で与えている。 

 dj

2
1

dj

w
oent uEm  (1) 

ここで， E o ：エントレインメント係数 

u dj ：ジェット速度 [m/s] 

dj ：ジェット密度 [kg/m3] 

w ：水密度 [kg/m3] 

水中でのジェット速度を一定と仮定し，水面から垂直方向に積分すると，プール底部（水

深； H pool ）におけるジェット直径が(2)式のように得られる。 

 d d E Hdj dj o o
w

dj
pool, 2

1
2

 (2) 

(2)式を用いて，溶融ジェット断面の減少分が粒子化割合であるため，粒子化割合 ent は

次式のように計算される。 

 2
o,dj

2
dj

2
o,dj

ent d
dd

 (3) 

以上の評価式において，デブリ粒子化割合に影響するパラメータは，エントレインメン

ト係数，初期デブリ直径，圧力（僅かではあるが水の密度に影響）及びプール水深である。

このうち溶融物ジェット径は保守的に設定しており，また，プール水深は解析モデルパラ

メータではない。 

 エントレインメント係数については，ＭＡＡＰでは代表的なＦＣＩの大規模実験である

FARO実験に対するベンチマーク解析によって範囲を設定しており，推奨範囲は ～

となっているため，粒子化量の不確かさとしてエントレインメント係数の感度を確認する。

FARO 実験条件は，水プールの水深は 0.87～2.05m，水プールのサブクール度は飽和～124K，

雰囲気圧力条件は２～5.8MPa（高圧条件），0.2～0.5MPa（低圧条件）の範囲で行われてお

り，一方，実機条件では，格納容器下部の水位は２～４m程度，格納容器下部内の冷却材の

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 
属しますので公開できません。 
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サブクール度は，飽和～90K 程度，雰囲気圧力は 0.2MPa[abs]程度であることを考慮すると，

実験条件は有効性評価解析の特徴的な条件をおおむね包絡しており，ベンチマーク解析で

検討されたエントレインメント係数の範囲で感度を確認すれば十分といえる。 

溶融炉心の落下速度は，原子炉圧力容器内外の圧力差，溶融炉心の高さ（水頭）及び溶

融炉心の落下距離に依存する。原子炉減圧により原子炉圧力容器内外の圧力差が十分小さ

くなることから，圧力差の不確かさの影響は小さい。また，有効性評価では原子炉圧力容

器の下部プレナム部に全量に近い溶融炉心が堆積しており，原子炉圧力容器の破損位置も

原子炉圧力容器底部中心となっているため，溶融炉心の水頭が高い状態となっている。こ

の場合，溶融炉心の流出速度が大きく落下量も多くなるため，圧力スパイクの評価も厳し

くなる。したがって，溶融炉心の水頭の不確かさ評価は必要ない。一方，落下距離につい

ては，プール水位に不確かさがある。ＢＷＲ５,Mark-I 改良型格納容器プラントの例では，

落下距離の不確かさをプール水位の最大変動幅（3.4m）と仮定すると，ペデスタル底部か

ら原子炉圧容器底部までの距離（約 9.5m）の４割程度である。溶融炉心の落下速度が，落

下距離の平方根に比例すると考えると，落下速度の不確かさは２割程度である。式(1)より

溶融炉心の落下速度（ジェット速度）の不確かさはエントレインメント係数の不確かさと

して評価できる。また，落下速度の不確かさはエントレインメント係数の不確かさ幅に包

絡されている。したがって，溶融炉心の落下速度の不確かさの影響は，エントレインメン

ト係数の不確かさ評価で確認できるため，落下速度の不確かさ評価は行わない。 

 

(３) プール水とデブリ粒子との伝熱（デブリ粒子径） 

 水中でエントレインされた高温のデブリ粒子は，その周囲を蒸気膜が覆う状態となり，

デブリ粒子の熱伝達は膜沸騰熱伝達と輻射熱伝達に支配される。ＭＡＡＰではエントレイ

ンメントしたデブリ粒子の温度を，これらの熱伝達を考慮した機構論的モデルにより計算

する。また，デブリ粒子から水への伝熱は，デブリ粒子の径に直接依存する。ＭＡＡＰで

は，デブリ粒子径はジェットの表面張力に依存するモデルにより計算される。デブリ粒子

径の導出式には，粒子径ファクタ（モデルパラメータ）が乗じられている。 

デブリの粒子径ファクタについては，ＭＡＡＰでは代表的なＦＣＩの大規模実験に対す

るベンチマーク解析によって範囲を設定しており，原子炉圧力容器下部プレナム部に対し

て推奨範囲は ～ となっているため，デブリ粒子の伝熱の不確かさは粒子径の不確

かさとして考慮する。FARO 実験条件は，水プールの水深は 0.87～2.05m，水プールのサブ

クール度は飽和～124K，雰囲気圧力条件は 2～5.8MPa（高圧条件），0.2～0.5MPa（低圧条件）

の範囲で行われており，一方，実機条件では，格納容器下部の水位は２～４m程度，格納容

器下部内の冷却材のサブクール度は，飽和～90K 程度，雰囲気圧力は 0.2MPa[abs]程度であ

ることを考慮すると，実験条件は有効性評価解析の特徴的な条件をおおむね包絡しており，

ベンチマーク解析で検討された範囲で感度を確認すれば十分といえる。 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 
属しますので公開できません。 
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(４) 原子炉格納容器内での水蒸気の流動 

 ＦＣＩによる圧力スパイクの評価の観点では，ペデスタル領域の開口部からドライウェ

ル側への気体の流れのモデルも不確かさの要因として考えられる。ＭＡＡＰでは，原子炉

格納容器内の流動は，ノード・ジャンクションモデルを適用しており，ペデスタル領域か

らドライウェル領域への流れは，ノードの圧力，ジャンクションの圧力損失により，差圧

流や臨界流として扱われる。ジャンクションの圧力損失は，一般的な流動モデルを扱って

いることから，不確かさは小さいと考えられる。 

 以上のＦＣＩの不確かさに関する整理結果を表 4-1 に示す。また，ＦＣＩにおける不確

かさに関するフローを図 4-1 に示す。 
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図 4-1 FCI における不確かさに関する流れ図 

プール水温 

ＦＣＩ 

プール水位 

溶融炉心落下量 

溶融炉心落下速度 

細粒化量 

プール水とデブリ粒子の伝熱 

格納容器内での水蒸気の流動 

解析モデルパラメータではないため，感度解析
不要 
 
解析モデルパラメータではないため，感度解析
不要 

保守的な破損口径のため感度解析不要 
 

エントレインメント係数 
 

エントレインメント係数 
 

デブリ粒子径 
 

一般的な流動モデルで取り扱っており，不確か

さが小さく，感度解析不要 
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表 4-1 ＦＣＩの不確かさに関する整理結果(1/2) 

影響因子 実機での実現象 解析上の取り扱い 感度解析条件 

プール水温 ペデスタル注水の水温によりペデスタ

ル領域のプール水温が決まる。 

ペデスタル注水の水温は，水源温

度の実績値に対して高めの温度

を設定している。 

解析モデルパラメータではない

ため，感度解析は行わない。 

プール水位 ペデスタル部の注水により水位が上昇

するが，水位がペデスタル部からドラ

イウェル部への開口部に到達すると，

プール水はドライウェル側に流出する

ため水位はこれ以上上昇しない。 

有効性評価では，保守的に高めの

水位としてペデスタル部の開口

部下端まで水位があるとしてい

る（ＢＷＲ５ Mark-I 改良型格納

容器プラントの例）。 

解析モデルパラメータではない

ため，感度解析は行わない。 

溶融炉心落下量 破損口径と同じ径の大きさで炉心デブ

リが流出し，破損口も侵食すると想定

される。 

破損口径と同じ径で炉心デブリ

が流出する。破損口の侵食も考慮

される。 

原子炉圧力容器底部の口径が大

きい貫通部として制御棒ハウジ

ングを想定しているため感度解

析は不要。 

溶融炉心落下速度 原子炉圧力容器内外圧力差，溶融炉心

の水頭，落下距離によって落下速度が

決まる。 

原子炉圧力容器内外圧力差，溶融

炉心の水頭，落下距離によって落

下速度が決まる。 

エントレインメント係数 
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図 5-1-1 エントレインメント係数の感度解析（ドライウェル圧力） 

 

 

 

図 5-1-2 エントレインメント係数の感度解析（格納容器下部水温） 

格納容器限界圧力（854kPa[gage]（最高使用圧力の２倍）） 

原子炉減圧に伴う圧力上昇 原子炉圧力容器破損に伴う 
圧力上昇 

格納容器下部注水開始 
原子炉圧力容器破損に伴う

温度上昇 
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図 5-2-1 デブリ粒子径の感度解析（ドライウェル圧力） 

 

 

 

図 5-2-2 デブリ粒子径の感度解析（格納容器下部水温） 

格納容器限界圧力（854kPa[gage]（最高使用圧力の２倍）） 

原子炉減圧に伴う圧力上昇 原子炉圧力容器破損に伴う 
圧力上昇 

格納容器下部注水開始 
原子炉圧力容器破損に伴う

温度上昇 
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6. まとめ 

原子炉圧力容器外におけるＦＣＩについては，これまでに実ウランを用いて種々の実験

が行われているが，外部からの強制的なトリガーを与えない場合には水蒸気爆発は発生し

ないという結果が得られている。外部トリガーを与えた場合でも水蒸気爆発に至らなかっ

たケースが複数確認されており，また，水蒸気爆発が発生した場合においても機械的エネ

ルギへの変換効率は小さく，大規模な水蒸気爆発には至っていない。したがって，実機に

おいて大規模な水蒸気爆発に至る可能性は極めて小さいと考えられる。 

原子炉圧力容器外ＦＣＩのうち，圧力スパイクへの影響因子について，実現象と解析モ

デルにおける取り扱いに着目し，以下に挙げるものを抽出した。 

 

・ 格納容器下部（ペデスタル）領域のプール水の状態（サブクール度，水位） 

・ 溶融炉心の落下量及び粒子化（破損口径，落下速度，粒子化割合） 

・ プール水とデブリ粒子との伝熱（デブリ粒子径） 

・ 原子炉格納容器内での水蒸気の流動 

 

これらの項目について，不確かさの幅を考慮した感度解析を実施し，圧力スパイクに対

する影響を評価した結果，いずれの項目においても圧力スパイクに対する感度は小さく，

重大事故等対策の有効性評価に影響を与えないことを確認した。 
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付録 1 FARO 実験によるＭＡＡＰの圧力スパイクモデル妥当性確認 

1. FARO 実験の概要 

 ＦＣＩの代表的実験である FARO 実験は，UO2/ZrO2/Zr 溶融混合物を噴出させ，装置下

部の冷却材との相互作用を検証する実験である。実験装置，実験条件及び実験結果の概

要は 3.1 章（３）FARO 実験に記載している。 

 

2. ＭＡＡＰコードによる FARO 実験の検証解析 

 ＭＡＡＰコードでは，溶融炉心と冷却材の相互作用を計算し，圧力スパイクを取り扱

うモデルに関するパラメータのうち，三つのモデルパラメータが FARO 実験のベンチマ

ーク解析によって妥当性を評価されている。溶融炉心のエントレインメント係数，

及び粒子径ファクタである。 

 エントレインメント係数は，ジェット速度と密度比から溶融炉心のエントレインメン

ト量を計算する際の係数であり，細粒化モデル(Ricou-Spalding モデル)に使用される。

エントレインメント量はプール水への伝熱量に寄与する。また，エントレインメント速

度（m/s）を求める下式からは，プール底部におけるジェット直径，ジェットの粒子化

割合が求められる。 

 

dj

2
1

dj

w
oent uEm  

 
 

 

 

 粒子径ファクタは，ジェット表面からエントレインメントを受けた粒子の直径を計算

する際の係数である。計算された粒子径は，粒子の沈降速度やデブリ温度の計算に用い

られる。 

 圧力スパイクモデルのベンチマーク解析における仮定を以下に示す。 

 

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 
属しますので公開できません。 
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 上記の仮定によって，解析結果と実験結果の比較には制限があるが，ピーク圧力の上

昇（すなわち，圧力スパイク挙動）と圧力の上昇速度については，比較が可能である。 

 付図 1，付図 2，付図 3，付図 4，付図 5，付図 6，付図 7，付図 8，付図 9，付図 10，

付図11及び付図12に L-06,L-08,L-14,L-11実験の圧力及びデブリ粒子径及び堆積デブ

リ質量の実験結果と，ＭＡＡＰ解析結果の比較図を示す。ＭＡＡＰ解析結果は，三つの

パラメータに対して，最適値，最大値，最小値の組み合わせを用いて評価されている。

また，付表 1に L-06,L-08,L-14,L-11 実験の過熱度を示す。 

 

付表 1 FARO 実験における過熱度[２３] 

実験ケース L-06 L-08 L-14 L-11 

過熱度[K] 63 163 263 100 

 

 いずれの実験の圧力挙動も，ＭＡＡＰ解析結果では再現をみた。

 

 また，デブリ粒子径及び堆積デブリ質量についても，実験結果のデータは，エントレ

インメント係数及び粒子径ファクタを変化させた場合のＭＡＡＰ解析結果の範囲内に

よく再現されている。 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 
属しますので公開できません。 
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付図 1 L-06 実験結果/解析結果比較（圧力スパイク）[22] 

 
付図 2 L-08 実験結果/解析結果比較（圧力スパイク）[22] 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 
属しますので公開できません。 
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付図 3 L-14 実験結果/解析結果比較（圧力スパイク）[22] 

 
付図 4 L-11 実験結果/解析結果比較（圧力スパイク）[22] 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 
属しますので公開できません。 
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付図 5 L-06 実験結果/解析結果比較（デブリ粒子径）[22] 

 
付図 6 L-08 実験結果/解析結果比較（デブリ粒子径）[22] 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 
属しますので公開できません。 
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付図 7 L-14 実験結果/解析結果比較（デブリ粒子径）[22] 

 
付図 8 L-11 実験結果/解析結果比較（デブリ粒子径）[22] 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 
属しますので公開できません。 
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付図 9 L-06 実験結果/解析結果比較（堆積デブリ質量）[22] 

 
付図 10 L-08 実験結果/解析結果比較（堆積デブリ質量）[22] 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 
属しますので公開できません。 
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付図 11 L-14 実験結果/解析結果比較（堆積デブリ質量）[22] 

 
付図 12 L-11 実験結果/解析結果比較（堆積デブリ質量）[22] 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 
属しますので公開できません。 
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3. 結論 

 ＭＡＡＰコードでは，ＦＣＩに関わる圧力スパイク挙動はデブリジェットモデルで

制御されており，その妥当性確認は FARO 実験結果とのベンチマーク解析によって行わ

れている。FARO 実験結果の示す圧力スパイク挙動のピーク圧力，圧力上昇及びデブリ

粒子径について，ＭＡＡＰコードはよく再現されており，その妥当性が確認されてい

る。 
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１．まえがき 

 溶融炉心－コンクリート相互作用（ＭＣＣＩ）は，炉心溶融が進展し，溶融炉心が原子炉

圧力容器底部を溶融貫通し，格納容器下部のペデスタル床に落下した場合に発生する現象

である。ＭＣＣＩが継続すると，格納容器構造の侵食や非凝縮性ガス（水素ガス等）発生に

よる格納容器過圧により格納容器破損に至る可能性があり，重要な格納容器破損モードと

考えられてきており，これまで種々の実験や解析モデルの開発が行われてきている。これま

では，注水がないドライ条件でのＭＣＣＩ挙動や溶融炉心上に注水した場合（Top Flooding）

のＭＣＣＩ抑制効果を調べる研究が主に行われてきた。 

ＭＣＣＩの緩和対策として，溶融炉心落下後に注水する以外に，溶融炉心落下前にペデス

タルに事前水張りするマネジメントが効果的とされており[1]，本有効性評価ではこの対策を

前提としている。事前水張りにより，溶融炉心が落下時に水中で粒子化され，溶融炉心が粒

子状ベッドとして堆積し，デブリ冷却性の向上が期待されるためである(図 1-1 参照)。 

本資料では，国内外で実施された実験等による知見を整理するとともに，解析モデルに関

する不確かさの整理を行い，感度解析により有効性評価への影響を確認した。 

 

 

 
 

図1-1 ペデスタル事前水張りによるデブリ粒子化の概念 
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２．現象の概要 

ＭＣＣＩは，溶融炉心が原子炉圧力容器下部を溶融貫通して格納容器床面に落下し，床

面のコンクリートと接触した場合に発生し，高温の溶融炉心によりコンクリートが加熱さ

れ熱分解し溶融侵食される現象である。侵食が継続した場合，原子炉格納容器バウンダリ

の破損や格納容器内支持構造の強度低下に至る可能性がある。また，コンクリートの熱分

解により発生する水蒸気及び二酸化炭素が溶融炉心内を通過する間に未酸化金属成分と反

応して水素，一酸化炭素等の非凝縮性の可燃性ガスが発生し，原子炉格納容器内の過圧や

燃焼に至る可能性がある。このような要因により格納容器破損に至る可能性があり，ＭＣ

ＣＩは重要な格納容器破損モードと考えられている。ＭＣＣＩを停止するためには，落下

した溶融物（コリウム）を冷却することにより，侵食限界に至る前にコリウムと接してい

るコンクリート温度を溶融温度(約 1500K)以下にすることが必要となる。 

国内ＢＷＲでは，原子炉圧力容器破損前にペデスタルへ水張りを行い，下部ヘッドが破

損し溶融炉心が落下した際の溶融炉心の冷却を促進することにより，ＭＣＣＩを緩和する

対策を採っている。ペデスタルに落下した溶融炉心は，水プール中を落下する際に，一部

は粒子化して水中にエントレインされ，残りは床面に落下して堆積し溶融プールを形成す

る。エントレインされたデブリ粒子は，水中を浮遊しながら水へ膜沸騰による熱伝達が行

われて冷却され，クエンチし，溶融プール上に堆積し，粒子状ベッドを形成する。 

ペデスタル床に堆積した溶融炉心は，崩壊熱や化学反応熱により発熱しているが，水や

コンクリートへの伝熱により徐々に冷却され，溶融炉心温度が固化温度を下回ると固化す

る。溶融炉心の冷却の過程では，中心に溶融プール(液相)，外周部にクラスト(固相)が形

成される。溶融炉心上のプール水との伝熱は粒子状ベッドを介して行われるため，冷却効

果は，粒子状ベッドの冷却性に依存する。 

ペデスタルの溶融炉心と接触しているコンクリートは，溶融炉心からの熱伝達により加

熱され，その温度が融点を上回ると溶融し侵食される。この際にガス(水蒸気及び二酸化

炭素)及びコンクリートスラグが発生し，溶融炉心に混入されて化学反応（未酸化 Zrによ

る還元反応）により，反応熱とともに水素ガスや一酸化炭素が発生する。 

ＭＣＣＩによるコンクリート侵食量は，溶融炉心から上部水プール，壁方向及び床方向

のコンクリートへの熱分配に支配される。国内ＢＷＲのＭＣＣＩ対策としている事前水張

りをしている場合には，溶融炉心上面からの除熱が支配的となるため，相対的にコンク

リートへの熱移行は抑えられ，コンクリート侵食量は抑えられる。この場合には，上面熱

流束が重要となる。また，万一事前水張りできず，溶融炉心上面からの除熱が十分でない

場合は，コンクリートへの熱移行量が増え，コンクリート侵食量は大きくなる。この場合

には，コンクリートへの熱伝達が重要となる。 
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３．これまでの知見の整理 

本章では，ＭＣＣＩに関する実験の概要及びそこで得られた知見に関して整理を行う。 

ＭＣＣＩに関する実験としては，水による冷却を伴わない実験として米国アルゴンヌ国

立研究所（ANL）で実施された ACE 実験[2][3]，米国サンディア国立研究所（SNL）で実施され

た SURC 実験[4]（国際標準問題 ISP-24[5]）及び独カールスルーエ研究所（KfK）で実施された

BETA 実験[6]がある（付録１参照）。水による冷却を伴う実験（溶融物上に冷却水を注水した

実験）としては，SNL で実施された SWISS 実験[7]及び WETCOR 実験[8]，米国電力研究所（EPRI）

の主催で実施された MACE 実験[3][9][10]，我が国の原子力発電技術機構（NUPEC）により実施さ

れたCOTELS実験[1][11]，OECDプロジェクトとしてANLにて行われたＭＣＣＩ実験[10][12][13][41]

がある（付録２参照）。 

また，水中に溶融デブリを落下させ溶融物の粒子化を調べた実験としては，JRC-ISPRA

にて実施した KROTOS 実験[14]や FARO 実験[14]，NUPEC にて実施した COTELS-FCI 実験[1][15]，

スウェーデン王立工科大学（KTH）で実施された DEFOR 実験[16]がある（付録３参照）。 

ペデスタルでの溶融物の拡がり実験としては，水による冷却を伴わないドライ条件での

実験として，国内ＢＷＲを対象にＢＷＲ産業界が実施した SPREAD 実験[19][20]や，EPR を対

象とした実験が複数実施されており，ウェット条件での実験については実施例が少ない

が，前述の SPREAD 実験や KTH の PULiMS 実験[21]，ANL にて不均質に堆積させたデブリベッ

ドの拡がりを確認したセルフレベリング実験[22]が行われている。 

  各実験の詳細は付録資料にて示す。以下に，実機評価に関連する知見の概要をまとめ

る。 

 

・ドライ条件でのコンクリート侵食 （付録１参照） 

 溶融炉心に注水が行われない場合の侵食速度は，ACE 実験，SURC 実験及び BETA 実験

で確認されている。また，ＭＡＡＰコードによる実験解析が行われており，解析で得ら

れた侵食速度は実験結果と良く一致している（１時間あたり 20cm 程度）[23][34]。 

 

・ウェット条件（Top Flooding）でのコンクリート侵食 （付録２参照） 

SWISS 実験，WETCOR 実験，MACE 実験では，溶融デブリ上面へ注水をした場合（Top 

Flooding）のコンクリート侵食実験が行われたが，結果として，デブリ上面に安定な

ハードクラストが形成されてデブリ内への水の浸入を妨げ，コンクリート侵食が継続す

る結果が得られた。コンクリート侵食が停止しなかった主な原因は，デブリ模擬物上面

に形成されたクラストが側壁（側壁に耐火物を採用した一次元侵食実験）あるいは電極

と側壁の両者に固着し，クラストとその下のデブリ模擬物とが分離したことにより，デ

ブリ模擬物の効果的な除熱がなされなかったためであるとされている。 

COTELS 実験では，溶融物の落下過程を含めて模擬したＭＣＣＩ実験が実施され，結果

として，側壁侵食部に水が浸入し，コンクリート侵食が停止する結果が得られた。 
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実機スケールで安定クラストが形成されるか否かを解明するため，OECD/MCCI プロ

ジェクトが行われ，クラスト強度，クラスト浸水，二次元コンクリート侵食挙動等を分

離効果的に調べる実験が実施された。その結果，実機スケールでは，安定クラストは形

成されず，ハードクラストは割れて水が内部に浸入して冷却が促進されることや，ＭＣ

ＣＩにより発生したガスにより溶融物がクラストの割れ目から噴出する火山型のクラス

トが形成されるとの結果が得られている。また，ＣＣＩ実験結果から玄武岩系コンク

リートに侵食の異方性が見られる結果が得られている。 

これらの知見は，ＭＣＣＩ評価のためにはデブリから水プールやコンクリートへの熱

伝達の扱いが重要であることを示唆している。 

 

・水張りによる溶融物の粒子化 （付録３参照） 

溶融物ジェットが水中へ落下する場合の粒子化挙動については，ＦＣＩ実験等により

確認されている。粒子化割合は，主に水深やジェット径に依存し，粒径（質量中央径）

は，比較的大きく，実験条件（初期圧力，水深，コリウム落下速度，サブクール度）に

対する依存性は低いと報告されている。各 UO2混合物実験の平均的な粒子径は，溶融物

量の多い FARO 実験では 2.6～4.8mm[14]，COTELS 実験では６mm 程度[15]である。また，粒

子化割合を評価する解析モデルが提案されている（Ricou-Spalding 相関式[25]や Saito の

相関式[26]等）。 

 

・溶融物の拡がり （付録４参照） 

Mark-I 型格納容器のシェルアタックに関する研究[17][18][19][20]により，事前水張りが，

溶融物の拡がりを抑制し，シェルアタック防止に有効であることが確認されるととも

に，溶融物の拡がりを評価する解析コードが作成されている。溶融物の拡がりには，デ

ブリ落下流量，デブリ成分，デブリ過熱度が主に影響することが示されている。KTH で

は，水中での溶融物の拡がり挙動と固化性状を調べる PULiMS 実験[21]が実施され，溶融

物の拡がる過程は，流体力学と固化の二つの競合プロセスに支配されるとして，流体力

学には重力，慣性力，粘性力及び表面張力が影響し，固化には溶融物から周囲への熱伝

達，崩壊熱発生及び溶融物の相変化が影響するとして，実験と実機条件とを関連づける

スケーリング則の提案[20][27][28]が行われている。また，独カールスルーエ研究センター

（FZK）において KATS 実験[23][29][30]が実施され，溶融物の放出速度が比較的高い場合

は，冷却材の有無によらず同様な拡がり挙動になることが示されている。溶融物の拡が

り挙動の解析のために，種々の解析コードが提案されており，実験データを元に検証が

行われている。三次元の拡がり評価も行われており，比較的広いペデスタルをもつＡＢ

ＷＲ（ペデスタル半径約 5.3m）の溶融物拡がり評価が実施され，床上に水がある場合で

も，床全面に溶融物が拡がることが示されている[40]。 

また，ANL でのセルフレベリング実験[22]により，水プール中に不均質に堆積させた粒
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子状ベッドにおいて，内部沸騰によって短時間でベッドの厚さが均一化されることが示

されている。 

 

・粒子状ベッドの冷却性 （付録５参照） 

 粒子状ベッドの冷却性については，ドライアウト熱流束が種々の実験で確認されてお

り，主に粒子径に依存するとの結果が得られている。また，ドライアウト熱流束を評価

する解析モデルがいくつか提案されているが，Lipinski0-D モデル[24][31][32][33]が広く使

われている。 
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４．評価モデルと不確かさに関する整理 

本章では，ＭＣＣＩ評価に使用している解析モデルと想定される不確かさについて整理

する。 

  

4.1 ＭＣＣＩ評価モデル 

ＭＣＣＩ評価には，ＭＣＣＩ現象を扱え，溶融炉心落下や注水によるデブリ冷却効果を評

価できるＭＡＡＰコード[34]を使用している。以下に，ＭＣＣＩ伝熱モデルの概要を示す（図

4-1 参照）。 

 

コリウムの構成 

・ 均質に溶融したプールを形成すると仮定。 

・ 上部，下部及び側面にクラスト層を仮定。 

クラストの生成 

・ クラストのエネルギーバランス（溶融プールからの伝熱，水プール・コンクリー

トへの伝熱）によりクラスト厚さの変化率を計算。 

コンクリートの侵食 

・ コンクリート表面から侵食深さ方向に一次元熱伝導を解き温度分布を計算。 

・ コンクリート溶融温度（入力値：1500K）以上で侵食開始。 

・ 溶融炉心からの伝熱量と分解／溶融潜熱により侵食量を評価。 

・ コンクリート分解による自由水・結合水・CO2の発生を考慮し，溶融コリウム中で

の化学熱力学平衡計算により金属との反応，H2及びCO発生を評価。反応熱は，溶

融炉心の崩壊熱に加算される。 

伝熱モデル 

・ 溶融炉心－コンクリート間の熱伝達： 溶融プールからクラスト層への対流熱伝

達量とクラスト内崩壊熱の和で熱流束が与えられる。溶融プールからクラスト層

への対流熱伝達は，粘性に影響されるため，固化割合に応じて補正されている。

溶融炉心から床方向及び側面方向のコンクリートへの熱流束を以下に示す。 

床方向の熱流束 = ℎ  − , + ∙  

ℎ = ℎ (1 − )  

壁方向の熱流束   = ℎ  − , + ∙  

ℎ = ℎ (1 − )  

ここで， 

， ： 床方向及び側面方向の熱流束 [W/m2] 

ℎ ，ℎ ： 溶融プールからクラスト層への対流熱伝達係数 [W/m2-K] 

ℎ ，ℎ ： 溶融プールが完全な液相の場合の対流熱伝達係数 [W/m2-K] 

： 固化割合 [－] 
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𝑛： 固化効果項の指数 [－] 

𝑇𝑓： 溶融プールの温度 [K] 

𝑇𝐹,𝑚： デブリ融点 [K] 

𝑞𝑣： 体積発熱率 [W/m3] 

 𝑋𝑐𝑑， 𝑋𝑐𝑠： 床面及び壁面のクラスト厚さ [m] 

対流熱伝達係数ℎ𝑑0及びℎ𝑠0は，BETA実験（二次元侵食実験）のベンチマーク解析

[23][34]を元に，それぞれ と が，固化効果項の指数 𝑛は，

が推奨されている。 

・ クラストの伝熱と厚さ： クラストのエネルギーバランス（溶融プールからの伝

熱，水プール・コンクリートへの伝熱）によりクラスト厚さの変化率が計算されて

いる。側面方向及び床方向の溶融プールからの対流熱伝達係数が異なるため，下部

クラストと側面クラストの厚さも異なる。内部発熱を考慮し，下部クラスト，側面

クラスト，上部クラストは放物線状の温度分布が仮定されている。クラスト成長の

結果，溶融プールからの熱とクラスト内発生熱をコンクリートへ伝達できなくなる

と，クラスト内側で溶融が生じ，クラストは薄くなる。逆に，クラストが十分に薄

く，溶融プールからの熱とクラスト内発生熱以上を伝達できれば，凝固が生じ，ク

ラストは厚くなる。 

・ 上部クラスト－水プール間の熱伝達： デブリが冠水されて表面温度が十分低下す

ると，上部クラストはクエンチ層として扱われ，以下のKutateladze型の水平平板

限界熱流束相関式が適用される。このクエンチ熱流束は，デブリ平均温度が水の飽

和温度以上である場合に適用される。 

   25.05.0

glgfgchfchf ghFq    

        ここで， 

     chfq ：熱流束 [W/m2] 

chfF ：係数 [－]（ユーザー入力） 

fgh ：蒸発潜熱 [J/kg] 

g ：蒸気の密度 [kg/m3] 

l ：水の密度 [kg/m3] 

 ：表面張力 [N/m] 

g：重力加速度 [m/s2] 

 

係数 chfF として，SNLで実施されたSWISS実験において報告されている溶融物から水

プールへの熱流束800kW/m2に相当する値である0.1がデフォルトとして設定されて

おり，係数 chfF を変更することにより粒子状ベッドから水プールへの熱流束を想定

した解析が実施できる。係数 chfF と熱流束 chfq の関係を図4-2に示す。係数 chfF の

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 

属しますので公開できません。 
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デフォルトは0.1が使われており，この場合熱流束 chfq は大気圧状態で800kW/m2程

度となる。 

 デブリ平均温度が水の飽和温度と等しくなると(デブリクエンチ)，水プールへの

熱流束は，デブリの崩壊熱が全て水プールへ伝達されるとして計算され，上記限界

熱流束相関式は適用されない。デブリクエンチ後は，デブリからコンクリートへの

熱伝達は発生しなくなるため，デブリと接しているコンクリート温度が侵食温度以

下となり，コンクリートの侵食は停止する。 

 

 

    

図 4-1 ＭＡＡＰコードのＭＣＣＩ伝熱モデル概要 

 

溶融プール

クラスト

コンクリート

プール温度

プール融点

(放物分布)

境界温度
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図 4-2 ＭＡＡＰコードのデブリ上面の熱流束を与える 

Fchf 入力と限界熱流束の関係 
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4.2 ＭＣＣＩ評価における不確かさの整理 

 ＭＣＣＩの過程ごとに不確かさ要因を整理する。ＭＣＣＩは以下の過程で段階的に進展

する。 

(1) 原子炉圧力容器下部ヘッド破損過程 

(2) 溶融物の落下・堆積過程 

(3) ＭＣＣＩ進行と注水によるデブリ冷却過程 

 各過程での物理現象及び解析モデルに関し，不確かさ要因を整理し，感度解析が必要なパ

ラメータを確認する。 

 

(1) 原子炉圧力容器下部ヘッド破損過程 

この過程の不確かさは，下部ヘッドの破損面積や溶融炉心の流出量となる。それぞれにつ

いて，評価モデルと評価条件の考え方を示す。 

 

下部ヘッド破損面積 

評価モデル： ＭＡＡＰコードでは，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損，下部ヘッ

ドクリープ破損等の種々の下部ヘッド破損モードがモデル化されており，最も早く破損条

件に至った破損モードにより破損が生じる。破損面積は，溶融物流出に伴う破損口の径方向

侵食による拡大も考慮されている。 

評価条件： ＭＡＡＰ解析結果から，制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損による制御

棒駆動機構ハウジングの逸出が最も早く発生する。これにより約 15cm 径の破断口が下部

ヘッドに開き，下部プレナム内の溶融炉心がペデスタルに落下することになる。他の下部

ヘッド貫通部が破損してもこれ以上の破損サイズにはならないことから，制御棒駆動機構

ハウジングの逸出が最も厳しい条件となっている。なお，制御棒駆動機構ハウジング溶接部

が破損しても外部サポートが設置されている場合には，制御棒駆動機構ハウジングの逸出

は起きにくいと考えられるため，この扱いは保守的である。 

 

溶融炉心の落下量 

評価モデル： 溶融炉心流出流量は駆動差圧として原子炉圧力容器内とペデスタルとの

圧力差に水及び溶融炉心の水頭圧を考慮して計算されている。 

評価条件： ＭＡＡＰ解析結果から，下部ヘッド破損前には全炉心相当の溶融炉心が下部

プレナム内に堆積した状態になっている。この状態に至る前には，以下の過程が起こる。即

ち，溶融炉心が下部プレナムへ落下を開始すると，下部プレナム水により溶融炉心が冷却さ

れる。また，制御棒案内管内にも水が溜まっており，溶融炉心の冷却のヒートシンクになる

（図 4-3 参照）。下部プレナムや制御棒案内管内の水が蒸発して喪失すると，制御棒案内管

の温度が上昇し溶融に至る。制御棒案内管は炉心重量を支持しているために，制御棒案内管

の溶融が起こると，炉心の支持機能が喪失し，全炉心が下部プレナムへ落下する。その後，
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制御棒駆動機構ハウジング溶接部の破損が起こり，溶融炉心の放出が開始する。以上のよう

な過程の結果，下部ヘッド破損時に，下部プレナム内に堆積している全炉心相当の溶融炉心

が流出することになり，溶融炉心の落下流量としては，最も厳しい条件となっている。 

 

以上に示したように，下部ヘッドの破損面積や溶融炉心の流出量について，いずれも最も

厳しい条件が使用されているため，特に感度解析を行う必要はない。 

 

 

 

図 4-3 炉心部から下部プレナム内への溶融炉心の移行状態を示す模式図 
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ルのサブクール度は０（飽和）～124K，雰囲気圧力条件は２～5.8MPa（高圧条件），0.2～

0.5MPa（低圧条件）の範囲で行われており，一方，実機条件では，水深は２～４m程度，水

プールサブクール度は飽和～90K 程度，雰囲気圧力は 0.2MPa[abs]程度であることを考慮す

ると，実験条件は有効性評価の特徴的な条件を包絡しており，ベンチマーク解析で検討され

たエントレインメント係数の範囲内で感度を確認すれば十分といえる。 

評価条件： ＭＡＡＰ解析ではエントレインメント係数のデフォルト値として が

使用されており，これは実験解析により確認された不確かさ範囲の代表値となっている。 

溶融物ジェット径は，下部ヘッド破損口径により決まることから，前述のように大きい値

としている。これは，粒子化割合を小さめにする扱いをしていることになる。 

因みに，Ricou-Spalding 相関式を使用して，実機で想定される水張り水深２m，溶融物

ジェット径 0.15m の条件の場合で 63%程度が粒子化される（図 4-4 参照）。[33] 

 

以上のことから，エントレインメント係数については，不確かさ範囲が設定されており，

溶融炉心が水中に落下した際の粒子化割合とその過程での蒸気発生やデブリ粒子の酸化に

よる水素ガス発生に影響することから，不確かさ範囲内で感度解析を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-4 Ricou-Spalding 相関式による粒子化割合のマップ[33] 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 

属しますので公開できません。 
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(3) ＭＣＣＩ進行と注水によるデブリ冷却過程 

この過程では，溶融炉心の拡がり，デブリベッドの冷却性，コンクリート侵食に不確かさ

が想定される。 

 

溶融炉心の拡がり 

評価モデル： ＭＡＡＰコードでは，落下した溶融炉心はペデスタル床上に均一に拡がる

と仮定している。 

評価条件： 事前水張りされたペデスタルのプール水中に落下する溶融炉心は，前節の溶

融物の落下・堆積過程で示したように，一部が粒子化した後に固化し，残りが溶融状態のま

ま床面に到達して床面上を拡がり，固化したデブリ粒子が床上の連続層の上に堆積して粒

子状ベッドを形成するものと想定される（図 1-1 参照）。このような溶融炉心の拡がりにお

いて，溶融物の拡がり距離と粒子状ベッドの堆積形状に不確かさが想定される。 

 まず，溶融物の拡がり距離の不確かさについて考察する。Mark-Ⅰ型格納容器のシェルア

タックに関する研究[17][18][19][20]によれば，水張りがないと溶融炉心は格納容器シェル壁（拡

がり距離７m程度）まで到達するが，水張りがあれば溶融炉心の拡がりは抑えられ，拡がり

距離は落下量等にも依存するが５m程度となる結果が得られている。有効性評価で想定して

いる制御棒駆動機構ハウジングの逸出を想定すると，ＡＢＷＲ（ペデスタル半径約 5.3m）

で床上に水がある場合でも，落下位置に依らず床全面に溶融物が拡がることが，三次元溶融

物拡がり解析により示されている[40]（付録４(5)a）参照）。また，PULiMS 実験では，水中で

の溶融物の拡がり挙動が観察され，高温の溶融物は，水張りがあったとしても落下直後は膜

沸騰が維持された状態で拡がり，その後拡がりが停止することが確認されている。また，実

験結果を元に，水中での溶融物の拡がり距離を求めるスケーリング則が提案されている。こ

のスケーリング則に，ＢＷＲの溶融炉心落下条件を適用して，水中での溶融物の拡がり距離

を評価すると，約 18m となる（付録４(5)b）参照）。ペデスタル半径が，ＡＢＷＲが約 5.3m，

Mark-Ⅰ改良型格納容器が約 3.2m であることを考慮すると，水張りをしている場合でも溶

融炉心は，落下位置に依らず床全面に拡がる可能性が高いと考えられる。これは，溶融物の

拡がりに影響する因子のうち，主に溶融炉心落下流量が大きい（全炉心相当の溶融炉心が１

分程度で落下することを想定）ことによるものと考えられる。溶融物の拡がり距離について

は，不確かさを考慮しても床全面に拡がるものと想定される。 

 次に，粒子状ベッドの堆積形状の不確かさについて考察する。落下直後の初期段階では，

DEFOR 実験[16]で確認されたように不均一に堆積することが想定されるが，崩壊熱を発生す

るデブリ粒子では，粒子状ベッド内の継続的沸騰による粒子の攪拌によるセルフレベリン

グ効果により，時間とともに堆積厚さが均一化することが想定される（付録４(4)参照）。た

だし，溶融炉心がペデスタルの中心からずれた位置に落下する場合を想定すると，セルフレ

ベリング効果により均一化に向かっていくが，偏った堆積形状でＭＣＣＩが進行する可能

性も考えられる。堆積形状の相違により，溶融炉心から水やコンクリートへの伝熱面積が異
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なってくる。これにより，溶融炉心から水及びコンクリートへの熱配分が異なってくる。Ｍ

ＡＡＰコードでは，均一堆積形状（円柱）として扱うため，不均一な堆積形状は，正確には

模擬できない。図 4-1 に示す溶融炉心からの伝熱のうち，溶融炉心から水への伝熱が，溶融

炉心の冷却に支配的であり，ＭＣＣＩの結果に大きく影響することを考慮して，均一堆積形

状（円柱）と種々の不均一な堆積形状について，水への伝熱面積を比較した。1100MWe ＢＷ

Ｒ５ Mark-Ⅰ改相当の比較結果を図 4-5 に示すが，ＭＡＡＰコードで想定している均一堆

積形状（円柱）が，最も水への伝熱面積が小さくなる。偏った堆積形状を代表する斜切円柱

の場合でも，均一堆積形状（円柱）より水への伝熱面積は大きくなっている。円柱状の部分

拡がりの場合でも，上面の伝熱面積は減少するが，側面の伝熱面積が加わることにより，均

一堆積形状（円柱）より水への伝熱面積は大きくなっている。以上から，堆積形状の不確か

さについては，均一堆積形状（円柱）の扱いが，溶融炉心から水への伝熱を小さくし，結果

的にコンクリートへの伝熱を大きくしているため，ＭＣＣＩ評価の観点から保守的な扱い

となっていると考えられる。 

以上の考察より，溶融炉心の拡がりについて，粒子状ベッドの堆積形状の不確かさが想定

され，溶融炉心から水への伝熱に影響する可能性も考えられることから，拡がりを抑制した

場合の感度解析の実施が必要と考えられる。ただし，溶融炉心の拡がりについては，ペデス

タルの形状や事前水張りの深さによるところが大きいため，個別プラントにおけるこれら

の状況を踏まえて感度解析等の取り扱いを行うことが適切と考えられる。 
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図 4-5 溶融炉心の堆積形状のバリエーションと水への伝熱面積の比較 
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図 4-8c 粒子状ベッド高さとドライアウト熱流束の関係 

（Lipinski 0-D モデル） 
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コンクリート侵食 

コンクリートの種類（玄武岩系や石灰岩系）により，侵食挙動やガス発生挙動が異なる。

また，玄武岩系コンクリートに関しては，壁方向と床方向の侵食量に相違が見られる知見が

出ている。床方向に大きく侵食する結果（付録１(3)BETA 実験参照）と壁方向に大きく侵食

する結果（付録２(5)OECD/MCCI 実験の CCI-1/3 実験参照）があり，この侵食の異方性は，

いまだ十分な理解が得られておらず，現状モデルでも扱われていない。また，実験ではドラ

イ条件において侵食の異方性が確認されており（CCI-1/3 実験では，最初ドライ条件で侵食

させている），実機のウェット条件でもこの侵食の異方性が発生するかは不明であるが，念

のためモデルパラメータの感度解析により，この侵食異方性の影響を検討する。 

評価モデル： 

・ コンクリート表面から深さ方向に一次元熱伝導を解き温度分布を計算している。 

・ クラスト－コンクリート界面の温度がコンクリート融点以上である場合にコンク

リート侵食が計算される。 

・ コリウムからの伝熱量と分解／溶融潜熱により侵食量を評価する。 

・ コンクリート分解による自由水・結合水・CO2の発生を考慮し，溶融コリウム中で

の化学熱力学平衡計算による未酸化金属との反応によりH2及びCO発生が計算され

る。反応熱は，溶融炉心の崩壊熱に加算される。 

評価条件： コンクリートの種類には，玄武岩系や石灰岩系があり，プラントに使用されて

いるコンクリートの種類により組成や物性値を使い分けている。表 4-1 にコンクリートの

物性値，表 4-2 にコンクリートの組成例を示しており，これらをＭＡＡＰの入力としてい

る。融点は石灰岩系コンクリートの方が高いが，比熱は石灰岩系コンクリートの方が小さい。

コンクリート成分は骨材（aggregate）の種類に影響され，玄武岩系コンクリート（Basaltic）

の成分は SiO2が主体であるが，石灰岩系コンクリート（Limestone）では，CaCO3が主体であ

る。 

コンクリートの侵食モデルは，主に SURC 実験や ACE/MCCI 実験の一次元侵食の実験や，

BETA 実験の二次元侵食のドライ実験に対して検証されている（付録１参照）。なお，コンク

リート侵食モデルは，コンクリート表面から侵食深さ方向に一様に侵食する扱いをしてい

るのに対し，実験で得られた侵食深さは，一般的に侵食面で一様ではない。このため，コン

クリート侵食モデルの検証では，実験の平均的な侵食深さと比較して侵食速度が良く一致

していることが確認されている。 

侵食面での侵食の不均一性とＭＡＡＰコードの一様侵食との関係を見るため，SURC-4 実

験（一次元侵食）に対するＭＡＡＰコードのベンチマーク解析で得られた侵食深さに対して，

実験で得られた侵食深さがどの程度の幅にあるかを確認した結果を図 4-9 に示すが，実験

で得られた侵食深さは，ＭＡＡＰコードによる予測侵食量に対しておおむね±20%程度の範

囲にある。同様に BETA-V5.1 実験（二次元侵食）に対して確認した結果を同図に示すが，こ

の場合もおおむね±20%程度の範囲にある。従って，実験における侵食面での侵食深さは，
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ＭＡＡＰコードによる予測侵食量のおおむね±20%程度の範囲にあると考えられる。 

また，壁方向と床方向の二次元侵食を調べる OECD/MCCI プロジェクトのＣＣＩ実験では，

石灰岩系コンクリート（CCI-2 実験）と玄武岩系コンクリート（CCI-1 実験，CCI-3 実験）

の侵食挙動が調べられている。 

石灰岩系コンクリート（CCI-2 実験）では，壁方向と床方向に等方的に侵食している。一

方，玄武岩系コンクリート（CCI-3 実験）では，壁方向と床方向の侵食の異方性が確認され

ており（付録２参照），玄武岩系コンクリートの壁方向と床方向の侵食速度の相違から，壁

方向の熱流束が，床方向の熱流束の約４倍程度大きいと推定されている。なお，同様に玄武

岩系コンクリートが使われた CCI-1 実験では，加熱条件が他の実験と異なり高く設定され

ていたため，代表性があるとは見なされず，侵食挙動の分析やベンチマーク解析には，CCI-

3 実験の結果の方が使われている。玄武岩系コンクリートの壁方向と床方向の侵食の異方性

のメカニズムに関しては，明確な理解は得られていないが，CCI-3 実験に対するＭＡＡＰ

コードのベンチマーク解析[35]において，壁方向への熱流束が床方向の４倍程度大きくなる

ように溶融プールからの対流熱伝達係数を設定することにより，実験の侵食挙動と良く一

致する解析結果が得られている。この場合も，実験の侵食深さは，ＭＡＡＰコードの予測侵

食量に対して，上記の SURC-4 実験及び BETA-V5.1 実験のベンチマーク解析で設定した 20%

以内の侵食深さに収まっている（図 4-10 参照）。 

以上のＭＡＡＰコードのベンチマーク解析の分析から，コンクリート侵食の不確かさに

ついて，以下のことが言える。 

 侵食面における侵食深さのばらつきの範囲は，ＭＡＡＰコードの予測侵食量の 20%以

内に入っている。 

 玄武岩系コンクリートの壁方向と床方向の侵食の異方性は，ＭＡＡＰコードにおい

て溶融プールからの対流熱伝達係数を変更することにより予測可能である。その場

合も侵食のばらつきの範囲は，ＭＡＡＰコードの予測侵食量の 20%以内に入っている。 

以上のことから，コンクリート侵食の不確かさに関して，侵食面における侵食深さの不均

一性については，おおむねＭＡＡＰコードによる予測侵食量の 20%の範囲内であることがわ

かった。一方，玄武岩系コンクリートの壁方向と床方向の侵食の異方性については，実機に

おける影響の確認のため感度解析が必要と考えられ，CCI-3 実験のベンチマーク解析を参考

にして，溶融プールから壁方向と床方向の対流熱伝達係数を調整して感度解析を実施する。

壁方向の熱配分の最大ケースとして，床方向の４倍として感度解析を行い，コンクリート侵

食の壁方向と床方向の異方性の影響を確認する。 

 

以上の各過程での，ＭＣＣＩ現象の影響因子と感度解析パラメータの関係を図 4-11 に示

し，不確かさ要因，有効性評価の扱い及び感度解析の要否を表 4-3 に整理する。 

また，溶融炉心とコンクリートの相互作用における実機で想定される現象と解析上の取

り扱いの比較を図 4-12 に示す。 
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表 4-1 コンクリートの物性比較 (ＭＡＡＰ入力) 

項目 玄武岩系コンクリート 石灰岩系コンクリート 

コンクリート組成 SiO2が主体 CaCO3が主体 

液相線温度 （K） 

固相線温度 （K） 

比熱 (J/kg-K) 

溶融潜熱 (J/kg) 

 

 

表 4-2 代表的なコンクリートの組成例（重量%） [37] 

成分 玄武岩系コンクリート 石灰岩系コンクリート 

SiO2 54.84 3.60 

TiO2,MnO,MgO 7.21 5.80 

CaO 8.82 45.40 

Na2O 1.80 0.0078 

K2O 5.39 0.68 

Fe2O3 6.26 1.20 

Al2O3 8.32 1.60 

Cr2O3 0.00 0.004 

CO2 1.50 35.698 

H2O（自由水，結合水） 5.86 5.94 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 

属しますので公開できません。 
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図 4-9 SURC-4 と BETA-V5.1 実験と MAAP4 コード予測の侵食量の比較[23]  

+20% 

-20% 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 

属しますので公開できません。 
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図 4-10 CCI-3 実験（玄武岩系コンクリート）の侵食深さ[12] 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 

属しますので公開できません。 
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図 4-11 ＭＣＣＩにおける不確かさに関する流れ図 

ＭＣＣＩ進行と注水によ

るデブリ冷却過程 

下部ヘッド破損過程 

溶融物の落下・堆積過程 

下部ヘッド破損モード 

ＭＣＣＩに至る過程 ＭＣＣＩ現象の影響因子 感度解析パラメータ 

溶融炉心ジェット径 

溶融炉心の粒子化 

水への熱伝達 

エントレインメント係数 

上面熱流束係数（Fchf） 

溶融プール－クラスト間の

熱伝達係数 

溶融炉心の拡がり 

コンクリートへの熱伝達 

コンクリート種類 

溶融炉心落下量 （全炉心相当を想定しており， 

感度解析不要） 

プール水深 

デブリ上面性状 

（下部ヘッド貫通部の最大口径の 

破損を想定しており感度解析不要） 

（床/壁への熱分配の不確かさ） 

溶融炉心の拡がり 
（個別プラント条件） 
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図 4-12 溶融炉心とコンクリートの相互作用における実機で想定される現象と解析上の取り扱いの比較 

実機で想定される現象 解析上の取り扱い 

下部ヘッド破損口を溶融

炉心が通過する際に破損

口側面が溶かされ，破損口

が拡大する。 

溶融物が水中を落下する

過程で粒子化する。この際

デブリ粒子のクエンチに

より水蒸気が発生し，デブ

リ粒子の酸化により水素

が発生する。 

水深が浅い場合は，溶融物

は完全には粒子化せず，床

上に溶融炉心が拡がり，そ

の上に粒子状ベッドが堆

積する。水により拡がりが

抑制され，不均一に堆積す

る。上面の性状により水へ

の熱伝達が大きく影響さ

れる。 

 

下部ヘッド破損口を溶融

炉心が通過する際の破損

口側面の溶融による破損

口拡大を模擬。 

溶融物が水中を落下する過

程での粒子化を模擬。粒子化

割合は Ricou-Spalding モデ

ルにより評価。この際デブリ

粒子のクエンチによる水蒸

気発生と，デブリ粒子の酸化

による水素発生を模擬。 

溶融炉心は，床上で均一に堆

積し，均一に混合して外周部

のクラスト層と中心部の溶

融プールから構成される平

板の発熱体として模擬。上面

熱流束は Kutateladze の水

平平板限界熱流束相関式で

与えており，係数変更により

粒子状ベッドから水への熱

流束の模擬が可能。 

コンクリートの種類によ

り，侵食挙動やガスの発生

挙動が異なる。 

 

コンクリート種類に応じ

て玄武岩系や石灰岩系を

模擬可能。溶融プールから

クラストへの対流熱伝達

係数を変更することによ

り熱移行の異方性を評価

可能。 
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表 4-3 ＭＣＣＩ評価の不確かさに関する整理結果 

MCCI 現象への影響因子 不確かさ要因 有効性評価の扱い 感度解析の要否 

下部ヘッド破損モード 
破損部位 

破損口侵食拡大 

下部ヘッド貫通部の中で最も大口径の制

御棒駆動機構ハウジングの瞬時破損を想

定し，破損口径の拡大を考慮 

下部ヘッド貫通部の中で最も大口径の貫

通部の破損を想定し，破損口径の拡大も考

慮しているため，感度解析不要。 

溶融炉心落下量 原子炉圧力容器内溶融進展 全炉心相当を想定 
全炉心相当の最も厳しい落下量を想定し

ているため，感度解析不要。 

溶融炉心の粒子化 

プール水深 
ペデスタルの注水開始条件及び注水流量

について，手順書規定に準じた操作を想定 

解析モデルパラメータではないため，感度

解析不要。 

エントレインメント係数 
実験解析を元に，粒子化割合を少ない側に

評価する値を使用 

エントレインメント係数に不確かさがあ

るため，ＭＡＡＰコードの不確かさ範囲内

(FARO 実験解析に基づく)で感度解析を実

施。 

溶融炉心ジェット径 破損口径に対応した径を考慮 

最も大きい径を想定して，粒子化割合を小

さくし，水に落下した際のデブリクエンチ

量を小さくして厳しい側の扱いをしてい

るため，感度解析不要。 

溶融炉心の拡がり 水による拡がり抑制 
拡がりの知見から，全面に拡がることを想

定し，均一堆積モデルを使用 

溶融炉心の拡がりを抑制した場合を想定

し，水張り深さ等の個別プラントの状況を

踏まえた感度解析等の取り扱いを行うこ

とが必要。 

デブリから水への熱伝達 デブリ上面の性状 

粒子状ベッドの熱流束として，現実的な範

囲内で保守側の想定をして，大気圧状態で

800kW/m2として圧力依存性を考慮 

粒径やポロシティの不確かさを考慮して，

下限の熱流束に対して感度解析を実施。 

コンクリート種類 

玄武岩系コンクリートの

侵食の異方性 
壁方向と床方向の熱分配 

溶融プールが完全な液相の場合の対流熱

伝達係数として，床方向クラストへは

， 壁 方 向 ク ラ ス ト へ は

を使用 

床方向と壁方向の侵食の異方性の影響を

見るため，CCI-3 実験で確認された熱分配

比率を想定した感度解析を実施。 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 

属しますので公開できません。 
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５．感度解析と評価 

 ペデスタル床上の溶融炉心の堆積高さが高い方が，溶融炉心の冷却性が悪くなり，ＭＣ

ＣＩの影響が厳しくなる。国内ＢＷＲでは，全炉心が落下した場合には，溶融炉心の堆積

高さは Mark-I 改や Mark-II で約１m程度であり，ＡＢＷＲでは約 0.5m 程度である。この

ため，ここでは，溶融炉心の堆積高さの高いＢＷＲ５ Mark-I 改プラントを対象に感度解

析を行う。前節の検討を踏まえ，ＢＷＲ５ Mark-I 改プラントの大ＬＯＣＡシーケンスを

対象に抽出されたパラメータの感度解析を実施した。 

また，ガスの発生の影響を見るために参考解析として石灰岩系コンクリートを想定した

解析も実施した。 

 

 

(1) エントレインメント係数の感度解析 

エントレインメント係数は，ベースケースでは       を設定しているが，感度解析

ケースでは，ＭＡＡＰコードの FARO 実験解析を元に設定されている当該変数の不確か

さ範囲のうち，最小値である      と最大値である     の感度解析を実施する。感度

解析ケースを表 5-1 に示す。解析結果を図 5-1-1a，図 5-1-1b，図 5-1-2a，図 5-1-2b

及び表 5-5 に示す。 

エントレインメント係数が小さいと粒子化割合が減り，落下時のクエンチによる除

熱量が減るため，床に堆積する溶融炉心の温度はベースケースより高めに推移し，コ

ンクリートへの伝熱量も増加するため，侵食量は若干増えている。エントレインメン

ト係数が大きいと粒子化割合が増えて逆のことが起こり，侵食量は若干減少してい

る。 

 エントレインメント係数の不確かさ幅の範囲では，コンクリート侵食量への影響は

小さい。 

 

 

表 5-1 エントレインメント係数のベースケースと感度解析ケース 

パラメータ 
ベースケース 

（有効性評価） 
感度解析ケース 根拠 

①エントレイ

ンメント係数 
 

(1)  （小） 

(2)  （大） 

(1)MAAP 不確かさ範囲*の最小値 

(2)MAAP 不確かさ範囲*の最大値 

 

*FARO 実験解析を元に設定 

 

 

 

  

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 

属しますので公開できません。 
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(2) 上面熱流束の感度解析 

感度解析ケースを表 5-2 に示す。上面熱流束の不確かさを考慮した下限値として，

Lipinski 0-D モデルにより評価される粒子状ベッドのドライアウト熱流束において，

想定される範囲でドライアウト熱流束を小さくする条件の値を選定することとし，圧

力 0.4MPa[abs]，粒子径３mm，及びポロシティ 0.26 を条件とした場合の熱流束である

800kW/m2（一定）を選定した。解析結果を図 5-2a，図 5-2b 及び表 5-5 に示す。 

上面熱流束が小さいと水への熱伝達量が減少するため，溶融炉心の温度はベース

ケースより高めに推移し，コンクリートへの伝熱量も増加するため，侵食量は増えて

いる。 

 上面熱流束の不確かさ幅の範囲では，コンクリート侵食量への影響は大きい。 

 

 

表 5-2 上面熱流束係数のベースケースと感度解析ケース 

パラメータ 
ベースケース 

（有効性評価） 
感度解析ケース 根拠 

②上面熱流束

係数（Fchf） 

Fchf=0.1 (default) 

圧力依存性あり 

(大気圧状態で約

800kW/m2) 

800kW/m2 一定 

 

Lipinski 0-D モデルによる

評 価 に お い て ， 圧 力

0.4MPa[abs]，粒子径３mm，

ポロシティ 0.26のドライア

ウト熱流束 
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(3) 溶融プール－クラスト間の熱伝達係数の感度解析 

感度解析ケースを表 5-3 に示す。熱伝達係数の不確かさ幅の中で，床方向への熱伝

達を大きくしたケースと壁方向への熱伝達を大きくしたケースの解析結果を図 5-3-

1a，図 5-3-1b，図 5-3-2a，図 5-3-2b 及び表 5-5 に示す。 

床方向への熱伝達を大きくすると，床方向へ侵食量は増えており，壁方向の侵食は

若干減少している。壁方向への熱伝達を大きくすると，壁方向へ侵食量は増えてお

り，床方向の侵食はあまり変わらない。 

 溶融プールの熱伝達係数の不確かさ幅の範囲では，コンクリート侵食量への影響は

小さい。 

 

表 5-3 溶融プール－クラスト間の熱伝達係数のベースケースと感度解析ケース 

パラメータ 
ベースケース 

（有効性評価） 
感度解析ケース 根拠 

③溶融プール

－クラスト間

の熱伝達係数 

溶融プールが完全な

液相の場合の対流熱

伝達係数として 

床方向：  

壁方向：  

(1) 床：  

壁：  

  

(2) 床：  

壁：  

(1)  

床：壁の 1/4 

(CCI-3 実験反映)  

壁：推奨入力値 

(2)  

床：推奨入力値 

壁：床の 1/4  

((1)の逆とした。) 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 

属しますので公開できません。 
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(4) 石灰岩系コンクリートを想定した参考解析 

解析条件を表 5-4 に示す。コンクリートの組成や物性は，表 4-1 及び表 4-2 に示す

値を使用している。石灰岩系コンクリートを想定した場合の解析結果を図 5-4a，図 5-

4b，図 5-4c，図 5-4d 及び表 5-5 に示す。石灰岩系コンクリートの場合の，床方向及び

壁方向の侵食量は若干増加しているが，感度は小さい。また，原子炉格納容器内のガ

スモル分率もベースケースと同様な結果となる。このケースのようにコンクリート侵

食量が小さい場合は，石灰岩系コンクリートの影響は小さい。 

 

表 5-4 コンクリート種類を変えた参考解析条件 

パラメータ 
ベースケース 

（有効性評価） 
参考解析ケース 根拠 

コンクリート種類 玄武岩系 石灰岩系 
ガス発生の影響を確認す

る。 
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表 5-5 ＭＣＣＩ感度解析結果の一覧 

ケース パラメータ設定 コンクリート侵食量 

有効性評価 

（ベースケース） 

・エントレインメント係数:  

・上面熱流束: 約 800kW/m2 @ 1ata 

          (Fchf=0.1 デフォルト) 

圧力依存性考慮 

・溶融プールからクラストへの熱伝

達係数 

  床:  

  壁:  

・コンクリート組成及び物性値： 

 玄武岩系 

床面： 2.4cm 

壁面： 2.3cm 

①-1エントレインメン

ト係数 小 
エントレインメント係数:  

床面： 3.6cm 

壁面： 3.5cm 

①-2エントレインメン

ト係数 大 
エントレインメント係数:  

床面： 1.7cm 

壁面： 1.7cm 

② 上面熱流束 下限 800kW/m2 一定 
床面： 22.5cm 

壁面： 21.6cm 

③-1溶融プール熱伝達  

床方向大 

溶融プール熱伝達係数 

  床:  

  壁:  

床面： 2.4cm 

壁面： 2.2cm 

③-2溶融プール熱伝達  

壁方向大 

溶融プール熱伝達係数 

  床:  

  壁:  

床面： 2.1cm 

壁面： 2.4cm 

（参考解析） 

石灰岩系コンクリート 

コンクリート組成及び物性値： 

石灰岩系 

床面： 2.8cm 

壁面： 2.8cm 

 

  

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 

属しますので公開できません。 
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図 5-1-1a コンクリート侵食量の比較（エントレインメント係数  ） 

 

 

図 5-1-1b 溶融炉心温度の比較（エントレインメント係数        ） 

 

「本製品（又はサービス）には，米国電力研究所（The Electric Power Research 

Institute）の出資により電力産業用に開発された技術が取り入れられています。」 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 

属しますので公開できません。 
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図 5-1-2a コンクリート侵食量の比較（エントレインメント係数  ） 

 

 

図 5-1-2b 溶融炉心温度の比較（エントレインメント係数  ） 

  

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 

属しますので公開できません。 
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図 5-2a コンクリート侵食量の比較（上面熱流束 800kW/m2 一定） 

 

 

図 5-2b 溶融炉心温度の比較（上面熱流束 800kW/m2 一定） 
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図 5-3-1a コンクリート侵食量の比較（床方向対流熱伝達係数大） 

 

 

図 5-3-1b 溶融炉心温度の比較（床方向対流熱伝達係数大） 
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図 5-3-2a コンクリート侵食量の比較（壁方向対流熱伝達係数大） 

 

 

図 5-3-2b 溶融炉心温度の比較（壁方向対流熱伝達係数大） 
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図 5-4a コンクリート侵食量の比較（石灰岩系コンクリート） 

 

 

図 5-4b 溶融炉心温度の比較（石灰岩系コンクリート） 
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図 5-4c ドライウェルガスモル分率（石灰岩系コンクリート） 

 

 

図 5-4d サプレッションチェンバガスモル分率（石灰岩系コンクリート） 
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６．まとめ 

ＭＣＣＩに関する種々の実験から得られた知見等に基づきＭＣＣＩの各過程における不

確かさの分析を行い，不確かさがあり，評価結果に影響するモデルパラメータとして，エ

ントレインメント係数，上面熱流束を抽出した。また，二次元侵食実験結果で確認されて

いる侵食の異方性については，いまだ十分な解明が行われておらず，実機のウェット条件

でも起こるのかは不明であるが，念のために異方性の影響をみるために，溶融プールから

床方向と壁方向への熱伝達係数の感度解析を行った。これらのパラメータの感度解析以外

に，コンクリート種類を玄武岩系コンクリートから石灰岩系コンクリートに変更した場合

の解析も参考に実施し，コンクリート侵食量への影響を確認した。 

ＢＷＲ５，Mark-I 改プラントの有効性評価に使用しているノミナル条件を設定したベー

スケースでは，コンクリート侵食量は 2.4cm であった。 

エントレインメント係数の感度解析結果より，水中での粒子化によるクエンチ効果に差

が出て，床上に堆積した溶融炉心温度に影響し，コンクリート侵食量に影響するが，その

影響は小さかった。 

上面熱流束の感度解析結果より，上面熱流束は，床上に堆積した溶融炉心温度に大きく

影響し，コンクリート侵食量に大きく影響する結果となった。 

玄武岩系コンクリートに見られる床方向と壁方向のコンクリート侵食の異方性の影響を

確認するため，溶融プールから床方向と壁方向への熱分配の異方性として扱い，溶融プー

ル－クラスト間の熱伝達係数を変えて，床方向への熱伝達が大きい場合と壁方向への熱伝

達が大きい場合の感度を調べた。その結果，熱伝達の大きい方向の侵食量が大きくなり，

侵食の異方性が確認された。ただし，ノミナル条件の場合のように侵食量が小さい場合

は，侵食量に大きな感度がないことがわかった。 

感度解析の結果，コンクリート侵食量に対して上面熱流束の感度が支配的であることが

確認された。上面熱流束を想定される下限値とした場合でも，コンクリート侵食量は，

22.5cm 程度に収まることが確認された。 

また，実験で確認されている侵食面における侵食の不均一性については，ＭＡＡＰモデ

ルのベンチマーク解析結果から，実験の侵食面における侵食のばらつきが，ＭＡＡＰコー

ドによる予測侵食量の 20%の範囲内に収まっていることが確認され，上面熱流束の感度に

比べて影響が小さいことが確認された。 

また参考として，他の条件を同一として玄武岩系コンクリートから石灰岩系コンクリー

トに変更した解析も実施したところ，侵食量に大きな感度はなかった。また，ガス発生の

影響も顕著には見られなかった。 

最後に，ＭＣＣＩに関係する現象は，複雑な多成分・多相熱伝達現象であり，現状でも

知見が十分であるとは言えない。また事前水張り時の落下デブリの冷却性を直接調べた実

験例が殆どないことから，今後も継続して検討を進め，新たな知見が出た場合には適宜評

価に反映するように努めることが重要であると考えられる。 
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付録 

付録１ ドライ条件でのＭＣＣＩ実験 

 

デブリとして UO2コリウムを用い，崩壊熱を模擬し，注水を行っていないドライ条件の実

験として，米国サンディア国立研究所（SNL）の SURC 実験，米国アルゴンヌ国立研究所（ANL）

の ACE 実験及び独カールスルーエ研究所（KfK）で実施された BETA 実験がある。以下にそ

れぞれの実験について説明する。これらの実験は，実機におけるＭＣＣＩ継続の影響の検

討に参考となる。 

 

 (1) SURC 実験（米国 SNL）[4][23][34] 

ＭＣＣＩ時の伝熱，化学反応，ガス及びエアロゾルの放出等を調べ，CORCON 等の解析コー

ドを検証・改良することを目的に SNL にて４回実験が実施された。そのうち実機と同様の

組成の UO2デブリを使用した実験は２回実施された（SURC-1,2。他の２回の実験は模擬デブ

リとして SUS304 が使用された）。実験装置の概要を付図 1-1 に示すが，直径 40cm のコンク

リート試験体（SURC-1 実験では石灰岩系（米国で使用されている），SURC-2 実験では玄武

岩系のコンクリートを使用）を入れた MgO 製の円筒容器に約 250kg の模擬デブリ（組成：

UO2 69％，ZrO2 22％，Zr ９％）を誘導加熱して溶融させてコンクリートとの反応を継続さ

せた。SURC-2 のコンクリートの侵食深さの変化を付図 1-2 に示すが，侵食速度は１時間に

20cm 程度となっている。 

また，SURC-4 は，コード比較のための国際標準問題（ISP－24）[5]に選定され，実験デー

タと種々の解析の比較が行われている。200kg のステンレス鋼と模擬 ＦＰ（Te: 0.5kg，

La2O3: 1.17kg，CeO2：1.23kg，BaO：1.1kg）が，コンクリート侵食が開始するまで加熱され，

侵食開始後 14 分経ってから約 0.5 秒間に追加的に 20kg のジルコニウムが溶融物に添加さ

れている。SURC-4 のコンクリートの侵食深さの変化を付図 1-3 に示すが，侵食速度は約 55

分の時点で 24.5～27.5cm で，ＭＡＡＰ解析結果とよい一致を示している。なお，SURC-4 実

験では外周部のコンクリート侵食深さが大きくなっており，ＭＡＡＰ解析結果と若干相違

が見られるが，これは実験では外周部から誘導加熱して溶融物を加熱しているため，外周

部の溶融物への入熱量が大きくなることが原因と考えられる。したがって，ＭＡＡＰとの

相違は，実験固有の原因と考えられるため，ベンチマーク解析の観点からは問題とはなら

ないと考えられる。 
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付図 1-1 SURC 実験装置[23]      付図 1-2 SURC-2 実験の侵食深さ[23] 

 

 

付図 1-3 SURC-4 実験の侵食深さとＭＡＡＰ解析との比較[23]  
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(2) ACE 実験（米国 ANL）[3][23][34] 

ＭＣＣＩにおける熱水力学的及び化学的プロセスを検証し関連コードのデータベースを

拡充することを目的に，国際プログラムとして ACE（Advanced Containment Experiments）

計画の一部として実施された。Phase-C でＭＣＣＩ時のＦＰエアロゾル放出の定量化の目的

で実験が実施された。実験装置の概要を付図 1-4 に示す。実炉組成の約 300kg の模擬デブ

リを使用し，タングステン電極により直接通電により加熱し溶融させている。コンクリー

ト侵食はベースマット中にある熱電対によりモニターされている。実験マトリックスを付

表 1-1 に示すが，実験はコンクリートの種類やデブリの組成を替えて実施された。 

L2 実験のコンクリートの侵食深さのＭＡＡＰ解析との比較を付図 1-5 に示すが，ＭＡＡ

Ｐ解析結果とよい一致を示している。 
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付表 1-1 ACE/MCCI 実験マトリックス[23] 

 

 

 

 

 

付図 1-4 ACE／MCCI 実験装置[3]       付図 1-5 ACE-L2 実験とＭＡＡＰ解析の 

侵食深さの比較[34] 

 

出典：MAAP4 User’s Manual, EPRI 



 
 

添付 5-3-49 

(3) BETA 実験（独 KfK）[6][34] 

ＭＣＣＩ解析コードの侵食挙動やエアロゾル生成挙動の検証用のデータベースを拡充す

ることを目的として，独 KfK で実施された。実験装置の概要を付図 1-6 に示す。テルミッ

ト反応により金属溶融物（Fe,Cr,Ni,Zr)と酸化物溶融物（Al2O3,SiO2,CaO)を生成させて，玄

武岩系コンクリート製のるつぼに落下させて，るつぼ内の溶融物は，誘導加熱により加熱

している。ベースマット中にある熱電対により二次元のコンクリート侵食挙動が確認でき

るようになっている。溶融物として Zrを多く含む溶融物を用いた実験シリーズの実験マト

リックス(V5.1～V5.3)を付表 1-2 に示す。 

実験後のコンクリート侵食状況を示す模式図を，付図 1-7 に示す。壁方向よりは，床方

向の侵食量が大きくなっている。溶融物に含まれる Zrによりコンクリート成分の SiO2が還

元され，Si や SiO の生成が確認されている。V5.1 実験と V5.2 実験のコンクリートの侵食

深さのＭＡＡＰ解析との比較[34]を付図 1-8 及び付図 1-9 に示すが，ＭＡＡＰ解析結果とよ

い一致を示している。このＭＡＡＰのベンチマーク解析により，二次元侵食に関わるパラ

メータ設定の妥当性が判断されている。 

 

 

付図 1-6 BETA 実験装置 [34] 
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付表 1-2 BETA 実験マトリックス[6] 

 

 

 
付図 1-7 BETA 実験後のコンクリート侵食状況を示す模式図 [6] 
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付図 1-8 BETA-V5.1 実験とＭＡＡＰ解析の侵食深さの比較 [34] 

 

 
付図 1-9 BETA-V5.2 実験とＭＡＡＰ解析の侵食深さの比較 [34] 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 
属しますので公開できません。 
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付録２ 注水を伴ったＭＣＣＩ実験 

 

注水を伴う実験（溶融物上に冷却水を注水した実験）としては，SNL で実施された SWISS

実験及び WETCOR 実験，ANL（EPRI）の主催で実施された MACE 実験及び OECD/MCCI 実験，原

子力発電技術機構（NUPEC）により実施された COTELS 実験がある。 

以下の実験の知見を示す。 

(1) SWISS 実験（米国サンディア研究所(SNL)） 

(2) WETCOR 実験（米国サンディア研究所(SNL)） 

(3) MACE 実験（米国アルゴンヌ研究所(ANL)） 

(4) COTELS 実験（日本 原子力発電技術機構（NUPEC）） 

(5) OECD/MCCI 実験（米国アルゴンヌ研究所(ANL)） 

 

(1) SWISS 実験（米国 SNL）[7] 

高周波加熱によりステンレスを溶融させ，溶融したステンレスとコンクリートとの反応

中に注水し，溶融物の冷却性を調べる実験が２回行われた。実験結果２回とも同様の結果

となっており，メルト上面に安定なクラストが形成されてメルト内部に冷却水が浸入しに

くくなり，メルトによりコンクリートの侵食が継続した（付図 2-1 参照）。ただし，本実験

はメルトの発熱が実機で想定される値より１桁程度大きいことや l00％ステンレスである

ため模擬崩壊熱に加え，水－金属反応の発熱が加わったことも一因と分析されている。ま

たコリウムより上方水プールへの熱流束は約 800kW/m2程度であった（付図 2-2 参照）。 
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付図 2-1 SWISS 実験の実験装置とコンクリート侵食深さの実験と解析（ＭＡＡＰ）の比較[7] 
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付図 2-2 SWISS-2 実験の水プールへの熱流束[7] 

 

 

(2) WETCOR 実験（米国 SNL）[8] 

Al2O3とCaOの酸化物混合溶融物34kgを用いてコンクリートとの反応中に注水し溶融物の

冷却性を調べる実験が行われた（付図 2-3 参照）。SWISS 実験と同様の理由によりコンクリー

トの侵食が継続した。コンクリート侵食速度は SWISS 実験と比べて約 l/3 に低下している。

水プールへの熱流束は溶融時に 520kW/m2程度，凝固時に 200kW/m2程度であった。 
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     （実験装置の概要）          （実験後の状態の模式図） 

 

   

  （上部クラストの様子）         （コンクリート侵食の時間変化） 

付図 2-3  WETCOR 実験結果[8] 
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(3) MACE 実験（米国 ANL）[3][9][10][20] 

MACE 実験（Melt Attack and Coolability Experiment）は，米国電力研究所（EPRI）

が主催する原子炉格納容器内溶融炉心冷却性に関する国際協力計画である。この実験では，

溶融炉心がコンクリート床に落下した後に，溶融炉心の上に注水する状況を模擬しており，

大規模実験が含まれていることと，実機相当の UO2及び ZrO2を主成分とする溶融炉心模擬物

を用いて，さらに，直接通電加熱により崩壊熱の発生を模擬していることが特徴である。

実験装置の概要を付図 2-4 に示す。MACE 実験では規模の異なる M0，M1b，M3b，M4 の４回の

実験が実施されており，その主要条件を付表 2-1 に示す。M0 実験のみコンクリートの側壁

で，その他は MgO が用いられている。 

M3b と M4 の実験結果を付図 2-5 及び付図 2-6 に示す。いずれのケースもコンクリート

侵食が継続する結果となっている。実験後の溶融炉心模擬物の固化状況を見ると，メルト

上部に安定クラストが形成され側壁に固定化されており，クラスト下部に空洞が見られ，

クラストと溶融物とが分離した状態になっている。メルトから冷却水への熱流束を見ると，

注水直後の短期間は，大きい熱流束となっているが，安定クラストが形成されクラストと

溶融物が分離したと想定される状況では，熱流束は低下している。安定クラストの形成と

メルトとの分離によりクラストの下にあるデブリの冷却が阻害される結果となったと分析

されている。しかしながら，デブリの長期的な冷却に関与し得るメカニズムとして，クラ

ストに生じる亀裂等への浸水及びコンクリート分解ガスによるクラスト開口部からのデブ

リの噴出が確認されている。 
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付表 2-1 MACE 実験の主要条件[20] 

 

 

 

 

 

付図 2-4 MACE 及び OECD/MCCI 実験装置[9] 
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 （軸方向侵食データ） 

 

   （メルトから水への熱流束） 

 

（実験後状態の模式） 

 

付図 2-5 MACE-M3b 実験結果[10] 
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 （軸方向侵食データ） 

 

   （メルトから水への熱流束） 

     

（実験後状態の模式） 

 

付図 2-6 MACE-M4 実験結果[10] 
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(4) COTELS 実験（日本 NUPEC）[1][11] 

プール水中に実機組成の UO2コリウムを落下させる実験（ＦＣＩ）とコンクリート上に落

下した UO2コリウムに注水する実験（ＭＣＣＩ）を実施している。付図 2-7 にコンクリート

上の UO2コリウムに注水する実験の実験装置を示す。約 60kg の実機組成の UO2コリウムを電

気炉で加熱溶融させ，玄武岩系のコンクリート床上に落下させ，その後高周波誘導加熱に

よりコンクリート上のコリウムを加熱して崩壊熱を模擬している。側壁と床面の両方の侵

食を考慮しており，コリウムの高さと直径の比を実験パラメータとしている。注水後にコ

ンクリート温度は低下している。また，侵食深さは２cm 程度であった。また，付図 2-8 に

実験後に固化したコリウムの断面を観察した結果を示すが，上部は粒子状になっており，

下部はインゴット状になっているのが観察されている。また，インゴット状の部分にはひ

び割れや流路が見られる。 

COTELS実験では，いずれもデブリによるコンクリート侵食が生じているが，先行のSWISS，

WETCOR，MACE とは異なり，コンクリート侵食は停止している。これは，以下の理由と分析

されている。 

・デブリの粒子化と塊状デブリ上への粒子化デブリの堆積 

・デブリとコンクリートとの境界における粗骨材を主体とする多孔質層の形成 

・粗骨材層及び塊状デブリに形成された流路への浸水 

溶融物から水プールへの熱流束は水プールへの熱流束は 100～650kW/m2 程度であったが，

これらの熱流束は限界熱流束よりも低く，水が更に高い除熱能力を有する可能性があるこ

とが示唆されている。 

 

         

付図 2-7 COTELS 実験装置（コンクリート上の UO2コリウムに注水する実験）[11] 
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（コンクリート床温度変化） 

 

 

 

（実験後のコリウム断面の模式図） 

 

付図 2-8 COTELS C-5 実験の結果[11] 
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(5) OECD/MCCI 実験 (米国 ANL)[10][12][13][35][38][41] 

OECD/MCCI 実験は，MACE 実験や COTELS 実験の注水を伴うＭＣＣＩ実験で同定された個々

のデブリ冷却メカニズムや火山型クラストの冷却性（付図 2-9 及び付図 2-10 参照）を定量

的に解明することを目的として，以下の実験が実施された。 

① クラスト浸水・強度実験 (SSWICS 実験) 

 SSWICS 実験は，クラスト内への浸水メカニズムと浸水による除熱量，さらにクラス

ト強度を調べるために実施された。実験装置の構造を付図 2-11 に示し，実験条件一覧

を付表 2-2 に示す。テスト部内の非侵食性の床面上で，テルミット反応により UO2，ZrO2

及びコンクリート成分を主成分とするデブリ模擬溶融物を生成しその上に注水する。

崩壊熱とコンクリート分解気体の発生は模擬しない過渡クエンチ実験である。最大除

熱量はクラスト上面におけるドライアウト熱流束により評価される。実験結果より，

安定なクラストは形成されず，クラスト内に冷却材が浸入することにより，熱伝導律

速以上の熱流束を期待することができるとしている。さらに，SSWICS 実験で得られた

ドライアウト熱流束を実機の事故シーケンス解析において直接的に適用できるよう，

Lister/Epstein のドライアウト熱流束モデルへの適応が行われた。実験結果とこれに

基づいた Lister/Epstein モデルによる予測の比較を付図 2-12 に示す。この実験結果

及びこれらに基づいた予測値によれば，コンクリートを全く含有しないデブリに対す

る上面水プールへのドライアウト熱流束は，約 400kW/m2 であり，コンクリート含有と

ともに熱流束は低下し，含有率 15％程度以上では約 100kW/m2となっている。 

② 溶融物噴出実験(MET 実験) 

 コンクリート分解気体がクラストの開口部を通過する際に，気体に随伴されてクラ

スト上に噴出するデブリ量の定量化を目的としている。クラスト浸水実験と同様に，

テスト部内の非侵食性の床面上で，テルミット反応により UO2，ZrO2及びコンクリート

成分を主成分とするデブリ模擬溶融物を生成しその上に注水する。クラスト浸水実験

との違いは，本実験においては直接通電加熱により崩壊熱を模擬すること及び非侵食

性床面に設けた多数の細孔からコンクリート分解気体を模擬する非凝縮性気体を供給

している。テスト部で発生する水蒸気量の変化と実験後分析から得られるデブリ噴出

量に基づいて，供給気体流量と噴出量の関係を評価している。 

③ 長期二次元コンクリート侵食実験 (ＣＣＩ実験) 

 デブリによる長期的な床部及び側壁の侵食挙動を明らかにすることを目的に実施さ

れた。実験装置のテスト部の構造を付図 2-13 に示し，実験条件一覧を付表 2-3 に示す。

テルミット反応により生成した UO2，ZrO2及びコンクリート成分を主成分とするデブリ

模擬溶融物を直接通電により加熱している。電極がある２面は非侵食性の側壁を採用

し，残りの２面をコンクリートにより製作している。使用するコンクリートは実験に

より種類が変えられている。注水なしの条件で，側壁のコンクリートの最大侵食深さ

が 30cm に達するまで侵食を継続した後に注水を行い，注水後，最大侵食深さが 35cm
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に到達した時点で実験を終了している。実験装置に荷重負荷装置を設置し，注水後に

形成されるクラストに荷重を与えて，クラストの機械的強度に関するデータを得てい

る（付図 2-14 参照）。コンクリート種類を変えて３回実験が行われている。ＣＣＩ実

験のコンクリート組成を付表 2-4 に示す。ＣＣＩ実験のデブリ-水間の熱流束を付図

2-15 に示し，溶融物の平均温度を付図 2-16 に示す。また，実験後の侵食状態の模式図

を付図 2-17 に示す。石灰岩系コンクリートの場合，床方向と側壁方向の侵食は同程度

となっているのに対し，玄武岩系コンクリートの場合，側壁方向の侵食が床方向より

大きくなっており，侵食に異方性があることが示されている。付表 2-5 に示すように，

侵食率から側壁方向と床方向の熱流束が推定されている。CCI-2 実験（石灰岩系コンク

リート）の場合，側壁方向と床方向は同程度と推定されているのに対し，CCI-3 実験（玄

武岩系コンクリート）の場合，側壁方向の熱流束は，床方向より４倍程度大きいと推

定されている。 

④ クラスト破損実験 

 本実験は上記①③の実験に付随して実施されており，①の SSWICS 実験で形成された

クラストの冷却後破損強度を調べる実験と，③の二次元侵食実験の間に高温状態で破

損させる実験の２種の実験が行われている。 

 前者の実験では，クラスト浸水実験で形成された直径約 30cm のクラストに荷重を加

えて，クラストの強度を測定している。低温クラスト破損実験装置の概要を付図 2-18

に示す。クラスト上面の中央部に集中荷重を与え，クラスト破損時の荷重からクラス

トの機械的強度（破損時にクラストに発生する最大の応力）を評価している。クラス

ト上に堆積する冷却水層及び噴出デブリの荷重に起因してクラスト内に発生する応力

と，本実験から得られるクラストの機械的強度を比較することにより，実機規模にお

いては，クラストは破損し下部の溶融物と接触する可能性が高いことが示されている。 

 後者の二次元侵食実験では，注水前の高温状態で突き棒（lance）によりクラストが

破損する荷重を測定し，注水後にも再度突き棒によりクラストが破損する荷重を測定

している。これにより，現実に近い状態でのクエンチ前後のクラスト強度が確認され，

クエンチ後は，クラスト強度が大きく低下することが確認された。 

 

  OECD/MCCI 実験結果から以下の知見が得られている。 

・ガス噴出は，安定なクラストの形成を阻害し，熱伝達を促進する。 

・クラストが冷却されると，亀裂が生じクラスト強度は大幅に低下する。 

 ・クラストの亀裂により冷却水が内部に浸入し，デブリの冷却が促進される。 

 ・溶融物の噴出により，多孔質の粒子状ベッドが形成される。 

 ・コンクリートタイプにより侵食異方性がみられる。 

これらの知見は，CORQUENCH コード等に反映される予定である。 

また，ＣＣＩ実験について，ＭＡＡＰコードによりベンチマーク解析が行われている[35]。 
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CCI-2 実験（石灰岩系コンクリート）のベンチマーク解析では，固化効果項の影響を除い

て対流熱伝達係数のサーベイが可能なように，対流熱伝達係数として床方向と側壁方向と

もに 300W/m2-K，固化効果項の指数 n に 0 が設定されている。ここで 300W/m2-K は，実際の

ＭＣＣＩ時の対流熱伝達係数は，固化割合を考慮すると，完全液相状態の値よりも１桁程

度小さい値（付図 2-19 において固化割合が 60％程度の値）になることを考慮して設定され

ている。また，CCI-2 実験では，床方向と側壁方向の熱流束が同程度と推定されていること

から，対流熱伝達係数も同じ値が設定されている。この設定を用いた解析により，コリウ

ム温度の変化（付図 2-20 参照）は，実験データと良く合っている。また，床方向の侵食量

は（付図 2-21 参照），実験では注水前には 25cm 程度侵食されているのに対し，ＭＡＡＰ解

析では 33cm 程度の侵食量となっている。側壁方向の侵食量は（付図 2-22 参照），実験では

注水前には 29cm 程度侵食されているのに対し，ＭＡＡＰ解析では 33cm 程度の侵食量となっ

ている。 

 

 CCI-3 実験（玄武岩系コンクリート）のベンチマーク解析では，対流熱伝達係数として床

方向に 80W/m2-K，側壁方向に 300W/m2-K，n に０が設定されている。ここで，80W/m2-K は，

CCI-3 実験では，床方向の熱流束が側壁方向の 1/4 程度と推定されていることから，床方向

の対流熱伝達係数を側壁方向の 1/4 程度として設定されている。この設定により，コリウ

ム温度の変化（付図 2-23 参照）は，より実験データに近くなっている。また，床方向の侵

食量は（付図 2-24 参照），実験では注水前には５cm 程度侵食されているのに対し，ＭＡＡ

Ｐ解析では 5.7cm 程度の侵食量となっている。側壁方向の侵食量は（付図 2-25 参照），実

験では注水前には 29cm 程度侵食されているのに対し，ＭＡＡＰ解析では 27cm 程度の侵食

量となっている。 

 

ＣＣＩ実験を対象にしたＭＡＡＰベンチマーク解析により，対流熱伝達係数を適切に設

定することにより侵食量がおおむね合うことが確認されている。また，侵食の異方性を扱

うためには，床方向と側壁方向の対流熱伝達係数の比率の設定が重要であることが示され

ている。 
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付図 2-9 想定されているデブリ冷却メカニズム[38] 

 

 

    

付図 2-10 想定されている火山型クラストの模式図[12] 
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付表 2-2 SSWICS 実験（デブリ冷却実験）条件一覧[12] 

 

 

  

付図 2-11 小規模浸水・クラスト強度実験（SSWICS）装置[12] 
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付図 2-12 SSWICS 実験データと Lister/Epstein モデルのドライアウト熱流束の比較[12] 

 

 

付表 2-3 ＣＣＩ実験（二次元コンクリート侵食実験）条件一覧[12] 
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付表 2-4 CCI 実験に使用されたコンクリートの組成 [12] 

 

 
 

付表 2-5 ＣＣＩ実験の側壁方向／床方向の侵食率と熱流束の推定値 [12] 
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付図 2-13 ＣＣＩ実験のテスト部[12] 

 

 

付図 2-14 長期二次元侵食実験におけるクラスト破壊／強度測定装置[41] 
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付図 2-15 ＣＣＩ実験におけるデブリ－水間の熱流束 [12] 

 

 

 
付図 2-16 ＣＣＩ実験における溶融物平均温度 [12] 
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付図 2-17 ＣＣＩ実験における侵食状態の模式図 [12] 

(a) CCI-1， (b) CCI-2， (c) CCI-3 
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付図 2-18 クラスト浸水実験の実験後の低温クラスト強度測定装置[38] 
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付図 2-19 溶融プールからクラストへの対流熱伝達係数 

 

 

付図 2-20 CCI-2 実験のコリウム温度の実験データと MAAP 解析結果の比較[35] 

（MAAP New 熱伝達係数（破線）：床方向 300W/m2-K，側壁方向 300W/m2-K，n=0） 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 

属しますので公開できません。 
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付図 2-21 CCI-2 実験の床方向侵食の実験データとＭＡＡＰ解析結果の比較[35] 

 

 
付図 2-22 CCI-2 実験の側壁方向侵食の実験データとＭＡＡＰ解析結果の比較[35] 
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付図 2-23 CCI-3 実験のコリウム温度の実験データとＭＡＡＰ解析結果の比較[35] 

（MAAP New 熱伝達係数（破線）：床方向 80W/m2-K，側壁方向 300W/m2-K，n=0） 

 

 

 

付図 2-24 CCI-3 実験の床方向侵食の実験データとＭＡＡＰ解析結果の比較[35] 
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付図 2-25 CCI-3 実験の側壁向侵食の実験データとＭＡＡＰ解析結果の比較[35] 

 

 



 
 

添付 5-3-77 

付録３ 溶融物の水中落下時の粒子化実験と解析モデル 

 

溶融物が水中に落下した場合の粒子化現象については，主に溶融炉心と冷却材の相互作

用（ＦＣＩ）を調べるために行われてきた。ここでは，以下の実験についての知見を述べる。 

(1) FARO 実験（イタリア JRC-ISPRA） 

(2) COTELS-FCI 実験（日本 NUPEC） 

(3) DEFOR 実験（スウェーデン KTH） 

 また，ＭＡＡＰコードでは，溶融炉心が原子炉圧力容器下部プレナム水等に落下する場合

の粒子化割合を評価しており，Ricou-Spalding 相関式又は Saito の相関式が用いられてい

る。ここではこれらの相関式の元になった実験についても説明する。 

(1) FARO 実験（イタリア JRC-ISPRA）[1][14] 

主に原子炉圧力容器内で溶融物が炉心から下部プレナムの水プールに落下した場合の水

蒸気爆発発生の可能性を調べることを目的とした実験で，当初は高圧での実験を対象とし

てきたが，後に低圧での実験が３ケース実施された。高圧実験装置の構成は，FARO るつぼ

と実験容器 TERMOS（内径：710mm，体積：1.5m3）である（付図 3-1 参照）。低圧実験装置で

は FAT と呼ばれる実験容器の中に TERMOS と同一内径の円筒容器が置かれ，観測窓が設置さ

れた。実験手順は原則的に高圧実験も低圧実験も同様で，FARO るつぼで生成された溶融コ

リウムは一度リリースベッセルに保持し，その底部にあるフラップ又は弁を開放して溶融

物を水プールに落下させる。高圧実験ではリリースベッセルは溶融物落下速度を調整する

ために加圧可能である。ほとんどの実験は酸化物コリウム（80wt%UO2＋20wt%ZrO2）で実施さ

れ，テスト L11 のみが金属 Zrを含むコリウム（77wt%UO2＋19wt%ZrO2＋4wt%Zr）が用いられ

た。また，多くの実験は高圧・飽和水条件で実施されたが，近年は低圧・サブクール水条件

でも３ケース実施されてきている。主な実験パラメータは，初期圧力（0.2～６MPa），コリ

ウム質量（18～177kg），水深（87cm～2.05m），サブクール度（飽和～124K），コリウム組成

（１ケースのみ金属 Zrを 4.1wt%追加）である（付表 3-1 参照）。 

実験からの主な知見は以下のとおりである。 

・ 高圧・飽和水実験，低圧・サブクール実験の何れにおいても水蒸気爆発は発生していな

かった。 

・ いずれの実験においても，コリウムの一部が粒子化し，一部はパンケーキ状としてプー

ル底部に堆積した。プール水中に設置した熱電対の測定結果より，一部のコリウムはジ

ェット状でプール底面に衝突したと推定されている（付図 3-2 参照）。 

・ 粒子化割合は，ほとんどの実験でプール水深に依存し，高圧飽和水実験の水深１m 程度

で落下コリウムの約 50％が粒子化したが，コリウムに少量の金属 Zr（4.1wt%）を添加

した場合と低圧のサブクール水の実験では 100％近くが粒子化した（付図 3-3 参照）。 

・ 粒子の質量中央径は比較的大きく，3.2～4.8mm の範囲であり，実験パラメータ（初期圧

力，水深，コリウム落下速度，サブクール度）に依存していない。 



 
 

添付 5-3-78 

付表 3-1 FARO 実験マトリックス[14] 

 

 

付図 3-1 FARO 実験装置（L-27 実験）[14] 
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付図 3-2 FARO L-24 実験後のデブリの堆積状態（数値単位 mm）[14] 

 

 

 

付図 3-3 FARO/L-33 実験後のデブリ取り出し段階ごとのデブリ状態 [14] 

（低圧，サブクール水） 
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(2) COTELS-FCI 実験（日本 NUPEC）[1][15] 

本実験は，原子炉圧力容器外でのＦＣＩ挙動を調べるために実施された。UO2混合物を溶

融物として用い，その成分は原子炉内構造物のみならず，原子炉圧力容器下部ヘッド内の下

部構造物も考慮して設定されている。付図 3-4 に COTELS-FCI 実験装置の概要を示す。実験

装置は，UO2混合物を溶融させる電気炉とその下に溶融物と水との相互作用を調べるメルト

レシーバより構成されている。電気炉は，グラファイト製るつぼと高周波誘導加熱コイルに

より構成されている。グラファイト製るつぼは最高温度 3200K で，60kg の UO2混合物を加熱

溶融可能である。るつぼ下部には，溶融物を落下させるための穴を設けるプラグ破壊装置が

設置され，UO2混合物が溶融後，瞬時に直径５cmの穴が作ることが可能である。メルトレシ

ーバは，高さ約 2.5ｍ，外径約 90cm で円筒状をしており，メルトレシーバの中には，高さ

が可変のメルトキャッチャーが設置されており，メルトキャッチャーの高さを変化させる

ことによりプール水深を変化させる実験を実施しており，雰囲気体積は変化させないよう

に考慮されている。メルトキャッチャーの中心部は，実炉の格納容器床面を模擬するために

厚さ３cm のコンクリートが設置され，溶融コリウム／水／コンクリート間の相互作用を調

べることが可能となっている。なお，コンクリートの成分は日本と同じ玄武岩系である。実

験マトリックスと主な結果を付表 3-2 に示す。 

 

付表 3-2 COTELS-FCI 実験マトリックス[1] 
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付図 3-4 COTELS-FCI 実験装置[15] 

 

 

(3) DEFOR 実験（スウェーデン KTH）[16] 

 水張り時のデブリ冷却性を調べる目的で実施されている。溶融物の粒子化について，水サ

ブクール，水深，メルト成分，過熱度等の影響を調べるために，溶融物の落下実験が実施さ

れている。実験装置を付図 3-5 に示すが，上から，誘導加熱炉，メルト容器，冷却タンクよ

り成り，冷却タンクはガラス張りで粒子化の観察が可能となっている。溶融物はメルト容器

下部のノズルから重力落下により水中に落下する。DEFOR-E 実験の実験マトリックスを付表

3-3 に示すが，６ケースの溶融物は CaO-B2O3（密度 2500kg/m3）の酸化物が使用されており，

１ケースはより重量の大きい WO3-CaO（密度 5000～8000kg/m3）が使用されている。 

実験結果より，粒子化挙動は，水サブクールと水深の影響が大きいとしている。実験後の

デブリ状態例を付図 3-6 に示すが，平均ポロシティは 0.55～0.7 程度と大きい値が得られ

ている。主な結果を付表 3-3 に併せて示す。 
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付表 3-3 DEFOR-E 実験マトリックス[16] 

 

 

 

 

付図 3-5 DEFOR-E 実験装置[16] 
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付図 3-6 DEFOR-E 実験後のデブリ状態[16] 
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(4) 溶融物落下時の水中での粒子化割合の解析モデル 

水中落下時の溶融物の粒子化現象について，これまで種々の実験的研究が行われてお

り，また粒子化割合については相関式も提案されている。ここでは，粒子化現象に関す

る相関式を用いて，溶融炉心ジェットのペデスタル水プールの条件に対する粒子化割合

を評価した。相関式として，ＭＡＡＰコードで使用されている以下の二つの式を用いて

計算を行った。 

 Ricou-Spalding の相関式 

 Saito の相関式 

 

a) Ricou-Spalding の粒子化相関式[25][34] 

Ricou-Spalding の相関式は，空気中へガスジェットを噴出させたエントレインメ

ント実験から得られたもので（実験装置は付図 3-7 参照），周囲の流体（空気）がガ

スジェットによってエントレインされ（巻き込まれ），ジェット質量流量が距離とと

もに増加することを相関づけた整理式である。式の検証例を付図 3-8 に示す。 

これをメルトジェットのブレークアップに適用するため，周囲の流体（水）がメ

ルトジェットにエントレインされると考え，そのエントレインされた分だけメルト

ジェットが侵食され粒子化するとして，円柱ジェットのエントレインメント速度

（m/s）を，次式で与えている（付図 3-9 参照）。 

 dj
dj

w
oent uEm

2
1

  

 

ここで， E o ：エントレインメント係数 

 udj ：ジェット速度 [m/s] 

 dj ：ジェット密度 [kg/m3] 

 w ：水密度 [kg/m3] 
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付図 3-7 Ricou-Spalding のエントレイメント実験装置[25] 

 

 
付図 3-8 Ricou-Spalding の相関式の検証例[25] 
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付図 3-9 溶融デブリのジェットブレークアップとクエンチの概念[34] 

 

b) Saito の相関式[26] 

 フレオン 11 あるいは液体窒素の中に高温水ジェットを吹き込む実験により，ジェ

ットのブレークアップ長さに関する相関式を導出している。実験装置を付図 3-10 に

示す。実験条件は，ノズル直径５～40mm，ジェット速度 2.5～15m/s である。実験結

果は，付図 3-11 にまとめられ，それに基づき下記相関式が導かれた。 

 

  = 2.1 × ( ) . × .  
 

      ここで， ：フルード数 = ×  

   L：ジェットのブレークアップ長さ [m] 

   ：ジェット直径 [m] 

   ：ジェット密度 [kg/m3] 

   ：冷却材密度 [kg/m3] 

   ：ジェット速度 [m/s] 

   ：重力加速度 [m/s2] 
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付図 3-17 FARO-L14 実験結果との比較[33] 

 

付図 3-18 FARO-L19 実験結果との比較[33] 

 

付図 3-19 FARO-L20 実験結果との比較[33] 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 
属しますので公開できません。 
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d) 格納容器ペデスタル水張り水深に対する粒子化割合の評価[33] 

 Ricou-Spalding の相関式及び Saito の相関式に基づき，大気圧飽和状態の水プー

ルを想定し，水深とジェット直径及びジェット速度をパラメータとして粒子化割合を

整理されたものを付図 3-20，付図 3-21 及び付図 3-22 に示す。 

 

付図 3-20 Ricou-Spalding 相関式による粒子化割合のマップ[33] 

 
 

付図 3-21 Saito の相関式による粒子化割合のマップ（Vj=5.0m/s）[33] 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 
属しますので公開できません。 
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付図 3-22 Saito の相関式による粒子化割合のマップ（Vj=10.0m/s）[33] 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 
属しますので公開できません。 
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付録４ 溶融物の拡がり実験 

 

溶融物の拡がり挙動に関して，付表 4-1 に示す実験的研究が実施されている。この中で水

が存在する場合の溶融物の拡がりに関する主要な知見について以下に整理する。 

 

付表 4-1 溶融物拡がりに関する主な実験[27] 

実験名 実施国 拡がり形状 溶融物 その他 

BNL[18] 米国 2D Pb ドライ，ウエット 

SPREAD[19] 日本 1D, 2D ステンレススチール ドライ，ウエット 

CORINE[36] フランス 2D グリセロール他 ドライ，ウエット 

VULCANO フランス 2D コリウム ドライ 

KATS[23] ドイツ 1D, 2D テルミット ドライ，ウエット 

COMAS ドイツ 1D, 2D コリウム ドライ 

ISPRA EU JRAC 2D コリウム ドライ 

S3E[27] 

PULiMS[21] 

スウェーデン 1D, 2D 

2D 

模擬物（ウッズメタル等） 

模擬物(B2O3-WO3等) 

ドライ，ウエット 

ウエット 

 

(1) Mark-I 型格納容器のシェルアタックに関する研究[17][18][19][20]  

Mark-I 型格納容器のシェルアタックに関して ROAAM 手法による確率論的評価[17]が行

われており，その中で水張り時のデブリの拡がりの評価が行われている。溶融物拡がり

挙動解析には，MELTSPREAD コードが使用されている。溶融物の拡がり挙動には，溶融

物落下流量，溶融物成分，溶融物過熱度が主に影響するとされている。 

米国 BNL では，溶融物として鉛を使用した小規模な拡がり実験を，ドライ条件とウェ

ット条件で行っている[18]。溶融物の過熱度と水深が，デブリ拡がり挙動において重要

であること，溶融物の拡がりは，水への熱伝達による溶融物の温度挙動と，溶融物の流

体力学的挙動により制限されることが示されている。 

国内ＢＷＲ産業界では，SPREAD 実験[19][20]が実施されている。溶融物として約 2000K

に加熱したステンレススチールを用い，溶融物落下流量，水深，溶融物過熱度等を変化

させて，格納容器模擬試験体（一次元形状と二次元形状の２種類，二次元形状は付図 4-

1 を参照）に放出し，溶融物の拡がり挙動に関する基礎的なデータを収集した。実験条

件を付表 4-2 に示す。また，溶融物の拡がりを解析する SPREAD コードが開発されてい

る。溶融物が重力で拡がると仮定し，熱源として崩壊熱及び化学反応を考慮し，床コン

クリートや上面の水プールへの伝熱を考慮し，質量，運動量及びエネルギのバランスを

解くことにより，溶融物の移動速度と溶融物厚さを求めている。（付図 4-2 参照)このモ

デルでは，流動限界固相率を超えた時点で流動が停止すると仮定されており，実験デー

タを再現する流動限界固相率として 55％が使用されている。二次元体系に対する実験

結果と解析結果の比較を付図 4-3 に示すが，よい一致が示されている。 
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付図 4-1  溶融物拡がり実験の試験体（二次元形状）[20] 

 

 

 

付図 4-2  SPREAD コードの概念図 [20] 
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付図 4-3  溶融物拡がり距離の実験値と解析値の比較 [20] 

 

付表 4-2   SPREAD 実験条件 [19] 

Test 

No. 

Melt Mass 

(kg) 

Super 

Heat  

(K) 

Slit 

Width 

(m) 

Floor 

Material 

Nozzle 

Diam. 

(mm) 

Water 

Depth 

(mm) 

Water 

Added 

Position * 

1 95.0 133 0.15 Concrete 70 0 - 

2 7.5 77 ↑ ↑ ↑ 0 - 

3 24.0 149 ↑ ↑ 30 0 - 

4 43.0 115 0.05 ↑ ↑ 0 - 

5 19.0 110 ↑ ↑ ↑ 0 - 

6 66.0 107 ↑ ↑ ↑ 40 O/C 

7 115.0 135 ↑ ↑ ↑ 0 - 

8 66.0 112 ↑ ↑ ↑ 0 - 

9 94.2 110 0.025 ↑ ↑ 0 - 

10 60.2 86 0.05 MgO ↑ 0 - 

11 93.4 122 ↑ Concrete ↑ 40 O/C 

12 67.0 115 ↑ ↑ ↑ 40 O/C 

13 93.1 116 0.025 ↑ ↑ 40 O/C 

14 68.1 130 0.05 ↑ 70 0 - 

15 63.6 133 ↑ ↑ 30 0 - 

16 116.0 131 ↑ ↑ ↑ 0 - 

17 106.2 171 ↑ ↑ ↑ 0 - 

18 108.8 158 ↑ ↑ ↑ 0 - 

19 61.9 108 0.025 ↑ ↑ 0 - 

20 64.0 91 0.05 ↑ ↑ 10 O/C 

21 69.1 107 ↑ ↑ ↑ 40 O/C 

22 65.0 90 ↑ ↑ ↑ 70 O/C 

23 60.0 94 0.025 ↑ ↑ 40 O/C 

24 65.0 125 0.05 ↑ ↑ 40 O/C,I/C 

25 63.8 94 ↑ ↑ ↑ Spray O/C 

* O/C: Outside of Cylindrical Region    I/C: Inside of Cylindrical Region 
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(2) EPR コアキャッチャの溶融物拡がりに関わる実験[23][29][30][36] 

CEA/DRN/DTP で行われた CORINE 実験[36]では，低融点物質（グリセロール他）を模擬

物質として使用して，水中での拡がり挙動を調べる実験が実施され，拡がり先端の移動

速度や底部に形成されるクラストの影響が調べられた。 

独カールスルーエ研究センター（FZK）で実施された KATS 実験[23][29][30]では，溶融物

としてテルミット（Al2O3 約 150kg，Fe 約 150kg）が使用され，溶融物の放出速度や温

度，拡がり形状（1D,2D），床の材質（コンクリート，セラミック，コーティング），水

の有無をパラメータに溶融物の拡がり実験が行われている。実験装置を付図 4-4 及び

付図 4-5 に示す。Al2O3と Fe では密度が異なり成層化するため，溶融物の出口を２箇所

設け，最初に Al2O3 が放出し，最後に Fe を放出することにより酸化物溶融物の拡がり

と金属溶融物の拡がりを分けて実験が可能となっている。実験条件を付表 4-3 に示す。

KATS-10 と KATS-11 の実験条件はほぼ同様であるが，KATS-10 の方は１mmの水張りをし

てあり，KATS-11 の方はドライ条件となっている。両者の拡がり結果を付図 4-6 に示す

が，両ケースのように溶融物の放出速度が比較的高い場合は，冷却材の有無によらず同

様な拡がり挙動になる結果となっている。 

 

 

 

付図 4-4  KATS 実験装置の概要図 [29] 
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(1D)                              (2D) 

付図 4-5  KATS 実験の 1D と 2D の拡がり形状の写真[30] 

 

 

付表 4-3 KATS 実験条件と拡がり距離（酸化物溶融物，1D拡がり）[29] 
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付図 4-6  KATS 実験の水の有無の影響（酸化物溶融物，1D 拡がり）[29] 

 

(3) KTH の溶融物拡がり研究[21][27] 

スウェーデン KTH では，溶融物拡がりの小規模実験として，S3E 実験[27]が行われている。

種々の溶融物と冷却材の組合せ（例 ウッズメタル－水，塩（NaNO3-KNO3）－パラフィン）

で溶融物温度，溶融物流量等をパラメータに，溶融物の拡がり挙動に関するデータが取られ

ている。溶融物が冷却される過程において，低密度の多孔質の層が形成される結果が得られ

ており，溶融物の流れにより，この多孔質層が持ち上げられ，流量（慣性力）によって決定

される距離まで拡がる挙動を示した。 

また，水中での溶融物拡がり挙動を調べる PULiMS 実験[21]が実施されている。この実験で

は，浅い水プール（水深 20cm）へ溶融した Bi2O3-WO3合金を流入させ，その拡がり挙動が観

察された。実験装置を付図 4-7 に示し，実験条件を付表 4-4 に示す。水中へ流入した溶融物

の拡がりの様子を付図 4-8 に示す。また，固化したデブリ層の性状を付図 4-9 に示す。固化

したデブリ層は３層を形成し，デブリ層下面とコンクリートは密着せずギャップが存在し

ており，水又は蒸気が存在していた可能性がある。３層の最下層は薄い 1.5-２mm のケーキ

（クラスト）層で空隙はなく，中間層は割れ目や細長い孔が含まれている。最上部は不規則

な構造で高多孔性である。 
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付図 4-7  PULiMS 実験装置の概要図[21] 

 

 

付表 4-4 PULiMS 実験条件 [21] 
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付図 4-8  PULiMS 実験 E4 ケースの溶融物拡がり挙動のスナップ写真 [21] 

 

 

付図 4-9  PULiMS-E4 実験の固化デブリの性状写真 [21] 
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(4) 粒子状ベッドの拡がり[22] 

ANL では，水プール中に不均質に堆積させたデブリベッドが，内部の沸騰により均一化す

る様子を確認するため，水プール中に UO2 ，SUS，Cu の 0.2～１mm程度の粒子ベッドを非

均一の厚さに堆積させ，誘導加熱により崩壊熱発生を模擬させた実験[22]を行っている。付

図 4-10 に粒子ベッド厚さの均一化の概念図を示す。非均一の厚さに堆積した粒子ベッドは，

誘導加熱により粒子ベッド内に沸騰が生じ，粒子が吹き上げられて再堆積する過程で厚さ

が均一化し，均一化に要した時間は２～３分程度であると報告されている。 

 

 

 

付図 4-10 セルフレベリング実験におけるデブリベッドの均一化の概念図 [22] 
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(5) 溶融物の拡がり解析[20][27][28][39][40] 

溶融物の拡がり挙動の解析のために，種々の解析コードが提案されている。主要なものを

付表 4-5 に示す。これらの解析コードは，実験データを元に検証が行われている。また，実

験と実機条件とを関連づけるスケーリング則の提案も行われている。[20][27][28] 

 

付表 4-5 溶融物拡がり挙動の主な解析コード[27] 

Code Country Model characteristics 

CORFLOW * Germany 2D - mechanistic 

CROCO France Simplified (ISPN) 

LAVA * Japan 2D - Bingham fluid 

MELTSPREAD * USA 1D - complex physics and chemistry 

MECO Germany Mechanistic (Ruhr Univ.) 

RASPLAV / SPREAD Russia 2D - hydrodynamic 

SPREAD Japan simplified 

THEMA * France phenomenological (CEA/DRN) 

Footnote * Code receiving International recognition 

 

 

a) 三次元溶融物拡がり解析例 

溶融物の拡がり挙動を三次元で評価した例もある。付図 4-11 に示すとおり過酷事故

解析コードＳＡＭＰＳＯＮのデブリ拡がりモジュール(DSA)[39]を使用して，ＡＢＷＲの

格納容器ペデスタル上におけるデブリ拡がり評価を実施している[40]。床面に 200mm の

水位がある条件（Wet 床条件)で，制御棒駆動機構ハウジング１本の破損を想定して、

全炉心相当の溶融炉心がペデスタル（半径約 5.3m）へ落下する場合の溶融炉心の床上

の拡がり面積を評価している。床面に水が存在する場合でも，溶融炉心は落下位置に依

らずペデスタルのほぼ全面に拡がり，最終的な堆積高さは 400～500mm 程度となる結果

を得ている。 
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付図 4-11 ＡＢＷＲを対象にした三次元溶融炉心拡がり評価結果例（ＳＡＭＰＳＯＮコード）[40] 

 

 

b) スケーリング則を用いた溶融物拡がり相関式 

(3)に示した PULiMS 実験の結果を元に，水中での溶融物の拡がり距離を求めるスケ

ーリング則が提案されている[28]。これは，障害物のない水平な床面に落下した溶融物

の拡がり停止後の平均厚さや拡がり距離を求める相関式である。一般的に，溶融物の拡

がり挙動は，溶融物の堆積高さに対応した重力による拡がりと，溶融物冷却に伴う粘性

増加による流動性低下の競合する二つのプロセスにより支配される。（付図 4-12 参照） 

スケーリング則では，競合する二つのプロセスの時間スケールとして，流体力学的拡

がり時間τconvを，拡がり停止後の平均厚さδvに達するまでの時間と定義し，固化時間

τsolidを，溶融物が冷却され固化するまでの時間と定義し，これらの時間の比を，拡が

りの無次元時間スケール T（= / ）と定義している。また，拡がり停止後の平

均厚さδvと表面張力とのバランスで決まる厚さδcapの比を，無次元長さスケール L（=
/ ）と定義している。  

障害物のない水平な床を想定し，落下した溶融物が軸対称に拡がると仮定すると，無

次元長さスケール L は，無次元時間スケール T を用いて(1)式で表されるとしている。

添え字の iは 慣性力支配流れの値を示し，vは粘性力支配流れの値を示している。 

= ∙ / ∙ /      (1) 

また，拡がり距離r( ) と拡がり時間 tの関係は，以下のように表されるとしてい

る。 

慣性力支配流れの場合  ( ) = ∙ /    (2) 

粘性力支配流れの場合  ( ) = ∙ /    (3) 
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ここで， 

：表面張力とバランスする厚さ（= 2 / ′） 

Cv：比例定数。PULiMS 実験より，Cv=1.30 が得られている。 

N：粘性因子（ = τ ,
τ ,

∙ δ

δ
） 

β：拡がり係数  β = 0.84 ′
/
 ，β = 0.67 ′

/
 

：デブリ固化特性時間(s) （= ∙ ∙ , ∙∆ ∙
" " ∙ ） 

Δ ：デブリ過熱度(K) ， , ：デブリ比熱(J/kg/K)  

" ：デブリ上面の熱流束（放射及び対流熱伝達）(W/m2)  

" ：デブリ下面の熱流束(対流熱伝達) (W/m2)  

：単位体積当たりの崩壊熱(W/m3)  

：デブリの溶融潜熱(J/kg)，η：流動停止までの有効潜熱割合(-) 

σ：デブリ表面張力(N/m) ， ：デブリ密度(kg/m3) ， ：水の密度(kg/m3)  

g：重力加速度(m/s2) ，v：デブリの動粘性係数（m2/s） 

g′：水中における重力加速度の補正 （= g(ρ −ρ )/ρ ）(m/s2) 

：デブリ体積(m3)（= ( )
́ ）， m：デブリ質量(kg) 

G：エントレインされなかった連続体デブリの体積流量(m3/s)（ = ） 

：原子炉圧力容器からの溶融炉心放出時間(s) 

：デブリ落下時のエントレイン割合(-)  

′ ：有効デブリ密度(kg/m3) （= ρ (1 −ε )）， ：デブリボイド分率(-) 

 

(1)式は，拡がり停止時のデブリ平均厚さが，無次元時間スケール（＝溶融物の拡が

り時間／固化時間）の平方根に比例することを意味しており，溶融物の拡がりが遅いほ

ど，固化するまでの時間が短いほど，無次元時間は大きくなり，結果として，拡がり停

止時の平均厚さが大きく，拡がり面積は小さくなる傾向を示している。逆に，溶融物の

拡がりが早いほど，固化までの時間が長いほど，無次元時間は小さくなり，平均厚さが

薄くなり，拡がり距離は大きくなる。このスケーリング則について，PULiMS 実験との

比較が行われており，付図 4-13 に，実験結果とスケーリング則による評価との比較を

示すが，概ね一致している結果が得られている。 

 上記のスケーリング則の式より， , 及び Nは次式のように得られる。 

, = ∙ /
∙β ∙ ∙ ∙ /

/
    (4) 
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= / /
     (5) 

(4)式及び(5)式により , が求まり，次式で拡がり距離が得られる。 

, = ∙ , /       (6) 

 

 ＢＷＲの溶融物条件（付表 4-6 参照）を用いて，上記の PULiMS スケーリング則を適

用し，(6)式により溶融物の拡がり半径を評価した。付図 4-14 に評価結果を示す。制御

棒駆動機構ハウジング破損時の溶融物落下質量速度である約 8500kg/s の場合，約 18m

の拡がり半径を得る。溶融物質量を減らして落下質量速度を減らすと，拡がり距離は減

少するが，ＢＷＲ条件の落下質量速度の 1/10 にしても，まだ，ペデスタル半径（Mark-

I 改の場合約 3.2m）を超えた拡がり半径を得る。 

したがって，PULiMS スケーリング則を適用しても，ＢＷＲの溶融物条件では，溶融

物はペデスタル床全面に拡がる結果となる。 

 

 

 

付図 4-12 溶融炉心の拡がりに関わる熱伝達及び流体力学的な力を示す模式図 
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付図 4-13 PULiMS 実験を対象にしたスケーリング則による評価と実験結果の比較[28] 

 

 

  



 
 

添付 5-3-108 

 

    付表 4-6 ＢＷＲ溶融物条件（ＢＷＲ５ Mark-I 改） 

 

 

 

 

付図 4-14  溶融物落下質量速度と拡がり距離の関係（PULiMS スケーリング則適用） 

 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に 
属しますので公開できません。 
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付録５ 粒子状ベッドの冷却性実験と解析モデル 

 

 粒子状ベッドの冷却性については，高速増殖炉の炉心損傷事故の評価において重要な評

価となることから，従来から多くの実験的及び解析的研究が行われてきている[32]。また，

ＴＭＩ－２事故以降は，軽水炉を対象とした研究も進められている。 

デブリベッド冷却に関する研究の主要な焦点の一つは，デブリベッドの冷却限界が，崩

壊熱を上回るかどうかであり，判断基準のパラメータはデブリベッドのドライアウト熱流

束と考えられている。発熱する粒子状ベッドの内を流下する冷却水と上昇する蒸気の対向

二相流がデブリベッド内で形成される。粒子状デブリベッドの流動状態の模式図を付図 5-

1 に示す。崩壊熱が高いと，局所的にデブリベッド内でドライアウトが生じ，デブリベッ

ドの温度が急激に高くなる。この時の熱流束がドライアウト熱流束となる。粒子状デブリ

ベッドのドライアウト熱流束は，種々の実験が行われ，種々の相関式が提案されている。

その中でも Lipinski 0-D モデル[24]（次頁参照）は，小さい粒径から大きい粒径まで適用

可能とされており，広く使われている。ＭＡＡＰコード内でも圧力容器下部プレナムの粒

子状ベッドの冷却の評価に使用されている。Lipinski 0-D モデルでは，ドライアウト熱流

束は，主に粒子径，ポロシティ，堆積高さ，圧力に依存する。 

 

 

付図 5-1 粒子状デブリベッドの流動状態の模式図[32] 
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Lipinski 0-D モデルについて（日本機械学会編「沸騰熱伝達と冷却」より抜粋）[32] 
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1.  はじめに 

  本資料は，運転停止中原子炉における燃料損傷防止対策に関する有効性評

価（以下「有効性評価」という。）に適用するコードのうち，ＡＰＥＸコード

について，以下に関してまとめたものである。なお，ここでいうＡＰＥＸコ

ードは，炉心動特性解析を行う APEX Ver.1（以下「ＡＰＥＸ」という。）と，

単チャンネル熱水力解析を行う SCAT（RIA 用）Ver.2（以下「ＳＣＡＴ」とい

う。）からなる。以下ではＡＰＥＸ及びＳＣＡＴについて示す。 

・有効性評価において重要となる現象の特定 

・ＡＰＥＸ－ＳＣＡＴ※コードの解析モデル及び入出力に関する説明 

・妥当性確認 

・有効性評価への適用性 

※ＡＰＥＸ及びＳＣＡＴの両コードをまとめて，ＡＰＥＸ－ＳＣＡＴと本説明

資料内では記載している。 
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2.  重要現象の特定 

2.1   事故シーケンスと評価指標 

  ＡＰＥＸ－ＳＣＡＴコードが適用される，運転停止中原子炉における

「反応度の誤投入」事象に対する燃料損傷防止対策における事故シーケン

スグループについて，具体的な事故シーケンス，及びその事象の推移と評

価指標について記述する。 

 

(1) 反応度の誤投入 

  本シナリオは，原子炉が運転停止中に，制御棒１本が全引抜されて

いる状態から，他の１本の制御棒が操作量の上限を超える誤った操作

によって引き抜かれ，臨界超過に至る事象を想定する。事象発生後，

制御棒引き抜きに伴い出力が上昇するが，起動領域モニタあるいは中

間領域モニタによる状態監視を行うことで，出力の過度な上昇を防止

する。また，更に中性子束が上昇しスクラム設定点に至った場合には

原子炉がスクラムすることにより炉心は未臨界となる。 

 本事象では反応度投入事象に伴う急激な出力上昇の可能性があるた

め，燃料エンタルピが評価指標になる。なお，有効性評価解析におい

ては，燃料破損の判定を，燃料エンタルピの最大値が「発電用軽水型

原子炉施設の反応度投入事象に関する評価指針」(以下「反応度投入

事象評価指針」という。）に示された燃料の許容設計限界を超えてい

るか否か，及び，「発電用軽水型原子炉施設の反応度投入事象におけ

る燃焼の進んだ燃料の取扱いについて」に示されたペレット-被覆管

機械的相互作用によるピーク出力部燃料エンタルピの増分における破

損しきい値を超えているか否かをもって確認する。 

  なお，ＡＢＷＲでは起動領域モニタによるペリオドトリップ機能



 

 

6-6 

と，改良型制御棒駆動機構（ＦＭＣＲＤ）の遅い制御棒引き抜き速度

により引抜制御棒投入反応度が従来型ＢＷＲより小さいことから，燃

料エンタルピの評価は実施せず，投入反応度が１ドルに至らないこと

をもって，燃料健全性に影響がないことを確認する。 

本事象は，局所的な出力上昇事象であり，原子炉の水位に有意な変

動は生じないことから，燃料エンタルピが破損しきい値を超えていな

いことを確認することをもって，以下の有効性評価項目を満足するこ

とを確認する。 

a.  燃料有効長頂部が冠水していること。 

b.  放射線の遮蔽が維持される水位を確保すること。 

c. 未臨界を確保すること（ただし，通常の運転操作における臨

界，又は燃料の健全性に影響を与えない一時的かつ僅かな出力

上昇を伴う臨界は除く)。 

 

2.2 ランクの定義 

  本資料の本文「2.有効性評価における物理現象の抽出」で抽出された物

理現象のうちＡＰＥＸ－ＳＣＡＴコードで評価する事象において考慮すべ

き物理現象を対象に，表 2.2-1 の定義に従って「Ｈ」，「Ｍ」，「Ｌ」及び

「Ｉ」のランクに分類し，「Ｈ」及び「Ｍ」に分類された物理現象を重要

現象として抽出する。 
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表 2.2-1 ランクの定義 

ランク ランクの定義 本資料での取扱い 

Ｈ 評価指標及び運転操作に対

する影響が大きいと考えら

れる現象 

物理現象に対する不確かさを実験と

の比較等により求め，実機評価にお

ける評価指標及び運転操作への影響

を評価する。 

Ｍ 評価指標及び運転操作に対

する影響が中程度と考えら

れる現象 

事象推移を模擬する上で一定の役割

を担うが，影響が「Ｈ」に比べて顕

著でない物理現象であるため，必ず

しも不確かさによる実機評価におけ

る評価指標及び運転操作への影響を

評価する必要はないが，本資料で

は，実機評価への影響を感度解析等

により評価するか，「Ｈ」と同様に

評価する。 

Ｌ 評価指標及び運転操作に対

する影響が小さいと考えら

れる現象 

事象推移を模擬するためにモデル化

は必要であるが，評価指標及び運転

操作への影響が明らかに小さい物理

現象であるため，検証/妥当性確認

は記載しない。 

Ｉ 評価指標及び運転操作に対

し影響を与えないか，又は

重要でない現象 

評価指標及び運転操作へ影響を与え

ないか，又は重要でない物理現象で

あるため，検証/妥当性確認は記載

しない。 

 

2.3 物理現象に対するランク付け 

  燃料エンタルピを評価指標とした物理現象とランクの関係を表 2.3-1 に

示し，以下に説明する。表 2.2-1 の定義に従い，物理現象に対してランク

付けを行い，「Ｈ」及び「Ｍ」に分類された物理現象を重要現象として抽

出した。 

  ランク付けに当たっては，燃料エンタルピは核分裂出力，反応度フィー

ドバック効果，制御棒反応度効果から影響を受けるため，これらに関する

物理現象も相対的に高いランクとしている。 
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  以下に，物理現象ごとに考え方を示す。 

 

(1)  核分裂出力[炉心(核)] 

制御棒引き抜きに伴い炉心に正の反応度が印加されることによ

り，核分裂出力が増加する。燃料エンタルピは発生熱量の蓄積量と

して定義されるため，核分裂出力は重要な物理現象であり，重要度

は高いと考えられる。 

 

(2)  出力分布変化[炉心(核)] 

炉心の出力分布変化は，制御棒引き抜きに伴う中性子束分布変化

により支配され，燃料エンタルピの分布に影響を与える。また，出

力分布変化は動特性方程式で重要なフィードバック因子となるドッ

プラ反応度にも影響を与え，中性子束レベルにも影響を与える。し

たがって，出力分布変化は，直接的・間接的に，燃料エンタルピの

最大値に影響を与える。このため，出力分布変化の重要度は，高い

と考えられる。 

また，本事象では炉心外周部の制御棒が一本引き抜かれることで

局所的に出力が上昇することから，三次元的な出力分布変化の影響

が生じる。 

 

(3)  反応度フィードバック効果[炉心(核)] 

炉心の動特性解析においては，反応度フィードバック効果が事象

の進展に大きな影響を与えることから，反応度フィードバック効果

は重要な現象である。反応度フィードバック効果は，原子炉出力変

化後，燃料領域の温度変化による反応度フィードバック効果（ドッ
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プラ反応度）と，減速材領域の温度・ボイド率変化による反応度フ

ィードバック効果（減速材温度反応度，減速材ボイド反応度）に分

類される。 

本事故シーケンスでは原子炉スクラムによる負の反応度印加によ

り原子炉出力が低下する効果が支配的であり，ドップラ反応度フィ

ードバック効果・減速材温度反応度フィードバック効果・減速材ボ

イド反応度フィードバック効果の重要度は中程度と考えられる。 

また，反応度フィードバックは動的反応度の大小が重要であるた

め，遅発中性子割合も影響する。 

 

(4)  制御棒反応度効果[炉心(核)] 

本事故シーケンスでは，制御棒誤引き抜きによる正の反応度印加

が主要な外乱であり，引抜制御棒反応度は燃料エンタルピに大きな

影響を与える。また，スクラムによる負の反応度印加により原子炉

は未臨界となることから，スクラム反応度は燃料エンタルピに影響

する。このため，制御棒反応度効果の重要度は高いと考えられる。

また，本事象では引き抜かれる制御棒の位置は炉心中央とは限らな

いことから，制御棒反応度は一般に三次元的な位置に依存する影響

を受ける。 

また，制御棒反応度効果は動的反応度の大小が重要であるため，

遅発中性子割合も影響する。 

 

(5)  崩壊熱[炉心(核)]  

崩壊熱は，出力運転中における核分裂生成物，アクチニドの蓄積

に伴う物理現象であり，本事故シーケンスのように停止時からの制
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御棒引き抜きに伴う短時間の出力上昇において，燃料エンタルピに

与える影響はないと考えられる。 

 

(6)  三次元効果[炉心(核)] 

本事象は，局所的かつ一時的な出力上昇事象であるため，炉心の

核熱不安定事象は生じないと考えられる。 

 

(7)  燃料棒内温度変化[炉心(燃料)] 

燃料棒内温度変化は，燃料ペレット及び被覆管の熱伝導とギャッ

プ部及び燃料棒表面の熱伝達を通して表面熱流束の変化に伴う燃料

棒の除熱に影響する。また，燃料温度の上昇を通じて，ドップラ反

応度フィードバック効果に影響を与える。 

本事故シーケンスのように燃料温度の上昇量が小さい事象におい

ては，除熱及びドップラ反応度フィードバック効果への影響の観点

から燃料棒内温度変化の重要度は中程度であると考えられる。 

 

(8)  燃料棒表面熱伝達[炉心(燃料)] 

燃料棒表面熱伝達（単相壁面熱伝達，二相壁面熱伝達）は，表面

熱流束の変化に伴う燃料棒の除熱に影響することから，燃料エンタ

ルピに影響を与える。 

本事故シーケンスのように表面熱流束の上昇量が小さい事象にお

いては，除熱の観点から燃料棒表面熱伝達の重要度は中程度である

と考えられる。 
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(9)  沸騰遷移[炉心(燃料)] 

表面熱流束が限界熱流束に達すると，沸騰遷移状態を経て膜沸騰

状態となるため，熱伝達は悪化し，燃料エンタルピに影響を与え

る。 

本事故シーケンスにおいては表面熱流束の上昇量が小さく，沸騰

遷移には至らないが，仮に沸騰遷移が発生した場合，熱伝達の悪化

により，燃料エンタルピは上昇する。本事故シーケンスでは，燃料

エンタルピがピークに至るまでの除熱量は数～十数 kJ/kg 程度であ

り，沸騰遷移発生時に熱伝達が悪化することによる燃料エンタルピ

の上昇量も、数～十数 kJ/kg の範囲内に留まると推測されることか

ら，沸騰遷移の重要度は中程度と考えられる。 

 

(10)  燃料被覆管酸化[炉心(燃料)] 

出力が上昇し燃料被覆管温度が著しく上昇した場合には，ジルコ

ニウム－水反応が促進され，燃料被覆管の酸化反応による被覆管表

面温度の上昇に伴う表面熱伝達の悪化を介して，燃料エンタルピに

影響を与える。 

本事故シーケンスでは，事象を通じての燃料被覆管温度の上昇量

が小さく，燃料被覆管温度がジルコニウム－水反応が発生する程度

(約 900℃)までは至らないことから，燃料被覆管酸化の重要度は低い

と考えられる。 

 

(11)  燃料被覆管変形[炉心(燃料)] 

燃料被覆管温度が急激に上昇した場合には，燃料被覆管の変形が

生じる可能性があり，ギャップ熱伝達の変化や流路閉塞による冷却
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挙動の変化を介して燃料エンタルピに影響を与える。 

本事故シーケンスでは，事象を通じての燃料被覆管温度の上昇量

が小さく，燃料被覆管変形には至らないと考えられることから，燃

料被覆管変形による燃料エンタルピへの影響は考慮しない。 

 

(12)  三次元効果[炉心(燃料)] 

本事故シーケンスは，炉心の局所的かつ一時的な出力上昇現象で

あり，炉心露出は生じないことから，炉心露出に伴う燃料棒間及び

チャンネルボックスとの輻射熱伝達による燃料エンタルピへの影響

は考慮しない。 

 

(13)  沸騰・ボイド率変化[炉心(熱流動)] 

出力上昇に伴い炉心において沸騰・ボイド率変化が生じる場合に

は，沸騰状態での被覆管からの表面熱伝達，圧力損失,反応度フィー

ドバック等の変化を介して燃料エンタルピに影響を与える。 

本事故シーケンスにおいては表面熱流束の上昇量が小さく，沸騰

に伴うボイド発生割合は小さいことから，沸騰・ボイド率変化の重

要度は低いと考えられる。 

 

(14)  気液分離(水位変化)・対向流[炉心(熱流動)] 

本事故シーケンスは，炉心の局所的かつ一時的な出力上昇現象で

あり，炉心露出は生じないことから，気液分離(水位変化)・対向流

は生じないと考えられる。 
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(15)  気液熱非平衡[炉心(熱流動)] 

本事故シーケンスは，表面熱流束の上昇量が小さく，沸騰に伴う

ボイド発生割合は小さいことから，蒸気の過熱による気液熱非平衡

の効果は生じないと考えられる。  

 

(16)  三次元効果[炉心(熱流動)] 

炉心の出力が局所的に上昇する場合，ボイドも局所的に発生する

ため，ボイド発生による流量配分の三次元効果が生じ，沸騰状態で

の被覆管からの表面熱伝達，圧力損失，反応度フィードバック等の

変化を介して燃料エンタルピに影響を与える。 

本事故シーケンスにおいては，表面熱流束の上昇量が小さく，沸

騰に伴うボイド発生割合は小さいことから，燃料集合体間の流量配

分等による炉心(熱流動)の三次元効果の重要度は低いと考えられ

る。 

 

(17)  圧力損失[炉心(熱流動)] 

炉心又はチャンネルの圧力損失は，原子炉再循環流量，並びにチ

ャンネル流量及びその配分に影響する。チャンネル内流量は，燃料

の除熱を通じて燃料エンタルピに影響を与えるが，本事故シーケン

スにおいては表面熱流束の上昇量が小さく，沸騰に伴うボイド発生

割合は小さいことから，ボイド発生による流量配分に与える影響は

無視でき，圧力損失の影響はないと考えられる。 

 

(18)  原子炉圧力容器に係る物理現象 

本事故シーケンスは，運転停止中原子炉における「反応度の誤投



 

 

6-14 

入」による炉心内の局所的かつ一時的な出力上昇事象であり，原子

炉圧力容器に係る物理現象による燃料エンタルピへの影響はないと

考えられる。  
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表 2.3-1 有効性評価の物理現象のランク 

 

 評価事象 反応度の誤投入 

分
類 

評価指標 

物理現象 
燃料エンタルピ 

(

核)
 

炉
心 

(1) 核分裂出力 Ｈ 

(2) 出力分布変化 Ｈ 

(3) 反応度フィードバック効果 Ｍ 

(4) 制御棒反応度効果 Ｈ 

(5) 崩壊熱 Ｉ 

(6) 三次元効果 Ｉ 

(

燃
料)

 

炉
心 

(7) 燃料棒内温度変化 Ｍ 

(8) 燃料棒表面熱伝達 Ｍ 

(9) 沸騰遷移 Ｍ 

(10) 燃料被覆管酸化 Ｌ 

(11) 燃料被覆管変形 Ｉ 

(12) 三次元効果 Ｉ 

(

熱
流
動)

 

炉
心 

(13) 沸騰・ボイド率変化 Ｌ 

(14) 気液分離(水位変化)・対向流 Ｉ 

(15) 気液熱非平衡 Ｉ 

(16) 三次元効果 Ｌ 

(17) 圧力損失 Ｉ 
(

逃
し
安
全
弁
含
む)

 

原
子
炉
圧
力
容
器 

(18) 

冷却材流量変化 Ｉ 

冷却材放出(臨界流・差圧流) Ｉ 

沸騰・凝縮・ボイド率変化 Ｉ 

気液分離(水位変化)・対向流 Ｉ 

気液熱非平衡 Ｉ 

圧力損失 Ｉ 

構造材との熱伝達 Ｉ 

ＥＣＣＳ注水(給水系・代替注水設

備含む) 
Ｉ 

ほう酸水の拡散 Ｉ 

三次元効果 Ｉ 
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3. 解析モデルについて 

3.1 コード概要 

ＡＰＥＸ－ＳＣＡＴコードは，反応度投入時の炉心の出力変化等を解

析する炉心動特性解析と，その解析結果を入力として燃料集合体内にお

ける冷却材による除熱計算を行い，燃料エンタルピを評価する燃料挙動

解析に分けられる。炉心動特性解析には反応度投入事象解析コードＡＰ

ＥＸを，燃料挙動解析には単チャンネル熱水力解析コードＳＣＡＴを用

いて解析を行っている。この解析の流れを，図 3.1-1 に示す。 
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図 3.1-1 ＡＰＥＸ－ＳＣＡＴの結合計算の流れ 

炉心動特性計算（③） 炉心出力の時間変化 

最高出力バンドルの軸方向断

熱燃料エンタルピ分布（④） 

除熱計算 

非断熱燃料エンタルピの

時間変化 

※：図中の丸数字は，3.3.1 炉心動特性解析(APEX コード) [解析の流れ]に対応している。 

引抜制御棒反応度， 

スクラム反応度 

三次元沸騰水型原子炉模擬計算コード(LOGOS Ver.5)(7) 単位燃料集合体核特性計算コード(TGBLA Ver.3) (6)  

APEX SCAT 

局所出力ピーキング係数 

→ 時間 

→
 
反
応

度
 

→ 時間 

→
 
出
力
 

→
 
軸
方

向
 

→ エンタルピ 

→ 時間 

→
エ
ン

タ
ル

ピ
 

 (ΔkC , ΔkS) 

初期炉心状態（①） 

Ａ
Ｐ
Ｅ
Ｘ
解
析
終
了 

ドップラ係数 

動特性パラメータ 

一点近似 

炉心平均断熱燃料 

エンタルピΔh 進行 

出力分布計算 

ドップラ反応度計算（②） 

出力分布計算より求まる重

み付けにより 1 点に縮約 

・ドップラ反応度(ΔkD) 

・動特性パラメータ(β,Λ) 

RZ 二次元体系 
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3.2 重要現象に対する解析モデル 

2.3 節において重要現象に分類された物理現象(表 2.3-1 で「Ｈ」及び

「Ｍ」に分類された物理現象)について，その物理現象を評価するために

必要となる解析モデルを表 3.2-1 に示す。 

 

表 3.2-1 重要現象に対する解析モデル 

分類 重要現象 必要な解析モデル 

炉心

(核) 

核分裂出力 動特性モデル 一点近似動特性モデル 

出力分布変化 炉心出力分布モデル 二次元（RZ）拡散モデル 

制御棒反応度効果 動特性モデル 一点近似動特性モデル 

反応度フィードバック効果 動特性モデル 
一点近似動特性モデル 

二次元（RZ）拡散モデル 

炉心

(燃料) 

燃料棒内温度変化 燃料モデル 

熱伝導モデル 

燃料ペレット－被覆管ギ

ャップ熱伝達モデル 

燃料棒表面熱伝達モデル 

燃料棒表面熱伝達 
チャンネル内 

熱流動モデル 
燃料棒表面熱伝達モデル 

沸騰遷移 
チャンネル内 

熱流動モデル 
沸騰遷移評価モデル 
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3.3 解析モデル 

ＡＰＥＸ－ＳＣＡＴコードを構成するＡＰＥＸコード，ＳＣＡＴコー

ドの解析モデルを表 3.3-1 に示す。また計算の内容を以下に示す。 

 

表 3.3-1 ＡＰＥＸ－ＳＣＡＴコードの解析モデル(1)(2) 

分類 重要現象 計算モデル 

炉心

(核) 

核分裂出力 一点近似動特性方程式，二次元（RZ）拡散方程

式を適用。 

また，反応度フィードバックとしては，断熱モ

デルに基づくドップラ反応度フィードバックモ

デルを採用し，減速材温度フィードバック及び

減速材ボイドフィードバックは考慮しない。 

出力分布変化 

制御棒反応度効果 

反応度フィードバック効果 

炉心

(燃料) 

燃料棒内温度変化 

ギャップ熱伝達：Ross & Stoute の式を用いて非

定常熱伝導方程式を適用。 

燃料棒表面熱伝達：（燃料棒表面熱伝達モデルに

記載） 

燃料棒表面熱伝達 

以下の伝熱モードを考慮 

・単相強制対流：Dittus-Boelter の式 

・核沸騰状態：Jens-Lottes の式 

・膜沸騰状態(低温時)：ＮＳＲＲの実測データ

に基づいて導出された熱伝達相関式 

沸騰遷移 
低温時：Rohsenow-Griffith の式及び

Kutateladze の式を適用して判定 
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3.3.1 炉心動特性解析(ＡＰＥＸコード) (1)(2) 

ＡＰＥＸコードは，熱的現象を断熱としており，炉心平均出力の過渡

変化を炉心一点近似による中性子動特性方程式で表し，出力の炉心空間

分布を二次元（RZ）拡散方程式で表す。炉心各部分のエンタルピの上昇

は，出力分布に比例するものとし，炉心平均断熱燃料エンタルピがある

程度上昇する間（以下「エンタルピステップ」という。）は，出力分布

は一定としている。また，投入反応度としては，引抜制御棒反応度，ス

クラム反応度及びドップラ反応度を考慮するが，このドップラ反応度

は，二次元（RZ）拡散計算による出力分布変化を考慮して求められる。 

解析に当たっては，次のような前提を設けている。 

(1) 炉心平均出力の過渡変化は，炉心一点近似による動特性方程

式により表される。 

(2) 熱的現象は断熱とする。 

(3) 出力分布は，中性子エネルギ三群・二次元（RZ）拡散方程式

によって表される。 

(4) 炉心各部分のエンタルピの上昇は出力分布に比例するものと

する。 

(5) エンタルピステップでは，出力分布は一定と仮定する。 

 

[解析の流れ] 

① 初期炉心状態の作成 

a. 対象となる炉心を三次元沸騰水型原子炉模擬計算コードによ

り求める。当該炉心について，後述する③a.の炉心動特性計

算で用いる引抜制御棒反応度，スクラム反応度を求める。こ

こでは，各領域の組成(燃料タイプ，ガドリニア分布等)及び
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燃焼度分布の空間的効果は全て計算に含まれている。 

 

b. a.で求めた炉心を RZ 二次元体系に変換するため，炉心径方向

の集合体核定数が同心円状となるよう，領域ごとに核定数を

均質化するとともに，誤引抜制御棒周りの核定数を炉心中心

へ移動する。通常，領域分けは，図3.3.1-1に示すように径方

向を９領域とし，それぞれを軸方向に24領域分割(三次元体系

と同じ)し，更に反射体領域として１領域を加え，図 3.3.1-2

に示すように217領域とする。ＡＰＥＸコードでは引抜制御棒

は体系の中心に位置するものとしており，炉心計算結果で設

定した引抜制御棒がＡＰＥＸコードにおける体系の中心に位

置するように，以下に示すような手法を行っている。 

i). 炉心の全燃料集合体を対象に，初期制御棒パターン

状態の炉心計算結果の核定数を同心円状の燃料集合

体領域ごとに均質化した後，RZ 体系に縮約する。 

ii). 制御棒が引き抜かれた領域で出力ピーキングが大き

くなることを考慮し，引抜制御棒周囲の燃料集合体

核定数を３領域の同心円状に均質化した後，制御棒

の引き抜き状態を考慮して RZ 体系に縮約する。 

iii). ii).で作成した核定数が，i).で作成した炉心の中心

になるように上書きする。上書きにおいては，出力

スパイク発生時のドップラ反応度フィードバック量

を適切に評価するよう，制御棒引き抜きによる投入

反応度が，実効遅発中性子割合と等しくなった即発

臨界状態となる位置まで制御棒が引き抜かれた状態
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を模擬するようにする。 

 

  i).～iii).に示した核定数を RZ 体系に縮約する流れを，図

3.3.1-3 に示す。また，炉心最外周の制御棒が引き抜かれる場

合の ii).における核定数の縮約方法について，図 3.3.1-4 に

示す。燃料集合体が存在しない領域は縮約対象に含めず，燃

料集合体が存在する領域のみの核定数を縮約することで，炉

心最外周の制御棒が引き抜かれた状態を模擬するようにして

いる。 

  本手法による RZ 体系への縮約に伴う不確かさが解析結果に

及ぼす影響を，縮約を介さずに炉心三次元体系で動特性解析

を行うことができる三次元動特性解析コード TRACG Ver.5（以

下「ＴＲＡＣＧ」という。）を用いて評価した結果を添付４に

示す。 

 

c. b.で作成した領域ごとの核定数を RZ 二次元体系に振り分け，

次式の中性子エネルギ三群拡散計算により二次元（RZ）の相

対出力分布を計算する。 

  なお，拡散計算は，二次元領域を更に細分化して行い，出

力分布及び断熱燃料エンタルピ分布は，細分化された各ノー

ド（以下「メッシュ」という。）について計算する。 

 

− ∇  +  Σ    =   1 Σ + Σ + Σ    
− ∇  + Σ    =   (Σ )    
− ∇  + Σ    =   (Σ )    
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記号は以下のとおりである。 

 ： 中性子束 

 ： 拡散定数 

 ： 固有値 

 ： 単位核分裂あたりに放出される中性子数 

  ： 除去断面積 =  ＋   

    ： 核分裂断面積 

    ： 吸収断面積 

   ： 減速断面積 

添字１～３ ： 中性子エネルギ群 

 

② エンタルピステップの進行に伴う相対出力分布及びドップラ反応

度の計算 

a. 炉心平均断熱燃料エンタルピを，僅かに増加させる。増加し

た後の各メッシュにおける断熱燃料エンタルピは，以下の式

により計算される。 

 

ℎ = ℎ + ∙ ∆ℎ  

 

記号は以下のとおりである。 

ℎ  : メッシュ m の断熱燃料エンタルピ 

 : エンタルピステップ進行時のメッシュ m の相対出力 

予測値 

∆ℎ  : 炉心平均断熱燃料エンタルピの上昇幅(エンタルピス 
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テップ) 

 : エンタルピステップの番号 

 

また，各メッシュの断熱燃料エンタルピの計算結果をもと

に，各メッシュの温度を計算する。なお，エンタルピステッ

プ∆ℎ は，制御棒が引き抜かれ炉心出力が上昇する時間領域で

細かく設定する。 

 

b. a.で計算された各メッシュの温度をもとに，各メッシュのド

ップラ反応度を計算する。その後，各メッシュのドップラ反

応度の計算結果をもとに，各メッシュの第２群(共鳴領域)の

中性子吸収断面積の増加量(∆ )を計算する。 

 

∆ ( ) =    ( ) −    ( )  
 

=  − ( )  ( )
1 +   ( ) −  ( )

  

∆ ( ) = × √ −  

 

記号は以下のとおりである。 

( ) ：ドップラ反応度 

  ( ) ：第２群除去断面積 

  :ドップラ反応度係数 
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c. ∆ の変化を反映し，二次元（RZ）の相対出力分布を再計算す

る。拡散方程式は，①c.に基づく。 

 

c.で計算された各メッシュの相対出力を，a.の各メッシュの相対出力

予測値( )に適用し，収束するまで繰り返し計算を行う。最終的な c.

の計算結果をもとに，炉心平均断熱燃料エンタルピを僅かに増加させた

際の，各メッシュの相対出力分布( )を計算する。 

 

③ 炉心動特性計算 

a. 炉心平均断熱燃料エンタルピが∆ℎ 進む間の炉心出力の時間変

化を一点近似動特性方程式により計算する。 

( ) = 1   − 1 −  ( ) +   ( ) 
( ) = 1  ( ) −   ( ) 

 

また，中性子密度と炉心平均出力は，換算係数Ａにより， 

 

( ) = × ( ) 
 

と示され，炉心出力変化に伴う炉心平均エンタルピの変化は

以下により求まる。 

 

ℎ ( ) = ( ( ) − (0)) 
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記号は以下のとおりである。 

( ) ： 中性子密度 

( ) ： 炉心平均出力 

 ： 中性子密度と炉心平均出力の換算係数 

( ) ： 実効増倍率 

( ) ： 遅発中性子グループ i の先行核密度 

ℎ( ) ： 炉心平均エンタルピ 

Λ ： 即発中性子寿命 

 ： 遅発中性子グループ i の割合 

 ： 全遅発中性子の割合 

 ： 遅発中性子グループ i の先行核崩壊定数 

 ： 平均出力を平均エンタルピに換算する係数 

 ： 遅発中性子グループ( = 1~6) 
 

一点近似動特性計算に用いる実効増倍率 は次式により，前記①a.で

求めた引抜制御棒反応度及びスクラム反応度を外部入力として与え，ド

ップラ反応度は前記②c.の拡散計算における固有値の差を炉心平均断熱

燃料エンタルピℎ とℎ + ∆ℎ 間で直線内挿して与える。ここで∆ ,Δ
は外部入力のため，解析中は制御棒は固定とし，ドップラフィードバッ

クによる影響を考慮して中性子束分布を評価する。 

 

( ) = (0) + ∆ ( ) + ∆ ( − ) + ∆ ( ) 

=  
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記号は以下のとおりである。(各反応度は，∆ 単位) 

( )  : 実効増倍率( (0) = 1.0) 
∆ ( ) : 引抜制御棒反応度 

∆ ( − ) : スクラム反応度(tsはスクラム開始時間) 

∆k ( ) : ドップラ反応度 

 

ここで，ドップラ反応度∆k ( )は，前記②c.の二次元拡散計算結果

から得られた固有値λと，前記③a.の炉心動特性計算から得られた

炉心平均燃料エンタルピℎ( )から，以下の式で計算される。 

 

∆ ( ) = +  ( − ) ℎ( ) − ℎ∆ℎ − 1.0 
 

記号は以下のとおりである。 

 : ①c.の二次元拡散計算における初期固有値 

 : ②c.の二次元拡散計算における固有値 

 

④ 次のエンタルピステップの計算 

前記②及び③の計算を，断熱燃料エンタルピ変化が安定するまで繰

り返し，最終エンタルピ分布を求める。 

 

ℎ = ℎ +  + ( − )∆ℎ
∆ℎ ∆ℎ   
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記号は以下のとおりである。 

 ： 最終値を示す指標 

 ： 計算ステップ番号 

∆ℎ  ： 最終エンタルピまでのエンタルピ幅（＝ℎ   −  ℎ  ） 

 ： メッシュ番号  
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図 3.3.1-1 ＡＰＥＸコードで用いる核定数作成の模式図 

図 3.3.1-2 ＡＰＥＸコードで用いる炉心のノード分割 

  

 

三次元体系 RZ 二次元体系 

13 9 9 9 9 9 
12 9 9 9 9 9 9 
11 8 8 8 8 8 9 9 9 9 
10 7 7 7 7 8 8 9 9 9 9 
9 6 6 6 6 3 3 3 3 9 9 9 

X 8 6 6 6 3 3 2 2 3 3 9 9 
7 5 5 5 3 2 1 1 2 3 9 9 
6 5 5 5 3 2 1 1 2 3 8 9 9 
5 4 4 4 3 3 2 2 3 3 8 8 9 9 
4 4 4 4 4 3 3 3 3 6 7 8 9 9 
3 3 3 4 4 4 5 5 6 6 7 8 9 9 
2 2 3 3 4 4 5 5 6 6 7 8 9 9 
1 1 2 3 4 4 5 5 6 6 7 8 9 9 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 

Y 

引抜制御棒位置 

中心へ移動 

Ｚ 

 24 
23 
22 
21 
20 
19 
18 
17 
16 
15 
14 
13 
12 

 11 
10 
9 
8 
7 

  6 
5 
4 
3 
2 
1 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 

Ｒ 

枠内の番号は物質番号
反射体

Z 24 24 48 72 96 120 144 168 192 216
方 23 23 47 71 95 119 143 167 191 215
向 22 22 46 70 94 118 142 166 190 214
領 21 21 45 69 93 117 141 165 189 213
域 20 20 44 68 92 116 140 164 188 212
番 19 19 43 67 91 115 139 163 187 211
号 18 18 42 66 90 114 138 162 186 210

17 17 41 65 89 113 137 161 185 209
16 16 40 64 88 112 136 160 184 208
15 15 39 63 87 111 135 159 183 207
14 14 38 62 86 110 134 158 182 206
13 13 37 61 85 109 133 157 181 205 反射体
12 12 36 60 84 108 132 156 180 204 217
11 11 35 59 83 107 131 155 179 203
10 10 34 58 82 106 130 154 178 202
9 9 33 57 81 105 129 153 177 201
8 8 32 56 80 104 128 152 176 200
7 7 31 55 79 103 127 151 175 199
6 6 30 54 78 102 126 150 174 198
5 5 29 53 77 101 125 149 173 197
4 4 28 52 76 100 124 148 172 196
3 3 27 51 75 99 123 147 171 195
2 2 26 50 74 98 122 146 170 194
1 1 25 49 73 97 121 145 169 193

反射体

Z 1 2 3 4 5 6 7 8 9
R方向領域番号

R
注：反射体は厚さ30cmの水
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図 3.3.1-3 ＡＰＥＸコードによる核定数縮約の模式図 

  

炉心計算結果 APEX入力
X-Y-Z体系 R-Z体系

9 9 9 9 9 9 9
9 9 9 9 9 9 9 9

9 9 9 9 9 8 8 8 8 8
9 9 9 8 8 8 8 8 8 8

9 9 9 8 8 8 7 7 7 7 7
9 9 9 8 8 8 8 7 7 7 7 7 7
9 9 9 8 8 7 7 7 7 6 6 6 6

9 9 9 8 8 7 7 7 6 6 6 6 6 6
9 9 9 8 8 8 7 7 6 6 6 5 5 5 5
9 9 9 8 8 7 7 6 6 6 5 5 5 5 5
9 9 8 8 7 7 7 6 6 5 5 5 4 4 4
9 9 8 8 7 7 6 6 5 5 5 4 4 4 4
9 9 8 8 7 7 6 6 5 5 4 4 4 3 3
9 9 8 8 7 7 6 6 5 5 4 4 3 3 2
9 9 8 8 7 7 6 6 5 5 4 4 3 2 1 9 8 7 6 5 4 3 2 1

炉心計算結果 APEX入力
X-Y-Z体系 R-Z体系

引抜制御棒位置

3 3 3 3
3 3 2 2 3 3

3 2 1 1 2 3 3 2 1
3 2 1 1 2 3

3 3 2 2 3 3
3 3 3 3

i) .

縮約

ii).

縮約

iii).

上書き
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図 3.3.1-4 炉心最外周の制御棒を引き抜く場合の核定数縮約の模式図 

 

 

 

 

  

炉心計算結果
X-Y-Z体系

引抜制御棒位置 引抜制御棒位置

3 3 3 3
3 3 2 2 3 3

3 2 1 1 2 3 3 3 3
3 2 1 1 2 3 2 2 3 3

3 3 2 2 3 3 1 1 2 3
3 3 3 3 1 1 2 3

2 2 3 3
3 3 3

炉心中央部の制御棒を引き抜く場合 炉心最外周の制御棒を引き抜く場合
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3.3.2 燃料挙動解析(ＳＣＡＴコード) (1)(2)  

3.3.1 で述べた炉心動特性解析で求めた最高出力燃料集合体の出力の

時間変化を入力として，ＳＣＡＴコードを用いた最高出力燃料集合体の

最高出力燃料棒の除熱計算を行い，燃料エンタルピの時間的変化を求め

る。 

ＳＣＡＴコードでは，燃料棒軸方向のノード分割数をＡＰＥＸコード

と同等とする。燃料棒は，燃料ペレット，ペレットと被覆管の間の空隙

部であるギャップ部，被覆管で構成され，ノードごとに径方向の熱伝達

を計算する。 

燃料ペレット及び被覆管には，径方向一次元の非定常熱伝導方程式を

適用して燃料棒内の温度分布を計算し，チャンネル内冷却材には，質

量，運動量及びエネルギ保存則を適用して冷却材の熱水力学的挙動を計

算する。冷却材の沸騰状態に応じた熱伝達率相関式を用いることによ

り，燃料棒の除熱量を求める。 

以下に解析モデルを説明する。なお，ここで用いるＳＣＡＴ（SCAT

（RIA 用）Ver.2）は，プラント動特性解析用のＳＣＡＴコードにおい

て，ギャップ部熱伝達係数として Ross & Stoute の式を基本に用い，低

温時の膜沸騰熱伝達係数及び限界熱流束条件を追加している。また，被

覆材の高温化に伴うジルコニウム－水反応による発熱の効果を考慮して

いる。 

 

3.3.2.1 チャンネル内熱流動モデル 

以下に，単一チャンネル熱水力解析モデルを示す。 
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(1) 保存則 

冷却材の温度，冷却材エンタルピ，圧力損失等の熱水力パラメータ

は，均質流モデルに基づく二相流の連続の式，エネルギ保存式，運動量

保存式から求められる。 

本事故シーケンスでは，事象を通じての燃料エンタルピ上昇が小さ

く，燃料エンタルピは判断基準に対して十分な余裕があることから，冷

却材の流動を均質流で扱うことによる不確かさは，判断基準に対する余

裕に包含されると考えられる。 

以下に基礎式を示す(1)(2)。 

(a)  連続の式 

+ ̅ = 0 
 

(b)  流体のエネルギ保存式 

+ = ( , ) 
 

さらに，運動量保存式を解くことで，チャンネル内の圧力損失を求め

る。 

 

+ ( ) + + ( ⁄ )
2 + ̅ = 0 

 

ここで，気液の平均密度 ̅及び と平均比容積 は以下で表される。 

̅ = (1 − ) + ∙  

= + (1 − )  
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= (1 − )
1 − +  

 

記号は以下のとおりである。 

  : チャンネル質量流束 

  : 密度 

  : 冷却材エンタルピ 

( , )  : 熱伝達量 

  : 炉心圧力 

 ∶ 重力加速度 

  : 比容積 

  : 摩擦圧損係数 

  : チャンネルの水力等価直径 

  : ボイド体積率 

   : 蒸気重量率 

 

(添字)  

  ∶ 液相 

 ∶ 飽和水 

  : 飽和蒸気 

 
 (2) 構成式 

ⅰ. 燃料棒表面熱伝達モデル 

冷却材の沸騰状態(液単相，核沸騰，膜沸騰)に基づいた熱伝達の

相関式を適用する。ＳＣＡＴでは，サブクール沸騰を考慮せずに，



 

 

 6-35 

飽和沸騰が生じるまで，液単相流の熱伝達係数を用いることによ

り，液単相領域における燃料棒の除熱量を保守的条件にて計算して

いる。 

冷却材の沸騰状態の選択ロジック（低温時）を図 3.3.2-1 に示

す。低温時における核沸騰から膜沸騰への移行については，

Rohsenow-Griffith の式及び Kutateladze の式を用いて判定する。

限界熱流束の判定については「ⅱ.沸騰遷移評価モデル」に示す。 

各沸騰状態に対して設定される熱伝達モデルは，サブクール領域

の単相流には Dittus-Boelter の式を，核沸騰領域には Jens-Lottes

の式を，膜沸騰領域には低温時はＮＳＲＲの実測データに基づいて

導出された熱伝達相関式を用いる(1)(2)。 

 

(a)  液単相 

= + ℎ  
ここでℎ は Dittus-Boelter の式を用いる。 

ℎ = 0.023 . .  
 

(b)  核沸騰状態(Jens-Lottes の式) 

= + 0.79 . × ( ) ⁄  
 

(c)  膜沸騰状態 

= + ℎ  
ここでhwは，ＮＳＲＲの実測データに基づいて導出された

以下の熱伝達相関式で与えられる。 
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ℎ = ℎ (1 + 0.025∆ ) + ( + )( + ) 
ℎ = 0.943 ∙ ∙ ( − ) ∙ ℎ ∙∙ ∙ ( − )

.
 

ここで 

ℎ = ℎ + 0.34 ( − ) 
記号は以下のとおりである。 

  : 被覆管表面温度 

  : 冷却材温度 

  : 飽和温度 

∆  : サブクール度（= − ） 

ℎ  ∶ 被覆管-冷却材間の熱伝達係数 

ℎ  ∶ 層流膜沸騰の平均熱伝達係数 

  : 水力等価直径 

  : 冷却材圧力 

  : 冷却材の熱伝導率 

  : 冷却材の密度 

 : 冷却材の粘性係数 

 : 定圧比熱 

  : 重力加速度 

  : 被覆管表面熱流束 

ℎ  : 飽和圧力で定義した蒸発潜熱 

ℎ  : 過熱を考慮した蒸発潜熱 

 : 放射率 

 : ステファン・ボルツマン定数 

L : ＮＳＲＲ試験体系の代表長さ 
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 : レイノルズ数 
 : プラントル数 

 

(添字) 

 ∶ 液相 

 ∶ 蒸気 

 ∶ 飽和水 

 ∶ 飽和蒸気 
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沸騰遷移判定 

低温時 : Rohsenow-Griffith の式及び Kutateladze の式 

(膜沸騰移行後は膜沸騰状態を維持) 

 

図 3.3.2-1 沸騰状態の選択ロジック（低温時） 

 

  

 沸騰遷移か？ 

 
液相エンタルピは， 

飽和水エンタルピ以上か？ 

液単相 
(Dittus-Boelter の式) 

No 

No 

核沸騰 
(Jens-Lottes の式) 

Yes 

膜沸騰 
(ＮＳＲＲ熱伝達相関式) 

Yes 
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ⅱ. 沸騰遷移評価モデル 

(a) 低温時（Rohsenow-Griffith の式及び Kutateladze の式） 

低温時における限界熱流束条件の判定は以下の式を用いて行われ

る (1)(2) 。 

= ∙ 1 + 0.065 × ⁄ . ∙ ∙ ∆ ℎ⁄  

ここで 

= 0.012 ∙ ∙ ℎ ∙ − .
 

 

記号は以下のとおりである。 

 ∶ サブクールプール沸騰における限界熱流束 

 : 飽和プール沸騰における限界熱流束 

 ∶ 水密度 

 : 蒸気密度 

  : 水の定圧比熱 

∆  ∶ サブクール度 

ℎ  ∶ 蒸発潜熱 
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3.3.2.2  燃料モデル 

ＳＣＡＴコードの燃料モデルでは，次のような前提を設けている。 

1)  軸方向相対出力分布は過渡中一定である。 

2)  燃料棒半径方向発熱分布は過渡中一定である。 

3)  燃料・被覆材中の熱の流れは半径方向で起こる。 

4)  燃料・被覆材の比熱・熱伝導率等の物性値は温度の関数として計

算する。 

 

(1) 出力分布モデル 

燃料の軸方向出力分布は，初期状態一定値として入力している。 

 

(2) 熱伝導モデル 

燃料棒を軸方向にノード分割し，ノードごとに径方向一次元の定

常及び非定常の熱伝導方程式を解き，温度分布，熱流束分布等を求

める。燃料棒は，燃料ペレット，ペレットと被覆管の空隙部である

ギャップ部，被覆管で構成され，表 3.3.2-1 及び図 3.3.2-2 に示す

ように軸方向に複数のノードに分割し，それぞれのノードについて

径方向に熱伝導方程式を適用して，燃料棒内の熱伝導を計算する。 

以下に基礎式を示す (1)(2)。 

 

(a) 燃料ペレット内の熱伝導 

1 ( ) ∙ = ( ) − ( ) 
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(b)  燃料ペレット-被覆管ギャップの熱伝達 

∙
燃料表面

= ℎ ∙ ∆  
ギャップ熱伝達モデルは(3)にて詳述する。 

 

(c)  燃料被覆管の熱伝導 

1 ( ) ∙ = ∙ ( )  
 

記号は以下のとおりである。 

( )   ∶ 温度 Tでの燃料熱伝導率 

( )   : 温度 Tでの被覆管熱伝導率 

         : 温度 Tでの燃料密度 

           : 温度 Tでの被覆管密度 

( )   ∶ 温度 Tでの燃料比熱 

( )   : 温度 Tでの被覆管比熱 

( )   : 単位体積当たりの燃料の発熱量 

ℎ          : 燃料-被覆管ギャップの熱伝達係数 

Δ   : 燃料表面と被覆管内面の温度差 

 

(3) ギャップ熱伝達モデル 

ギャップ熱伝達係数ℎ は，Ross & Stoute の式を基本に用いて，以

下に示す 3項の和で表される (1)(2) 。 

 

ℎ = ℎ + ℎ + ℎ  

ℎ   : 固体接触部熱伝達係数 
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ℎ   : ガス境界層熱伝達係数 

ℎ   : 輻射熱伝達係数 

 

ℎ , ℎ ,ℎ は各々次式で表される。 

ℎ = ∙ ∙  

ℎ = ( + ) + ( + ) +  

ℎ = ( − )( − ) 
ここで 

   = 2 ∙ ∙ +⁄  

   = [( + ) 2⁄ ] ⁄  

 

記号は以下のとおりである。 

  : 被覆管・ペレット平均熱伝導度 

 ∶ ペレット熱伝導度 

  : 被覆管熱伝導度 

 ∶ ガス熱伝導率 

  : 被覆管・ペレット接触圧力 

,    : 燃料被覆管内表面粗さ及びペレット外表面粗さ 

  : 表面粗さ 

  : 被覆管硬さ 

  : 定数 

  : 定数(ただし，接触圧力 PC に依存) 
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+  ∶ ペレット表面・被覆管内面での温度ジャンプ距離 

  : ギャップ幅 

  : ステファン・ボルツマン定数 

 ∶ 修正形態係数 

,   : 燃料ペレット表面温度及び燃料被覆管内面温度 

 

表 3.3.2-1 ＳＣＡＴコードのノーディングの考え方 

領域 考え方 

燃料棒グループ 最高出力燃料集合体の最高出力燃料棒の除熱計算を行

う。 

燃料棒 

（軸方向） 

燃料集合体内の熱水力挙動を詳細に計算するために，核

計算にあわせて燃料部を 24 ノードに分割している。ま

た，燃料上部に燃料プレナム部を設ける。 

燃料棒 

（径方向） 

ペレット内温度計算メッシュ点数は 20 点とし，ペレッ

ト径を内側から５:３:２に３分割し，内側領域に４点，

中間領域に５点，外側領域に 11 点をとり，外側領域を

細かくメッシュを切って解析する。また，被覆管部を燃

料ペレット側と冷却材側に分けた２ノードに分割してい

る。 
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図 3.3.2-2 ＳＣＡＴコードによる燃料棒のノード分割（例） 

 

 

  

ギャップ部

被覆管

燃料棒断面

燃料ペレット
(20分割)
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3.4 入出力 

  ＡＰＥＸ－ＳＣＡＴコードの入出力を図 3.4-1 に示す。ＡＰＥＸ－ＳＣ

ＡＴコードのインプットデータは，以下に示す各要素コードのインプッ

トデータで構成される。 

また，図 3.4-2 に，前処理コードによるＡＰＥＸ入力作成の流れを示

し，前処理コードの不確かさについては 5.1 章にて説明する。 

 

ＡＰＥＸコード 

初期条件(燃料温度，原子炉出力等) 

炉心データ（引抜制御棒反応度，スクラム反応度等） 

燃料データ（動特性パラメータ，核定数等） 

 

ＳＣＡＴコード 

初期条件(圧力，流量等) 

炉心データ（炉心平均出力変化,炉心出力分布） 

燃料データ（幾何形状，熱水力データ，物性データ等） 

 

上記をインプットデータとして，解析を実施し，以下のアウトプット

データを得る。 

 

ＡＰＥＸコード 

炉心反応度の時間変化 

炉心平均出力の時間変化 

断熱燃料エンタルピ分布の時間変化 

炉心内燃料出力分布の時間変化等 
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ＳＣＡＴコード 

非断熱燃料エンタルピの時間変化等 
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図 3.4-1 ＡＰＥＸ－ＳＣＡＴコードの入出力 

 

 

ＡＰＥＸ 

(炉心動特性解析) 

 

入力データ 

・初期条件 

（燃料温度，原子炉出

力等） 

・炉心データ 

（引抜制御棒反応度，

スクラム反応度等） 

・燃料データ 

（動特性パラメータ，

核定数等） 

 

出力データ 

・炉心反応度の時間変

化 

・炉心平均出力の時間

変化 

・断熱燃料エンタルピ

分布の時間変化 

・炉心内燃料出力分布

の時間変化 

 

ＳＣＡＴ 

(燃料挙動解析) 

 

入力データ 

・初期条件 

（圧力，流量等） 

・炉心データ 

（炉心平均出力変化,炉

心出力分布） 

・燃料データ 

（幾何形状，熱水力デー

タ，物性データ等） 

出力データ 

・非断熱燃料エンタ

ルピの時間変化 
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図 3.4-2 前処理コードによるＡＰＥＸ入力作成の流れ 

 

 

 

 

ＡＰＥＸ 

(炉心動特性解析) 

 

ＴＧＢＬＡ 

(単位燃料集合体核特

性計算) 

出力データ(ＬＯＧＯＳ) 

・三次元ノード中性子束分布 

・三次元ノード燃焼度，履歴水密

度等 

ＬＯＧＯＳ 

(三次元沸騰水型原子

炉模擬計算) 

出力データ(ＴＧＢＬＡ) 

・動特性パラメータ，核定数等 

（無限格子体系） 

二次元 RZ 体系縮約 

出力データ(ＬＯＧＯＳ) 

・実効増倍率 

入力データ(ＡＰＥＸ) 

・動特性パラメータ，核定数等 

（二次元 RZ 体系） 

入力データ(ＡＰＥＸ) 

・引抜制御棒反応度，スクラム反

応度 











 

 

  

6
-
5
3
 

表 4.1-1 重要現象に対する妥当性確認 

分類 重要現象 解析モデル 

Ｓ
Ｐ
Ｅ
Ｒ
Ｔ-

Ⅲ
Ｅ 

炉
心
実
験 

実
効
共
鳴
積
分
測
定
に
関
わ
る 

Ｈ
ｅ
ｌ
ｌ
ｓ
ｔ
ｒ
ａ
ｎ
ｄ 

の
実
験
式 

Ｍ
Ｉ
Ｓ
Ｔ
Ｒ
Ａ
Ｌ 

臨
界
試
験 

実
機
で
の
制
御
棒
価
値 

測
定
試
験 

炉心 

(核) 

核分裂出力* 

・一点近似動特性モデル(炉出力) 

・出力分布は二次元拡散モデル 

・核定数は三次元体系の炉心から空間効果を考慮し二次元体

系に縮約 

- - - - 

出力分布変化* 
・二次元（RZ）拡散モデル 

・エンタルピステップの進行に伴う相対出力分布変化を考慮 
- - - - 

反応度フィードバ

ック効果 

・ドップラ反応度フィードバックは出力分布依存で考慮 

・熱的現象は断熱，ボイド反応度フィードバック効果は考慮

しない 

図 4.2-2 図 4.3-2 図 4.4-2 - 

制御棒反応度効果 
・三次元拡散モデル 

・動特性計算では外部入力 
- - - 

表 4.5-1 

表 4.5-2 

炉心 

(燃料) 

燃料棒内温度変化* 
・熱伝導モデル 

・燃料ペレット-被覆管ギャップ熱伝達モデル 
- - - - 

燃料棒表面熱伝達* 

・単相強制対流：Dittus-Boelter の式 

・核沸騰状態：Jens-Lottes の式 

・膜沸騰状態(低温時):ＮＳＲＲの実測データに基づいて導出

された熱伝達相関式 

- - - - 

沸騰遷移* 低温時：Rohsenow-Griffith の式及び Kutateladze の式 - - - - 

* : 4.1 節に記載の理由により，妥当性確認を行わない重要現象   
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4.2 SPERT-ⅢE 炉心実験との比較(3) 

ここでは，ＡＰＥＸコードのドップラ反応度フィードバックモデル

の妥当性確認として，SPERT-ⅢE 炉心の実験解析を実施した。SPERT-

ⅢE 炉心実験は 1950 年代に実施された反応度投入実験であり，動特性

計算コードの中性子動特性，ドップラ反応度フィードバック効果を中

心として総合的な妥当性確認の目的で使用されている。今回，ＡＰＥ

Ｘコードのドップラ反応度フィードバックモデルの妥当性を確認する

ため，ピーク時の出力の試験結果と解析結果を比較した。 

 

(1)  SPERT-ⅢE 炉心実験概要 

SPERT-ⅢE 炉心は小型の軽水炉を模擬した炉心であり，燃料は焼結

UO2，濃縮度4.8wt%のウラン燃料集合体が装荷され，炉心中央部には反

応度投入用の十字型制御棒（トランジェントロッド）が配置されてい

る。燃料集合体は５×５と４×４に燃料棒が格子配列されている。

SPERT-Ⅲでは，低温零出力から高温出力状態までの様々な初期状態か

ら制御棒の引き抜きにより反応度を添加することにより，反応度投入

実験を行っている。SPERT-ⅢE 炉心の燃料集合体及び制御棒配置図を

図4.2-1に示す。また，SPERT-ⅢE炉心の設計仕様を表4.2-1に示す。 

これから，ＢＷＲでの低温状態からの反応度投入事象評価の妥当性

確認として，SPERT-ⅢE 炉心実験の低温零出力状態からの実験の解析

をＡＰＥＸコードで実施することにより行っている。 

低温零出力状態からの試験条件を下記に示す。ここでは，ドップラ

反応度フィードバックモデルの妥当性を確認するため，投入反応度が

1.21 ドルと最も大きい TEST43 を試験解析の対象とした。 
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・初期炉心状態 ： 低温時 

・初期出力 ： ５×10－5MW 

・原子炉圧力 ： 大気圧 

・炉心流量 ： ０％ 

・冷却材温度 ： 25℃以下 

・投入反応度 ： 1.21 ドル 

 

(2)  SPERT-ⅢE 炉心解析条件 

解析では，図 4.2-1 に示す炉心を五つのリング領域に分割した。最

外周は減速材反射体，第４周は25ロッド集合体領域，内部の３周は25

ロッド集合体,シムコントロールバンドル,16 ロッド集合体,トランジ

ェントロッドの混合領域である。二次元（RZ）体系は 20 領域からな

り，燃料は 13 領域，反射体は７領域である。 

  

(3) SPERT-ⅢE 炉心試験解析結果 

ＡＰＥＸコードによる出力の時間変化と試験結果の比較を図 4.2-2

に示す。ピーク時の出力は，試験結果が 280±42MW に対し計算結果は

292MW と測定誤差以内で一致しているとともに，全体の時間変化もお

おむね一致している。これから，ＡＰＥＸコードのドップラ反応度フ

ィードバックモデルの妥当性を，反応度投入事象を模擬した試験との

比較の観点から確認した。 
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表 4.2-1 SPERT-ⅢE 炉心の設計仕様 

コンポーネント 仕様 

圧力容器及び一次系 

圧力容器タイプ 全溶接多層圧力容器 

圧力容器材質 304Lステンレス鋼 

圧力容器サイズ 内径1.3m，高さ7.24m 

設計圧力 16.8MPa 

設計温度 955K 

流量特性 1260kg/sで炉心内を上昇 

熱除去性能 1/2時間で最大60MW 

炉心 

形状 ほぼ円筒状，直径0.66m 

燃料集合体の数及びタイプ 25ロッド集合体48体及び16ロッド集合体12体 

減速材 – 反射材 軽水 

減速材に対する非減速材の比 1.03 

燃料 

タイプ UO2ペレット 

燃料棒長さ 1.04m 

有効長  973mm 

ピッチ 正方格子，14.9mm 

燃料棒外径 11.8mm 

被覆管肉厚 0.5mm 

濃縮度 4.8％ 

U02密度 10.5g/cm3 

各燃料棒のU02質量 913.5g 

各燃料棒の238U質量 766.4g 

各燃料棒の235U質量 38.5g 

被覆管 348ステンレス鋼 

シムコントロールバンドル 

数 計８本，各象限で２本 

構成 
燃料フォロワー及び1.35wt%のB–10を含む18-8ステ

ンレス鋼 

ポイズン部の寸法 1辺63.4mmの正方形，高さ1.17m 

燃料フォロワーの寸法 1辺63.4mmの正方形，高さ1.16m 

トランジェントロッド 

タイプ 十字型 

構成 
上部： 18-8ステンレス鋼，ポイズン部：1.35wt% 

B–10ステンレス鋼 

長さ ポイズン部： 970mm 

  



 

 

6-57 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2-1  SPERT-ⅢE 炉心 燃料集合体及び制御棒配置図(3) 

  

シムコントロール 

バンドル 

16 ロッド集合体 

25 ロッド集合体 

トランジェント

ロッド 
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図 4.2-2  SPERT-ⅢE 炉心実験(低温零出力)とＡＰＥＸコードによる 

出力の時間変化の比(3) 
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4.3 実効共鳴積分測定に関わる Hellstrand の実験式との比較(6)  

 ドップラ反応度効果の妥当性確認として，4.2節で示した SPERT-ⅢE

炉心実験との比較に加えて，ドップラ反応度効果を計算する際に使用

される核定数としてのドップラ反応度係数について，実効共鳴積分測

定に関わる Hellstrand の実験式との比較を行い，妥当性を確認した。 

 ドップラ反応度効果は，主に 238U による中性子の共鳴吸収によって

起こる現象であり，ウラン燃料を装荷した炉心でも MOX 燃料を装荷し

た炉心でも核種全体の約８割を占めている。ドップラ反応度を評価す

る際に使用されるドップラ反応度係数は，238U 実効共鳴積分（I238）の

温度依存性によるものである。238U に対して，実効共鳴積分及びその

温度依存係数(β)について Hellstrand らによってウラン酸化物棒での

実験が行われており，実効共鳴積分の温度依存性を考慮した実効共鳴

積分の実験式がまとめられている(4)。この実験は，図 4.3-1 に示すよ

うに，寸法を変えた照射サンプル(238U)を加熱容器に入れた上で重水炉

にて照射した後，その放射化量を測定することによって行われてい

る。 

 

( ) = ( ( ) − ) 1 + √ − +  

( ) = 4.15 + 26.6 +  

= 10 0.58 + 0.5 ∙  

記号は以下のとおりである。 

(T) ： 238U の実効共鳴積分(barn) 

 ： 燃料温度(K) 
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 ： 基準燃料温度(K)，ここでは = 293(K) 
 ： 共鳴積分の内の 1/v 吸収の寄与(1.2(barn)) 

 ： 格子効果を考慮した燃料表面積(cm2) 

 ： 燃料質量(g) 

 ： 温度依存係数 

 

  この Hellstrand の実験式とドップラ反応度係数を算出する単位燃料

集合体核計算コードの計算値と比較することにより，核定数としての

ドップラ反応度係数の妥当性が確認できる。図 4.3-2 に Hellstrand の

式の実効共鳴積分の温度依存性と単位燃料集合体核計算コードによる

実効共鳴積分の温度依存性の比較を示す。ドップラ反応度係数は，238U

実効共鳴積分 (T)の燃料温度に対する微分係数に比例する。前記の

式から，この微分係数は，基準温度の実効共鳴積分 ( )(1/v 吸収

の寄与を除く)と，温度依存係数 により ( ) × 2√ として表

すことができる。 

双方の ( ) × 2√ はHellstrandの実験式の誤差（７～９％)

の範囲内で一致している(6)。このことから，ドップラ反応度フィード

バック効果の不確かさは７～９％程度であると推定できる。 

これから，ＡＰＥＸコードのドップラ反応度フィードバックモデル

の妥当性を，核定数としてのドップラ係数の観点から確認した。 
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図 4.3-1 Hellstrand の実験体系(4) 

 

 

  

照射用原子炉（重水炉） 加熱容器詳細図 

照射サンプル(238U) 加熱容器 
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図 4.3-2 238U の実効共鳴積分の実験式と核計算コードの比較(6) 

 

 

 

  枠囲みの内容は商業機密に属しますので 

公開できません。 
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4.4 MISTRAL 臨界試験との比較(5) 

  MISTRAL 臨界試験は，フランス原子力庁カダラッシュ研究所の臨界

試験装置 EOLE 炉で行われた MOX 燃料及びウラン燃料装荷炉心に関する

炉物理試験である。 

  MISTRAL 臨界試験における，ウラン燃料体系及び MOX 燃料体系の試

験解析ケースを表 4.4-1 に，炉心構成を図 4.4-1 に示す。ウラン燃料

棒の 235U 濃縮度は約 3.7wt%，MOX 燃料棒の Pu 含有率は約 7.0wt%(一部

約 8.7wt%)，母材は劣化ウランである。MISTRAL 臨界試験では，図に示

すとおり，各燃料棒を均一に配列した体系で試験が行われている。 

 ウラン燃料体系(炉心１)及び MOX 燃料体系(炉心２)における実効遅

発中性子割合の測定値と単位燃料集合体核計算コードによる解析値の

比較を図 4.4-2 に示す。ウラン燃料体系，MOX 燃料体系ともに解析値

の測定値に対する誤差は約４％程度(6)である。 

これから，ＡＰＥＸコードのドップラ反応度フィードバックモデル

の妥当性を，核定数としての実効遅発中性子割合の観点から確認し

た。 
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表 4.4-1 MISTRAL 臨界試験解析ケース一覧(5) 

体系 

基準炉心試験 

燃料種類 
235U 濃縮度 

（wt%） 

Pu 含有率 

(wt%） 
H/HM* 

格子ピッチ 

（cm） 
燃料棒配列 

減速材温度 

（℃） 

ウラン 

燃料体系 

（炉心１） 

ウラン 約 3.7 － 5.1 1.32 図4.4-1(1) 常温 

MOX 燃料体系 

（炉心２） 
MOX 

劣化ウラン 

（約 0.2） 

約 7.0 

(一部約8.7) 
5.2 1.32 図4.4-1(2) 常温 

*：水素対重金属原子数比 
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図 4.4-1(1) MISTRAL 臨界試験におけるウラン燃料体系(炉心１)の炉心構成(5) 
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燃料棒

安全棒案内管

微調整棒案内管
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:　16
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図 4.4-1(2) MISTRAL 臨界試験における MOX 燃料体系(炉心２)の炉心構成(5) 
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注 : pcm : 反応度(1pcm =  10 ∆k/k) 
 

図 4.4-2 MISTRAL 臨界試験における実効遅発中性子割合の比較(6) 
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4.5 ＢＷＲ実機での制御棒価値測定試験との比較(7)  

 動特性解析においては，制御棒引き抜きによる反応度及びスクラム

による反応度はあらかじめ三次元沸騰水型原子炉模擬計算コードによ

り求められた反応度特性を外部入力としている。よって，制御棒反応

度効果の妥当性確認は，三次元沸騰水型原子炉模擬計算コードの制御

棒引き抜き前後の炉心状態の実効増倍率計算(実効増倍率の差分)が適

切であることを確認することにより可能である。 

 ＢＷＲでは，実機の起動試験や炉物理試験において，制御棒反応度

価値測定試験を実施している。ここでは，TGBLA Ver.3-LOGOS Ver.5コ

ードについて，制御棒価値の測定結果と解析結果の比較を行うこと

で，制御棒反応度効果の妥当性確認を行った結果を示す。 

表 4.5-1 に代表的な 110 万 kWe 級ＢＷＲ５での制御棒価値の測定結

果と解析結果の比較を示し，図 4.5-1 に試験時の制御棒パターンを示

す。これらのデータは，「原子炉安全基準専門部会高燃焼度燃料反応

度投入事象検討小委員会(平成９年３月)」で報告されたもので，制御

棒パターンは起動途中のパターンで，試験開始時は 40本程度の制御棒

が炉心全体に平均的に引き抜かれている。 

また，表 4.5-2 に，代表的な 80万 kWe 級ＢＷＲ４での炉物理試験に

おける制御棒価値の測定結果と解析結果の比較を示し，図 4.5-2 に試

験時の制御棒パターンを示す。ここでは，本事故シーケンスの制御棒

パターンにより近い，炉心の一部領域で制御棒が局所的に引き抜かれ

ている４ケースを妥当性確認対象として選定した。なお，ケース３と

ケース４は炉心にＭＯＸ燃料が装荷されている場合で，ケース３は測

定対象制御棒周囲に１体のＭＯＸ燃料が装荷されている。 

起動試験では，新燃料のみが炉心に装荷され，多数の制御棒が引き
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抜かれているのに対して，炉物理試験では，新燃料及び燃焼後燃料が

装荷され，また，制御棒の引き抜きパターンが局所的な領域に偏って

おり，外周制御棒の制御棒価値が測定できている。  

表 4.5-1 及び表 4.5-2 から，制御棒価値計算の偏差は最大でも絶対

値で 0.04%Δk，相対値では約９％程度となっている。 
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表 4.5-1 110 万 kWe 級ＢＷＲ５での制御棒価値の測定結果と解析結果の比較(7) 

(単位：%Δk) 

 
解析値 実測値 

偏差 

（解析－実測） 

相対偏差(％) 

（偏差／実測値） 

ケース１ 0.24 0.25 -0.01 -4.0 

ケース２ 0.19 0.18 0.01 5.6 

ケース３ 0.49 0.45 0.04 8.9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

図 4.5-1 起動試験時の制御棒パターン 

 
枠囲みの内容は商業機密に属しますので 

公開できません。 
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表 4.5-2 80 万 kWe 級ＢＷＲ４での制御棒価値の測定結果と解析結果の比較 

(単位：%Δk/kk’) 

 
解析値 実測値 

偏差 

(解析－実測) 

相対偏差(％) 

(偏差／実測値) 

ケース１  

ケース２ 

ケース３(MOX 有) 

ケース４(MOX 無) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5-2 炉物理試験時の制御棒パターン 

 
枠囲みの内容は商業機密に属しますので 

公開できません。 
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4.6 実機解析への適用性 

運転停止中原子炉における「反応度の誤投入」の重要現象に対して

実施したＡＰＥＸ－ＳＣＡＴコードの妥当性確認が，実機解析に適用

可能であることを述べる。 

制御棒の反応度効果については，実機炉心での測定試験との比較に

より確認されていることから実機への適用において問題はない。 

ドップラ反応度フィードバック効果については，軽水炉を模擬した

SPERT-ⅢE 炉心での試験により確認している。加えて，ドップラ反応度

係数を算出する際に使用されるドップラ係数についても Hellstrand に

よって実施されたＢＷＲ燃料と同じウラン酸化物棒での試験による結

果と比較していることから，実機の適用において問題はない。 

 

以上から，本章に記載している妥当性確認結果は，ＢＷＲプラントへ

の適用性を有するとともに，実機ＢＷＲの「反応度の誤投入」に関する

有効性評価解析への適用性を有することを確認した。 
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表 5.1-1(1) 重要現象の不確かさ(1/2) 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 有効性評価解析への影響 

炉心 

(核) 

核分裂出力 

・一点近似動特性モデル(炉出力) 

・出力分布は二次元拡散モデル 

・核定数は三次元体系の炉心を空

間効果を考慮し二次元体系に縮

約 

考慮しない 
ドップラ反応度フィードバック及び制御

棒反応度効果の不確かさに含まれる。 

出力分布変化 

・二次元（RZ）拡散モデル 

・エンタルピステップの進行に伴

う相対出力分布変化を考慮 

考慮しない 

解析では制御棒引き抜きに伴う反応度印

加曲線を厳しく設定し，さらに局所出力

ピーキング係数は対象領域にある燃料の

燃焼寿命を考慮した最大値(燃焼度０

GWd/t での値)を用いるといった保守的な

モデルを適用していることから，出力分

布変化の不確かさは考慮しない。 

反応度フィー

ドバック効果 

・ドップラ反応度フィードバック

効果は出力分布依存で考慮 

・熱的現象は断熱，ボイド反応度

フィードバック効果は考慮しな

い 

・ドップラ反応度フィードバ

ック効果：７～９％ 

・実効遅発中性子割合：４％ 

実験によるとドップラ反応度フィードバ

ックの不確かさは７～９％と評価されて

いることから，これを踏まえて解析を行

う必要がある。 

また，臨界試験との比較により，実効遅

発中性子割合の不確かさは約４％と評価

されていることから，これを踏まえて解

析を行う必要がある。 

制御棒反応度

効果 

・三次元拡散モデル 

・動特性計算では外部入力 

・制御棒反応度：９％ 

・実効遅発中性子割合：４％ 

制御棒反応度の不確かさは約９％程度あ

ることから，これを踏まえて解析を行う

必要がある。 

また，臨界試験との比較により，実効遅

発中性子割合の不確かさは約４％と評価

されていることから，これを踏まえて解

析を行う必要がある。 
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表 5.1-1(2) 重要現象の不確かさ(2/2) 

分類 重要現象 解析モデル 不確かさ 有効性評価解析への影響 

炉心 

(燃料) 

燃料棒内温度

変化 

・熱伝導モデル 

・燃料ペレット-被覆管ギャップ熱伝達

モデル 

考慮しない 

「反応度投入事象評価指針」において

燃料棒内メッシュの「制御棒落下」解

析結果への影響は０%と報告されてお

り，類似の事象である本事故シーケン

スについても，影響はほとんど生じな

い。 

燃料棒表面熱

伝達 

・単相強制対流：Dittus-Boelter の式 

・核沸騰状態：Jens-Lottes の式 

・膜沸騰状態(低温時)：ＮＳＲＲの実

測データに基づいて導出された熱伝

達相関式 

考慮しない 

「反応度の誤投入」事象は挙動が緩や

かであるために出力上昇も小さく，事

象発生後はスクラム反応度印加により

速やかに収束するため，除熱量に不確

かさがあるとしても，燃料エンタルピ

の最大値に対する影響はほとんどな

い。 

沸騰遷移 
低温時：Rohsenow-Griffith の式及び

Kutateladze の式 
考慮しない 

事象を通じての表面熱流束は限界熱流

束に対して十分小さくなっていること

から，沸騰遷移の判定式の不確かさが

燃料エンタルピの最大値に与える影響

はほとんどない。 
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5.1.2 重要現象の不確かさに対する感度解析 

  5.1.1 節で示した重要現象の不確かさのうち，ドップラフィードバ

ック効果，制御棒反応度効果については，不確かさにより評価指標で

ある燃料エンタルピの最大値が大きくなる可能性があることから，不

確かさが印加反応度時の燃料エンタルピ最大値に与える影響の程度を

確認するため，135万 kWe級ＡＢＷＲと110万 kWe級ＢＷＲ５の代表２

プラントについて，運転停止中原子炉における「反応度の誤投入」事

象の感度解析を実施した。 

  感度解析におけるふり幅は以下とする。 

・ ドップラ反応度（±10％） 

・ 引抜制御棒反応度曲線（1.1 倍，0.9 倍） 

・ スクラム反応度曲線（1.1 倍，0.9 倍） 

・ β(実効遅発中性子割合)（1.1 倍，0.9 倍） 

  表 5.1.2-1，表 5.1.2-2 に，これらのパラメータを最確値としたケ

ースをベースケースとした，感度解析結果を示す。 

 

(1) ＡＢＷＲ 

ＡＢＷＲにおける投入反応度の感度解析の結果を示す。まとめは表

5.1.2-1 に示した。 

・ベースケース 

投入反応度は 0.55 ドルである。 

 

・ドップラ効果，スクラム反応度価値の感度（ケース１，３） 

投入反応度は 0.55 ドルでベースケースからの感度はほとんどなか

った。 
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・引抜制御棒反応度価値の感度（ケース２） 

投入反応度は下記となった。 

反応度価値＋10％で 0.56 ドル 

反応度価値－10％で 0.53 ドル 

 

・β(実効遅発中性子割合)の感度（ケース４） 

投入反応度は下記となった。 

実効遅発中性子割合＋10％で 0.53 ドル 

実効遅発中性子割合－10％で 0.56 ドル 

 

以上から，ＡＢＷＲでは，ドップラ反応度，スクラム反応度の不確

かさの影響はほとんどなく，また，引抜制御棒反応度価値，β（実効

遅発中性子割合)の不確かさの影響はわずかである。 

上記にて，重要物理現象の不確かさが投入反応度に与える影響を確

認した。 

 

(2) ＢＷＲ５ 

ＢＷＲ５における燃料エンタルピ最大値の感度解析の結果を示す。

まとめは表 5.1.2-2 に示した。 

・ベースケース 

燃料エンタルピ最大値は 35kJ/kgUO2（増分：27kJ/kgUO2）である。 

 

・ドップラ効果の感度（ケース１） 

燃料エンタルピ最大値は以下となった。 
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ドップラ効果＋10％で 34kJ/kgUO2(増分：26kJ/kgUO2) 

ドップラ効果－10％で 36kJ/kgUO2(増分：28kJ/kgUO2) 

 

・引抜制御棒反応度価値の感度（ケース２） 

燃料エンタルピ最大値は以下となった。 

反応度価値＋10％で 48kJ/kgUO2(増分：40kJ/kgUO2) 

反応度価値－10％で 25kJ/kgUO2(増分：17kJ/kgUO2) 

 

・スクラム反応度価値の感度（ケース３） 

燃料エンタルピ最大値は以下となった。 

反応度価値＋10％で 33kJ/kgUO2(増分：25kJ/kgUO2) 

反応度価値－10％で 37kJ/kgUO2(増分：29kJ/kgUO2) 

 

・β(実効遅発中性子割合)の感度（ケース４） 

燃料エンタルピ最大値は以下となった。 

実効遅発中性子割合＋10％で 31kJ/kgUO2(増分：23kJ/kgUO2) 

実効遅発中性子割合－10％で 40kJ/kgUO2(増分：32kJ/kgUO2) 

 

以上から，ＢＷＲ５では，ドップラ反応度，スクラム反応度の不確

かさの影響はほとんどなく，また，引抜制御棒反応度価値及びβ(実

効遅発中性子割合)の不確かさの影響はわずかである。 

上記にて，重要物理現象の不確かさが燃料エンタルピに与える影響

を確認した。 

なお，解析条件の不確かさではあるが，事象開始からスクラムまで

の制御棒引き抜き量は，事象発生時の初期出力に依存することから，
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初期出力をベースケース（定格の10-8）の10倍，1/10倍とした感度解

析を行った。初期出力のふり幅は，「反応度投入事象評価指針」の

「Ⅲ. ＢＷＲに関する感度解析」にて評価された条件と同一とした。

また，初期燃料温度の不確かさは燃料エンタルピ初期値に影響を与え

ることから，初期燃料温度（ベースケース：20℃）を制御棒引き抜き

操作時に取り得る減速材温度を考慮して 60℃とした感度解析を行っ

た。 

その結果，ＡＢＷＲにおける初期出力による投入反応度の感度解析

結果では，初期出力10倍で0.55ドル，初期出力1/10倍で0.54ドル，

初期燃料温度 60℃で 0.57 ドルとなった。また，ＢＷＲ５における初

期出力による燃料エンタルピ最大値の解析結果では，初期出力 10倍で

14kJ/kgUO2(増分：６kJ/kgUO2)，初期出力1/10倍で74kJ/kgUO2(増分：

66kJ/kgUO2)，初期燃料温度 60℃で 46kJ/kgUO2(増分：31kJ/kgUO2)とな

った。 

これから，初期出力，初期燃料温度の初期解析条件の不確かさによ

り，投入反応度，燃料エンタルピへの影響が生じるが，「反応度投入

事象評価指針」に示された燃料の許容設計限界値等を超えることはな

く，燃料の健全性は維持されることを確認した。 
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5.2  不確かさの取り扱いについて（運転操作の観点） 

  停止時の制御棒の誤引抜は，起動領域モニタの原子炉周期短信号あ

るいは中間領域モニタの中性子束高信号の発生により，自動的にスク

ラムされ，事象は未臨界となり収束することから，運転員の操作を介

しない。 

  したがって，ＡＰＥＸ－ＳＣＡＴコードの不確かさは，運転操作に

影響を与えない。 
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表 5.1.2-1 ＡＢＷＲ代表プラントの停止時の制御棒の誤引き抜き事象の感度解析 

ケース ドップラ効果 
引抜制御棒 

反応度価値 

スクラム 

反応度価値 

β(実効遅発中性

子割合) 
投入反応度[ドル] 

ベース 最確値 最確値 最確値 最確値 0.55 

1-1 絶対値+10％ 最確値 最確値 最確値 0.55 

1-2 絶対値-10％ 最確値 最確値 最確値 0.55 

2-1 最確値 1.1 倍 最確値 最確値 0.56 

2-2 最確値 0.9 倍 最確値 最確値 0.53 

3-1 最確値 最確値 1.1 倍 最確値 0.55 

3-2 最確値 最確値 0.9 倍 最確値 0.55 

4-1 最確値 最確値 最確値 1.1 倍 0.53 

4-2 最確値 最確値 最確値 0.9 倍 0.56 
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表 5.1.2-2 ＢＷＲ５代表プラントの停止時の制御棒の誤引き抜き事象の感度解析 

ケース ドップラ効果 引抜制御

棒反応度

価値 

スクラム 

反応度価値 

β(実効

遅発中性

子割合) 

燃料エンタルピ最大値 燃料エンタルピ増分の最大値 

解析値 

[kJ/kgUO2] 

判断基準 

[kJ/kgUO2] 

解析値 

[kJ/kgUO2] 

判断基準 

[kJ/kgUO2] 

ベース 最確値 最確値 最確値 最確値 35 

272 

27 

167 

1-1 絶対値＋10％ 最確値 最確値 最確値 34 26 

1-2 絶対値－10％ 最確値 最確値 最確値 36 28 

2-1 最確値 1.1 倍 最確値 最確値 48 40 

2-2 最確値 0.9 倍 最確値 最確値 25 17 

3-1 最確値 最確値 1.1 倍 最確値 33 25 

3-2 最確値 最確値 0.9 倍 最確値 37 29 

4-1 最確値 最確値 最確値 1.1 倍 31 23 

4-2 最確値 最確値 最確値 0.9 倍 40 32 
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添付１ 入力項目リスト 

 

入力項目リスト 

解析コード 分類 入 力 項 目 

ＡＰＥＸ 初期条件 初期炉心条件(燃料温度，原子炉出力等)  

炉心データ 炉心幾何形状 

制御棒価値 

スクラム反応度 

燃料データ ドップラ反応度係数 

動特性パラメータ 

拡散計算用核定数 

燃料物性データ 

ＳＣＡＴ 初期条件 初期条件(圧力，流量等) 

炉心データ APEX の出力(炉心平均出力変化，炉心出力分布) 

燃料データ 燃料集合体幾何形状 

燃料集合体熱水力データ 

燃料物性データ 

ギャップ熱伝達係数 

ペレット径方向出力分布 

局所出力ピーキング係数 
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添付２ 二次元（RZ）モデルの適用性 

1.  はじめに 

3.3.1 節で示したように，「反応度の誤投入」事象の解析に適用する

コードのうち，炉心動特性挙動を解析するＡＰＥＸコードでは，二次元

（RZ）モデルを適用しており，４章に示したように，ＡＰＥＸコードの

妥当性確認を行っている。本添付においては，二次元（RZ）モデルの適

用性について補足的説明を行う。 

 

2.  二次元（RZ）モデルの適用の考え方 

ＡＰＥＸコードでは，制御棒引き抜き時の炉心動特性挙動について炉

心平均出力の過渡変化を一点近似動特性モデルで，また出力の炉心空間

分布を二次元（RZ）モデルにて扱っている。この際の各物理的項目のモ

デリングに基づいて，以下にその適用性を示す。 

 

①  一点近似動特性モデルにおける反応度のうち，制御棒引き抜きに

伴う反応度印加，スクラム制御棒挿入に伴う反応度印加について

は，三次元沸騰水型原子炉模擬計算コードによって評価した結果を

適用している。 

 

②  解析対象となる炉心を三次元沸騰水型原子炉模擬計算コードにて

評価した結果得られるノードごとの核定数(組成及び燃焼度の三次元

的空間分布)を，同評価結果により得られる三次元中性子束分布にて

加重平均して二次元（RZ）領域へ配分する。また，誤引抜制御棒廻

りの挙動が正確に評価できるように，別途，同制御棒周りの領域を

選択の上で縮約する。 
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③  ②の縮約過程では引抜制御棒位置及びその周辺領域を複数に分け

て縮約すること，また，三次元計算の反応率を保存して複数の領域

の核定数を作成することで，領域平均の出力分布を評価している。 

 

④  ②にて設定された二次元（RZ）体系において，エネルギ三群拡散

方程式を適用して，中性子空間分布を求める。この中性子空間分布

に基づいてノードごとのドップラ反応度を算出し，中性子空間分布

とドップラ反応度分布双方の収束計算を実施する。 

 

⑤  ①にて求められた反応度変化を外部入力として，一点近似動特性

モデルを適用して炉心平均出力の過渡変化を求める。この際に用い

ている反応度変化のうち，今回の事象で支配的な引抜制御棒反応

度，スクラム反応度については，引き抜かれる制御棒の三次元的な

位置に依存する影響を考慮している。 

 

⑥  燃料エンタルピの最大値は，最高出力燃料集合体の最高出力燃料

棒の出力変化を評価することから，局所ピーキング係数も重要とな

るが，ＡＰＥＸコードでは解析結果における保守性を担保するため

に，炉心に装荷されている燃料の燃焼寿命を通じた最大値（燃焼度

０GWd/t での値）を固定入力として設定している。 

 

⑦  ②及び③の縮約過程では，径方向出力分布及び軸方向出力分布に

不確かさが生じるものの，解析では引抜制御棒価値を解析結果が厳

しくなる側に設定し，さらに⑥により局所ピーキング係数を炉心に
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装荷されている燃料の燃焼寿命を通じた最大値を用いていることか

ら，本事故シーケンスでの燃料エンタルピ評価において二次元

（RZ）モデルは適用性を有している。  
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添付３  検出器モデル 

1. はじめに 

本事故シーケンスでは，制御棒引き抜きに伴い出力が上昇した後，

中間領域計装（以下「ＩＲＭ」という。）の中性子束高信号，又は起動

領域計装（以下「ＳＲＮＭ」という。）の原子炉周期短信号が発生して

原子炉スクラムし，事象が収束する。 

ここでは，ＩＲＭ及びＳＲＮＭによるスクラム信号発生をＡＰＥＸ

コードで模擬するモデルについて説明する。 

 

2. ＩＲＭモデル 

ＩＲＭプラントにおいては，制御棒引き抜きに伴い出力が上昇した

後，ＩＲＭのレンジ１の中性子束高スクラム設定点(フルスケールの

120/125)でスクラム信号が発生するとしている。また，ＩＲＭ応答は

Ａ系とＢ系の２系統に配分され，Ａ系とＢ系のそれぞれでスクラム信

号が発生すると原子炉はスクラムする。 

今回の有効性評価では，ＩＲＭのレンジ１下限(フルスケールの

5/125)に対応する熱中性子束は， と設定した。

定格出力時の炉心平均熱中性子束は約3.4 × 10 cm ∙ s (nv)(９×９

燃料(Ａ型)の代表的な値)であることから，ＩＲＭのレンジ１下限(フ

ルスケールの 5/125)に対応する出力は以下と設定した。 

 

①  ＩＲＭのレンジ１下限(フルスケールの 5/125)に対応する熱中性子

束設定値 :  

②  定格出力時の炉心平均熱中性子束(９×９燃料(Ａ型)の代表的な値) : 

  3.4 × 10 cm ∙ s (nv) 
枠囲みの内容は商業機密に属します

ので公開できません。 



 

 

6-92 

③  ＩＲＭのレンジ１下限(フルスケールの 5/125)に対応する出力(ピー

キング 1.0 の場合) : 

 (定格に対する比) 
ＩＲＭは原子炉内に局所的に配置されており，本事故シーケンスで

は炉心外周部の制御棒が引き抜かれることで局所的に出力が上昇する

ことから，ＩＲＭの応答も局所的な影響を受ける。一方，ＡＰＥＸコ

ードは一点近似動特性モデルを用いており，ＩＲＭ応答の局所性を直

接には考慮することができないため，炉心平均出力が，ＩＲＭ応答の

局所性を考慮して設定した値に達した時点でスクラム信号が発生する

としている。 

添付図 3.2-1 に，80 万 kWe 級ＢＷＲ５を対象とした反応度誤投入発

生時を想定し，炉心が即発臨界に達するまで制御棒が引き抜かれた状

態における，ＩＲＭ検出器軸方向位置の炉心径方向出力分布を三次元

沸騰水型原子炉模擬計算コードで解析した結果を示す。 

Ａ系及びＢ系ともに，誤引抜制御棒に最も近い検出器が１個バイパ

スされた条件における，ＩＲＭ検出器周囲の出力ピーキング係数(炉心

平均値：1.0)は，Ａ系で約 0.10，Ｂ系で約 0.16 となる。今回の有効性

評価では，出力ピーキング係数を 0.01 と設定した。 

また，ＩＲＭ検出器が配置されている燃料集合体間のギャップ位置

は燃料集合体部に比べて熱中性子束が大きく，添付図 3.2-2 に示すとお

り，低温時制御棒挿入状態における格子平均中性子束に対するＩＲＭ

検出器位置の熱中性子束比は約３である。 

以上の検討から，反応度誤投入有効性評価におけるＩＲＭプラント

のスクラム設定点に対応する炉心平均出力を下記のとおり設定した。 

 
枠囲みの内容は商業機密に属します 

ので公開できません。 
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①  ＩＲＭのレンジ１下限(フルスケールの５/125)に対応する出力(ピー

キング 1.0 の場合)：  (定格に対する比) 
②  ＩＲＭ検出器周囲の出力ピーキング係数：0.01 

③  ギャップ位置の熱中性子束ピーキング係数：３ 

④  ＩＲＭのレンジ１下限に対応する炉心平均出力(ピーキング考慮)： 

  (定格に対する比) 
⑤  ＩＲＭのレンジ１中性子束高スクラム設定点に対応する炉心平均出

力(ピーキング考慮)： 

④ × /
⁄ =  (定格に対する比) 

 

枠囲みの内容は商業機密に属しますので 

公開できません。 
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添付図 3.2-1 反応度誤投入発生時に炉心が即発臨界に達するまで制御棒が引き抜かれた状態における 

ＩＲＭ検出器軸方向位置の炉心径方向出力分布(80 万 kWe 級ＢＷＲ５) 

52 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.01

50 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.01 0.02 0.02 0.02 0.02

48 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.03 0.03 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05

46 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.01 0.02 0.05 0.05 0.10 0.12 0.17 0.20 0.18 0.14

44 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.03 0.05 0.07 0.14 0.16 0.24 0.28 0.35 0.35 0.14

42 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.01 0.03 0.06 0.08 0.10 0.23 0.28 0.36 0.45 0.65 0.82 0.33

40 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.01 0.02 0.05 0.07 0.13 0.16 0.26 0.37 0.62 0.89 1.25 1.59 0.79

38 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.03 0.08 0.09 0.15 0.27 0.36 0.62 0.91 1.62 1.91 2.65 2.00 1.49

36 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.04 0.08 0.11 0.20 0.27 0.44 0.92 1.53 2.86 3.67 5.29 4.51 3.32 1.25

34 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.02 0.05 0.12 0.15 0.32 0.38 0.67 1.50 1.92 2.80 4.60 6.67 8.30 8.95 2.75

32 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.02 0.02 0.03 0.06 0.13 0.25 0.36 0.64 0.94 1.67 3.41 5.05 8.40 15.2 16.0 16.3 4.96

30 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.03 0.03 0.08 0.11 0.19 0.31 0.47 0.99 1.86 3.35 7.83 11.9 20.1 26.2 25.3 7.46

28 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.02 0.04 0.05 0.10 0.25 0.32 0.55 1.00 2.03 3.39 6.66 15.1 47.7 74.0 39.9 11.1

26 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.04 0.05 0.10 0.23 0.45 0.85 1.30 2.67 3.80 6.16 12.9 38.8 55.3 35.8 10.3

24 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.03 0.06 0.14 0.21 0.48 0.56 0.98 1.91 3.14 6.81 9.95 16.3 23.3 22.1 7.18

22 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.04 0.06 0.09 0.19 0.38 0.65 0.90 1.55 2.99 4.26 6.92 12.7 13.2 13.4 4.20

20 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.03 0.06 0.07 0.13 0.31 0.36 0.60 1.31 1.62 2.31 3.68 5.30 6.55 6.98 2.15

18 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.04 0.05 0.10 0.18 0.24 0.38 0.76 1.23 2.24 2.82 3.99 3.39 2.48 0.93

16 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.04 0.04 0.08 0.13 0.23 0.30 0.50 0.71 1.24 1.42 1.95 1.47 1.08

14 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.03 0.05 0.11 0.13 0.20 0.28 0.47 0.66 0.91 1.15 0.57

12 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.01 0.02 0.05 0.06 0.08 0.17 0.21 0.27 0.33 0.47 0.59 0.23

10 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.01 0.03 0.04 0.06 0.11 0.12 0.18 0.20 0.25 0.25 0.10

8 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.03 0.04 0.08 0.09 0.12 0.14 0.12 0.10

6 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.01 0.02 0.03 0.04 0.04 0.04 0.04 0.03

4 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.01 0.01 0.02 0.01 0.01

2 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31 33 35 37 39 41 43 45 47 49 51

誤引抜制御棒 初期引抜制御棒(全引抜)

注 : 初期引抜制御棒、誤引抜制御棒以外の制御棒は全挿入状態

IRM検出器(A系) IRM検出器(B系) バイパス検出器 スクラム信号が発生する検出器
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添付図 3.2-2  格子平均中性子束に対する IRM 位置の熱中性子束比 

 (９×９燃料(Ａ型)，低温時，制御棒挿入状態) 

枠囲みの内容は商業機密に属しますので公開できません。 
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3. ＳＲＮＭモデル 

ＳＲＮＭプラントにおいては，制御棒引き抜きに伴い出力が上昇し

た後，ＳＲＮＭの原子炉周期短(中間領域においてペリオド 10 秒)でス

クラム信号が発生するとしている。また，ＢＷＲ５ではＳＲＮＭ応答

はＡ系とＢ系の２系統に区分され，Ａ系とＢ系のそれぞれでスクラム

信号が発生すると原子炉はスクラムする。ＡＢＷＲではＳＲＮＭ応答

は区分Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ，Ⅳの４系統に区分され，４系統のうち２系統でス

クラム信号が発生すると原子炉はスクラムする。 

反応度誤投入有効性評価においては，ＢＷＲ５ではＡ系とＢ系それ

ぞれで誤引抜制御棒に最も近い検出器が１個バイパスされた条件を仮

定している。また，ＡＢＷＲでは以下の添付表 3.3-1 に示すＳＲＮＭ区

分，及び，添付表 3.3-2 に示すバイパスグループ区分に従い，各バイパ

スグループで誤引抜制御棒に最も近い検出器が１個バイパスされた条

件を仮定している。 

 

添付表 3.3-1  ＡＢＷＲのＳＲＮＭ区分 

区分 Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 

ＳＲＮＭチャンネル Ａ，Ｅ，Ｊ Ｂ，Ｆ Ｃ，Ｇ，Ｌ Ｄ，Ｈ 

 

添付表 3.3-2  ＡＢＷＲのＳＲＮＭバイパスグループ区分 

バイパスグループ Ａ Ｂ Ｃ 

ＳＲＮＭチャンネル Ａ，Ｂ，Ｆ，Ｇ Ｃ，Ｅ，Ｈ Ｄ，Ｊ，Ｌ 
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中間領域下限に対応する熱中性子束は，ＩＲＭ検出器の動作領域下

限と同等の  と設定し，2.と同様に，中間領域

下限に対応する出力(ピーキング1.0の場合)は  (定格に対す

る比)と設定した。 

また，ＩＲＭと同様に，ＳＲＮＭも原子炉内に局所的に配置されて

おり，本事故シーケンスでは炉心外周部の制御棒が引き抜かれること

で局所的に出力が上昇することから，ＳＲＮＭの応答も局所的な影響

を受ける。一方，ＡＰＥＸコードは一点近似動特性モデルを用いてお

り，ＳＲＮＭ応答の局所性を直接には考慮することができないため，

炉心平均出力が，ＳＲＮＭ応答の局所性を考慮して設定した値に達し

た時点で中間領域に到達するとしている。 

添付図 3.3-1 及び添付図 3.3-2 に，110 万 kWe 級ＢＷＲ５及びＡＢＷ

Ｒを対象とした反応度誤投入発生時を想定し，炉心が即発臨界に達す

るまで制御棒が引き抜かれた状態における，ＳＲＮＭ検出器軸方向位

置の炉心径方向出力分布を三次元沸騰水型原子炉模擬計算コードで解

析した結果を示す。 

110 万 kWe 級ＢＷＲ５において，Ａ系及びＢ系ともに，誤引抜制御棒

に最も近い検出器が１個バイパスされた条件における，ＳＲＮＭ検出

器周囲の出力ピーキング係数(炉心平均値：1.0)は，Ａ系で約 0.01，Ｂ

系で約 0.07 となる。 

また，ＡＢＷＲにおいて，各バイパスグループともに，誤引抜制御

棒に最も近い検出器が１個バイパスされた条件における，ＳＲＮＭ検

出器周囲の出力ピーキング係数は，４区分のうち先に中間領域に到達

する区分Ⅲで約 0.04，区分Ⅳで約 0.01 となる。 

枠囲みの内容は商業機密に属しますので 

公開できません。 
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以上から，ＳＲＮＭプラントを対象とした反応度誤投入有効性評価

では出力ピーキング係数を 0.01 と設定した。 

また，ＩＲＭ検出器と同様，ＳＲＮＭ検出器が配置されている燃料

集合体間のギャップ位置は燃料集合体部に比べて熱中性子束が大き

く，添付図 3.2-2 に示したとおり，低温時制御棒挿入状態における格子

平均中性子束に対するＳＲＮＭ検出器位置の熱中性子束比は約３であ

る。 

以上の検討から，反応度誤投入有効性評価におけるＳＲＮＭプラン

トの中間領域下限に対応する炉心平均出力を下記のとおり設定した。 

 

①  中間領域に対応する出力(ピーキング 1.0 の場合)：  (定格

に対する比) 

②  ＳＲＮＭ検出器周囲の出力ピーキング係数：0.01 

③  ギャップ位置の熱中性子束ピーキング係数：３ 

④  中間領域に対応する炉心平均出力(ピーキング考慮)： 

  (定格に対する比) 
 

ＳＲＮＭプラントでは炉心平均出力が中間領域下限(定格の 

 )より大きく，かつ，原子炉周期短(ペリオド 10 秒)となる時点で

スクラムするとしている。ＡＰＥＸコードでは，ＳＲＮＭ検出器配置

の局所性を考慮し, 炉心平均出力の増加率に を掛けることで，誤引

抜制御棒とＳＲＮＭが離れている場合の空間的効果を考慮している。 

添付図 3.3-3 に，ＡＢＷＲプラントを対象に，反応度誤投入発生時の

ＳＲＮＭ検出器応答の増加率を三次元動特性解析コードＴＲＡＣＧで

枠囲みの内容は商業機密に属しますので 

公開できません。 
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評価した結果を示す。過渡事象を通じた炉心平均出力の増加率に を

掛けた値は，各ＳＲＮＭ検出器位置の中性子束増加率より小さくなっ

ており，炉心平均出力の増加率に を掛けるＡＰＥＸコードの解析方

法はスクラム時刻を保守側に評価している。 

 

枠囲みの内容は商業機密に属しますので 

公開できません。 
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添付図 3.3-1 反応度誤投入発生時に炉心が即発臨界に達するまで制御棒が引き抜かれた状態における 

ＳＲＮＭ検出器軸方向位置の炉心径方向出力分布(110 万 kWe 級ＢＷＲ５) 

60 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.03 0.04 0.06 0.08 0.10

58 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.03 0.05 0.08 0.12 0.19 0.31 0.42 0.36

56 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.03 0.05 0.07 0.13 0.17 0.33 0.46 0.88 0.93 0.66 0.59

54 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.02 0.03 0.07 0.11 0.21 0.26 0.57 0.69 1.47 1.63 2.12 1.69

52 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.03 0.06 0.11 0.21 0.32 0.63 0.91 1.82 2.26 4.04 3.96 2.79

50 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.04 0.09 0.13 0.30 0.38 0.93 1.13 2.79 3.21 6.32 6.47 8.86 7.88 4.56

48 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.04 0.08 0.13 0.28 0.43 0.94 1.38 2.97 4.73 7.98 13.0 16.5 18.2 10.2

46 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.02 0.02 0.04 0.08 0.14 0.35 0.45 1.12 1.37 3.38 4.97 8.77 12.4 20.1 34.6 33.2 15.94

44 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.04 0.08 0.13 0.30 0.45 0.98 1.29 2.50 5.74 9.77 20.0 34.0 82.8 75.3 29.4 6.82

42 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.04 0.08 0.12 0.31 0.41 0.92 1.10 2.01 3.47 6.56 11.2 22.4 49.8 49.4 25.1 6.39

40 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.03 0.05 0.11 0.27 0.35 0.64 1.40 2.25 4.05 5.96 11.4 15.7 27.3 22.6 13.7 4.00

38 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.01 0.03 0.05 0.09 0.25 0.30 0.49 0.81 1.29 2.02 3.28 5.02 7.58 10.4 9.48 7.72 2.37

36 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.01 0.03 0.05 0.09 0.18 0.32 0.48 0.78 1.06 1.88 2.43 4.18 4.80 6.87 5.60 3.89 1.38

34 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.04 0.05 0.11 0.15 0.23 0.34 0.54 0.81 1.19 1.75 2.22 2.96 2.45 2.16 0.78

32 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.04 0.07 0.12 0.16 0.21 0.35 0.52 0.69 0.88 1.18 1.31 1.36 1.03 0.40

30 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.03 0.04 0.06 0.08 0.16 0.23 0.31 0.43 0.63 0.59 0.91 0.86 0.55 0.21

28 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.01 0.03 0.03 0.05 0.07 0.11 0.15 0.21 0.28 0.32 0.43 0.36 0.31 0.11

26 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.03 0.04 0.06 0.08 0.12 0.14 0.21 0.20 0.27 0.21 0.15 0.06

24 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.02 0.02 0.03 0.04 0.05 0.07 0.08 0.09 0.11 0.09 0.08 0.03

22 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.01 0.02 0.03 0.04 0.05 0.06 0.06 0.07 0.05 0.04 0.01

20 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.02 0.02 0.02 0.03 0.03 0.03 0.02 0.01

18 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.02 0.02 0.02 0.02 0.01 0.00

16 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01

14 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.01 0.01 0.00

12 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

10 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

8 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

6 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

4 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

2 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31 33 35 37 39 41 43 45 47 49 51 53 55 57 59

誤引抜制御棒 初期引抜制御棒(全引抜)

注 : 初期引抜制御棒、誤引抜制御棒以外の制御棒は全挿入状態

SRNM検出器(A系) SRNM検出器(B系) バイパス検出器 スクラム信号が発生する検出器



 

 

 

6
-
1
0
1
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

添付図 3.3-2 反応度誤投入発生時に炉心が即発臨界に達するまで制御棒が引き抜かれた状態における 

ＳＲＮＭ検出器軸方向位置の炉心径方向出力分布(ＡＢＷＲ) 

68 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

66 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

64 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

62 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

60 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

58 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

56 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

54 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

52 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

50 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

48 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

46 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

44 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

42 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

40 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

38 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

36 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

34 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

32 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.01 0.01 0.02 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

30 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.01 0.02 0.02 0.02 0.03 0.04 0.03 0.03 0.04 0.03 0.03 0.02 0.02 0.01 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

28 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.01 0.01 0.02 0.02 0.04 0.03 0.06 0.06 0.05 0.08 0.05 0.05 0.05 0.05 0.03 0.02 0.01 0.01 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

26 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.01 0.02 0.03 0.03 0.04 0.06 0.05 0.08 0.13 0.10 0.13 0.11 0.09 0.11 0.06 0.05 0.04 0.03 0.02 0.01 0.01 0.01 0.00 0.00

24 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.03 0.05 0.07 0.08 0.12 0.10 0.13 0.21 0.19 0.28 0.22 0.23 0.18 0.13 0.10 0.05 0.03 0.02 0.01 0.02 0.01 0.00 0.00

22 0.00 0.00 0.00 0.00 0.01 0.01 0.02 0.04 0.05 0.06 0.08 0.16 0.18 0.20 0.24 0.40 0.39 0.44 0.50 0.32 0.28 0.25 0.19 0.10 0.06 0.05 0.03 0.02 0.01 0.00

20 0.00 0.01 0.01 0.01 0.02 0.02 0.04 0.09 0.11 0.15 0.21 0.31 0.50 0.45 0.59 0.95 0.80 0.71 0.59 0.50 0.45 0.21 0.13 0.11 0.09 0.04 0.03 0.02

18 0.00 0.01 0.01 0.02 0.03 0.03 0.06 0.11 0.16 0.30 0.49 0.50 0.78 1.00 1.34 1.54 1.46 1.83 1.36 0.78 0.59 0.36 0.21 0.17 0.11 0.07 0.04 0.02

16 0.00 0.01 0.01 0.02 0.05 0.07 0.12 0.16 0.23 0.56 0.63 1.08 1.41 2.66 3.80 2.99 3.54 2.66 2.80 1.31 1.03 0.79 0.46 0.33 0.16 0.10 0.05 0.02

14 0.01 0.02 0.03 0.05 0.11 0.22 0.27 0.42 0.71 1.12 2.21 3.10 5.77 8.57 7.16 8.60 5.52 4.12 2.70 1.87 1.53 0.77 0.39 0.24 0.14 0.04

12 0.02 0.04 0.08 0.14 0.23 0.41 0.62 1.14 1.82 4.66 5.59 11.5 12.4 14.9 22.7 10.9 7.82 4.56 3.08 1.71 1.02 0.61 0.33 0.12

10 0.03 0.10 0.19 0.42 0.70 1.39 1.87 3.06 5.96 8.35 16.0 17.7 30.8 42.4 23.9 14.9 11.0 5.51 3.23 1.49 0.77 0.20

8 0.06 0.15 0.35 0.84 1.46 2.53 5.28 10.3 12.6 29.0 38.8 77.7 119.6 49.5 21.9 12.0 6.67 2.75 1.15 0.45

6 0.46 1.57 2.80 6.91 11.3 24.6 37.1 71.0 143.6 114.0 58.6 22.9 12.6 3.55

4 0.83 2.00 5.26 11.7 23.1 58.2 95.1 69.6 59.9 33.8 14.3 6.13

2 3.33 7.64 18.9 29.8 18.8 13.4

1 3 5 7 9 11 13 15 17 19 21 23 25 27 29 31 33 35 37 39 41 43 45 47 49 51 53 55 57 59 61 63 65 67

誤引抜制御棒 初期引抜制御棒(全引抜)

注 : 初期引抜制御棒、誤引抜制御棒以外の制御棒は全挿入状態

バイパス検出器 区分Ⅰに属するSRNM検出器 区分Ⅱに属するSRNM検出器

(記号内の文字はチャンネル番号) (記号内の文字はチャンネル番号)

スクラム信号が発生する検出器 区分Ⅲに属するSRNM検出器 区分Ⅳに属するSRNM検出器

(記号内の文字はチャンネル番号) (記号内の文字はチャンネル番号)

A

E

J

B

F

C

G

L

D

H
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添付図 3.3-3 反応度誤投入発生時のＳＲＮＭ応答(ＡＢＷＲ) 

  
枠囲みの内容は商業機密に属しますので 

公開できません。 
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添付４  二次元（RZ）体系への縮約に伴う不確かさの影響評価 

1.  はじめに 

3.3.1 節にて説明した，ＡＰＥＸコードによる炉心動特性解析におい

て，三次元沸騰水型原子炉模擬計算コードで求めた炉心を二次元

（RZ）体系に縮約する操作に伴う不確かさが解析結果に及ぼす影響

を，縮約を介さずに炉心三次元体系で動特性解析を行うことができる

三次元動特性解析コードＴＲＡＣＧを用いて影響評価を実施した。 

 

2.  評価条件 

80 万 kWe 級ＢＷＲ５を対象に，ＴＲＡＣＧコードを用いて以下の３

炉心における反応度誤投入解析を実施し，燃料エンタルピへの影響を

評価した。その他の主要な解析条件は，申請解析と同等とした。 

 

ベース : 反応度誤投入有効性評価の申請解析相当の炉心 

感度解析１ : ベース炉心を基に，誤引抜制御棒周囲の燃料集合体を

炉心中心部に移動させることで，ＡＰＥＸコードの引

抜制御棒周囲の核定数を炉心中心に移動させる操作を

模擬した炉心 

感度解析２ : 感度解析１を基に，ＡＰＥＸコードの二次元（RZ）体

系への縮約操作を模擬した炉心 

 

添付図 4.2-1 及び添付図 4.2-2 に，ベース炉心及び感度解析用炉心の

燃料集合体燃焼度分布を示す。感度解析１用炉心は，ベース炉心か

ら，誤引抜制御棒周囲の燃料集合体を炉心中心部に移動させること

で，ＡＰＥＸコードの引抜制御棒周囲の核定数を炉心中心に移動させ
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る操作を模擬している。また，感度解析２用炉心は，感度解析１用炉

心を基に，添付図 4.2-3 に示す炉心領域分けに従って，インポータンス

を考慮する上で三次元出力分布重みとして，ノード単位で領域ごとの

燃焼度及び履歴水密度を平均化することで，ＡＰＥＸコードの二次元

（RZ）体系への断面積縮約操作を模擬している。 
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3.  評価結果 

添付表 4.3-1 及び添付図 4.3-1 に，反応度誤投入の解析結果を示

す。申請解析相当のベース炉心と，ＡＰＥＸコードの二次元（RZ）体

系への縮約操作を模擬した感度解析用炉心で，反応度誤投入の過渡変

化挙動はほぼ同等であり，燃料エンタルピへの影響も約 1.0kJ/kgUO2程

度に留まることから，ＡＰＥＸコードの二次元（RZ）体系への縮約操

作に伴う不確かさが，判断指標に対する結論に影響を与えるものでな

いことを確認した。 

 

添付表 4.3-1 解析結果のまとめ 

ケース 

全反応度

の最大値 

[%Δk] 

全反応度 

の最大値 

[ドル] 

実効遅発

中性子 

割合 

炉心平均 

中性子束 

の最大値 

[%定格] 

ピーク出力部 

燃料エンタル

ピ増分 

[kJ/kgUO2] 

燃料エンタル

ピの最大値 

[kJ/kgUO2] 

申請 

解析*1 
0.69 1.13 0.0061 約 12 約 35 約 49 

TRACG 

(ベース) 
0.64 1.10 0.0058 約８ 約 33 約 44 

TRACG 

(感度 

解析 1) 

0.63 1.12 0.0057 約８ 約 33 約 44 

TRACG 

(感度 

解析 2) 

0.63 1.12 0.0056 約 12 約 32 約 45 

*1：APEX コードによる当該炉心の申請解析結果に相当する。 
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添付図 4.2-1 ベース炉心(反応度誤投入有効性評価の申請解析相当の炉心)の燃焼度分布 

(単位 : GWd/t) 

 
枠囲みの内容は商業機密に属しますので 

公開できません。 
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誤引抜制御棒位置

移動対象とした燃料集合体(APEXコードの引抜制御棒周囲の縮約対象燃料集合体に相当)
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添付図 4.2-2 感度解析１用炉心(ベース炉心を基に，誤引抜制御棒周囲の燃料集合体を炉心中心部に移動させた炉心) 

の燃焼度分布 (単位 : GWd/t) 

 

枠囲みの内容は商業機密に属しますので 

公開できません。 
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誤引抜制御棒位置

移動対象とした燃料集合体(APEXコードの引抜制御棒周囲の縮約対象燃料集合体に相当)
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添付図 4.2-3 感度解析２用炉心の作成において設定した炉心領域分け 

  

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

1 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9

2 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9

3 9 9 9 9 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 9 9 9 9

4 9 9 9 9 8 8 7 7 7 7 7 7 7 7 8 8 9 9 9 9

5 9 9 9 8 8 7 7 6 6 6 6 6 6 6 6 7 7 8 8 9 9 9

6 9 9 8 8 7 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 7 8 8 9 9

7 9 9 8 7 6 6 6 5 5 5 5 5 5 5 5 6 6 6 7 8 9 9

8 9 9 8 7 6 6 6 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 6 6 6 7 8 9 9

9 9 9 8 8 7 6 6 5 5 5 4 4 4 4 4 4 5 5 5 6 6 7 8 8 9 9

10 9 9 8 7 6 6 5 5 5 4 4 4 4 4 4 4 4 5 5 5 6 6 7 8 9 9

11 9 9 8 7 6 6 5 5 4 4 4 3 3 3 3 4 4 4 5 5 6 6 7 8 9 9

12 9 9 8 7 6 6 5 5 4 4 3 3 2 2 3 3 4 4 5 5 6 6 7 8 9 9

13 9 9 8 7 6 6 5 5 4 4 3 2 1 1 2 3 4 4 5 5 6 6 7 8 9 9

14 9 9 8 7 6 6 5 5 4 4 3 2 1 1 2 3 4 4 5 5 6 6 7 8 9 9

15 9 9 8 7 6 6 5 5 4 4 3 3 2 2 3 3 4 4 5 5 6 6 7 8 9 9

16 9 9 8 7 6 6 5 5 4 4 4 3 3 3 3 4 4 4 5 5 6 6 7 8 9 9

17 9 9 8 7 6 6 5 5 5 4 4 4 4 4 4 4 4 5 5 5 6 6 7 8 9 9

18 9 9 8 8 7 6 6 5 5 5 4 4 4 4 4 4 5 5 5 6 6 7 8 8 9 9

19 9 9 8 7 6 6 6 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 6 6 6 7 8 9 9

20 9 9 8 7 6 6 6 5 5 5 5 5 5 5 5 6 6 6 7 8 9 9

21 9 9 8 8 7 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 6 7 8 8 9 9

22 9 9 9 8 8 7 7 6 6 6 6 6 6 6 6 7 7 8 8 9 9 9

23 9 9 9 9 8 8 7 7 7 7 7 7 7 7 8 8 9 9 9 9

24 9 9 9 9 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 9 9 9 9

25 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9

26 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9

誤引抜制御棒位置
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添付図 4.3-1 反応度誤投入における過渡変化 
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本資料のうち，   で示す箇所は商業機密に属しますので公開できません。 
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1 はじめに 

現行の過渡解析（主蒸気隔離弁の誤閉止等）では，事象発生後短時間で原子炉スクラム

するため中性子束振動現象は生じることがないが，今回の重大事故等対策の有効性評価の

うち原子炉停止機能喪失では，原子炉がスクラムせず，高出力・低流量の状態に至るために

中性子束振動が生じる可能性がある。この中性子束振動現象については，ＲＥＤＹコード及

びＳＣＡＴコードでは取り扱うことができないことから，この取り扱いが可能な解析コー

ドとして米国の設計認証申請においても適用例を有するＴＲＡＣＧコードによる解析を参

照する（添付１）。 

 

以上を踏まえ，本資料では，炉心損傷防止に関する重大事故等対策の有効性評価（以下

「有効性評価」という。）に適用するＲＥＤＹコード（REDY Ver.1（ATWS 用），REDY Ver.2）

及びＳＣＡＴコード（SCAT Ver.3）に対する参考として使用するＴＲＡＣＧコード（TRACG 

Ver.5）について 

・使用実績及び解析モデル 

・解析結果の例示 

・ＡＴＷＳ解析への適用例 

に関してまとめる。 
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2 使用実績及び解析モデルについて 

ＴＲＡＣＧは，オリジナルの原子炉過渡解析コード（以下「ＴＲＡＣ」という。）(1)の GE 

Hitachi Nuclear Energy 社（以下「ＧＥＨ」という。）が所有権をもつバージョンである。

この解析コードは，単純な運転時の異常な過渡変化（以下「ＡＯＯ」という。）及び設計基

準事故である冷却材喪失事故（以下「ＬＯＣＡ」という。）から過渡時のスクラム失敗事象

（以下「ＡＴＷＳ」という。）に至るまでの沸騰水型原子炉（以下「ＢＷＲ」という。）の過

渡変化を解析するための最適評価コードである。この章では，ＴＲＡＣＧコードの使用実績

及び解析モデルについて記述する。 

なお，以降でのＴＲＡＣＧに関する記述は，米国での適用実績については旧バージョン

に関するものであるが，それ以外の記述については最新バージョンである TRACG Ver.5 に

関するものである。 

最新バージョンである TRACG Ver.5 と前バージョンの TRACG Ver.4 との相違点は，核動

特性モデルがエネルギー修正１群からエネルギー３群解析的多項式ノード法モデルに改良

された点であり，熱水力モデルは同じである。 
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2.1 使用実績 

この節ではＴＲＡＣＧコードの開発の経緯，全体のスコープ及び評価性能，米国での適

用例について説明する。 

 

2.1.1 背景 

ＴＲＡＣは，元々加圧水型原子炉（以下「ＰＷＲ」という。）の解析のため，ロスアラモ

ス国立研究所（ＬＡＮＬ）で開発されたものである。ＴＲＡＣの最初のＰＷＲバージョンは，

TRAC-P1A(2)と呼ばれた。ＴＲＡＣのＢＷＲバージョンの開発は，ＧＥＨとアイダホ国立工学

研究所（ＩＮＥＬ）の協調的取組みとして 1979 年に開始された。この取組みの目的は，Ｂ

ＷＲのＬＯＣＡを模擬できるＴＲＡＣのバージョンを開発することにあった。主な作業と

して，ＢＷＲへの適用のため，ＴＲＡＣの基本モデルの改良及びＢＷＲ固有のコンポーネン

トのためのモデル開発がなされた。ＧＥＨでのこの作業には，ＧＥＨ，原子力規制委員会（以

下「ＮＲＣ」という。）及び電力中央研究所（以下「ＥＰＲＩ」という。）が，リフィル／再

冠水及びＦＩＳＴプログラムの下で共同出資した。作業は，1980 年代半ばに頂点に達し，

ＩＮＥＬ(3)での TRAC-BD1/MOD1 の開発，及びＧＥＨ(4)～(10)でのＴＲＡＣＢ０４の開発に結実

した。これらはＢＷＲのＬＯＣＡ解析能力を有するＴＲＡＣの最初の主要バージョンであ

った。共同開発したことから，二つのＢＷＲ用ＴＲＡＣバージョンの基本構造及びコンポー

ネントモデルは，実質的に同一であった。この開発期間中，ＴＲＡＣＧは，ＢＷＲのＬＯＣ

Ａ及び過渡を模擬した個別効果試験データ，機器性能評価データ及び総合効果試験に対し，

広範に妥当性が確認された。妥当性確認の詳細文書は，参考文献(4)，(5)，(10)に含まれる。 

1985 年に始まったＴＲＡＣのＢＷＲバージョンの開発に関する次の段階では，過渡及び

ＡＴＷＳへの適用を含むようにコードの解析能力を向上させる目的に注力した。この期間

中の主な成果は，三次元核動特性モデルの実装，熱水力モデルのための陰解法を用いた数値

積分法の開発及びＢＷＲ燃料模擬法の改良であった。1990 年代を通して進展した開発活動

の結果，コードバージョンをＴＲＡＣＧと改名した。この期間中，試験装置及びＢＷＲプラ

ント(11) のみならず，制御棒落下試験も含めた過渡及び安定性データに対し，ＴＲＡＣＧの

妥当性が広範に確認された。参考文献(12)に，これらの妥当性確認を包括的に記述した。Ｔ

ＲＡＣＧは，ＥＳＢＷＲ(13),(14)の開発を支援するため実施した広範囲のシステム効果，機器

性能評価及び総合効果試験に対し，さらなる妥当性が確認されている。 

 

2.1.2 コード全体のスコープ及び評価性能 

ＴＲＡＣＧは，原子炉の熱水力挙動を評価する多次元二流体モデル，及び炉心の中性子

動特性を評価する三次元中性子動特性モデルに基づいている。 

熱水力挙動を取り扱うためにＴＲＡＣＧで用いる二流体モデルは，TRAC-PF1 及び TRAC-

BF1(1)に使用されている二流体モデルと基本的に同じである。この二流体モデルは，気相及

び液相に対し，質量，運動量及びエネルギーの保存式を基礎式として解く。ＴＲＡＣＧの基
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礎式では，二相間の熱的及び力学的な平衡について，いかなる仮定も含めていない。また，

気相は蒸気及び非凝縮性ガスの混合気体から構成することが可能であり，液相には水溶性

ほう素を含めてもよい。熱水力モデルは，ベッセルコンポーネントを多次元，その他すべて

のコンポーネントを一次元で定式化している。 

質量，運動量及びエネルギーの保存式は，気液界面及び壁面におけるせん断応力及び熱

伝達に対する構成式からなる付加的なモデルを用いることで閉じることができる。構成式

は流動様式に依存しており，コード全体で首尾一貫して使用する単一の流動様式マップに

基づいて選定する。 

基本的な熱水力モデルに加えて，ＴＲＡＣＧでは再循環ポンプ，ジェットポンプ，燃料

チャンネル，気水分離器及び蒸気乾燥器のようなＢＷＲ機器のための一連のコンポーネン

トモデルも備えている。ＴＲＡＣＧでは，更に，圧力，水位及び再循環流量制御系のような

主要なＢＷＲ制御系を模擬することのできる制御系モデルを備えている。 

三次元核動特性モデルは三次元沸騰水型原子炉模擬計算コードＡＥＴＮＡ(15),(17)と同一

のモデルであり，エネルギー３群の時間依存拡散方程式，及び６群の遅発中性子先行核濃度

の動特性方程式を解く。制御棒位置及び熱水力モデルから求められた減速材密度，燃料温度，

ほう素濃度に基づき反応度フィードバックが求められる。 

ＴＲＡＣＧの構成はモジュール化手法に基づいている。ＴＲＡＣＧの熱水力モデルは，

パイプ，ポンプ，弁，Ｔ字配管，チャンネル，ジェットポンプ，気水分離器，熱交換器及び

ベッセルコンポーネントのような一連の基本コンポーネントをモジュールとして含んでい

る。これらのコンポーネントを構成要素として使用し組み立てることで解析対象を模擬す

る。解析に際しては，任意の数のコンポーネントを組み合わせることが可能である。コンポ

ーネントの数，それらの相互関係及び各コンポーネントの詳細は，入力データを通して特定

される。ＴＲＡＣＧは，このようにして，単純な個別効果試験から完全なＢＷＲプラントま

での広い範囲の設備を模擬できる能力を有している(18),(41)。 

ＴＲＡＣＧでは，個別効果試験，機器性能データ，総合効果試験及び実規模のＢＷＲプ

ラントデータに対し，広範にその妥当性を確認してきている。個別効果試験に対する基本モ

デルの妥当性確認，総合効果試験に対する妥当性確認及び実プラントデータに対する妥当

性確認の中で実施した代表的な結果を本資料で説明する。この妥当性確認の目的は，ＴＲＡ

ＣＧの基本モデルの適用性を実証すること及びモデルの不確かさを定量化することにある。 

 

2.1.3 米国での適用実績 

ＴＲＡＣＧの旧バージョンである Ver.2 及び Ver.4 について，米国のＮＲＣ（Nuclear 

Regulatory Commission）に承認されたＬＴＲ（Licensing Topical Report）をもとにＡＯ

Ｏ，ＡＴＷＳ，安定性，ＬＯＣＡに関する使用実績を説明する。 

表 2.1-1 に米国のＮＲＣに承認されたＡＯＯ，ＡＴＷＳ，安定性，ＬＯＣＡに関する主

なＬＴＲを示す。No.1 から No.5 はＡＯＯ又はＡＴＷＳに関するＬＴＲを，No.6 から No.9
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は安定性に関するＬＴＲを，No.10 はＬＯＣＡに関するＬＴＲを示しており，それぞれにＮ

ＲＣのＳＥＲ（Safety Evaluation Report：安全評価報告書）が添付されている。No.11 は

ＴＲＡＣＧで使用されている解析モデルについて記述されており，No.12 は試験データとの

比較によるＴＲＡＣＧの妥当性確認結果について記述されている。No.11 及び No.12 は，各

プラントタイプ，各適用事象に対してＴＲＡＣＧの適用性を示した No.1 から No.10 のＬＴ

Ｒを審査する時に参照され，その妥当性が評価されている。 

 

2.1.3.1 ＡＯＯへの適用実績 

ＡＯＯについては，No.1，No.3，No.4 に解析例が提示されている。No.1 では，代表的な

ＢＷＲ４プラントを対象として，圧力増加過渡事象についてはタービントリップ（バイパス

弁不作動），給水制御系の故障，主蒸気隔離弁の誤閉止を，圧力減少過渡事象については圧

力制御系の故障を，流量増加/減少過渡事象については再循環ポンプトリップ，再循環流量

制御系の故障を，サブクール過渡事象については給水加熱喪失を，水位減少過渡事象につい

ては給水流量の全喪失を，TRACG Ver.2 を用いて炉心出力，炉心流量，ドーム圧力，圧力容

器入口及び出口の流量，ＣＰＲ（Critical Power Ratio：限界出力比）の時間変化等につい

て評価した結果を示している。No.3 では，No.1 とは異なるＢＷＲ４プラントを対象として，

圧力増加過渡事象についてはタービントリップ（バイパス弁不作動），給水制御系の故障，

主蒸気隔離弁の誤閉止を，流量増加/減少過渡事象については再循環流量制御系の故障を，

サブクール過渡事象については給水加熱喪失を選択し，TRACG Ver.4 及び Ver.2 の結果を炉

心出力，炉心流量，給水流量，入口サブクール度，ドーム圧力変化，ΔCPR/ICPR の時間変化

等について比較して示している。TRACG Ver.4 の結果は Ver.2 の結果に対して保守的な結果

を生じるとしている。No.4 では，ＥＳＢＷＲを対象として，圧力増加過渡事象については

負荷遮断（バイパス弁不作動)，タービントリップ（バイパス弁不作動），主蒸気隔離弁の誤

閉止を，サブクール過渡事象については給水加熱喪失を，水位減少過渡については給水流量

の全喪失を，TRACG Ver.4 を用いて炉心出力，炉心流量，ドーム圧力，圧力容器入口及び出

口の流量，ＣＰＲの時間変化等について評価した結果を示している。 

 

2.1.3.2 ＡＴＷＳへの適用実績 

ＡＴＷＳについては，No.2，No.3，No.5 に解析例が提示されている。No.2 では，代表的

なＢＷＲプラントを対象として，圧力増加過渡事象については主蒸気隔離弁の誤閉止に対

するスクラム失敗を，圧力減少過渡事象については圧力制御系の故障に対するスクラム失

敗を，TRACG Ver.2 を用いて炉心出力，炉心流量，ドーム圧力，圧力容器入口及び出口の流

量の時間変化等について評価した結果を示している。No.3 では，ＢＷＲ４プラントを対象

として圧力増加過渡事象である主蒸気隔離弁の誤閉止に対するスクラム失敗を選択し，

TRACG Ver.4 及び Ver.2 の結果を炉心出力，炉心流量，給水流量，入口サブクール度，ドー

ム圧力変化，ΔCPR/ICPR の時間変化等について比較して示している。TRACG Ver.4 の結果は
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Ver.2 の結果に対して保守的な結果を生じるとしている。No.5 では，ＥＳＢＷＲを対象とし

て，圧力増加過渡事象については主蒸気隔離弁の誤閉止，復水器真空度の喪失（ＬＣＶ：Loss 

of Condenser Vacuum）に対するスクラム失敗を，サブクール過渡事象については給水加熱

喪失に対するスクラム失敗を TRACG Ver.4 を用いて，中性子束，炉心流量，給水流量，蒸気

流量，ドーム圧力，ダウンカマの水位，ボロン濃度の時間変化等について評価した結果を示

している。また，No.5 ではタービントリップ（バイパス弁作動）に対するスクラム失敗に

おいて，核及び熱水力の相互作用による不安定性から生じる出力振動の時間変化について

評価した結果を示している。 

 

2.1.3.3 安定性への適用実績 

安定性については，No.6 から No.9 に解析例が示されている。No.6 では，代表的なＢＷ

Ｒプラントを対象として，TRACG Ver.4 を用いた不安定事象を解析しＭＣＰＲ（Minimum CPR：

最小限界出力比）の時間変化及びＳＬＭＣＰＲ（Safety Limit MCPR）に対する裕度を評価

している。No.7 では，炉心サイズの異なる二つのＢＷＲ４プラント並びにＢＷＲ５及びＢ

ＷＲ６プラントを対象として，高出力/低流量における炉心出力の振動を TRACG Ver.2 を用

いて解析し，ＤＩＶＯＭ（Delta CPR over Initial MCPR Versus Oscillation Magnitude）

の評価を行った結果が示されている。No.8 では，代表的なＢＷＲを対象として，TRACG Ver.4

及び Ver.2 を用いて不安定事象を解析し，チャンネルの出力，流量，及びＭＣＰＲの時間変

化，ＤＩＶＯＭについて両コードの比較結果が示されている。ＤＩＶＯＭの評価において

TRACG Ver.4 の結果は，Ver.2 の結果に対して本質的に同等であるか，より保守的な結果と

なるとしている。No.9 では，ＥＳＢＷＲを対象として，チャンネル安定性，炉心安定性，領

域安定性に関する TRACG Ver.4 の解析結果が示されている。 

 

2.1.3.4 ＬＯＣＡへの適用実績 

ＬＯＣＡについては，No.10 に解析例が示されている。No.10 では，ＥＳＢＷＲを対象と

して，ＥＣＣＳ／ＬＯＣＡ，格納容器／ＬＯＣＡ及び主蒸気管破断ＬＯＣＡに関する TRACG 

Ver.4 の解析結果が示されている。 

 

2.1.3.5 審査で参照・評価されたＬＴＲ 

ＮＲＣの審査では，上記で説明した各事象評価へのＴＲＡＣＧの適用を申請した No.1 か

ら No.10 のＬＴＲの審査に No.11 及び No.12 のＬＴＲが参照されて適用範囲に応じた内容

が評価されている。No.11 はＴＲＡＣＧのモデル解説書の最新版であり，中性子動特性及び

熱水力挙動を解析するために必要な基礎方程式，物理モデル又は構成式，機器・コンポーネ

ントモデル，数値解法について記載されている。No.12 はＴＲＡＣＧの妥当性確認結果の最

新版であり，試験データとの比較によりＴＲＡＣＧモデルの妥当性を示している。表 2.1-2

及び表 2.1-3 にＴＲＡＣＧの妥当性確認に関する実績を示す。 
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ＴＲＡＣＧの妥当性確認では，下記の主要な妥当性確認カテゴリで構成される系統的な

方法に従い，個別効果試験及び機器性能評価試験にて解析モデルの不確かさを評価し，総合

効果試験にて解析コードの適用性及び解析モデルの総合的な妥当性が確認されている。ま

た，ＢＷＲプラント試験にて，解析コードのＢＷＲ実規模体系への適用性が確認されている

(12),(16)。 

 個別効果試験 

 基本モデル及び現象の妥当性確認を特別に指向した十分に制御された試験である。

ここに含まれるのは，(1)界面せん断力及びサブクール沸騰モデルを評価するボイド

率データ(19)～(23)，(2)熱伝達データ(24),(25)，(3)対向流制限（ＣＣＦＬ）及び臨界流等

の流れ制限データ(26)～(28)，(4)壁面摩擦モデルを評価する圧力損失データ(29),(30)，(5)

限界出力データ(31)，(6)核動特性モデル化手法を評価する制御棒落下試験データ(32)，

(7)密度波伝搬等の現象のモデル化手法を評価する熱水力安定性データである。 

 機器性能評価試験 

 特定のＢＷＲ機器の性能を予測するために，ＴＲＡＣＧの能力を評価する根拠を

提供する試験である。ここに含まれるのは，(1)順流及び逆流に対するジェットポン

プデータ，(2)気液分離及び圧力損失に関する気水分離器データ，(3)ＢＷＲ上部プ

レナムの緊急炉心冷却注水及びその分布に関するデータ，(4)炉心スプレイ分布デー

タである。 

 総合効果試験 

 ＢＷＲの縮小模擬結果で構成される試験である。これらの試験の主目的は，シス

テム全体の性能及びシステム中の異なる機器間の相互作用を評価することである。

これらの試験には，ジェットポンプ付きＢＷＲに対するＴＬＴＡ(34)～(36)，ＦＩＳＴ，

ＳＳＴＦ及びＲＯＳＡ試験装置，ジェットポンプなしの外部ポンププラントに対す

るＦＩＸ試験装置，並びにＥＳＢＷＲに対するＧＩＳＴ試験装置で実施されたＬＯ

ＣＡ模擬試験を含む。 

 ＢＷＲプラント試験 

 このカテゴリには，ＢＷＲプラントの過渡試験及び安定性試験が含まれる。 
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表 2.1-1 ＴＲＡＣＧコードの米国における使用実績 

No. NRC から承認された LTR (Licensing Topical Report) 適用範囲 解析コード 

1 GE Nuclear Energy, “TRACG Application for Anticipated 

Operational Occurrences (AOO) Transient Analyses,” NEDO-

32906-A, Revision 3, September 2006. 

BWR2～6， 

AOO 

TRACG Ver.2 

2 GE Nuclear Energy, “TRACG Application for Anticipated 

Transient Without Scram Overpressure Transient 

Analyses,” NEDO-32906 Supplement 1-A, November 2003. 

BWR2～6，  

ATWS 

TRACG Ver.2 

3 GE Hitachi Nuclear Energy, “Migration to TRACG04/PANAC11 

from TRACG02/PANAC10 for TRACG AOO and ATWS Overpressure 

Transients,” NEDO-32906 Supplement 3-A, Revision 1, 

April 2010. 

BWR2～6 ， 

AOO 及び ATWS 圧

力増加過渡 

TRACG Ver.4 

4 GE Hitachi Nuclear Energy, “TRACG Application for ESBWR 

Transient Analysis,” NEDO-33083 Supplement 3-A, Revision 

1, September 2010. 

ESBWR ，AOO TRACG Ver.4 

5 GE Hitachi Nuclear Energy, “TRACG Application for ESBWR 

Anticipated Transient Without Scram Analyses,” NEDO-

33083 Supplement 2-A, Revision 2, October 2010. 

ESBWR，ATWS TRACG Ver.4 

6 GE Hitachi Nuclear Energy, “DSS-CD TRACG APPLICATION,” 

NEDO-33147-A, Revision 4, August 2013. 

BWR3～6， 

安定性 

TRACG Ver.4 

7 GE Nuclear Energy, “Reactor Stability Detect and 

Suppress Solutions Licensing Basis Methodology for Reload 

Applications,” NEDO-32465-A, August 1996. 

安定性解決策オ

プ シ ョ ン I-D, 

Ⅱ, Ⅲを使用す

る BWR，安定性 

TRACG Ver.2 

8 GE Hitachi Nuclear Energy, “Migration to TRACG04/PANAC11 

from TRACG02/PANAC10 for Reactor Stability Detect and 

Suppress Solutions Licensing Basis Methodology for Reload 

Applications,” NEDO-32465 Supplement 1-A, Revision 1, 

October 2014. 

安定性解決策オ

プ シ ョ ン I-D, 

Ⅱ, Ⅲを使用す

る BWR，安定性 

TRACG Ver.4 

9 GE Hitachi Nuclear Energy, “TRACG Application for ESBWR 

Stability Analysis,” NEDO-33083 Supplement 1-A, Revision 

2, September 2010. 

ESBWR，安定性 TRACG Ver.4 

10 GE Hitachi Nuclear Energy, “TRACG Application for 

ESBWR,” NEDO-33083-A, Revision 1, September 2010. 

ESBWR，LOCA TRACG Ver.4 

 上記 LTR の審査で参照・評価された LTR   

11 GE Hitachi Nuclear Energy, “TRACG MODEL DESCRIPTION,” 

NEDO-32176, Revision 4, January 2008. 

 TRACG Ver.4 

12 GE Nuclear Energy, “TRACG Qualification,” NEDO-32177, 

Revision 3, August 2007. 

 TRACG Ver.4 
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表 2.1-2 ＴＲＡＣＧコードの妥当性確認実績(個別効果試験，機器性能評価試験) 

 試 験 項 目 

個
別
効
果
試
験 

ボイド率 Frigg of-64 試験 

Christensen サブクールボイド試験 

Wilson 及び Bartolomei 気泡上昇試験 

EBWR 試験 

PSTF レベルスウェル試験 

東芝低圧ボイド試験 

OntarioHydro ボイド試験 

CISE 水密度試験 

熱伝達 THTF 膜沸騰試験 

炉心スプレイ熱伝達(CSHT) 

対向流制限 CSHT 試験 

臨界流 Marviken 臨界流試験 

PSTF 臨界流試験 

Edwards ブローダウン 

圧力降下 ATLAS での圧力降下試験 

限界出力 流動振動試験 

加圧事象及び ABWR 再循環ポンプ全台トリップ試験 

自然循環及び安定性 FRIGG 試験 

反応度投入 SPERTⅢ試験 

機
器
性
能
評
価
試
験 

ジェットポンプ性能 INEL 1/6 スケールのジェットポンプデータ 

BWR4 実規模１本ノズルジェットポンプデータ 

BWR5 実規模５本ノズルジェットポンプデータ 

気水分離器 実規模２段/３段気水分離器データ 

上部プレナム効果 SSTF 試験 

炉心スプレイ分布 SSTF 試験 
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と一次元モデルと同一になる。また，すべての一次元コンポーネント中の壁面熱伝達，及び

ベッセルコンポーネント中の径方向ヒートスラブモデルで，一つの共通な熱伝導モデルを

使用する。ベッセルコンポーネント内で軸方向ヒートスラブに対し使用する一次元熱伝導

モデルも，離散化方法を除けば同様である。最後になるが，ＴＲＡＣＧ中には，ただ一組の

せん断力及び熱伝達に対する構成式群があり，すべてのコンポーネントでこれを使用して

いる。 

 

2.2.2 基礎方程式とモデルの概要 

ここでは，重要現象を評価するために必要となる解析モデルで，特に重要である基礎方

程式，物理モデル又は構成式について説明する。 

 

2.2.2.1 流体場の方程式 

ＢＷＲの原子炉内で生じる過渡変化は，冷却水及び蒸気を流体成分とする二相流の下で

生じる現象であるため，気液二相流からなる流体場を解く必要がある。また，ＡＯＯ及びＡ

ＴＷＳでは，特に炉心中での重要現象がサブクール状態を含む熱的非平衡及び沸騰系であ

るため，主に界面せん断力に規定される気液間相対速度が位置によって大きく変化する非

均質系を対象とし，さらに過渡変化の時定数に沿って状態が変化して行くため，これに追従

できる流体場の方程式が必要とされる。 

このような適用対象に対して適合する流体場の方程式には，二流体場に対する保存式が

適切であることが知られており，対象とする質量，エネルギー及び運動量に関わる物理量の

輸送量を決定するに際し，二相流二流体場の６個の方程式を解くことになる。ＴＲＡＣＧは，

このような場の保存式に基づいて作成された解析コードである。 

ＴＲＡＣＧでは，このような定式化により非平衡，非均質な二相流を直接取り扱うこと

ができ，熱的平衡性及び相速度に先験的な仮定を導入しない定式化が可能となる。ただし，

ＢＷＲの過渡及び事故に適用するに当たって問題とならない範囲で，場の保存式を簡略化

する。例えば運動量保存式において，圧力に関し気相及び液相の圧力を等しく置く１圧力モ

デルを導入し，また，気液間の質量輸送に伴って生じる気液界面力を界面せん断力に対して

無視する。さらにエネルギー保存式において，位置エネルギー，及び変動速度の平均化の過

程で生じる変動エネルギー項を無視する。 

空間次元に関しては，原子炉圧力容器を除くと一次元的な取扱いで十分であり，原子炉

圧力容器のみ唯一三次元的な取扱いが必要となる。時間解法については完全陰解法の使用

を推奨しているが，数値粘性による解析解の忠実度低下を抑制する観点から，オプションと

して半陰解法を用いることもできる。 
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気相質量保存式： 

gt vvv v  (2.2-1) 

液相質量保存式： 

glllt
v11  (2.2-2) 

気相運動量保存式： 

VMlw ffFP
t vvvvvv
v

v gvv
v

 (2.2-3) 

液相運動量保存式： 

VMll

wllll
l

l FP
t

ffg

vv
v

v
1

111
 (2.2-4) 

気相エネルギー保存式： 

ggiw hqqP

e
t

Pe
t

vvv

2
v

vvv

2
v

vv

v

vvv
22  (2.2-5) 

液相エネルギー保存式： 

fgilwll

l
lll

l
ll

hqqP

e
t

Pe
t

v

vvv 22

1

2
1

2
1

 (2.2-6) 

ここで 

    ：ボイド率 

v ， l   ：気相密度，液相密度 

vv ， lv   ：気相速度，液相速度 

g     ：界面を通じた質量生成率 

P     ：圧力 

vwF ， lwF  ：気相及び液相へ作用する壁面摩擦力の成分 

g      ：重力加速度 

vlf     ：界面せん断力 

VMf     ：仮想質量 

ve ， le   ：気相の内部エネルギー，液相の内部エネルギー 

vwq ， lwq  ：壁面から気相及び液相への熱流量 
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viq ， liq   ：界面から気相及び液相への熱流量 

gh ， fh  ：飽和蒸気の比エンタルピ，飽和水の比エンタルピ 

t      ：時間 
 

2.2.2.2 構造物についての場の方程式 

ＴＲＡＣＧでは，体系中の燃料棒及び他の構造物に対する場の方程式として，熱伝導方

程式を解く。構造物には，一次元コンポーネントに対するパイプコンポーネント壁，並びに

ベッセルコンポーネントの外壁及びベッセルコンポーネント中の内部熱平板が含まれる。

一次元コンポーネントの壁において，内壁からの熱伝達は当該コンポーネント中の流体に

向かう。一方，外壁からの熱輸送は，他の任意コンポーネント中の流体に向かうことができ

る。ベッセルコンポーネント中の内部熱平板は，ベッセル中の一つのセル内部に完全に含ま

れるか，軸方向又は径方向に位置する二つのセル間でその境界上に配置される。 

ＴＲＡＣＧは直交座標系及び円柱座標系の一次元熱伝導モデルを用いており，燃料棒，

二つのベッセル内径方向リングに接する二つの境界面をもつ２面ヒートスラブ，一次元コ

ンポーネントの壁には円柱座標系を用いている。 

直交座標系： 

q
z
Tk

zt
TC p  (2.2-7) 

円柱座標系： 

q
r
Tkr

rrt
TC p

1  (2.2-8) 

ここで 
   ：密度 

pC    ：定圧比熱 

T    ：温度 

r ， z  ：径方向位置，軸方向位置 

k    ：熱伝導率 

q    ：体積熱生成率 

 

2.2.2.3 物理モデル又は構成式 

二相流流動様式，サブクール沸騰，界面せん断力，界面熱伝達，界面積濃度，壁面摩擦，

壁面熱伝達，臨界流，局所圧力損失，限界出力及びリウェットの物理モデル又は構成式につ

いては，旧バージョンである TRACG Ver.4 と同じであるため，ここでの説明は省略する(41)。

物理モデル又は構成式は，米国においてＡＯＯ，安定性，ＡＴＷＳ等へ適用されており，十

分な実績を有している。 
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2.2.2.4 中性子動特性方程式 

ＴＲＡＣＧは，中性子エネルギー３群，遅発中性子先行核６群の三次元の時間依存中性

子拡散方程式を解く。中性子束及び遅発中性子先行核濃度は，減速材密度，燃料温度，ほう

素濃度及び／又は制御棒の変化に応じて，あらゆる（i,j,k）ノードで時間について求めら

れる。ただし，燃焼度及びキセノン濃度分布は，過渡期間中で一定を仮定する。 

ＴＲＡＣＧで使用する三次元中性子動特性モデルは，三次元沸騰水型原子炉模擬計算コ

ードＡＥＴＮＡ(15),(17)と同一のモデルを組み込んでおり，炉心の過渡解析を目的として時間

依存の多群拡散方程式を解く。空間解法には静特性解析と同じ解析的多項式拡散ノード法

を用い，時間解法には完全陰解法後退差分スキームを標準解法として周波数変換法ととも

に用いている。この時間解法は，無条件安定で大きな時間ステップを可能とする。過渡時の

拡散方程式を解く際に時間ステップを比較的大きく取れるようにするため，遅発中性子先

行核濃度は時間ステップ内で核分裂源が線形的に変化することを仮定して解析的に解かれ

る。非線形反復におけるノード法結合補正係数の更新ステップを大きくとることで更なる

計算時間短縮が実現できる。 

三次元時間依存中性子拡散方程式を以下に示す。 
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 (2.2-9) 

tzyxCtzyxtzyx
k

tzyxC
t

i
m

i
m

g

i
g

i
fg

eff

i
mi

m ,,,,,,,,,,,,
'

''  (2.2-10) 

ここで 

Dg
i (x, y, z, t)  ：時刻 t におけるノード i の第 g 群拡散係数 

rg
i (x, y, z, t)  ：時刻 t におけるノード i の第 g 群除去断面積 

fg
i (x, y, z, t)  ：時刻 t におけるノード i の第 g 群核分裂断面積 

       ：核分裂当たりの発生中性子数 

s
i
g′→g (x, y, z, t)  ：時刻 t におけるノード i の第 g′ 群から g 群への散乱断面積 

Cm
i (x, y, z, t)  ：時刻 t におけるノード i の第 m 群遅発中性子先行核濃度 

g
i (x, y, z, t)  ：時刻 t におけるノード i の第 g 群中性子束 

q i
ext (x, y, z, t)  ：時刻 t におけるノード i の第 g 群外部中性子源 
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vg
i  ：時刻 t におけるノード i の第 g 群中性子速度 

g
p  ：第 g 群即発中性子核分裂スペクトル 

keff  ：初期定常時の実効増倍率 

m
i  ：ノード i の第 m 群遅発中性子生成率（

6

1m

i
m

i ） 

g
m  ：第 m 群遅発中性子核分裂スペクトル 

m
i  ：ノード i の第 m 群遅発中性子先行核崩壊定数 

g
ext ：第 g 群外部中性子源核分裂スペクトル 

 

中性子動特性モデルでは，炉心中の出力分布を直交三次元（x-y-z）系で計算するが，そ

の際に燃料温度及び冷却材密度の変化，並びに制御棒移動を考慮する。チャンネル熱水力及

び燃料熱伝達に関わるモデルでは，炉心を並行多チャンネルとして模擬し，それぞれのチャ

ンネルが複数の燃料集合体をもつように関係付ける。また，状態量は各チャンネルの各軸方

向ノードで解く。チャンネル群の水力的な境界条件は，解析コード中の炉心外モデルにて定

める。各コンポーネントは，図 2.2-2 に示したデータを通じて結合される。 

 

 

 

図 2.2-2 ＴＲＡＣＧのモデル間でのデータの流れ 
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中性子動特性モデルにおけるノード分割は，径方向には１燃料集合体当たり１ノード，

軸方向には 24又は 25 ノードをとる。しかし，熱水力及び熱伝達に対するチャンネル，つま

りＴＲＡＣＧ中のチャンネルコンポーネントに対するノード分割は，水平の（x-y）方向で，

中性子動特性モデルのそれと比較して粗い。すなわち，熱水力的及び幾何形状的に類似した

状態量をグループにまとめ平均化して一つのコンポーネントとしている。このため，チャン

ネルコンポーネント数は燃料集合体数より少なくなる。中性子動特性モデルからチャンネ

ルモデルへのデータの流れは平均化を通じてなされる。また，熱水力から中性子動特性モデ

ルへのデータの流れは図 2.2-2 に示したように減速材密度及び燃料温度である。 

ＴＲＡＣＧの三次元中性子動特性モデルにおける計算では，減速材密度及び燃料温度の

変化をチャンネルモデルが与える。バイパス水密度はベッセルコンポーネントから得られ

るが，チャンネル及びウォータロッドの水密度を体積で重み付けして組み合わせ，ノード平

均の相対水密度を与える。 

ＴＲＡＣＧのほう素モデルでは，ほう素の微視的断面積及び数密度を用いて吸収断面積

を補正することによりボロン反応度を考慮し，ほう素の混合については質量保存式を取り

扱うことにより，液相の流れ場とともに移動する溶質として考慮している。 

ＴＲＡＣＧでは，核モデル及び熱水力モデルで原子炉圧力容器内を三次元的に取り扱い，

熱水力モデルでは二相流二流体場の６個の方程式により，質量，運動量及びエネルギーにつ

いて液相及び気相を個別に取り扱うことができるので，核熱結合による密度波振動から生

じる中性子束振動を評価することが可能である。 
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3 解析結果の例示 

この章では，ＡＴＷＳを対象とした評価で重要な物理現象を考慮に入れて，TRACG Ver.5

が前バージョンの TRACG Ver.4 から改良された核動特性モデルの確認，ＲＥＤＹ／ＳＣＡ

Ｔで取り扱うことができない振動現象の評価，国内のＢＷＲ及びＡＢＷＲの評価，並びにＡ

ＴＷＳにおいて特徴的な事象であるＳＬＣの評価に関する観点で，参考解析結果を例示す

る。 
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3.1 PEACH BOTTOM タービントリップ試験 

1977 年４月，Peach Bottom 原子力発電所２号機において，特別に計装された３件のター

ビントリップバイパス弁作動試験が，低出力レベルで実施された(37)。試験は，過渡解析コ

ードのための妥当性確認データを取得するために設計されており，ＥＰＲＩが後援する中

で，ＧＥＨ及びフィラデルフィア電力会社により実施された。試験条件は，モデルの妥当性

確認用データの量を最大化しつつ，許容可能な設計値の範囲内での燃料の運転を確実にす

るように選定された。試験の主目的は，急速加圧事象時における主蒸気配管の動力学的効果

についての高品質の試験データを取得することにあった。試験は，中性子束高でスクラムが

開始するよう直接スクラム（タービン止め弁開度スイッチにより開始されることになるス

クラム）を無効化して実施された。発電用原子炉の通常運転と異なるこの条件は，モデルと

試験データとの間で有意な比較が行えるよう，中性子束を十分に大きく増加させるために

必要であった。 

 

3.1.1 試験の説明 

表 3.1-1 に，３件のタービントリップ試験の初期条件及びスクラム設定点を示す。試験

の初期条件は，定格炉心流量近傍で一連の出力を増加させる形で選定された。２回目の試験

に先立ってキセノン過渡現象のため，計画出力レベルの１％以内に出力を保持するのに，炉

心流量を減少させることが必要となった。各々のタービントリップ試験はタービン止め弁

（以下「ＴＳＶ」という。）の急閉で開始され，ＴＳＶ閉によるスクラム信号をバイパスし

て中性子束スパイクが得られた。再循環ポンプのトリップは TT3 を除いて防止された。中性

子束が中性子束高スクラムのセットポイントに到達したとき，スクラムが生じ中性子束の

減少が起こった。ＴＳＶ閉後すぐにタービンバイパス弁が開き始め，原子炉圧力容器からの

蒸気インベントリの開放により圧力上昇が徐々に軽減された。 

 

表 3.1-1 Peach Bottom タービントリップ試験の条件 

条件 
炉心出力 炉心流量 

中性子束高 

スクラム設定 

（MWt） （定格比%） （kg/s） （定格比%） （定格出力比%） 

定格 3,293 100 12,915 100 － 

TT1 1,562 47.4 12,764 98.8 85 

TT2 2,030 61.6 10,445 80.9 95 

TT3 2,275 69.1 12,839 99.4 77 
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3.1.2 解析モデル 

Peach Bottom２号機のタービントリップ試験のＴＲＡＣＧ解析は，標準的なノード分割

手法を使用して実施した(16)。試験が実施された時点で，炉心には 576 体の７×７及び 188

体の８×８燃料集合体が装荷されていた。炉心は上部及び／又は下部プレナムにおける熱

水力的特徴の変化を模擬するために径方向に三つのリングに分割した。ＴＲＡＣＧ計算で

は，燃料集合体を８個の CHAN コンポーネントで模擬した。燃料集合体のグループ分割を表

3.1-2 に示す。３件の試験の模擬解析で燃料集合体のグループ分割は異なっている。各 CHAN

コンポーネントでは，同じタイプ（すなわち７×７又は８×８），類似した出力，及び同様

な径方向位置（VSSL コンポーネント中の同じリング）の一群の燃料集合体を模擬した。初

期の定常状態は，燃料集合体核特性計算コードＬＡＮＣＲ(33),(38)及び三次元沸騰水型原子炉

模擬計算コードＡＥＴＮＡ(15),(17)によってプラントのトラッキング計算により作成した(42)。

ＴＲＡＣＧの中性子束計算モデルはＡＥＴＮＡと同じである。このように，本解析は炉心設

計コードを含むコードシステムとして行われており，より高品質な安全評価パラメータの

評価を可能としている。 

 

3.1.3 試験データとの比較 

コードの妥当性確認の観点からすると，Peach Bottom タービントリップ試験での測定値

とＴＲＡＣＧ解析結果との比較では，中性子束が最も重要な変数である。中性子束は過渡時

の限界出力比及びその予測に必要なパラメータを決定する上で，また，炉心圧力の正確な計

算，並びにドップラ，スクラム及びボイド反応度フィードバック現象を正確に表す上で，第

一に重要なパラメータである。 

全中性子束について，測定値と計算値を３試験で比較して図 3.1-1 から図 3.1-3 に示す

とともに，表 3.1-3 にまとめる。ここで，全中性子束は核分裂断面積を重みとして中性子束

をエネルギーについて積分したものを意味しており，核分裂出力と同じである。 

表 3.1-3 は，中性子束ピーク値についてＴＲＡＣＧ計算値と試験の測定値とを比較して

いる。中性子束の測定値は，文献(37)の図 6-7 から図 6-9 までの“炉心平均ＬＰＲＭ信号”

をデジタル化して得た。中性子束ピークの計算値は，試験値に対して約 高い TT2 から

約 高い TT1 までの範囲にある。３試験に対し，ＴＲＡＣＧは標準偏差約 で平均

約 ピーク中性子束を過大評価する。 

中性子束の時間積分値は，過渡時の限界出力比を正確に予測するためのＴＲＡＣＧの能

力を測るには，中性子束ピーク値よりもよい指標である。図 3.1-4 に数値的に積分した中性

子束を時間に対しプロットして示す。すべての試験においてＭＣＰＲは１秒前後で最小値

となることから，計算値と測定値間の１秒前後の積分値に注目すると，TT1 では計算値が測

定値と大変よく一致している。一方，TT2 及び TT3 では計算値が過大評価している。すべて

の試験において流量はほぼ一定に保たれ，着目する時間領域において同等であることから，

核分裂出力積分値の評価がＭＣＰＲの評価に影響のある唯一の因子である。 
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Peach Bottom タービントリップ試験に対し，原子炉ドーム圧についての測定値と計算値

の比較を図 3.1-5 から図 3.1-7 に示す。３試験の全てに対し，過渡変化の全域にわたって，

ＴＲＡＣＧが原子炉ドーム圧を妥当な範囲で予測している。中性子束は炉心圧力上昇に伴

うボイドの消滅により増加する。信頼性のある安全評価パラメータの評価のために，事象開

始から１秒後にＭＣＰＲが最小値に達することから，１秒前までの圧力上昇の再現も重要

である。初期の圧力上昇，最初及び引き続く圧力振動の大きさ及びタイミング，並びにドー

ム圧のピーク値を，いずれも妥当な範囲で予測している。圧力振動を正確に予測することは，

蒸気配管内の動的応答の詳細を，ＴＲＡＣＧの蒸気配管モデルが正しく模擬することを示

している。ドーム圧ピーク値を妥当な範囲で予測することで，バイパス弁特性について，Ｔ

ＲＡＣＧモデルの妥当性が確認される。 

 

3.1.4 結論 

Peach Bottom２号機での３件のタービントリップ試験において，原子炉の加圧及び中性

子束の応答をＴＲＡＣＧの解析結果と比較し，試験結果を十分に再現できることを確認し

た。また，ＭＣＰＲの計算にとって重要なパラメータである中性子束の時間積分量が，適切

に，又は幾分か保守的に予測されることを確認した。これらの結果より，運転中のＢＷＲの

過渡的な挙動を予測するためにＴＲＡＣＧを使用することは妥当であることが示された。 
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表 3.1-2 Peach Bottom タービントリップ試験 TRACG 解析用燃料集合体グループ分割 

   

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

         

 

        

        

        

        

        

 

        

        

        

 

 

表 3.1-3 Peach Bottom タービントリップ試験における中性子束の比較 
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図 3.1-1 Peach Bottom タービントリップ試験１に対する核分裂出力応答 

 

 

図 3.1-2 Peach Bottom タービントリップ試験２に対する核分裂出力応答 
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図 3.1-3 Peach Bottom タービントリップ試験３に対する核分裂出力応答 

 

 

図 3.1-4 Peach Bottom タービントリップ試験 1，2及び 3に対する核分裂出力の積分量の応答 

0

100

200

300

400

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

核
分

裂
出

力
(%

)

時間(s)

TT3 データ

TT3 TRACG

0

50

100

150

200

0.0 0.5 1.0 1.5 2.0

核
分

裂
出

力
積

分
値

時間(s)

TT1 データ TT1 TRACG

TT2 データ TT2 TRACG

TT3 データ TT3 TRACG



 

参考 1-30 

 

図 3.1-5 Peach Bottom タービントリップ試験１に対するドーム圧変化 

 

 

図 3.1-6 Peach Bottom タービントリップ試験２に対するドーム圧変化 
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図 3.1-7 Peach Bottom タービントリップ試験３に対するドーム圧変化 
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3.2 LASALLE 不安定事象 

1988 年３月に米国 LaSalle-2 号機で発生した不安定事象(39)からは，炉心一体での振動

（corewide oscillation）に関する安定性解析，及び，プラント過渡応答解析の妥当性を確

認するために有効なデータが得られている。表 3.2-1 に事象発生時のプラント条件が示さ

れている。原子炉は 84％定格出力／76％定格流量で運転されていた。本事象は，再循環ポ

ンプが両系トリップしたことで流量が減少し，自然循環状態となったときに発生した。流量

の減少により炉心平均出力は 40％近くまで減少し，この影響による主蒸気管流量の減少は

給水加熱の減少に繋がった。給水加熱の減少により，炉心平均出力は 45％まで上昇すると

同時に，炉心下部での出力ピーキングは増大した。炉心全体での振動は，ポンプトリップか

ら約５分後に検知され，ＡＰＲＭ高スクラムが約７分後（事象発生から 410 秒）に発生し

た。 

本事象に関するＴＲＡＣＧ模擬性能の評価に利用されたデータは，次の二つに分類され

る。第１の分類は，事象開始後の６分間に亘り１分ごとに記録された主蒸気管流量，炉心流

量，ドーム圧力，原子炉水位，給水流量，給水温度である。第２の分類は，スクラム直前の

１分間，連続的に記録された出力，炉心流量，原子炉水位，給水流量である。給水制御弁

（actuator valve）が故障していたことが事象発生後に確認されている。これは，事象発生

中に観測された給水流量の 35秒間の大きな揺れと整合しているばかりでなく，原子炉スク

ラム直前の１分間に記録された出力，炉心流量，原子炉水位の変動とも対応している。 

 

3.2.1 ＴＲＡＣＧ解析モデル 

ＢＷＲ５である LaSalle-2 不安定事象についてのＴＲＡＣＧ解析は，標準的なノード分

割（燃料有効部を軸方向 25 ノードに均等分割する。）を修正することにより行われた。安定

性への適用であることを考慮に入れ，燃料チャンネルのノード分割は，下部加熱４ノードを

それぞれ四つのサブノードに分割し，それより下流側６ノードをそれぞれ二つのサブノー

ドに分割する（燃料有効部を軸方向 43ノードに非均等分割する：ノード高さが上流側から

下流側にかけて３段階で大きくなる）ように修正された。この修正により，沸騰境界におけ

る密度波についての解析精度が改善された。図 3.2-1 に本事象の模擬に用いられたチャン

ネルグルーピングが示されている。炉心内の 764 体の燃料集合体は，それぞれが八つの平均

的な水力特性を有するチャンネル（CHAN コンポーネント）に振り分けられた。燃料集合体

のグループ化は，集合体タイプ及び出力ピーキングに基づいて行われた。実炉での三次元出

力分布の変化を推定することを目的として，ＡＰＲＭとＬＰＲＭの応答模擬がＴＲＡＣＧ

制御系モデルを利用することにより行われた。 
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3.2.2 試験データとの比較 
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3.2.3 結果の考察 

 

 

 

3.2.4 結論 

LaSalle 不安定事象についてのＴＲＡＣＧ模擬計算により，ＴＲＡＣＧはＲＥＤＹ／Ｓ

ＣＡＴで取り扱うことができない炉心一体振動を再現することができた。 
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表 3.2-1 LaSalle2 不安定事象の初期条件 

出力 

（MWt） 

炉心流量 

（kg/s） 

ドーム圧力 

（MPa） 

給水温度 

（Ｋ） 

給水流量 

（kg/s） 

2,801 10,332 6.878 478 1,460 

 

 

表 3.2-2 ＡＰＲＭの比較 
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図 3.2-1 LaSalle-2 不安定事象模擬のためのＴＲＡＣＧによるチャンネルグルーピング 
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図 3.2-2 ＴＲＡＣＧによる炉心出力の時間変化 

 

 

図 3.2-3 ＴＲＡＣＧによるＡＰＲＭの時間変化 
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図 3.2-4 ＴＲＡＣＧによる炉心流量時間変化とプラントデータとの比較 

 

 

図 3.2-5 ＴＲＡＣＧによるドーム圧力時間変化とプラントデータとの比較 
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図 3.2-6 ＴＲＡＣＧによる給水温度時間変化とプラントデータとの比較 

 

 

図 3.2-7 ＴＲＡＣＧによる給水流量時間変化とプラントデータとの比較 
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図 3.2-8 ＴＲＡＣＧによる主蒸気管流量時間変化とプラントデータとの比較 

 

 

図 3.2-9 ＴＲＡＣＧによる原子炉水位時間変化とプラントデータとの比較 
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図 3.2-10 ＴＲＡＣＧによるＡＰＲＭとプラントデータとの詳細比較 

 

 

図 3.2-11 ＴＲＡＣＧによる給水流量とプラントデータとの詳細比較 
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図 3.2-12 ＴＲＡＣＧによる炉心流量とプラントデータとの詳細比較 

 

 

図 3.2-13 ＴＲＡＣＧによる原子炉水位とプラントデータとの詳細比較 
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図 3.2-14 ＴＲＡＣＧによる炉心入口温度の時間変化 
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3.3 福島第二原子力発電所２号炉起動試験 

日本国内のＢＷＲは従来型ＢＷＲとＡＢＷＲに大別することができる。両者は主に再循

環系の構成が異なるため，ＡＯＯ挙動も異なり個別に検証することが必要である。本節では

従来型ＢＷＲの代表例として熱出力 3,293MWt の福島第二原子力発電所２号炉について取り

上げる。同炉の諸元表を表 3.3-1 に示す。 

対象とした試験は，圧力上昇過渡時の発電機負荷遮断試験（以下「ＬＲＷＢ」という。），

流量減少過渡時の再循環ポンプトリップ試験（再循環ポンプ２台中１台トリップ（以下「１

ＲＰＴ」という。））の２ケースとした。図 3.3-1，図 3.3-2 に各試験の事象進展図を示す。 

 

3.3.1 ＴＲＡＣＧ解析モデル 

ＴＲＡＣＧではＶＳＳＬコンポーネントによって原子炉圧力容器のモデル化を三次元的

に行うことができる。従って本解析における原子炉圧力容器のモデル化は軸方向を 15領域，

径方向を円柱状に４領域に分割した。また，燃料チャンネルについては CHAN コンポーネン

ト，主蒸気管は一次元コンポーネントの TEE，VLVE，FILL，BREK 等により行った。従来型Ｂ

ＷＲの原子炉圧力容器のノーディングを図 3.3-3 に，燃料チャンネルのノーディングを図

3.3-4 に，主蒸気管のノーディングを図 3.3-5 に示す。これらのノーディングに従いＴＲＡ

ＣＧの解析を実施した。 

ＴＲＡＣＧの炉心状態はＡＥＴＮＡにより初期化され，過渡計算ではＴＲＡＣＧ自身の

三次元核動特性モデルによって計算される。燃料チャンネルについて，核計算は全チャンネ

ルが独立に計算されるが，熱水力計算は燃料チャンネルの出力に応じて幾つかのグループ

に分け，複数の燃料チャンネルをまとめて計算する。 

再循環流量制御，給水流量制御，炉心圧力制御等のコントロールシステム，及び安全保

護系等についてはコントロールブロックによってモデル化を行う。 

 

3.3.2 試験データとの比較 

発電機負荷遮断試験に関する比較を図 3.3-6 に，再循環ポンプトリップ試験に関する比

較を図 3.3-7 に示す。 

 

3.3.3 結果の考察 

発電機負荷遮断試験については，中性子束，炉心流量，主蒸気流量，給水流量，原子炉

圧力，原子炉水位それぞれの時間変化をＴＲＡＣＧの解析結果と比較した。中性子束（ＡＰ

ＲＭ応答）について見ると，スクラムにより速やかな低下傾向を示し， の範囲で一致

する。また，各パラメータの変化傾向，最大値の発生時間等が同等であり，試験結果を十分

に再現できることを確認した。 

再循環ポンプトリップ試験についても，中性子束，主蒸気流量，給水流量，原子炉圧力，

原子炉水位，再循環ループ流量それぞれの時間変化をＴＲＡＣＧの解析結果と比較した。中
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性子束（ＡＰＲＭ応答）は，再循環ポンプトリップによる流量低下により速やかな低下傾向

を示し，その後整定する。中性子束の変動が大きい事象初期において ，その後の出力

が整定する時間領域では の範囲で一致する。また，各パラメータの変化傾向，最大値

の発生時間等が同等であり，試験結果を十分に再現できることを確認した。 

 

3.3.4 結論 

上記で提示した発電機負荷遮断試験及び再循環ポンプトリップ試験についてＴＲＡＣＧ

では十分に試験結果を再現できることを確認した。これらの結果より過渡的な挙動解析に

ＴＲＡＣＧを使用することは妥当である。 
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表 3.3-1 福島第二原子力発電所２号炉の諸元表 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-1 福島第二原子力発電所２号炉におけるＬＲＷＢ事象進展図 

 

 

図 3.3-2 福島第二原子力発電所２号炉における１ＲＰＴ事象進展図 

  

原子炉タイプ ＢＷＲ５ 
電気出力(MWe) 1,100 
熱出力(MWt) 3,293 
燃料集合体体数 764 
炉心流量(t/h) 48,300 
原子炉ドーム圧力(MPa(gage)) 6.93 
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図 3.3-3 福島第二原子力発電所２号炉の原子炉圧力容器ノーディング図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.3-4 福島第二原子力発電所２号炉の燃料チャンネルノーディング図 
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図 3.3-5 福島第二原子力発電所２号炉の主蒸気管ノーディング図 
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図 3.3-6 福島第二原子力発電所２号炉のＬＲＷＢと解析結果の比較 
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図 3.3-7 福島第二原子力発電所２号炉の１ＲＰＴと解析結果の比較 
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3.4 柏崎刈羽原子力発電所７号炉起動試験 

本節ではＡＢＷＲの代表例として熱出力 3,926MWt の柏崎刈羽原子力発電所７号炉につ

いて取り上げる。同炉の諸元表を表 3.4-1 に示す。 

対象とした試験は，圧力上昇過渡時の発電機負荷遮断試験（ＬＲＷＢ），流量減少過渡時

のインターナルポンプトリップ試験（インターナルポンプ 10 台中３台トリップ（以下「３

ＲＰＴ」という。））の２ケースとした。図 3.4-1，図 3.4-2 に各試験の事象進展図を示す。 

 

3.4.1 ＴＲＡＣＧ解析モデル 

原子炉圧力容器，燃料チャンネル，主蒸気管のモデル化は前節 3.3 と同様に行った。Ａ

ＢＷＲの原子炉圧力容器のノーディングを図 3.4-3 に，燃料チャンネルのノーディングを

図 3.4-4 に，主蒸気管のノーディングを図 3.4-5 に示す。これらのノーディングに従いＴＲ

ＡＣＧの解析を実施した。 

ＴＲＡＣＧの炉心状態はＡＥＴＮＡにより初期化され，過渡計算ではＴＲＡＣＧ自身の

三次元核動特性モデルによって計算される。燃料チャンネルについて，核計算は全チャンネ

ルが独立に計算されるが，熱水力計算は燃料チャンネルの出力に応じて幾つかのグループ

に分け，複数の燃料チャンネルをまとめて計算する。 

再循環流量制御，給水流量制御，炉心圧力制御等のコントロールシステム，及び安全保

護系等についてはコントロールブロックによってモデル化を行う。 

 

3.4.2 試験データとの比較 

発電機負荷遮断試験に関する比較を図 3.4-6 に，インターナルポンプトリップ試験に関

する比較を図 3.4-7 に示す。 

 

3.4.3 結果の考察 

発電機負荷遮断試験については，中性子束，炉心流量，主蒸気流量，給水流量，原子炉

圧力，原子炉水位それぞれの時間変化をＴＲＡＣＧの解析結果と比較した。中性子束（ＡＰ

ＲＭ応答）について見ると，スクラムにより速やかな低下傾向を示し， の範囲で一致

する。また，各パラメータの変化傾向，最大値の発生時間等が同等であり，試験結果を十分

に再現できることを確認した。 

インターナルポンプトリップ試験についても，中性子束，炉心流量，主蒸気流量，給水

流量，原子炉圧力，原子炉水位，インターナルポンプ回転数それぞれの時間変化をＴＲＡＣ

Ｇの解析結果と比較した。中性子束（ＡＰＲＭ応答）は，インターナルポンプトリップによ

る流量低下により速やかな低下傾向を示し，その後整定する。中性子束の変動が大きい事象

初期において ，その後の出力が整定する時間領域で の範囲で一致する。また，

各パラメータの変化傾向，最大値の発生時間等が同等であり，試験結果を十分に再現できる

ことを確認した。 
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3.4.4 結論 

上記で提示した発電機負荷遮断試験及びインターナルポンプトリップ試験についてＴＲ

ＡＣＧでは十分に試験結果を再現できることを確認した。これらの結果より過渡的な挙動

解析にＴＲＡＣＧを使用することは妥当である。 

 

 

表 3.4-1 柏崎刈羽原子力発電所７号炉の諸元表 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4-1 柏崎刈羽原子力発電所７号炉におけるＬＲＷＢ事象進展図 

原子炉タイプ ＡＢＷＲ 
電気出力(MWe) 1,356 
熱出力(MWt) 3,926 
燃料集合体体数 872 
炉心流量(t/h) 52,200 
原子炉ドーム圧力(MPa(gage)) 7.07 
インターナルポンプ台数 10(Internal loop) 
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図 3.4-2 柏崎刈羽原子力発電所７号炉における３ＲＰＴ事象進展図 
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図 3.4-3 柏崎刈羽原子力発電所７号炉の原子炉圧力容器ノーディング図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4-4 柏崎刈羽原子力発電所７号炉の燃料チャンネルノーディング図 
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図 3.4-5 柏崎刈羽原子力発電所７号炉の主蒸気管ノーディング図 
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図 3.4-6 柏崎刈羽原子力発電所７号炉のＬＲＷＢと解析結果の比較 
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図 3.4-7 柏崎刈羽原子力発電所７号炉の３ＲＰＴと解析結果の比較 
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3.5 ＳＬＣ試験 

GE Hitachi Nuclear Energy（ＧＥＨ）社で実施されたＳＬＣＳ（Stand-by Liquid Control 

System）に関する Vallecitos 試験(40)について説明する。 

 

3.5.1 試験の説明 

1980 年頃に，ＧＥＨ社は Vallecitos 試験装置を用いて，一連のほう酸溶液混合試験を

実施した。Vallecitos 試験装置は，実機ＢＷＲの詳細な 1/6 規模モデルであり，ほう酸溶

液の注入位置を変更することが可能であった。Vallecitos 試験は大気圧及び室温の下で実

施され，低温時のほう酸溶液の相対密度を模擬した代替溶液が使用された。試験は，原子炉

定格炉心流量の５％，10％及び 15％等の流量と等価な条件で実施された。試験装置には，

制御棒案内管，燃料集合体，ジェットポンプ，気水分離器等の原子炉圧力容器の底部から上

部までのＢＷＲのすべての機器，及び二つの外部再循環ループが含まれていた。 

 

3.5.2 試験データとの比較 
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3.5.3 結論 

Vallecitos試験装置を用いて実施されたほう酸溶液混合試験に関するＴＲＡＣＧの解析

結果が妥当な範囲で測定値を再現できることから，ＴＲＡＣＧのほう素モデルの妥当性が

確認された。 
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図 3.5-1 Vallecitos 試験 125 における下部プレナムのほう酸混合係数（５％炉心流量） 

 

 

図 3.5-2 Vallecitos 試験 125 における炉心のほう酸混合係数（５％炉心流量） 
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図 3.5-3 Vallecitos 試験 122 における下部プレナムのほう酸混合係数（10％炉心流量） 

 

 

図 3.5-4 Vallecitos 試験 122 における炉心のほう酸混合係数（10％炉心流量） 
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図 3.5-5 Vallecitos 試験 327 における下部プレナムのほう酸混合係数（10％炉心流量） 

 

 

図 3.5-6 Vallecitos 試験 327 における炉心のほう酸混合係数（10％炉心流量） 
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4 ＡＴＷＳ解析への適用例 

ＲＥＤＹコード（REDY Ver.1（ATWS 用），REDY Ver.2）及びＳＣＡＴコード（SCAT Ver.3）

の有効性評価に対して，比較用の参考解析としてＴＲＡＣＧコードをＡＴＷＳ解析に適用

した結果について例示する。 

なお，ＡＴＷＳ解析では，前章で説明した LASALLE 不安定事象で検討した結果を反映し

て，チャンネルコンポーネントについて同じノード分割を用いた。 

 

4.1 ＡＢＷＲ平衡炉心のＭＳＩＶ誤閉止 

図 4.1-1～図 4.1-8 にＡＢＷＲの平衡炉心においてＭＳＩＶの誤閉止を想定した場合の

ＡＴＷＳ解析結果を示す。燃料被覆管温度は最高で約 550℃であり，燃料被覆管最高温度は

判断基準に対して十分な余裕があることが分かる。 

 

 参考に，軸方向出力分布，燃焼度点及び初期炉心流量が異なる条件についても確認した。

評価した中で厳しい結果を与える下部ピーク炉心，サイクル末期，初期炉心流量 90％の場

合であっても，燃料被覆管温度は最高で約 560℃であり，燃料被覆管最高温度は判断基準に

対して十分な余裕があることを確認した。図4.1-9～図4.1-16にＡＴＷＳ解析結果を示す。 
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図 4.1-1 ＡＴＷＳ時の中性子束の時間推移 

（ＡＢＷＲ，平衡炉心） 
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図 4.1-2 ＡＴＷＳ時の炉心流量の時間推移 

（ＡＢＷＲ，平衡炉心） 
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図 4.1-3 ＡＴＷＳ時の原子炉蒸気流量の時間推移 

（ＡＢＷＲ，平衡炉心） 
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図 4.1-4 ＡＴＷＳ時の給水流量の時間推移 

（ＡＢＷＲ，平衡炉心） 
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図 4.1-5 ＡＴＷＳ時の原子炉圧力変化の時間推移 

（ＡＢＷＲ，平衡炉心） 
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図 4.1-6 ＡＴＷＳ時の逃がし安全弁流量の時間推移 

（ＡＢＷＲ，平衡炉心） 
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図 4.1-7 ＡＴＷＳ時の原子炉水位変化の時間推移 

（ＡＢＷＲ，平衡炉心） 
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図 4.1-8 ＡＴＷＳ時の燃料被覆管最高温度の時間推移 

（ＡＢＷＲ，平衡炉心） 
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図 4.1-9 ＡＴＷＳ時の中性子束の時間推移 

（ＡＢＷＲ，平衡炉心，初期条件変更） 
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図 4.1-10 ＡＴＷＳ時の炉心流量の時間推移 

（ＡＢＷＲ，平衡炉心，初期条件変更） 
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図 4.1-11 ＡＴＷＳ時の原子炉蒸気流量の時間推移 

（ＡＢＷＲ，平衡炉心，初期条件変更） 
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図 4.1-12 ＡＴＷＳ時の給水流量の時間推移 

（ＡＢＷＲ，平衡炉心，初期条件変更） 
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図 4.1-13 ＡＴＷＳ時の原子炉圧力変化の時間推移 

（ＡＢＷＲ，平衡炉心，初期条件変更） 
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図 4.1-14 ＡＴＷＳ時の逃がし安全弁流量の時間推移 

（ＡＢＷＲ，平衡炉心，初期条件変更） 
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図 4.1-15 ＡＴＷＳ時の原子炉水位変化の時間推移 

（ＡＢＷＲ，平衡炉心，初期条件変更） 
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図 4.1-16 ＡＴＷＳ時の燃料被覆管最高温度の時間推移 

（ＡＢＷＲ，平衡炉心，初期条件変更） 
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添付１ ＴＲＡＣＧコードによる中性子束振動に係る解析結果を参考として用いる理由に

ついて 

 

ＢＷＲにおいて高出力・低炉心流量状態となった場合，以下に示すような中性子束振動

及び流量振動が発生することがある。 

(1) チャンネル安定性 

ＢＷＲの炉心は上下に共通のプレナム部を有する多数の燃料チャンネルが配置されてい

る。各チャンネル内では，チャンネル入口から流入する冷却材が，非沸騰，サブクール沸騰，

飽和沸騰へとチャンネル出口に向かって連続的な変化を示す。何らかの要因により摂動（例

えば，冷却材流量の増加）が加えられると，チャンネルの入口と出口の間の差圧が変化する

が，上下プレナム間の差圧は一定であるため，摂動は抑制される。この際，摂動の影響が大

きいチャンネル下流側（二相流領域）に摂動を受けた流れが到達するのに時間遅れがあるた

め，流量振動が起きることがある。これをチャンネル安定性という。 

(2) 炉心安定性，領域安定性 

ＢＷＲにおいて例えば出力が上昇した場合，ボイド率が増加して負の反応度が投入され，

出力が抑制される。その後，出力低下によりボイド率が減少して正の反応度が投入されるが，

ボイド率の変化に時間遅れがあることにより出力振動（中性子束振動）が起きることがある。

このようなボイド率変動に伴う反応度フィードバック以外に，燃料棒温度変動に伴う反応

度フィードバック，炉心流量変化がチャンネル入口部から原子炉内構造物（上部プレナム，

セパレータ，再循環系，下部プレナム）を経て炉心入口部に戻ることによる流量フィードバ

ック及び(1)に述べたチャンネル安定性も重畳して，中性子束振動が起きる。 

このようなメカニズムにより炉心全体の中性子束振動が発生するものを炉心安定性，空

間的に高次モードでの中性子束振動が起きるものを領域安定性という。 

 

上記(1)，(2)に関して，ＲＥＤＹコードでは，核特性は一点近似動特性モデルを用い，

ボイド率，圧力損失等の熱水力特性は炉心を一点に近似した集中定数モデルを用いている

ため，チャンネル安定性，チャンネル安定性を含んでいる炉心安定性，チャンネル安定性に

加え炉心内の領域間の振動を取扱う領域安定性のいずれも模擬することは困難である。 

一方，ＴＲＡＣＧコードでは，核特性モデル及び熱水力モデルで原子炉圧力容器内を三

次元的に取り扱い，熱水力モデルでは二相流二流体場の６個の方程式により，質量，運動量

及びエネルギーについて液相及び気相を個別に取り扱うことができるので，チャンネル安

定性，炉心安定性，領域安定性のいずれの安定性も評価することが可能である。 

このため，短時間領域での中性子束振動が局所的な燃料被覆管温度に与える影響を確認

するために，参考としてＴＲＡＣＧコードによる評価を行っている。 
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2.2.3 解析モデルの説明 

（1）融体ジェットモデル 

融体ジェットに対しては，Ｚ方向一次元の質量，内部エネルギー及び運動量保存則が解

かれる。融体ジェット表面からの液滴の発生（融体ジェットからの質量エントレインメン

ト）は，ジェット分裂長に対する実験相関式と融体ジェットの質量保存則に基づき求めら

れる。図 2-3 は，融体ジェットがプール水で侵食され，下方に進むに従ってジェット直径

が減少する様を表している。ジェットが完全に消失する水深をジェット分裂長 Lbrk と呼ぶ。 

ジェット分裂長は，Bond 数 JBo >50 の条件では Taylor 型相関式(6)が用いられ，それ以外

の場合は Saito らの相関式 (7)によって次のとおり算出される。 

501.2

5010

22/122/1

22/1

J

JiJ
J

Ji

Ji

l

J

J

JiJ
J

l

J

Ji

brk

DgBo
Dg

V

DgBo

D
L

 (2.2-1) 

ここで，ρJ と ρlはそれぞれジェットと水の密度，σJ はジェットの表面張力，DJ i は水面で

のジェットの直径，VJ i は水面でのジェット流速，g は重力加速度である。 

 

融体液滴発生量，すなわち質量エントレインメントに対応する体積エントレインメント

流量（ eV ）は，ジェット直径が水深とともに線形的に減少するという仮定で計算される。 

plbrk

pl

brk

JiJ
e HL

H
L
DVV

,max2
 (2.2-2) 

ここで，Hpl はプール深さ，VJ はジェットの流速である。 

 

質量エントレインメント流量 em は，次のように求められる。 

eJente VCm  (2.2-3) 

ここで， entC は定数である。定数 entC を１として設定した場合，ジェットは実験に基づく

相関式によって決定されたジェット分裂長で崩壊する。 entC を大きくするにつれ，ジェット

分裂長は短くなる。 

本融体ジェットモデルでは，ジェットからの伝熱は，表面積と冷却水内の移動時間のど

ちらにおいても，融体粒子や融体プールの場合と比較して小さいので，現在のところ考慮

されていない。したがって，ジェットから冷却水への熱流束は０と設定される。 
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図 2-3 ジェット分裂モデルの概要 (1) 

 

（2）融体プールモデル 

ジェット又は粒子群が底面に到達する際には，連続した融体を形成する可能性がある。

図 2-4 に，融体プールモデルの模式図を示す。融体プールモデルの概要を以下に示す。 

・Ｘ方向一次元の質量，エネルギー及び運動量保存則を解く。 

・ジェットや粒子群から加わった融体質量を考慮する。 

・融体プール表面における二相流及び床との摩擦影響は無視する。 

・融体プール端の凝固を取り扱う。 

・二相流と融体プール間の伝熱を考慮する。（図 2-5） 

・流動様式が気泡流以外，すなわち核沸騰，膜沸騰状態となって気相体積が増加するこ

とによる熱流束緩和効果（ボイド効果）は，ベース熱流束にボイド率の関数としての

係数を乗じることで考慮する。 
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図 2-4 融体プールモデル模式図 (1) 

 

 

 

 

図 2-5 各沸騰状態において用いられる伝熱モデル（融体プール） 

 

  

Jet

x (m)0

hP(x)
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（3）融体粒子モデル 

実機体系のような大規模シミュレーションを可能とするために，グループ化された粒子

（粒子群）の概念が導入された。図 2-6 に融体粒子モデルの概要図を示す。融体粒子モデ

ルの概要を以下に示す。 

・ “粒子群”とは，同じ特性を持ち，X-Z 平面上の有限な空間を占める粒子のグループ

である。 

・ 粒子群の実際の形状，回転，拡散特性のような属性は無視される。 

・ それぞれの粒子群の代表粒子の動きやヒートバランスは，ラグランジュ方程式によ

って計算される。 

・ ジェット表面から粒子群が離れる前に，一定量以上の粒子を蓄える“前粒子群”概

念が導入されている。前粒子群の融体ジェット表面からの放出基準を以下に示す。 

・粒子群質量 ＞ ０, かつ下記に示す少なくとも１つの状況に該当すること。 

 粒子数が Npcrの値を超える。 

 前粒子群のＸ方向のサイズが，格子のＸ方向サイズの４分の１より大きい。 

 前粒子群のＸ方向の外側のエッジ位置が最初のセル境界を超える。 

 存続時間が時間制限値 nhistを超える。 

 

 

 

図 2-6 融体粒子モデル概要図 (1)  
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2.3 入出力 

本章では，ＪＡＳＭＩＮＥコードによる水蒸気爆発解析時の入出力例を示す。 

図 2-16 に水蒸気爆発解析のフロー図を示す。幾何形状等のプラント固有条件や事象進展

解析（ＭＡＡＰ）に基づく溶融燃料条件等に基づきＪＡＳＭＩＮＥコードの入力条件の設

定を行う。 

ＪＡＳＭＩＮＥ解析の評価結果は，水蒸気爆発時の原子炉格納容器の健全性評価を実施

するための構造応答評価コードの負荷条件として用いられる。水蒸気爆発負荷として，高

圧気泡を膨張させるモデルを用いる場合には，水蒸気爆発時の発生エネルギー条件や爆発

時の圧力条件が構造応答評価コードに引き渡される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-16 水蒸気爆発解析の流れ 

  

ＭＡＡＰ 

・溶融燃料放出条件 

・原子炉格納容器内条件，

etc 

ＪＡＳＭＩＮＥ 

・ＦＣＩによる発生エネルギー，etc 

プラント条件 

・プラント幾何形状 

・水張り水位，etc 

構造応答解析 
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2.3.1 入力例 

(1) 計算体系の幾何形状 

計算領域は，図 2-17 に示すとおり，円筒座標系における角度θのセクターとして定義さ

れ，体積は X-Z 平面のグリッドとして離散化される。 

原子炉圧力容器破損時におけるペデスタル領域での水蒸気爆発解析を実施する場合，計

算体系を圧力容器，ペデスタル壁面，床面で形成される原形状の中からモデル化すること

ができる。 

X-Z 平面でのメッシュ分割は，ＪＡＳＭＩＮＥコードの制限値【Ｘ方向(=30)，Ｚ方向

(=40) 】以内で任意に設定することができ，ペデスタル領域について，ベッセル，ペデス

タル空間（液相，気相），ペデスタル壁面等を定義することが可能である。図 2-18 にメッ

シュ分割の例を示す。 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-17 計算体系の幾何形状の例 
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下部
D/W

W/W

ベント管
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メッシュ分割 Ｘ方向：28   Ｚ方向：34 

 

図 2-18  ＪＡＳＭＩＮＥ解析のメッシュ分割の例 

  

mm
34 13700

33 13300 : ベッセル下部

32 12900

31 12500 : ジェット流入位置

30 12100

29 11700 : 水プール

28 11300

27 10800 : 水蒸気爆発源

26 10400

25 10000

24 9600

23 9200

22 8800

21 8400

20 8000

19 7600
18 7200
17 7000

16 6400

15 6000

14 5600

13 5200

12 4800

11 4400

10 4000

9 3600

8 3200

7 2800

6 2400

5 2000

4 1600

3 1200

2 800

1 400
0
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(2) 溶融炉心物性値 

溶融炉心物性値については，溶融コリウムの物性値ライブラリ（jasmine.corium，

jasmine.corium2，jasmine.corium3）が，ＪＡＳＭＩＮＥコードに付属されており，ユー

ザーは目的に応じてこれらを活用することができる。各物性値ライブラリの主要な特性は

以下のとおりである。表 2-3 に jasmine.corium2 の物性値を例示する。 

 

 jasmine.corium ： FARO/KROTOS 実験条件（UO2/ZrO2=80/20wt%） 

 jasmine.corium2 ： FARO/KROTOS 実験条件（UO2/ZrO2=80/20wt%），融点，リキダス， 

ソリダスを実機相当条件に設定 

 jasmine.corium3 ： TROI 実験条件（UO2/ZrO2=70/30wt%） 

 

(3) 主要入力値 

表 2-4 に(1),(2)以外の主要な入力例を示す。 

 

(4) 入力条件の設定の考え方 

入力条件は，表 2-4 に示された入力条件の例で示すように，代表的な水蒸気爆発実験を

最適に再現するために設定した入力値をベースとし，水蒸気爆発事象に伴う不確かさを踏

まえて，以下の保守性を考慮して設定している。なお，評価結果に対して各々が相互に影

響し得る条件については，総合的に保守性が担保できることを考慮した設定としている。 

 

•メルト放出速度： メルト放出速度は，破損口にかかるデブリ堆積圧等の圧力から計算

される。メルト放出速度としては，原子炉圧力容器（以下「ＲＰＶ」

という。）の低圧破損時に最も大きくなる条件である溶融デブリ全

量が下部プレナムに堆積した場合を想定した値を設定。 

•メルト放出口径： 粗混合融体質量を保守的に評価するために，ＲＰＶ底部の貫通配管

で最も大きい口径 0.15ｍの値を保守的に丸めて として設定。 

•粗混合時液滴径： 既存のＦＣＩ実験（KROTOS，FARO，TROI，CCM）のザウター平均粒径

は０～３mm 程度(8)とされている。一般に粗混合時液滴径が大きい

程，粒子から冷却材への伝熱が低下して粒子が固化しにくくなり，

冷却材ボイド率も低下することで，粗混合融体質量が大きい傾向が

あると考えられ，このような傾向は，トリガリング位置を底部，ト

リガリングタイミングを粗混合融体質量がピークとなる条件におい

て，感度解析により確認されている。上述のトリガ条件を前提とし

て，爆発の強度が大きくなりやすい条件として，上述のザウター平

均粒径を包絡する を設定。 

 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属

しますので公開できません。 
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•トリガリング位置： 爆発に関与し得る融体の質量が最大に近く，爆発の強度が大きくな

りやすい条件として，中心軸上の底部から軸方向２セル目を選定。 

•トリガリング  ： 

タイミング 

水蒸気爆発により発生する運動エネルギーが最も大きくなると考え

られる条件として設定。 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-3 ＪＡＳＭＩＮＥ解析における物性値 

No. 項目 物性値 備考 

数値 単位 

1 溶融点  [Ｋ] 組み込みライブラリ

(jasmine.corium2)

に基づく値 

2 固相線温度  [Ｋ] 

3 液相線温度  [Ｋ] 

4 固相密度  [kg/m3] 

5 液相密度  [kg/m3] 

6 液相比熱  [J/(kg･K)] 

7 固相比熱  [J/(kg･K)] 

8  溶融潜熱  [J/kg] 

9 熱伝導率  [W/(m･K)] 

10 粘性係数  [Pa･s] 

11 表面張力  [N/m] 

12 輻射率  [－] 

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属

しますので公開できません。 
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表 2-4 ＪＡＳＭＩＮＥ解析における主な入力条件の例（1/2） 

No. 入力 値(定義) 単位 備考 

1 初期圧力  [Pa] ＭＡＡＰ解析結果に基づき設定。 

2 プール水温  [Ｋ] ＭＡＡＰ解析結果に基づき設定。 

3 落下メルト総重量  [kg] ＭＡＡＰ解析結果に基づき設定。 

4 メルトジェット温度  [Ｋ] ＭＡＡＰ解析によると下部プレナム内

の溶融デブリの酸化物層の過熱度は約

であることから，溶融デブリの融

点はjasmine付属のメルトの物性値パッ

ケージ jasmine.corium2 のリキダス

に過熱度 を考慮した値を設

定。 

5 メルト放出速度  [m/s] ＭＡＡＰ解析に基づくＲＰＶ破損時の

デブリ流入速度の最大値を設定。 

6 メルト放出口径  [ｍ] ＲＰＶ底部の貫通配管で最も口径の大

きいＣＲＤチューブ径 0.15ｍを保守的

に丸めて を設定。 

7 プール水深 ２ [ｍ] 手順上定める値を設定。 

8 粗混合時液滴径  [ｍ] 大規模ＦＣＩ実験結果（FARO，COTELS

等）の粒径分布から代表粒子径として設

定。 

9 爆発後粒子径 0.00005 [ｍ] 文献(1)記載のＪＡＥＡが実施した検証

解析に用いられる条件を採用。 

10 ブレークアップ係数 1.0 [-] 文献(1)記載のＪＡＥＡが実施した検証

解析に用いられる条件を採用。 

11 液滴速度ファクタ ５ [-] 文献(1)記載のＪＡＥＡが実施した検証

解析に用いられる条件を採用。 

12 トリガリング位置 ベデスタル

の中心， 

底から 0.6m 

[ｍ] トリガ位置には中心軸上の底部付近と

して底部から軸方向２セル目を選定。こ

れは爆発に関与し得る融体の質量が最

大に近く，爆発の強度が大きくなりやす

い条件を選定したものである。 

13 トリガリングタイミング 粗混合融体

質量の最初

のピークと

なる時刻 

[sec] 水蒸気爆発により発生する運動エネル

ギーが最も大きくなると考えられる条

件として設定。 

14 トリガ閾値 5×105 [Pa] マニュアルによるトリガ圧力の設定範

囲 500kPa-10MPa より，500kPa を設定。 

  

本資料のうち，枠囲みの内容は商業機密に属

しますので公開できません。 
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表 2-4 ＪＡＳＭＩＮＥ解析における主な入力条件の例（2/2） 

No. 入力 値(定義) 単位 備考 

15 フラグメンテーション

モデル 

Caracharios(1983) 

モデル 

[-] - 

16 フラグメンテーション

条件 

粒子温度の平均温度が

融点以上 

[-] - 

17 フラグメンテーション

係数 

0.35 [-] 文献(1)記載のＪＡＥＡが実施し

た検証解析に用いられる条件を

採用。 

 

18 フラグメンテーション

時間 

10-3 [sec] 

19 蒸発に用いられるエネ

ルギー割合 

融体の寄与：0.02 

フラグメント放熱の寄

与：0.7 

[-] 

20 フラグメンテーション

におけるボイド緩和係

数 

ボイド率 0.3～0.75 で

カットオフ 

[-] 文献(1)記載のＪＡＥＡが実施し

た検証解析に用いられる条件を

採用。 

21 トリガ点圧力 1×107 [Pa] ピーク圧力よりも低くかつトリ

ガ閾値圧力500kPaよりも十分大

きい圧力として設定。 

22 トリガ点ガス割合 粗混合解析結果の引継

ぎ 

[-] トリガ気相割合は，粗混合解析

結果に基づきトリガ発生時点で

のトリガセルでの気相割合を設

定。 

23 トリガ点ガス温度 1000 [Ｋ] 文献(1)記載のＪＡＥＡが実施し

た検証解析に用いられる条件を

採用。 
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2.3.2 出力例 

ＪＡＳＭＩＮＥ解析は，「粗混合過程」と「爆発過程」の２段階に分かれている。それ

ぞれの解析における主要な出力を以下に示す。 

 

(1)粗混合過程 

・放出されたメルト及び粗混合領域におけるメルト粒子の全質量 

粗混合解析は，爆発解析の初期条件を評価するために実施する。重要な物理量は，粗混

合過程において溶融状態で水中に分散した融体の質量であり，この物理量に基づきトリガ

リングタイミングを設定する。 

ＪＡＳＭＩＮＥコードではこの物理量を定量化する指標として，粗混合融体質量（ボイ

ド率 0.75 以下の領域に存在し，温度が融点以上の融体質量）の時間変化を出力することが

できる。爆発の強度が大きくなるように粗混合融体質量が最初にピークとなったタイミン

グでトリガリングタイミングを設定する。 

 

(2)爆発過程 

・流体の運動エネルギーの時間変化 

流体の運動エネルギーを用いて構造健全性評価を実施する場合には，水蒸気爆発発生時

にトリガセルから周囲へ圧力波が伝播し，その発生エネルギーの大部分が流体の運動エネ

ルギーに変換されると想定し，全領域の流体の運動エネルギーの時間変化からその最大値

を設定することが考えられる。 
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3. 解析結果の例示 

本項では，ＡＢＷＲ代表プラントにおけるＪＡＳＭＩＮＥ解析結果例を示す。 

評価条件はそれぞれ以下の通りである。 

・評価体系  ：図 2-18 

・主な評価条件：表 2-3，表 2-4 

 

(1)粗混合過程 

放出されたメルト及び粗混合領域におけるメルト粒子の全質量を図 3-1 に示す。図 3-1

により，粗混合融体質量が最初にピークとなる約 0.9 秒後にてトリガリングタイミングを

設定している。 

 

(2)爆発過程 

流体の運動エネルギーの時間変化を図 3-2 に示す。図 3-2 より，流体の運動エネルギー

のピーク値約７MJが水蒸気爆発時に発生するエネルギーと設定することができる。 
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図 3-1 粗混合融体質量（温度が融点以上かつボイド率 0.75 以下の 

領域に存在する融体質量）の時間的推移 

 

図 3-2 流体運動エネルギーの時間的推移 
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4. 水蒸気爆発実験への適用例 

4.1 粗混合実験解析 

粗混合に関するモデルの機能を確認するため，及び実験を最適に再現することを目的と

したパラメータ調整のため，JRC-Ispra 研究所で実施された FARO 実験に関するシミュレー

ションを，ＪＡＥＡが実施している (1)。FARO 実験では，溶融燃料としてコリウム(UO2と ZrO2

の混合物)を使用し，これらを水プールに落下させたときの，融体ジェット分裂やクエンチ

時の加圧および水蒸気発生によるプール水位上昇等のデータが得られている。FARO 実験に

おける実験装置の概要を図 4-1 に示す。ＪＡＳＭＩＮＥコードにおけるベンチマークでは，

サブクール度，圧力，ジェット径等のパラメータの異なる３種類の実験ケースを選択して

いる。これらの実験では水蒸気爆発が発生せず，かつ粗混合状態が確認できたため，粗混

合に関するベンチマーク実験として選定された。以下に各ケースの特徴を簡単に述べる。 

 

L14 ケース ： デブリの温度は 3073Ｋ，水位は 2.05ｍ，サブクール度は１Ｋと小さく，

圧力は高圧（５MPa）であり，ジェット径は 92mm と大きい。雰囲気ガス

は蒸気である。 

L28 ケース ： デブリの温度は 3053Ｋ，水位は 1.44ｍ，サブクール度は１Ｋと小さく，

圧力は低圧（0.51MPa）であり，ジェット径は 44mm と小さい。雰囲気ガ

スは蒸気である。 

L31 ケース ： デブリの温度は 2990Ｋ，水位は 1.45ｍ，サブクール度は 104Ｋと大きく，

圧力は最も低圧（0.22MPa）であり，ジェット径は 48mm と小さい。雰囲

気ガスはアルゴンである。 

 

4.1.1 解析条件 

ベンチマーク対象の実験ケース（L14，L28，L31)の実験条件及びそれぞれのベンチマー

ク解析条件を表 4-1 に示す。また，実験装置を模擬した解析モデルを図 4-2 に示す。 
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図 4-1 FARO 実験装置 (9),(10)
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表 4-1 FARO 実験（L14，L28 及び L31)の実験条件及び解析条件 

 

出典：Steam Explosion Simulation Code JASMINE v.3 User's Guide,JAEA(1) 
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出典：Steam Explosion Simulation Code JASMINE v.3 User's Guide,JAEA(1) 

図 4-2 FARO L-14（左）及び FARO L28，L31（右）の解析モデル 
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4.1.2 解析結果 

圧力履歴の解析結果を図 4-3 に，プール水位挙動の解析結果を図 4-4 に示す。図におい

て，exp.が実験結果で，cal.が解析結果である。全体として実験結果はおおむね良く再現

されている。詳細にみると，圧力がやや低めに評価されているのに対し，特に低圧実験（L28

と L31）において水位は高めに評価されている。 

 

 

 

 

出典：Steam Explosion Simulation Code JASMINE v.3 User's Guide,JAEA(1) 

図 4-3 圧力履歴比較 
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出典：Steam Explosion Simulation Code JASMINE v.3 User's Guide,JAEA(1) 

図 4-4 プール水位挙動比較 
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添付１ 水蒸気爆発時のウォーターハンマーについて 

 

 

炉外において水蒸気爆発が発生した場合，発生した気体によって水塊が急加速を受けな

がらピストン状に押し上げられ，この水塊衝突による衝撃力が構造物の健全性に影響を及

ぼす可能性が考えられる。ウォーターハンマーは，この水塊衝撃と圧力波の２つの効果に

分けられるが，ペデスタルにおいては水面の上に気相部があり圧力波は問題とならないた

め，水塊衝突について以下に考察を示す。 

この水塊の上昇について，軽水炉の SA 時を想定した気泡急成長に伴う水撃力に関する研

究（稲坂ら，2004）では容器下部から注入した気泡によって，水位がピストン状に押し上

げられ，気泡が水面に達して吹き抜けるまで水塊として上昇する様子が観察されている。

水塊による水位上昇は，主に容器の径：Dと初期水位：H0のアスペクト比（H0/D）によって

整理できるとされており，構造物をこの水塊の到達範囲外に配置することにより水撃力の

影響を回避できると結論付けている。添付図 1-1 に実験装置，添付図 1-2 に水塊の到達範

囲の整理結果，添付図 1-3 に水塊挙動の実験結果を示す。 

女川２号炉，浜岡４号炉，島根２号炉及び柏崎刈羽６号及び７号炉では，ペデスタル径

と初期水位のアスペクト比による無次元水位はそれぞれ 0.6，0.5，0.65 及び 0.2 程度であ

る。この知見を適用した場合，添付図 1-2 より上記のアスペクト比において水塊群到達範

囲が最も大きくなるのは島根２号炉のアスペクト比 0.65 であり，そのときの水塊の上昇を

含む最大水位は約 7.5ｍ（ペデスタルの径の 1.25 倍程度）となる。これより，島根２号炉

の場合，水塊はペデスタル床から約 7.5ｍまで上昇する可能性があるが，これはペデスタル

床面からのＲＰＶ底部高さ約 9.0ｍよりも低いことから，ＲＰＶ支持機能の健全性に与える

影響はないといえる。 

本実験では，水蒸気爆発時の水塊運動の主要パラメータとして，容器径，初期水位，気

泡圧力を変更したケースについて実験を実施している。これらの実験パラメータ範囲の実

機条件への適用性は以下のとおりである。 

容器径については，大型容器（内径 1.0ｍ）と小型容器（内径 0.428ｍ）の実験を行い，

容器径のスケール効果を考慮している。実験結果より，容器径で規格化した無次元水面上

昇距離は，小型容器と大型容器で同一のアスペクト比条件における実験結果の観察結果か

ら，ほぼ一致すると評価されている。添付図 1-2 の水塊到達範囲の実験相関式は，これら

の実験装置のデータより整理されたものである。したがって，実機の格納容器下部領域の

径は本実験装置の容器径よりも大きくなるが，実験相関式は容器のスケール効果を考慮し

ており，実機条件にも適用できると考えられる。 

また，この実験では，圧縮空気を水張り容器の底部から供給して水蒸気爆発による気泡

運動の水位上昇への影響を調査しているが，実機では必ずしも底部から気泡が成長を始め
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るわけではない。しかしながら，底部から供給される気泡は一次元軸方向への運動が支配

的となる一方で，実機では蒸気泡がより三次元的に運動できるため，軸方向への水位上昇

を評価する観点では，この実験方法は実機と比較して保守的であると考えられる。 

初期水位は，無次元初期水位を変更したケース（0.6, 0.8, 1.0, 1.2, 1.4）の実験を行

っているが，実験の実水位は最大 1.4ｍ（容器径 1.0ｍの場合）となる。実機条件では，実

験条件の実水位より高くなると想定される。しかし，初期水位と水位上昇の関係は，容器

径で規格化された無次元初期水位（容器径と初期水位の比）及び無次元水塊到達範囲（容

器径と水位上昇の比）で整理される（添付図 1-2）。この無次元水位でみると実機条件は，

実験範囲にあり，実機条件に適用できると考えられる。 

気泡の圧力条件は，気泡圧力を変更したケース（0.5MPa, 1.0MPa, 2.0MPa）を行ってい

る。実験結果より，圧力が大きくなると気泡が吹き抜けやすくなり，水塊が押し上げられ

る範囲は圧力に依存しなくなる傾向がある。このため，高圧条件（10MPa 以上）での水塊到

達範囲はほぼ同じになるとされている。これより，実機での水蒸気爆発では，実験条件よ

りも圧力が高くなることが想定されるが，添付図 1-2 の水塊到達範囲は実機条件にも適用

できると考えられる。 

なお，この実験の圧力条件は実機における落下溶融炉心の重量を想定して設定されてお

り，2.0MPa の圧力条件は実機炉心相当で約 11ｔの落下溶融炉心による蒸気発生量に対応す

るとしている1。表 2-4 に示す実機を想定した解析条件では，溶融炉心のＲＰＶ外への放出

後，溶融炉心重量は数秒で約 11ｔに達するが，水蒸気爆発が１秒前後で生じることを考慮

すれば，この実験条件の設定は実機で生じる事象と同程度のオーダーであると考えられる。 

また，この実験研究は空気を対象としたものであるが，水蒸気を対象とした場合には，

蒸気泡に対する凝縮効果のため，水塊の上昇と水撃力が抑制されるとする知見がある（稲

坂ら，2007）。 

以上より，本実験結果による水塊運動の範囲の結果は，実機条件でも適用できると考え

られる。 

 

〔参考文献〕 

(1) 稲坂，安達，汐崎，綾，成合，2004. 「軽水炉のシビアアクシデント時における気泡

急成長による水撃力の研究」，海上技術安全研究報告書 第 4巻 第 3号，p.323-343. 

(2) 稲坂，安達，村田，綾，2007. 「軽水炉のシビアアクシデント時における蒸気急発生

による水撃力」，日本原子力学会和文論文誌 6，p.289-297. 

  

                             
1 溶融炉心の潜熱及び比熱をそれぞれ 323kJ/kg，0.526kJ/(Kg-K)として，実験体系におけ

る空気容量と同等の蒸気発生量となる溶融炉心重量を概算し，実験体系と実機の空間スケ

ール(～1/10 スケール)の違いを踏まえて算出（稲坂ら，2004） 
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添付図 1-1  水撃実験装置（上：大型容器、下：小型容器）（稲坂ら，2004） 
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1. はじめに 

本資料は，格納容器破損防止対策に関する重大事故等対策の有効性評価

（以下「有効性評価」という。）に関連して，原子炉圧力容器外の溶融燃料

－冷却材相互作用（以下「ＦＣＩ」という。）発生時における原子炉本体基

礎（以下「ペデスタル」という。）の構造応答評価に適用する汎用衝撃解析

コードＡＵＴＯＤＹＮを対象とし， 

・適用対象事象及び適用実績 

・解析モデルと解析結果についての説明 

・解析結果の検証 

に関してまとめたものである。 

 

(1) 解析コードの概要 

ＡＵＴＯＤＹＮは爆発・衝撃問題といった非線形時刻歴応答解析の専用

ツールとして，1980 年代に開発された解析コードであり，陰解法ソルバを

採用した有限要素法解析ツールとは異なり，収束計算を必要としない陽解

法(※)ソルバを採用しているため，爆発・衝撃のような非線形性の強い問

題の解析に適している。 

(※)時刻歴応答解析には「陰解法」と「陽解法」の２種類の手法があり，

陰解法は解を求めるために収束計算を必要とすることから，非線形

性の強い問題の場合は解が発散して計算が継続できなくなる場合

がある。一方，陽解法は収束計算の必要がないことから，比較的短

時間で安定して解が得られる。 

 

(2) 解析コードの特徴 

ＡＵＴＯＤＹＮには後述する複数の要素タイプが用意されており，気体
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／液体／固体等の解析対象に応じた要素の使い分けや，異なる要素タイプ

間での連成解析が可能である。 

これにより，変形レベルの大きい流体部分と比較的変形レベルの小さい

構造物部分の要素を使い分けてモデル化し，それらを連成させて計算する

ことで，衝撃荷重を伴う流体－構造連成問題を解くことができる。 
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2. 適用対象事象及び適用実績 

 

(1) 事象の概要 

ＡＵＴＯＤＹＮによる構造応答解析は，原子炉圧力容器外でのＦＣＩに

伴う荷重に対して，ペデスタルの構造健全性を確認することを目的に実施

する。 

ＦＣＩとは溶融炉心と冷却材との接触及びそれに伴って引き起こされる

現象を指し，ＦＣＩのうち衝撃波を伴うものを「水蒸気爆発」と呼ぶ。 

これまでの研究では，水蒸気爆発現象を以下のような段階的な過程によ

って説明するモデルが提唱されている。 

 

① 炉心あるいは原子炉圧力容器から落下する溶融炉心（デブリジェット）

が冷却材中に落下する。水と接触した溶融炉心は，その界面の不安定

性により細粒化して水中に分散する（エントレイン）。細粒化した溶

融炉心（以下「デブリ粒子」という。）は，蒸気膜に覆われた状態で

膜沸騰を伴う水との混合状態となる（粗混合）。 

② 上記の状態で，自発的若しくは外部からの圧力パルス等の外乱により，

膜沸騰が不安定化し（トリガリング），デブリ粒子と冷却材が直接接

触する。 

③ デブリ粒子と冷却材の直接接触により急速な熱の移動が発生し，急速

な蒸気発生・溶融炉心の微細化によって更にデブリ粒子と冷却材の接

触が促進され（伝播），蒸気発生が促進される。この蒸気発生により

圧力波が発生する。 

④ 発生した圧力波が通過した後の高温高圧領域（元々は粗混合領域）の

膨張により運動エネルギーが発生し，構造材に機械的荷重が作用する。 
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上述のとおり，水蒸気爆発が発生するためにはトリガリングが働く必要

があり，さらにデブリ粒子と冷却材の接触が瞬時に粗混合領域全体に伝播

する必要がある。 

一方で，国内外の実験的知見に基づく評価において，ＢＷＲの実機条件

下では水蒸気爆発のトリガとなり得る要因は考えられないことから，水蒸

気爆発の発生可能性は十分に低いものと結論付けられている。 

本書にて説明するＡＵＴＯＤＹＮを用いた構造応答解析では，仮に水蒸

気爆発が起こった場合を想定し，最も爆発による影響が大きいペデスタル

の構造健全性を確認する。 

水蒸気爆発に伴う荷重条件については，上記①～④の事象を解析コード

ＪＡＳＭＩＮＥを用いて解析的に模擬し，算出する。（詳細は 3.4 参照） 
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(2) 適用実績 

高速衝突問題や爆発問題等を対象とする高速衝撃解析に用いられる計算

コードは，ローレンスリバモア国立研究所（ＬＬＮＬ）によって 1950 年代

に開発されたＨＥＭＰコードを起源としている。ＨＥＭＰコードをはじめ

とする，それまでの多くの衝撃解析コードは有限差分法によって定式化さ

れていたが，その後，ＤＹＮＡを代表とする有限要素法衝撃解析コードが

開発され，さらに計算処理能力の向上を背景として，1980 年代に商用衝撃

解析コードとしてＡＵＴＯＤＹＮが開発された。 

ＡＵＴＯＤＹＮは，高速衝突問題や爆発問題等をはじめとした，物質の

大変形を伴い，かつ非常に過渡的な現象に対して有効なコードである。ま

た，多くの衝撃解析コードと同様，連続体力学によって定式化され，質量，

運動量，エネルギーの各保存式と，連続体の特性を表す状態方程式及び構

成方程式が陽解法によって連立して解かれる。 

ＡＵＴＯＤＹＮは，例えば航空宇宙分野にて，スペースデブリ衝突，複

合材の衝撃応答，燃料タンクの安全評価に適用されている。また，前述の

とおり爆発・衝撃問題に適したコードであるため，ＦＣＩによるペデスタ

ル構造材への荷重応答評価にも適しており，既往研究において適用した実

績もある。この中で，代表的な研究概要を表 2-1 に示す。 
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表 2-1 ＡＵＴＯＤＹＮの主な適用実績 

1 研究名称 シビアアクシデント時構造バウンダリ健全性評価 

＝動的構造応答解析＝ 

解析実施者 財団法人 原子力発電技術機構 原子力安全解析所 

実施時期 平成 12～13 年度 

（平成 12 年度は「環境影響評価手法の調査検討等」の一部と

して実施） 

研究概要 PWR プラントにおける炉心損傷後の格納容器破損防止対策（格

納容器内注水）の有効性評価として，ＦＣＩ現象を模擬した解

析を実施。水中での溶融炉心の粗混合反応の解析はＶＥＳＶＩ

ＵＳコードを用い，ガスバグモデルを用いたＡＵＴＯＤＹＮ二

次元モデルによる応答解析に加え三次元モデルによる解析も

実施。溶融物のエネルギー放出挙動に関しては，代表的なＦＣ

Ｉの試験であるＫＲＯＴＯＳ試験の結果を参照している。 

2 研究名称 コンクリート構造物の衝撃破壊挙動解析に係るコード整備 

解析実施者 独立行政法人 原子力安全基盤機構 

実施時期 平成 15 年度 

研究概要 コンクリート構造物に対する航空機衝突の影響を評価するた

めのコンクリート構成則の改良及び検証解析を実施。低速域か

ら高速域にわたる複数のコンクリート実験の再現解析をＡＵ

ＴＯＤＹＮで行い，解析結果との良い一致を得た。 
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3. 解析モデルと解析結果の例示 

ＡＵＴＯＤＹＮは非線形時刻歴応答解析の専用ツールであり，陰解法ソル

バを採用した有限要素法解析ツールとは異なり，収束計算を必要としない陽

解法ソルバを採用しているため，特に爆発荷重・衝撃荷重のような非線形性

の強い問題を扱うことが可能である。時刻歴応答解析では，時間積分に中央

差分による収束計算が不要な陽解法を用いて解析するため，落下・衝突のよ

うな非線形性の強い問題でも解が発散せず，安定して解が得られる。またＡ

ＵＴＯＤＹＮの使用実績としては，航空宇宙・防衛等の産業で製品の安全性

対応や高品質化等に幅広く活用されている。 

陽解法の特徴は，着目している要素の隣接する過去の要素情報しか現在の

状態に影響を与えないということである。したがって衝撃解析では，波動の

伝搬速度である音速 c が重要な意味を持っており，いま着目する要素（要素

サイズΔe）で，音速 cの影響による現象を陽解法で安定に実行するためには，

時間積分の刻み幅（Δｔ）に Courant 条件と言われる制約がある。 

 

 

ここで連続体が構造体の場合，縦弾性係数Ｅ，密度ρとすると，構造体内

での音速 c は， 

 

 

連続体が流体の場合，体積弾性率Ｋ，密度 ρ とすると，流体内での音速 c

は， 

 

 

c
e

t

Ec

Kc
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である。ＦＣＩ時の構造応答解析で取扱う連続体のおよその音速 c は，鋼

材で 5000 m/s，コンクリートで 3200 m/s，水中で 1560 m/s，空気中で 340 m/s

である。 

ＡＵＴＯＤＹＮでは，時間積分の刻み幅 Δｔとしてすべての要素で決定さ

れる時間積分の中で最小のものを自動的に用いている。 
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3.1  計算要素 

ＡＵＴＯＤＹＮで使用可能な要素タイプの種類とその概要を表 3.1-1 に

示す。 

 

表 3.1-1 ＡＵＴＯＤＹＮで使用可能な要素タイプの種類とその概要 

要素タイプ 概要 

Lagrange 

（Solid） 

物質とともに要素が移動・変形する計算方法。主と

して固体に対して適用性がある。 

Shell 薄板 Shell 要素。厚さ方向に要素分割できないよう

な薄肉構造物に対して適用性がある。二次元軸対称

系の場合は計算領域を線分（二次元）の集合に分割

する。 

Euler 要素は空間に固定され，この要素間を物質が移動す

る計算方法。主として流体（気体・液体）に対して

適用性がある。本解析では複数の物質を取り扱うこ

とができる Multi-Material Euler 法を適用してい

る。 

ALE 

(Arbitrary Lagrange Euler) 

物質とともに要素が移動・変形する Lagrange にお

いて，内部セルに対しては物質とは別に要素を任意

に移動させて，要素のひずみによる計算精度の低下

を防ぐことができる。 

 

今回のＦＣＩ時の構造応答解析では，ＡＵＴＯＤＹＮで使用可能な上記

の要素タイプのうち，Lagrange，Shell 及び Euler を用いている。 

ここで，Lagrange 要素及び Shell 要素の幅は，ペデスタルの構造応答の

観点から，爆発荷重に対する変形挙動を精度よく模擬できるよう，高さ方

向及び壁厚方向に十分な分割数（曲げ変形を適切に模擬する観点から壁厚

方向に最低３分割）が確保できる寸法として設定する。一方，Euler 要素

は，Lagrange 要素との力のやり取りの関係から Lagrange 要素よりも小さ

く設定することが推奨されていることに配慮し，設定する。 
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ＦＣＩ時の構造応答解析に用いる解析モデルの例を図 3.1-1 に，当該モ

デルの要素分割の例を図 3.1-2 にそれぞれ示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1-1 解析モデル図  

本資料のうち，枠囲み部分は商業機密に属しますので公開できません。 
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図 3.1-2 要素分割図  

本資料のうち，枠囲み部分は商業機密に属しますので公開できません。 
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3.2  境界条件 

ペデスタルは原子炉圧力容器を支持する構築物であり，鋼板製の内

筒，外筒からなる二重円筒構造である。実機には内筒と外筒の間に等

間隔に縦リブが配置されており，これら内筒，外筒及び縦リブの鋼材

部分を強度部材として設計している。また，内筒，外筒及び縦リブで

区切られた領域にはコンクリートが充填されている。 

解析は二次元軸対称モデルを用い，気相部，液相部，爆発源，鋼板

部及びコンクリートをモデル化している。なお，当該モデルは二次元

軸対称体系であるため，縦リブ鋼板及び人員アクセス用の開口等は模

擬していない。 

ペデスタルは基部の原子炉格納容器との取り合い部を介して，原子

炉圧力容器等から作用する荷重を基礎マットに伝達する構造である

ことから，原子炉格納容器との取り合い部を完全固定境界とする。ペ

デスタル内及びペデスタル外の領域にはコンクリート床等の周辺構

造物が存在するが，保守的に変形を大きく評価する観点から，これら

の周辺構造物による拘束効果は考慮しない。また，ペデスタル上部に

作用する原子炉圧力容器の自重等による荷重の効果についても上記

と同様の理由により，考慮しない。 

境界条件を示した解析モデル図を図 3.2-1 に示す。 
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図 3.2-1 解析モデル図 

 

  

 

本資料のうち，枠囲み部分は商業機密に属しますので公開できません。 
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3.3  材料モデル 

ＡＵＴＯＤＹＮでは，物質の材料特性を「状態方程式」「構成則」「破

壊則」のモデルで定義している。それぞれの概要は以下のとおりである。 

状態方程式：熱力学的平衡状態における静水圧と内部エネルギーと密度

の関係を示す。 

構成則：せん断応力とひずみの関係及び／又は降伏基準を示す。 

破壊則：物質の破断基準を示す。 

以下に本解析における構造部材の材料特性を示す。 

 

(1) 鋼板 

表 3.3-1 に鋼板の材料特性を示す。表 3.3-1 の設定に基づき，解析に当

たっては個別プラントの鋼板の密度，体積弾性率，横弾性率，降伏応力及

び限界相当塑性ひずみを入力する。 

 

表 3.3-1 鋼板の材料特性 

項目 設定 

状態方程式 線形 

構成則 等方硬化則 

破壊則 限界相当塑性ひずみ則 

密度 

個別プラントの値 

体積弾性率 

横弾性率 

降伏応力 

限界相当塑性ひずみ 
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 (2) コンクリート 

表 3.3-2 にコンクリートの材料特性を示す。表 3.3-2 の設定に基づき，

解析に当たっては個別プラントの鋼板の密度，体積弾性率，横弾性率等を

入力する。 

 

表 3.3-2 コンクリートの材料特性 

項目 設定 

状態方程式 線形 

構成則 Drucker-Prager 

破壊則 スポール破壊 

密度 

個別プラントの値 体積弾性率 

横弾性率 

 

ここで，本解析ではコンクリートの衝撃解析で一般的な構成則として

Drucker-Prager 構成則を用いる。 

この構成則における降伏応力は，圧力の関数として一般的に式(1)のよ

うに表される。 

  bapY  (ただし a，b は定数)    (1) 

ただし，Y が無限に大きくなることを避けるために上限値 Ymaxを定める。

（式(2)及び図 3.3-1 参照） 

  )min( max bapYY ，      (2) 

ここで，定数 a，b は下式で与えられる。 

2
)1(3

n
na       (3) 
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cfn
b

2
3

      (4) 

t
c

f
fn        (5) 

ここで， cf 及び tf は以下のとおり。 

cf ：コンクリートの圧縮強度 

tf ：コンクリートの引張強度であり，下式で計算する。 

3/223.0 ct ff       (6) 

また，Ymaxは次式で与えられる。 

tanmax cfcY      (7) 

ここで， 

  
2

tfn
c       (8) 

  
1

2cos
n

n
      (9) 

  
1
1sin

n
n

      (10) 

上述の計算式と，個別プラントのコンクリートの圧縮強度 fc に基づき，

式(2)の降伏応力と圧力の関係を求め，ＡＵＴＯＤＹＮのインプットとする。 
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図 3.3-1 Drucker-Prager 構成則の降伏応力－圧力関係の概念図 

  

a 
b 

圧力 

降伏応力 

p1 p2 0 

Ymax 
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3.4  爆発源の設定方法 

水蒸気爆発に対する構造応答を解析的に求めるため，爆発源をＡＵＴ

ＯＤＹＮのガスバグモデルを用いて模擬する。 

ガスバグモデルは，任意の液体・気体物質に対して適用性のあるモデ

ルであり，対象の物質が周囲の系に対してする仕事量（＝開放エネルギ

ー量）を圧力 P と体積変化量 ΔVの関係で定義するものである。 

図 3.4-1 にガスバグモデルの概念図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.4-1 ガスバグモデルの概念図 

 

図 3.4-1 に示すように，ガスバグモデルではエネルギーソースに対し

て圧力 P と体積変化量 ΔV の関係で水蒸気爆発によって開放されるエネ

ルギー総量を定義する。ガスバグモデルにおける開放エネルギーは，下

式で与えられる。 

VVo

VoG PdVE      (11) 

ここで，爆発源の開放エネルギーは水蒸気爆発解析コードＪＡＳＭＩ

ＮＥの結果（流体の運動エネルギー）に基づき設定している。 

水蒸気爆発発生時には，トリガセルから周囲へ圧力波が伝播し，その

 

ΔV 

エネルギーソース 

P0，V0 

P0 

V0 

開放エネルギーＥG 

V0＋ΔV 
V 

P 
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発生エネルギーの大部分が流体の運動エネルギーに変換されると想定し，

ＪＡＳＭＩＮＥの解析結果から得られた全領域の流体の運動エネルギー

の最大値を引き継いでガスバグモデルのインプット条件として設定して

いる。図 3.4-2 に流体運動エネルギーの設定方法を示す。 

なお，爆発源の設定位置は，ＪＡＳＭＩＮＥ解析におけるトリガリン

グの発生位置と同様の位置とする。 
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図 3.4-2 ＡＵＴＯＤＹＮにおけるエネルギーの設定方法 

 

 

 

液相 

気相 溶融炉心

ジェット 

溶融炉心放出量，物性値 

ペデスタル条件（圧力，温度） 

トリガ位置 

流体運動エネルギー最大値 

粗混合領域圧力最大値 

爆発源開放エネルギー（注１） 

爆発源初期圧力（P0） 

トリガ位置 

爆発源（初期状態） 

V0，P0 

気相 

液相 

爆発源エネルギー開放 

エネルギー開放 

圧力波 

ペデスタル 

粗混合，水蒸気爆発解析 

(ＪＡＳＭＩＮＥ:二次元軸対称円筒体系) 

(注 1) 

爆発源の開放エネルギーとして 

ＪＡＳＭＩＮＥの流体運動エネルギーの最大値を設定 

構造応答解析 

(ＡＵＴＯＤＹＮ：二次元軸対称円筒体系) 

ペデスタル(鋼板)の最大応力／ひずみ量 
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3.5  解析フロー 

ＡＵＴＯＤＹＮの解析フローを図 3.5-1 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5-1 ＡＵＴＯＤＹＮの解析フロー 

 

ＪＡＳＭＩＮＥ解析結果 

・爆発源の最大圧力 

・流体の最大運動エネルギー 

爆発源の形状・位置・パラメータを設定 

構造材及び流体メッシュの作成 

プラントデータ 

・ペデスタル形状 

・構造材材質 

・材料物性値 

ＡＵＴＯＤＹＮコード入力 

流体―構造連成解析 

解析結果出力 

・構造材の塑性ひずみ量 

・構造材の発生応力 

・各セルの圧力 等 

ＡＵＴＯＤＹＮ 
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3.6  入出力 

ＡＵＴＯＤＹＮコードの主要な入出力は図 3.5-1 に示した解析フロー

図にも示されるとおりである。ＡＵＴＯＤＹＮコードのインプットデー

タは以下のとおり構成される。 

＜入力＞ 

① ペデスタル構造物の幾何形状 

② 各構造物に対する拘束条件 

③ 材料の物性値 

④ 流体及び構造材のメッシュデータ 

⑤ 流体及び構造材の要素タイプ（Lagrange / Euler 等） 

⑥ 爆発源の形状・位置（ＪＡＳＭＩＮＥコードの評価条件・結果に基

づく） 

⑦ 爆発源の初期圧力及びエネルギー 

（ＪＡＳＭＩＮＥコードによる評価結果に基づく） 

 

 上記をインプットとして，水蒸気爆発発生時の構造材衝撃荷重応答を

評価し，以下の主要なアウトプットデータを得る。 

＜出力＞ 

① 材料分布図 

② 塑性ひずみ 

③ 構造材の発生応力 
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3.7  解析結果の例示 

本項では，代表プラントの解析入力条件と解析結果について例示する。 

 

(1) 解析モデル及び境界条件 

図 3.2-1 に示す解析モデルとする。要素分割の詳細を表 3.7-1 に示す。 

 

表 3.7-1 要素分割の詳細 

部位 要素タイプ 要素幅 要素数 
コンクリート Lagrange 

(Solid) 
  

内外鋼板 

 

Shell   

空気，水， 

エネルギーソース 
Euler   

 

 

(2) 材料物性 

代表プラントのペデスタルの構成材料を以下に示す。 

コンクリート：普通コンクリート（設計基準強度：29.4N/mm2） 

鋼板    ：SPV490 

 

材料物性の詳細を表 3.7-2 及び図 3.7-1 に示す。 

 

  

本資料のうち，枠囲み部分は商業機密に属しますので公開できません。 
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表 3.7-2 材料特性一覧 

材料 密度※1 体積 
弾性率※2 

横弾性率

※2 
降伏応力

※1 
最大引張 
強さ※1 

限界ひず

み※1 
コンクリート    （図 3.7-1の関係式による） 

SPV490   

1 ノミナル物性値である。 

※2 ノミナル物性値であり，下式に基づき算出したもの 

 体積弾性率 Ｋ＝Ｅ／(3・(1－2・ν)) 

 横弾性率 Ｇ＝Ｅ／(2・(1＋ν)) 

 ここで， 

  Ｅは縦弾性係数で  

  νはポアソン比で  

  

本資料のうち，枠囲み部分は商業機密に属しますので公開できません。 
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図 3.7-1 Drucker-Prager 構成則に基づくコンクリートの圧力－降伏応力関係 

 

  

 

 

本資料のうち，枠囲み部分は商業機密に属しますので公開できません。 
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(3) 爆発源の荷重仕様 

ガスバグモデルの入力条件を表 3.7-3 に示す。 

また，体積変化と圧力の関係を図 3.7-2 に示す。 

 

表 3.7-3 ガスバグモデルの入力条件 

項 目 値 備考 
運動エネルギー   
初期半径   
初期圧力   
体積変化   

 

 

 

 

図 3.7-2 体積変化と圧力の関係 

 

 

  

本資料のうち，枠囲み部分は商業機密に属しますので公開できません。 
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(4) 解析結果 

(1)から(3)の入力条件に基づき解析を実施した結果を以下に示す。 

ガスバグモデルの圧力の時刻歴を図 3.7-3 に，開放エネルギーの時刻歴

を図 3.7-4 にそれぞれ示す。 

下図に示すとおり，圧力と体積変化による仕事量が所定の開放エネルギ

ーに達する時刻は， であった。 

 

 

図 3.7-3 ガスバグモデルの圧力の時刻歴 

 

図 3.7-4 ガスバグモデルの開放エネルギーの時刻歴 

  

本資料のうち，枠囲み部分は商業機密に属しますので公開できません。 
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次に，主要な時刻における材料分布図を図 3.7-5～図 3.7-8 に示す。 

 

図 3.7-5 材料分布図（５ms） 

 

 

図 3.7-6 材料分布図（10ms）  

本資料のうち，枠囲み部分は商業機密に属しますので公開できません。 
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図 3.7-7 材料分布図（15ms） 

図 3.7-8 材料分布図（20ms） 

  

本資料のうち，枠囲み部分は商業機密に属しますので公開できません。 
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次に，爆発発生から５ms 後の内外鋼板の塑性ひずみの分布を図 3.7-9

に示す。 

 

 

図 3.7-9 爆発発生から５ms 後の内外鋼板の塑性ひずみの分布 

（最大塑性ひずみ：0.0％） 

 

 

  

本資料のうち，枠囲み部分は商業機密に属しますので公開できません。 



参考 3-33 

 

次に，強度部材である鋼板（内側及び外側）に発生する最大ミーゼス応

力の時刻歴を図 3.7-10 及び図 3.7-11 に示す。 

 

 

図 3.7-10 内側鋼板の最大ミーゼス応力の時刻歴 

 

 

図 3.7-11 外側鋼板の最大ミーゼス応力の時刻歴 
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4. 解析結果の検証 

本章では，ＡＵＴＯＤＹＮを用いた解析解と理論解の比較検証結果を示す。 

ＡＵＴＯＤＹＮを用いたペデスタルの構造応答解析は，鋼板部を二次元軸

対称 Shell 要素で，コンクリート部を二次元軸対称 Lagrange 要素でそれぞ

れモデル化して実施していることから，検証は Shell 要素及び Lagrange 要

素の両方で実施する。 

 

(1) 二次元軸対称 Shell 要素を用いた解析 

図 4-1 に示すように単純な円筒形状の構造物を二次元軸対称 Shell 要素

でモデル化し，内面に圧力衝撃荷重（台形波：図 4-2 参照）が作用した際

の変位動的倍率（静的な解に対する倍率）を解析的に求め，理論解との比

較評価を実施する。 

なお，図 4-2 に示す圧力荷重履歴は，最大圧力荷重を１としたときの荷重

比の履歴として表している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1 対象形状 

半径  板厚  

圧力 P 

Shell 要素 

半径  

圧力 P 

本資料のうち，枠囲み部分は商業機密に属しますので公開できません。 
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図 4-2 圧力衝撃荷重の荷重履歴 

 

計算に用いる物性値を表 4-1 に示す。 

 

表 4-1 計算に用いる物性値 

項 目 単位 値 

縦弾性係数 MPa  

ポアソン比 －  

密度 kg/m3  

圧力 MPa  

 

上述の条件より，円筒構造物の台形荷重に対する応答を解析的に求め，

理論解との比較を試みる。理論解は参考文献(1)及び参考文献(2)により

求めた。以下に理論解の概要を示す。 

 

(a) 円形リングの面内振動の固有振動数 

参考文献(1)：機械工学便覧α2 機械力学より 

  
E

R
f

2
1

 

  ここで， 
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本資料のうち，枠囲み部分は商業機密に属しますので公開できません。 
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   R：リング中央線の半径 

   E：縦弾性係数 

   ：単位体積あたりの質量 

 

(b) 台形荷重に対する応答 

参考文献(2)：基礎からの衝撃工学 森北出版 4.1.6 より 

 

 

 

台形荷重     一質点モデル 

  ここで， 

   f2  

   f ：(a)で求めた円形リングの固有振動数 

 

(b)による理論解と解析結果の変位動的倍率を比較した結果を図 4-3

に示す。 

理論解による最大変位動的倍率 1.833 に対し，解析による変位動的倍

率は 1.836 であり，理論解と解析結果は良い一致を示している。 
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図 4-3 理論解とＡＵＴＯＤＹＮによる解析結果の比較 

（二次元軸対称 Shell を用いた解析） 
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(2) 二次元軸対称 Lagrange 要素を用いた解析 

図4-4に示すように単純な円筒形状の構造物を二次元軸対称Lagrange

要素でモデル化し，内面に圧力衝撃荷重（台形波：図 4-5 参照）が作用

した際の変位動的倍率（静的な解に対する倍率）を解析的に求め，理論

解との比較評価を実施する。 

なお，図 4-5 に示す圧力荷重履歴は，最大圧力荷重を１としたときの

荷重比の履歴として表している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-4 対象形状 

 

  図 4-5 圧力衝撃荷重の荷重履歴 
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本資料のうち，枠囲み部分は商業機密に属しますので公開できません。 
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計算に用いる物性値を表 4-2 に示す。 

 

表 4-2 計算に用いる物性値 

項 目 単位 値 

縦弾性係数 MPa  

ポアソン比 －  

密度 kg/m3  

圧力 MPa  

 

上述の条件より，円筒構造物の台形荷重に対する応答を解析的に求め，

理論解との比較を試みる。理論解は参考文献(1)及び参考文献(2)により

求めた。以下に理論解の概要を示す。 

 

(a) 円形リングの面内振動の固有振動数 

参考文献(1)：機械工学便覧α2 機械力学より 

  
E

R
f

2
1

 

  ここで， 

   R：リング中央線の半径 

   E：縦弾性係数 

   ：単位体積あたりの質量 

  

本資料のうち，枠囲み部分は商業機密に属しますので公開できません。 
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(b) 台形荷重に対する応答 

参考文献(2)：基礎からの衝撃工学 森北出版 4.1.6 より 

 

 

 

台形荷重     一質点モデル 

  ここで， 

   f2  

   f ：(a)で求めた円形リングの固有振動数 
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(b)による理論解と解析結果の変位動的倍率を比較した結果を図 4-6

に示す。 

理論解による最大変位動的倍率 1.863 に対し，解析による変位動的倍

率は板厚内面位置で 1.840，中央位置で 1.875 及び外面位置で 1.884 で

あり，理論解と解析結果は良い一致を示している。 

 

 

図 4-6 理論解とＡＵＴＯＤＹＮによる解析結果の比較 

（二次元軸対称 Lagrange を用いた解析） 
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(3) 要素サイズの妥当性検証解析 

設定した要素サイズの妥当性を確認するために，(2)で用いた二次元軸

対称 Lagrange 要素のモデルを対象とし，要素サイズの異なる二つのモデ

ルに対して動的解析を行い，解析結果を比較した。図 4-7 に検討した円

筒モデルの概要，図 4-8 及び図 4-9 に解析結果の比較を示す。 

図 4-8 及び図 4-9 に示すように，ＦＣＩ解析に適用している要素サイ

ズ（モデル１）と，各要素辺長さを 1/2 とした詳細モデル（モデル２）

の内外壁面における径方向変位の数値誤差*）は内外面で-1％程度，周方

向応力の解析結果の数値誤差は内面で-1％程度，外面で-1％程度であり，

解析結果に対して影響を与えるような大きな差は無く，ＦＣＩ解析に使

用する解析モデルの要素分割は妥当である。 

*）数値誤差の定義は，（モデル１－モデル２）/モデル２ 

＋（プラス）は，モデル１の方が解析結果の数値が大きいことを示す。 
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内圧P(t)

 

 

 

 

 

（モデル 1）：ＦＣＩ解析と同等の要素サイズ 

 

 

 

 

 

 

 

 

（モデル 2）：ＦＣＩ解析の約 1/2 の要素サイズ 

 

 

 

 

 

 

 

荷重条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-7 要素サイズの比較検討に用いた二次元軸対称円筒体系モデルの概要 
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評価点：A（内壁） 

 

 

評価点：B（外壁） 

 

図 4-8 要素サイズの異なるモデルの動的解析結果の比較（径方向変位） 
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評価点：A（内壁） 

 

 

評価点：B（外壁） 

 

図 4-9 要素サイズの異なるモデルの動的解析結果の比較（周方向応力） 
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添付 1  運動エネルギーから圧力として伝わる時の考え方について 

3.4 節に示したように，ＡＵＴＯＤＹＮの構造応答評価は，ＪＡＳＭＩ

ＮＥ解析結果により求まる水蒸気爆発時の流体の最大運動エネルギーに基

づき実施している。すなわち，ＡＵＴＯＤＹＮ評価での爆発源の開放エネ

ルギーをＪＡＳＭＩＮＥ評価における全領域の流体運動エネルギーと同等

となるように設定している。 

これは，水蒸気爆発発生時には溶融デブリからの熱エネルギーが爆発に

よる圧力波を介して流体側に運動エネルギーとして伝わり，これが構造材

のペデスタル壁に作用するためであり，この運動エネルギーの最大値を解

析条件としてＡＵＴＯＤＹＮ評価に引き渡すことにより，ペデスタルの構

造健全性を適切に評価できると考えられるためである。 

上記の考え方の妥当性を確認するために，ＪＡＳＭＩＮＥ解析とＡＵＴ

ＯＤＹＮ解析における代表点の圧力履歴を比較した。添付図 1-1 に示すと

おり，ＡＵＴＯＤＹＮ解析における代表点の圧力履歴はＪＡＳＭＩＮＥ解

析とほぼ同等であることから，ＡＵＴＯＤＹＮ解析条件の設定手法が妥当

であることが確認できる。  
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添付図 1-1 ＡＵＴＯＤＹＮ解析とＪＡＳＭＩＮＥ解析の壁面圧力の比較 
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また，ＪＡＳＭＩＮＥコードの解析による水蒸気爆発時の壁面力積履歴と

ＡＵＴＯＤＹＮコードの解析による壁面力積履歴を比較した。添付図 1-2 に

示す通り，ＪＡＳＭＩＮＥコードとＡＵＴＯＤＹＮコードの解析結果から得

られる壁面の力積はほぼ同等である。このことからも，ＡＵＴＯＤＹＮ解析

条件の設定手法が妥当であると考えられる。 

 

 

添付図 1-2 ＡＵＴＯＤＹＮ解析とＪＡＳＭＩＮＥ解析の壁面の力積比較 
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添付 2  反射波の考慮について 

ＡＵＴＯＤＹＮは非線形時刻歴応答解析の専用ツールであり，陰解法ソ

ルバを採用した有限要素法解析ツールとは異なり，収束計算を必要としな

い陽解法ソルバを採用しているため，特に爆発荷重・衝撃荷重のような非

線形性の強い問題を扱うことが可能である。 

今回のＦＣＩ時のペデスタルの構造応答は，構造体を模擬する Lagrange

要素 の Solid 要素と幅 の Shell 要素）と流体を模擬す

る Euler 要素 を設定し，両者の相互作用による流体－構造

連成解析によって計算している。Lagrange 要素（Solid 要素及び Shell 要

素）の幅は，ペデスタルの構造応答の観点から，爆発荷重に対する変形挙

動を精度よく模擬できるよう，高さ方向及び壁厚方向に十分な分割数が確

保できる寸法として設定したものである。一方，Euler 要素は，Lagrange

要素との力のやり取りの関係から Lagrange 要素よりも小さく設定するこ

とが推奨されており，要素幅を と設定している。 

なお，一般的に陽解法ソルバでは，荷重等の伝播速度と要素サイズから

自動的に時間刻みを計算することで，解析の精度を確保している。 

したがって，今回の解析体系においても，要素サイズ，時間刻みは適切

に設定されており，流体－構造間及び構造体内部での圧力伝播や反射の影

響については適切に模擬できているものと考えている。 

 

ここで，反射波の影響確認を目的として，単純な Lagrange 要素のモデル

にパルス状の荷重を付加した場合の構造物内部の圧力履歴を調査した。解

析体系と荷重条件を添付図 2-1 に示す。 
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添付図 2-1 解析モデルと荷重条件 

 

添付図 2-1 に示す条件で圧力伝播挙動を解析した結果として，代表点の

Lagrange 要素の圧力時刻歴を抽出した結果を添付図 2-2 に，時刻ごとの圧力

分布を添付図 2-3 に示す。 

添付図 2-2 に示すとおり，圧力履歴は周期的に変動しており，圧力伝播と

反射が繰り返される挙動が模擬されていることを確認した。 

 

 

 

添付図 2-2  Lagrange 要素の代表点における圧力履歴 
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添付図 2-3 圧力分布の推移 

 

また，同様のモデルを用いて，反射波の重畳の効果についても確認した。 

解析モデルと荷重条件を添付図 2-4 に示す。 
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添付図 2-4 解析モデルと荷重条件 

 

添付図 2-4 に示す条件で圧力伝播挙動を解析した結果として，圧力測定点

の Lagrange 要素の圧力時刻歴を抽出した結果の比較を添付図 2-5 に示す。 

添付図 2-5 に示すとおり，ケース１とケース２の入力を重ね合わせたケー

ス３の解析結果は，ケース１とケース２の解析で得られた個々の圧力波形の

重ね合わせとして表現されていることが確認された。これにより，ＡＵＴＯ

ＤＹＮコードでは圧力伝播と反射及び反射波の重畳が適切に模擬されている

ことを確認した。 
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＜ケース１＞ 

 

＜ケース２＞ 

 

＜ケース３＞ 

 

添付図 2-5 各ケースの圧力履歴 
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 また，３章に示すペデスタルの構造解析において，水蒸気爆発によって没

水部のペデスタル外側壁面に負荷される圧力荷重の総和を添付図 2-6 に示す。 

今回の解析対象である水蒸気爆発は，高い圧力の荷重がごくわずかな時間

(ミリ秒単位)で作用する事象であり，この圧力による荷重の総和が没水部の

ペデスタルへ負荷される際に，伝播荷重による反射波が有意な影響を及ぼす

かを確認した。 

添付図 2-6 より，爆発エネルギーの解放直後の発生荷重が支配的であり，

その後は伝播荷重が減衰し，仮に反射波が重畳した場合でも解放直後の荷重

を上回ることはないものと考えられる。 

 

 

添付図 2-6 圧力によってペデスタル外側壁面に作用する荷重  
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添付３  ペデスタル構造応答評価における判定基準について 

本章では，ペデスタル構造応答評価における判定基準の考え方について述

べる。 

ＦＣＩ時の荷重に対するペデスタルの機能喪失モードとして，強度部材の

破損による原子炉圧力容器支持機能の喪失が考えられる。本解析では，構築

物としてのペデスタル全体での原子炉圧力容器支持機能の確認を目的とし，

主たる強度部材としての鋼板の発生応力を保守的に見積もる観点から，内外

鋼板の間に設置されている縦リブをモデル化せず，二次元軸対称体系での構

造応答を評価する。したがって，主たる強度部材である鋼板がＦＣＩ時の荷

重に対して破断せず，ペデスタル全体として荷重負担能力を維持しているこ

とが機能維持評価の判定基準となる。 

一般に鉄鋼材料の負荷荷重とひずみの関係は，添付図 3-1 のとおりに表さ

れる。 

原点Ｏから点Ａまでの領域は，外力によってなされた仕事が変形によって

弾性エネルギーとして材料内に蓄えられ，外力を除くと変形の回復とともに

エネルギーが放出される領域である。すなわち，永久変形が生じない弾性範

囲であり，点Ａは「降伏点」，点Ａの応力は「降伏応力」と呼ばれている。 

外力により材料に生じる応力が降伏応力を超える場合，材料には塑性変形

が生じるものの，ひずみ硬化によって外力の増加に応じて応力はなだらかに

上昇する。その後，更に外力を増加させると，応力の最大点（点Ｂ）を経て，

徐々にひずみが進展し，最終的にはあるひずみ量となった時点（点Ｃ）で破

断する。 

ここで，点Ｂを「最大荷重点」，点Ｂの応力を「最大耐力」，点Ｂのひずみ

を「最大荷重時ひずみ」と称する。また，点Ｃを「破断点」，点Ｃのひずみ

を「破断ひずみ」と称する。  
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添付図 3-1 鉄鋼材料の応力－ひずみ線図の例 

 

ペデスタルの機能維持の観点からは，耐力が低下せず，外力の増加に対応

できる範囲であれば荷重負担能力が維持できることから，ＦＣＩ時の荷重に

対して発生するひずみが最大荷重時ひずみ未満であることが機能維持の一

つの判断基準であると考えることが出来る。 

ここで，代表プラントにおけるペデスタル鋼板の材質である SPV490 の材

料試験データの例を既往知見(1)から引用し，添付図 3-2 に示す。 

添付図 3-2 によれば，SPV490 の最大荷重時ひずみは 10％程度であり，代

表プラントの解析結果(降伏応力未満)は，ひずみ量の判断基準と比較しても

十分に余裕のある結果であることが分かる。 

 

参考文献(1)：平成 7 年度 溶接部等熱影響部信頼性実証試験（原子炉格

納容器）に関する報告書, 原子力安全基盤機構, 平成 8

年 3月 
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添付図 3-2 参考文献(1)抜粋 
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